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第1章 今 までの電子計算機産業及び振興施策の歩み

1.1　 電子計算機 産業の歩み

1.1.1　 電子計算機 産業の生い立 ち

(1}わ が国の電子計算機産業 の幕あ け

　①.揺 盛期

　　　 わが国の電子 計算機 産業は,米 国 よ り約10年 遅れ その第1歩 を踏み出 した。

　　電子計算機に関す る研究は.東 京大学,通 産省 の電気試験所,電 電公社 の電 気

　　通信研究所 な どをは じめ として,各 所 で昭和28年 ごろか ら活発 に行 われ た。

　　開発 は難i航を重 ねたが 漸 くに して富士 フ イルムが昭和31年 にFUJICを,東

　　京大学が昭和34年 にTACを それ ぞれ完成 した。 この両者は真空管式電子 計

　　算機 であるが,こ の 頃には既 にパ ラメ トロンや トランジスタの研究が進 んで

　　いたの で真空管式の電子 計算機 は,わ が国 では商用化 されず に終 ってい る。

　　米国の歴 史の第1期 に相 当す る時代は ないわけである。

　　　昭和32年 には,電 気通信研究所 でパ ラメ トロン(パ ラメ トロン自体は,

　　昭和29年 に東京大学 の後藤英一氏に よ って発 明 された)を 使用 した電 子計

　　算機 ムサ シノ1号 が完成 し,昭 和33年 春 には東 大でPC-1が 完成 した。 こ

　　れ らの技 術が基礎 にな って,昭 和32年 に日立製作所のHIPAC-1,昭 和33

　　年 に日本電気 のNEAC1101,1102,昭 和34年 に富士通信機製造(現 在 の富

　　士通)のFACOM　 212な どのパ ラメ トロン電子計 算機 が商用化 され た。一 方.

　　昭和32年 には(社)日 本電 子工業振興協 会が発 足 してい る。 この時代 が日本

　　の電子計算機産業の揺藍期 といえ るであ ろう。

　　　商用電 子計算機 の完成 に関 して,わ が国は米国に対 して約7年 遅れ をとっ

　　ていた ことにな る。
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② 　電 子 計 算 機 の 商業 化

　 　 トラ ン、ジ ス タ を使 用 した 電 子 計 算 機 の 研 究 は,電 気 試験 所 を中 心 と して行

　 われ,昭 和31年7月 に点 接 触型 トラ ンジ スタ を用 いたETL・MARK皿 を,昭

　 和33年 に 接 合 型 トラ ンジ スタ を用 い て,小 型 高 速 磁 気 ドラ ムを主 記憶 装 置

　 に使 ったETL・MARK　 Nを 開発 した。　 　 　 　 　 :F.

　 　 この 技 術 に よ って,昭 和34年 に は 日 立 製 作 所 のHITAC　 301,'日 本 電 気

　 のNEAC　 2201等 が 完 成 され,こ れ らに 続 き・.,富士 通,東 芝.三 菱 電 機,沖

　 電 気等 の メ ー カ も トラ ンジ ス タ式 電 子 計 算 機 を完 成 した。 昭 和35年 に は本 、

　 格 的生 産 に入 り,し ば らくは,こ のETL技 術 を基 本 に した電 子 計算 機 の・開 発

　 が続 ぎ,各 社 の 商 品 ど レ ての電 子 計 算 機 の 戦列 が 整 って ゆ く。 昭 和36年 に

1は 日本 電 子 計算 機 ㈱(JECC)が 設 立 され,そ の後 の電 子 計 算機 産業 発 展 に

　 大 きく寄与 してい る一。この時 代(昭 和34年 ～ 昭 和37年)が,わ が 国の電 子 計 算 機

　 産 業 の 歴 史 にお け る 黎 明 期 で あ る。.そ して これ は ア メ リカ に おけ る 第2期

'の 前 半 期 に あた る
。 、　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ㌧、.　　 .　 ・一

③ 　技 術 導 入 に よる 飛 躍

　 　 日本 政 府 は・IBMの 持 つ 電 子 計 算 機 の基 本 特 許 を 日本 メi・'rカの公開 を条件 に,

　 IBMの 国 内生 産 を認 め,こ こに!tカ が 国 電 子 計 算 機 産 業 は 新 しい 局 面 を迎 え

　 る・こ とと な っ才こ。

　 　 個々 の電 子工 業 技 術 に つ い ては,い くつ か 優 れ た もの を有 し て い た わ が 国

　 も総合 技 術 で あ る電 子 計 算 機 に つ い て は,、:・IBM以 外の米 国の小 人 達 と比 べ て

　 も非 常1に遅 れて いた た め,昭 和36年 か ち昭 和39年 に か け て,国 内 メ ー カは
'

外i国 メL・カと技 術 提 携 を結 び ノ ウ'、・ハ ウ を含 む電 子 計算 機 製 造 に関 す る技 術

　 を相つ い で導 入 し技 術 レベル の 向上 に努 め た∀　 　`　　 :・.,○

　 　 こめ技 術 導 入 に よ る新 機 種 の生 産 は,旺 盛 な 需 要 の 伸 び と顧 客 の要 求 に う

　 ま く適 合 し,わ が国 電 子 計 算 機 産 業 ほ,こ の 時代 に飛 躍 的 な成 長 を遂 げ,昭

　 和37年 に は第1回 目本 電 子 計 算 機 シ ョウが 開 催 ざれ る ま で に な った。 この 昭

　 和37年 ～ 昭和42年 は 日本 の 電 子 計 算 機 産 業 の 歴 史 にお け る第 ・1期 と もい う
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　　べ き時期 であ る。

② 　国産機の大型化,ミ ニ コンビ。ユ一 夕(ミ ニ コン)の 出現

　 ①　 自主技 術に よる電子 計算機 の開発

　　　 外国の技 術に依存 せず,自 主技 術によ って電子計算機 を開発 しよ ケとす る

　　 試 みに も努力が傾 け られ,昭 和40年 には富 士通信機製造,沖 電気工業 お よ

　　 び日本電気の3社 に よる鉱工業技術研究組 合法 に基 づ く電 子計算機技術研究

　　 組 合が,大 型電 子計算機FONTACを 完成 させてい る。　 　 .

　　　 昭和39年4月IBMは 全 く新 しい設計概念 に基 づ く電子計算機IBMシ

　　 .ステム360を 世界102カ 国 で 一斉 発 表 し,電 子計算機の市場 戦略 を「 変 さ

　　 せた。このIBMシ ステム360に 対応 して,・わが国 は、「電子工業振興 臨時措置

　　 法」の延長強化を計 り,わ が国の メーカ各社は,技 術提携 先の新機 種の 国産化

　　 に続いて,そ の 改良 あるい は 自主技術 によ る開発 によ っで,:そ の対抗機 を世

　　 に送 り出 し」■　t昭和41年 ～43年 に,お およそ・..その戦列1を整 えた。'昭和45

　　 ～46年 には》 これ らの戦列 の改良版 ともい うべ き性能 ・価格比の高 い機種

　　 を,自 主技 術に よって続 々と登 場 させ,(財)日 本情報処理開発 センター(J

　　 .IPDEC:、 国産新機種 計算 セ ンター)が 設立 され た。技術 的に・も昭 和43年 以

　 {降 の機 種は100%集 積 回路 を使用 した もの にな っでい・る。　 、　 ',

　　　 昭和41年 か らは,　 6カ 年計画 で,通 産省 工技 院× 型 プロ ジ ェク ト制度 に

　　 よ る超高性能電子 計算機 の開発が行 われ,.こ の過程 か ら得 られ た方式設計,

　　 高性能 部品,高 密 度実装方 式など,さ まざまな技術成果が直接 ～間接 に各社 の

　　 電子計算機に応用 され,わ が国電 子計算機技術 の レベルを大 幅に」二げ たb

　 ② 　オ ンライン時代の幕 あけ　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 `　 ㌦　 .　 い ・

　　　 昭和39年 には東京 オリンピックが開催 され,　 IBMは 競技 運営の オ ンライ

　　 ン ・システム を無 料提供 した。 また,国 鉄新幹線 が開通 したの も,:ζの年で,

　　 これ に合 わ せ て オ ン ラ インの座席 予約 「み ど りの 窓口小が開設 され た。 こ

　　 れ 以 降:,第1次 オ ン ラ イ ン ・バ ンキ ングシス.テム・ オンラ イン在庫管理 ・

　　 販売管理 シ ステ ム等の電 子計算機の オンライ ン化は急速 に進展 した。
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　　　 米国のDEC社 が開発 した1万 ドル台電子計算機PDP-8シ リーズ が 引 き金

　　 となったが,昭 和44年 の日立 による ミニ コンピュータHI　TAC-10の 発表は

　　 ミニコン ピュー タブームを引 き起 こ し,そ れまで10社 内外 で あ った電子計

　　 算機 メーカを一挙 に30社 近 くまでふやす きっかけ とな った。

　　　昭和43年 か らは 自主技 術による電子 計算機 の戦列 は整 い,昭 和45年 には

　　情報処理振 興事業 協会等 に関す る法律が制定 された。 この昭和43年 か らが,

　　 わが国電 子計 算機産 業の第2期 である。

(3}　コンピュータ業界の 再編成 と新機種 開発

　①　 第3の 時代へ の転換

　　　昭和45年 に,IBMが ハ ー ドとソフ トを分離(ア ンバ ン ドリン グ)し た シ

　　 ステム370を 発表 し,昭 和46年 には出荷 が始 まったため,わ が国の メーカ

　　各社 もこれに対抗す る当面の措置 として,手 早 く在来機 種の性能 ・価格比 の

　　向上 をね らった機 種の発表 が相つ いだ。 しか しなが ら,い ずれ も対抗機 種 と

　　 しては不十分 であるた め,各 社 と も昭和49年 ～昭 和50年 を目指 して,新 し

　　い電子計算機の開発 に全 力 を挙げて取組 んだ。

　　　新 しい時代 に向 って昭和46年 には 「特定電子工業 お よび特定 機械工業振

　　興臨時措 置法 」が成 立 し,パ ター ン情報(図 形,文 字,音 声,物 体)を 直接

　　インプ ットして認識処理 す るこ との出来 る新 しい電 子計算機 をめ ざして,大

　　型 プロジ ェク ト 「パ ターン情報処 理 システム開発計 画 」が スター トした。通

　　産省では,昭 和47年 ～昭和51年 まで,「 電子計 算機 等開発促進費補助金 」

　　を交付 して,新 しい電子計算機 の開発試作 を助成 して きた。 昭和47年 には

　 公衆電話回線 が開 放 され,オ ンライ ン ・システムの普及,商 用 タイム ・シェ

　　ァリング ・サー ビス とい う新 しい情報産業 が誕生 した。

② 　自由化 と3グ ル ー プ化

　　 昭 和51年4月 を もって電子計算機 産業は全面的 自由化 を迎 えた。

　　　このた め,昭 和50年12月12日 には産業構造審議会情報産業部会か ら 「電子

　 計算 機 輸 入 自由化 を迎 えて 」 と題 す る答 申 が 閣 議 に な され,電 子計算機
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　 産 業 の 重 要 性 を再 確 認 す る とと もに,自 由 化後 もその積 極 的 育成 を行 う必要

　 性 を説 い た。

　 　 そ の結 果

　 (a)　 IBM370対 抗 シ リーズに続 く次 世 代 電 子 計 算 機 の 開発 の 基 礎 技 術 となる

　 　 超LSIの 開発 に 対 す る補 助 金 の 交 付。

　 (b)ソ フ トウ ェ ア の 生 産 性 向 上 を ね ら って,情 報処 理 振 興 事 業 協 会(IPA)

　 　 に ソ フ トウ ェ ア生 産技 術 開 発 の ため の特 別委 託 開発 制 度 を創 設(51年 度 は

　 　 5億 円)す る こと等 の 施 策 が 立 て られ た 。

　 　 代 表 的電 子 計 算 機 メ ー カで あ るIBM社 と国 産 メ ー カ6社 との 企 業 力 格 差

　 は あ ま りに も大 き く,通 産 省 は 英 国,仏 国 の 例 を 参考 に して 業 界 再 編 成

　 に 乗 り出 し ・ 国 産 メ ー カ6社 を3グ ル ー プ に 集 約 化 す る こ とに 合 意 を得

　 た 。 この3グ ル ー プは 昭 和47年 か らIBMシ リー ズ370に 対 抗 できる高 性能

　 電 子 計 算 機 の共 同 開 発 に着 手 し(昭 和47年 度 ～ 昭 和51年 度 ま で,電 子 計算

　 機 等 開 発 促 進 費 補 助 金 の 交付 を受 け て 進 め られ た),昭 和49年5月 に は そ

　 の 成 果 と して,ACOSシ リー ズ77とCOSMOシ リーズが,12月 にはMシ リ

　 ー ズ等 が 発表 され た。 こ れ で従 来,弱 か った大 型 機 の 分 野 で 十 分 な国 際 競 争

　 力 を持 った機 種 が 出 そ ろい,さ らに 機 能 拡 張 が 図 られ,市 場 に お い て優 位 性

　 を保 ち続 け た。

③ マ イ ク ロ コ ン ピ ゴー タ(マ イ コ ン)とLSI化

　 　 マ イ ク ロ コン ピ ュー タは,昭 和46年12月 世 界 で最 初 の ものが米 国 イ ンチ

　 ル 社 か ら発 売 され,わ が 国 にお い て も昭 和48年 頃 よ り商 品 化 され 始 め た。

　 この マ イ コ ンの高 集 積 化 は,低 価格 ミニ コン ピュ ー タ と競 合 す る ま でに な り,

　 各 種 機 器 の インテ リジ ェ ン ト化 に 貢 献 した。

　 　 わ が 国 は マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ の 心 臓 部 とな るLSIの 開 発 で遅 れ とったが,

　 その 応 用 面 につ い て は.電 卓 と同 様 ト ップ水 準 を当 初 か ら維持 し,低 価 格 の

　 新 た な応 用 分野 を切 り開 い て きた ◎

④ 　 超LSI(超 大 規 模 集 積 回 路)プ ロジ ェク トと業 界 の再 再 編 成
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　 　 通 産 省 はIBMシ リーズ370対 抗 機 種 開 発 の 次 は 「超LSI電 子 計 算 機 」 で

　 あ る と指 摘 し,電 電 公 社 は デ ー タ通 信 用 大型 電 子 計 算 機 計 画 の次 に 「超LSI

　 の 開 発 」 を テー マに あ げ た 。 しか し,超LSI開 発 に は膨 大 な資金 を必 要 とす

　 るば か りで な く電 子 計 算 機 メ ー カ1社 ず つ で は効 率 が 悪 い な どの 理 由 で,メ

　 ー カ,通 産 省,電 電 公 社 の三 者 で 一 致 協 力 す る こ とに 合意 が な され,そ の結

・果,昭 和50年7月 に 富 士 通 一 日立 一三 菱 グル ープと日電 一東 芝 グル ー プの2

　グ ルー プに再 再 編 成 され,昭 和51年 には 「超LSI研 究 組 合 」が 発 足 した。

　 　超LSIプ ロ ジ ェク ト(開 発 資 金720億 円,内360億 円は 政 府 補助)は 昭

　 和55年 多 大 の 成果 を 納 めて 終 了 じた。

⑤ 　分 散 処 理 どネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ クチ ャ'　 ・　 　 　 　 `

　 　 昭和53年IBM.は8100プ ロセ ッサ シ リーズ を発 表 し'kが;こ れ は 脱CP

　 Uを 図 ると同時 に分 散処 理 を志 向 した 第4世 代 の 電 子 計 算 機 と もみ られ る。

　 　 IBMシ ス テム360,370の 中 央 集 中 処 理 方 式 は,『 ホ ス トの巨 大 化 や 万 一

　 の 事故 がシ ス テ ム全 体 に 及 ぶ な どの 欠 陥 を持 つ。 一 方,、超LSIな どに よ るオ

　 フ ィス ユ ン ピ ュー ダ や イ ン テ リジ ェ ン ト ・ダ ー ミナ ル の 機能 強 化,コ ス ト低

　 下 な どに よ って,デ ー タ処 理 機能 を ロー カル に 分散 す る こ どが 可 能 に な って

　 きた た め,分 散 処理 が脚 光 を あ び始 め た 。

　 　 分 散 処 理 方 式 は,従 来 の集 中 方 式 に 比べ,大 幅 に 通 信 コ ス下 が 削 減 で き,

　各 部 門 単位 の要 求 に対 して,き め細 か く対 応 で き る等 の メ リ ットを持 って い

　 る。 この よ1うに 分散 処 理 は電 算 機 利 用 の新 しい 主 要 な流 れ とな りつ つ あ る。

　 　 昭和49年IBMは,電 子 計 算機 シ ス テ ム を ネ ッ トウ ー ク,基 本 ソ フ トウ ェ

　 ア(OS),ア プ リケ ー シ ョンの 階層 に分 け,こ の標 準 化 に よ って電 子 計 算 機

　 と端 末 な ど を ネ ッ トワ ー クに 自由 に 接 続 す る ネ ッ トワー ク情 報 処 理 方 式 の基

　本 概 念SNA(シ ステ ム ・ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ャ)を 発 表 した。 わ が

　 国の メ ィ ン フ レー マ,電 電 公 社 も昭 和51年 ～ 昭和52年 に か けて 次 々に ネ ッ

　 トワー ク ・アー キ テ クチ ャを発表 し て,IBMに 対 抗 した。
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(4)第4世 代 の 幕 あ け

　 ① 　 IBM4300シ リー ズ の登 場 昭和54年 にIBMの 発 表 した4300シ リーズ

　 　 C《Eシ リー ズ")は,　 ま さに電 子 計算 機の 第4世 代 の幕 あ け を告 げ る もの で

　 　 あ る。4300シ リーズ に よ って,IBMの 打 ち立 てた 新 しい性 能,価 格 体 系 は,

　 　 360,370シ リーズ で の 「価 格 の 傘 」 を 自 ら閉 じる もの で あ り,低 価 格 を武

　 　器 と してIBM市 場 の 切 崩 し を行 って い た一 部 企 業 の 業 績 悪 化,さ らに は 市

　 　場 撤 退 とい う事 態 ま で ひ き起 こ した 。 一 方 でIBM自 身 が どま どう程 の需要 を

　 　喚 起 し,4300シ リー ズ対 抗機 を発 表 した各社 に も,こ の需 要 の 波 は押 し寄

　 　せ て い る。 未 だ 発 表 さ れ て な い が,43'OOシ リー ズの上 位 機 種"Hシ リーズ"

　 　で も,4300と 同 等 又 は それ 以 上 の 性 能 ・価 株比 が 実現 され る こと は確 実 で

　 　励 ・大 型 ・超 大 型 機 の 分 野 で も∴ マ ス プ ・ダ ク シ 。 ン,マ スセ ー ル ス時 代

　 　が 始 ま ろ うと して い る。

　 　 　 4300で 示 され た よ うな電 子計 算 機 利 用 の今 後 の方 向 は,電 子 計 算 機 を全

　 組 織 的 な情 報 管 理 の た めの ツー ル と して位 置 付 け る こ とに 外 な らな い。4300

　 の 本 格 的 な分 散 処 理 指 向 性.シ ス テ ム38で 打 ち出 され た デ ー タベ ー ス ・マ

　 　シ ンの概 念,各 種 オ フ ィス ・オ ー トメー シ 。ン関 連 機 器 の 整 備 等 は,ど れ を

　 如 実 に物 語 って い る。　 　 　 　 　 　 　 　 'プ'

　　　4300ハ ー ドウェア の驚 くべ き廉価 性 は日A"(　ig子 計算機 メー カに対 し,

　 例外 な く衝撃 を与 え,わ が国において もアンバ ン ドリング(価 格 分離)の 必

　 要性 に迫 られ た。 しか し,こ の アンバン ドリングの影響 が今後 ど う出 るかは

　 予断 を許 さず早計 な判断 は禁物 であ る。

②　機情法 の施行

　 　 通 産 省 の振 興 施 策 に よ っ て,わ が 国 の電 子 計算 機 の ハ ー ドウ ェ アは,世 界

　 の 第一 線 に列 す るよ うに な っ たが,ソ フ トウェ アや サ ポ ー ト ・サ ー ビスは,

　 米 国 に 比べ 劣 って い る。 この よ うな 観 点 か ら,通 産 省 は昭 和54年 に 「電 子

　 計 算 機 基 本技 術 研 究組 合 」 を設立 し,総 事 業 費470億 円 で,基 本 ソ フ トウ ェ

　 ア開 発,新 周 辺 端 末装 置 製 造 技 術 開 発 に着 手 した。 その 結 果,従 来 のIBM
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　追随か ら脱 した独 自の システム開発 に対 し大 きな期待 が寄 せ られてい る。

　　一方,機 情法(特 定機械情 報産業 振興臨時措 置法)が 昭和53年 に,機 電

　法(特 定電子工業 お よび特定機械工業振興臨時措 置法)の 後継法 として制定

　 された。 この法 律は,電 子工業 と機械工業 とを一 体の産業,つ ま り,機 械 情

　報産 業 として認 識 し,今 後 の産業 の"リ ーデ ィング ・イン ダス トリー"と し

　て振 興 を図 ること を明 らか に してい る。

③　電 子計算機,半 導体輸 入関税 の引下げ

　　わが国の電子計算機産業 及び半導体 産業は昭和50年 頃か ら,急 速 に実力

　をつけたために,日 米間 に国 際摩擦 を生 じた。先 の東京 ラ ウン ドでは.1980

　年 か ら8年 間で,電 子計算機 の輸入関税 を現 在の15%か ら4.9%に 段階的に

　引 き下げ ることに合意 した。 また・ICも 現 在 の 関 税 率12%を8年 後には

　 4.・2%に す る こ とで 合 意 したが,Intel社,　 AMD社 か らs-「8年 間 」 とい

　 う期 間 を短 縮 す る よ うに との 要 望 が な され 関 税 問 題 が 再 燃 して きた 。

1.1.2　 現 　 　 状

(1)　 コ ン ピ ュー タ産 業 の構 造 と位 置付 け

　 ① 電 子 工 業 の 中 での 位 置 付 け

　 　 　 コ ン ピ ュー タ産 業 は,そ れ を 支 え る技 術 の 裾 野 が極 め て 広 い た め,コ ン ビ

　 　 ュー タ産 業 に よ って 開発 され た 先 端 技 術 の波 及 効 果 は電 子 部 品 産 業,通 信 産

　 　 業,家 電 産 業,事 務 機 械 産 業 な ど,電 子工 業 全 般 に及んでい る。特 に,マ イ クロ

　 　 コ ン ピ ュー タの 出現 に よ り,一 層,そ の裾 野 が 拡大 して い る。 一方,生 産 額

　 　 で見 た場 合,電 子 工 業 総 生 産 額 に 占 め る コ ン ピュ ー タ産 業 の 割 合 は,昭 和53

　 　 年 時 点 で142%と な ってい る。 これ は,電 子計算 機及 び そ の 関 連 装 置 の み に つ

　 　 い て の 値 で あ り,マ イ ク ロ コ ン ピュー タな どコン ピュータ技 術 を 応 用 した 商 品

　 　 を 含 め る と この 割 合 は も っ と大 き くな る もの と思 わ れ る。 そ して,今 後 もコ

　 　 ン ピュ 一 夕技 術 応 用 商 品 を含 め た 割 合 は拡 大 の 一 途 を辿 るに違 い な い。
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② 　 コ ン ピ ュー タ産 業 の 構 造

　　 こ の産 業 の構 造 面 で の特 徴 と して

　 (i)米 国 系 企業 だ け で世 界 市 場 の お よ そ83%を 占 め てい る。

　 (ii)技 術 革 新 の テ ンポ が著 し く速 い。

　 (iii)中 型 機 以上 で は レ ン タル制 が 主 流 を占 め て い るた め膨 大 な販 売 資金 が 必

　　 要 で あ る。

　 等 を挙 げ る こ と が で き る。 世 界 に お け る 日本 メ ー カの シ ェア は僅 か5.6%程

　 度 で あ る に も拘 らず,市 場 の大 半 を 占 める 米 国 企業 と競 争 す る必 要 が あ り国

　 産 メー カは 資 金 力,販 売 力,技 術 開 発 力 で,次 の よ うな問 題 を拘 え て い る。

　 (i)　 自 己 資本 比 率 が低 く流 動 比 率,固 定 比 率 経 営 面 で の安 定 性 に 大 きな格差

　　 が あ る。(日 本:約20%,米 国:約60%)

　 (ii)金 融 機 関 依 存度 が 恒常 的 に 高 い。(景 気 変 動 等 に対 す る影 響 を受 け易 い)

　 ㈹ 　売 上 高 に対 す る研 究 開 発 投 資 額 の 比率 が 高 く売上 高 利 益 率 を悪 くし て い

　　 る。(売 上 高 研 究 開 発 投 資 率:日 本 　 10%以 上,米 国　 　5～6%.　 売 上

　　 高 利 益 率:日 本 　 2～4%,米 国　 10%前 後)

　⑩ 　 研 究 開発 投 資 は年 々 ソ フ トウ ェ アの比 重 が 高 ま りつ つ あ るが,ソ フ トウ ェ

　　 ェア の収 入 は十 分 で な い 。

　 (∪　国 産 メ ー カ の輸 出 は まだ微 々た る もの で あ る。

　 ω 　 研 究 開発 費 の 絶 対 額 は 米 国 メ ー カの1/5程 度 で あ る。 しか も,米 国 メ

　　 ー カ には 国 防 総 省 やNASA等 に よ る国 家 プ ロジ ェ ク トの 研 究 開発 委 託 が

　 'あ り,こ れ を加 味 す る と国 産 メ ー カ と米 国 メ ー カの差 は さ らに 開 く。

③　 他 産 業 との比 較

　　 コ ン ピ ュー タ産 業 を従 来 の リー デ ィン グ ・イ ン ダ ス トリー で あ る化学,鉄

　鋼.自 動 車(輸 送 用 機械 〉と比 較 した 場 合,次 の よ うな特 徴 を挙 げ る こ とが で

　 き る。

　 (a)技 術 集約 度,付 加 価 値 率 が 高 く,技 術革 新 の ス ピー ドが 急 で あ る。
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　 　 (b)従 って,売 上額 に 対 す る研 究 開 発 投 資 が 高 い。

　 　 (c)資 源 ・エ ネル ギ ー,環 境 の負 荷 度 が 低 い。

　 　 (d)　 1970年 以 降の 成長 率 は 著 し く今 後 ま す ま す その 勢 い は増 す もの と思 わ

　 　 　 れ る。

　 　 (e)現 在,全 産 業 に対 す る コン ピュー タ産 業 の 割 合 は 微 々た る もの で あ る。

　 　 　 しか しな が ら,将 来,産 業 構 造 は 高 付 加 価 値 の ウ ェ イ トの 高 い 構造 へ と移

　 　 　行 ず る ことが 予想 され,そ れ に 伴 って,情 報 産業 の中 核 を成 す コ ン ビュ ー

　 　 　 タ産 業 の 役割 は一 層 重 要 に な って くる もの と思 われ る。

{2)　 コ ン ピ ュー タ産 業 の企 業 規模

　 　 コ ン ピ ュー タの 種類 別 に 米 国 と国産 メ ー カ を企 業 比 較 す る こ とは 容 易 で はな

　 い。 それ は,日 本 の電 子 計算 機 メ ー カで は 専 業 色 が薄 く,コ ン ピ ュー タか ら マ

　 イ ク ロ コン ピ ュ一 夕,通 信 機,家 電,重 電 等 多 くの産 業分 野 を手掛 け て い る こ

　 とに よ りフ レー ムワ ー ク を行 な い難 い た め で あ る。 従 って,こ こで は,IBM

　 対 国 内 のA社 及 び米 国 メー カ6社 対 日本 メ ー カ6社 とい っ た比 較 を行 う。

　 　 (1)　 IBM社 とA社 の比 較:IBM社 と日 本 のA社 を比 較 す ると昭 和53年 時

　 　 　 点 で 資 本 金 で22倍,売 上 高 で10倍 の 差 が 見 られ る。しか しな が ら,研 究

　 　 　 開 発 費 は53倍 しか差 が な く,こ れ が売 上 高 利 益 率 を悪 くす る要 因 の 一 つ

　 　 　 とな ってい る。 〔売 上 高 利 益 率(IBM社 　275%,　 A社 　3.8%)〕 自己 資

　 　 　 本 比 率 の 悪 さ も利 益 率 の 低 下 に悪 影 響 を及 ぼ して お り,同 時 に景 気 の変 動

　 　 　 に も左 右 され 易 い構 造 とな ってい る。 一 方,従 業 員1人 当 た りの 売 上 高 を

　 　 　 比 較 した場 合 に は,ほ とん ど差 の な い 状 況 に な っ て きて い る。

　 　 　 　(※1)

　 　 (ii)国 産 メ ー カ6社 と米 国 メ ー カ6社 の 企 業 規 模 比 較:昭 和53年 時 点 で比

　 　 　 較 す る と米 国 メー カは 日本 の メ ー カ に対 して売 上 高 に お い て約1.5倍,純

　 　 　 利益 で9.5倍 に な って い る。 この た め,売 上高 利 益 率 は米 国 の11.8%に 対

　 　 　 し日本 は1.8%と そ の差 が著 しい。 一方,従 業 員1人 当 た りの 売 上 高 は米

(※1)　 国 産 メ ー カ;富 士 通,日 立,三 菱 電 機,日 本 電 気,沖 電 気,東 芝

　 　 　 米 国 メ ー カ;Burroughs,CDC,HIS,IBM,　 NCR,　 UNIVAC
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　 　 　 国 が1,071万 円 に対 し日本 は1.883万 円 と高 く な って い る。(1$÷210円)

　 　 以 上 の こ とか ら判 断 で き る ことは

　 　 (a)技 術 革新 が激 し く多額 の 販売 資金 を 必要 とす る この 産業 で は,日 本 は 利

　 　 　 益 を犠 牲 に して競 争 す る必 要 が あ り利 益率 の低 い状 態 は 今 後 も続 く もの と

　 　 　 思 わ れ る。

　 　 (b)短 期 利 益 に左 右 され 易 い米 国 メ ー カ に比べ 日本 の メー カは積 極 的 に 設備

　 　 　 及 び 研 究 投 資 を行 うこ とに よ り従 業 員1人 当 た りの売 上 高 を一 層 伸 ば す こ

　 　 　 とが 可 能 で あ る。

(3).コ ン ピ ュー タ産 業 の市 場 規 模(表1.1-1参 照)

　 　 (i)　 コ ン ピ ュー タ生 産 額,納 入,稼 動 状 況 であ るが,わ が 国 の コン ヒ。ユー タ

　 　 　生 産 額 は,昭 和54年 度 に は1兆1,234億 円(対 前 年 比23.4%増)と,引 き

　 　 　続 き高 い成 長 を示 す と共 に1兆 円 産 業 の仲 間 入 りを した。 納 入状 況 も,台

　 　 　数 で 着 実 な伸 び を み せ,'稼 動 状 況 は,台 数,金 額 と もに順 調 に推 移 して お

　 　 　 り,コ ン ピュ ー タ の導 入 が 着 実 に進 ん で きて い る こ とが わか る。 国 産,外

　 　 　国機 の シ ェ アの 比 較 で も,大 型 機 を除 い て全 て の 機 種 で 国産 機 が優 位 を 占

　 　 　め て い る。

　 旬 　 周 辺 端 末 装 置 の 生 産,及 び オ フ ィス コ ン ピ ュー タ(オ フ コ ン),ミ ニ コ

　 　 　ン,マ イ コ ンの 出荷 状 況 で あ るが,周 辺 端 末 装 置 は,コ ン ビ ュー汐 本 体 と

　 　 の 金 額 比 率 で増 加 傾 向 に あ る。特 に端 末 装 置 の伸 び は 著 しい もの が あ る 。

　 　 　 　オ フ コンの 出荷 状 況 は,昭 和53年 度 に は台 数 で1万 台 を大 きく突 破 し,

　 　 金 額 で も861億 円(対 前 年 比28.9%増)と 高 い 伸 び を記 録 し,前 年 度 に引

　 　 　き続 き好 調 で あ った 。 要因 と して,オ フ コン 自体 の機 能 向 上,利 用 技 術 の

　 　 向 上,さ らに は分 散 処 理 指 向 の 拡 大 が 考 え られ る。 ミニ コンの 出荷 状 況 も

　 　 昭 和53年 度 は6,595台(16.7%増),915億 円(22.5%増)と な ってい

　 　 　る。 殆 どの 分 野 に わ た っ て出 荷 され て お り,事 務 用 では オ フ コ ンに 食 わ れ

　 　 　る可 能 性 もあ るが,制 御用 コ ン ピュー タ と して の 特 質 は,今 後 と も生 か さ
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　 れ,さ らに メ ガ ・ ミニ コ ン等 の 出 現 によ り汎 用 機 分野 へ の 浸 透 が考 え られ

　 る。 マ イ クロ コ ン ピ ュー タの 国 内出荷 と輸 出 合 計 額 は,昭 和54年 度146

　 億 円(対 前 年 比80%増)と 大 幅 に増 加 して い る。 輸 入 も110億 円 と,4

　 ビ ッ トを中 心 に か な りの金 額 に 達 して い る。

(iiD　コ ン ピ ュー タの 輸 出入 状 況 で あ るが,昭 和53年 度 の 実 績 をみ て も輸 出

　 は 大 幅 に増 加 して お り,特 に 本 体 の 伸 びが 著 しい。 これ は,国 産 の大 型 ・

　 超 大 型 のOEM輸 出 が 急 増 した た め と見 られ る。 今 後,オ フ コ ンの 輸 出 も

　 加 わ り順 調 な 伸 び を 見 せ よ う。 輸 入 は.依 然 と して 大 幅 な入 超 に なって い

　 る。

　　 　　　 　 表1.1-1　 コ ン ピ ュ ー タ産 業 の 市場 規 模

　　 　　　 　　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　 〔金額単位:億 円)

　 　 　 　 　 　 年　度品　目
50 51　 一 52 53 54

コンピュータ及び

　 　 　 　 　 関連装置
生 産 実績 5,412 6,189 7ユ92 9,102 11,234

コ ン ピ ュ ー タ 生 産 額 本　　　体

用　　　辺

端　　　末

通信 ・制御

2,591

1,634

748

　 一

2,406

2,078

1,175

　 88

2,945

2,106

1,413

120

3796

2,627

1,637

133

4,585

2,965

2353

139

コ ン ピ ュー タ納 入 状 況

(汎 用)

国　　　産
外　　　国

合　　　計

3,426
2713

6,139

4,151

3,164

7,315

　=

7,900

= =

一

コ ン ピ ュ ータ実 動 状 況

(汎 用)

国　　　産
外　　　国

合.　 　計

10745
8718

19,463

12β55

9,728

22,583

14,567
10758

25325

　 =

32,182

=
一

ミニコンピュータ・出荷 状 況

オ フ ィス コ ン ピ ュ ータ'

　 　 　 　 　 出 荷状 況
427

484

518

747

668

915

861

1,097

1,463

コ ン ピ ュ ー タ の 輸 出 本　　　体
用　　　辺
関 連 部 品

合　　　計

lll

96

　 8

215

70

316

　 6

392

120

280

10

410

218

472

　 6

696

202

593

13

808

コ ン ピ ュ ー タ の 輸 入 本　　　体
周　　　辺
部　　　品

合　　　計

455

518

333

1,306

495

462

369

1,326

545

547

372

1,464

363

452

294

1,109

485

665

392

1,542

マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ・

　 　 　 　 　 出 荷 状 況

国産 メ ー カ

海 外(輸 入)

46
35

81

62

146

110

出典:電 子工業年鑑(80年 版)
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(4}わ が国電子計算機産業 と海 外 との比 較

　①　 日米比 較

　　　 わが 国 と米 国の電子 計算機産 業の規模 を比較 してみ ると,か な りの格 差が

　　 あ る。 米国は巨大 な国内 市場 を背 景 に,1つ の独立 した 産業 として十分 な基

　 　 盤 を 有 してい る。,ソ フ ト ウ ェア業 の み を とってみ て も,売 上 げ,利 益 ・従 業

　 　 員 数 と も日本 は 米 国 の10分 の1程 度 で あ り格差 の大 き さ を裏 付 け て い る。

　 　 日米 の技 術 水準 比 較 を行 な っ てみ て も,ハ ー ドウ ェ アの技 術 水 準 は,国 産 メ

　 　 ー カの 新 機 種 開発 等 に よ り格 差 は 縮 小 傾 向 に あ る とは い うもの の,ソ フ トウ

　 .エ ア技 術 の格 差 は,極 め て著 しい とい え る。 さ らに,・日米 の コ ン ピ ュー タ利

　 　 用 技 術 水 準比 較 とい う観 点 か ら,オ ンラ イ ン化 率 をみ て も,そ の 水準 は 米 国

　 　 の2分 の1以 下 であ り,サ ー ビス形 態 の 向 上 を図 るた め に も,そ の 水 準 を高

　 　 め る努 力 が必 要 で あ る。　 　 　 　 .　　 一

　 ②　 社 会 経 営 環境 の相 違

　 　 　 日本 と米 国 の電 子 計 算 機 産業 を,メ イ ン ・フ レー ム を中 心 に し て考 察 して

　 　 み る と,日 本 は メ イ ン ・フ レー マ が総 合 電機 メ ー カ あ るいは 総 合 通信 機 メ ー

　 　 ヵで,ミ ニコンピュー タ,マ イクロコン ピュータ,半 導 体,オ フィス機 器 等すべ て

　 　 生 産 してい る点 が米 国 と大 き く異 なる 。 米 国の メ イ ンフ レー ム 生 産 は,ガ リバ

　 　 ー型 寡 占 に な っ てお り,そ の 外 側 を 多 数 の企 業 が と りま く構 造 に な って い る。

　 　 米 国 で は 旺盛 な ベ ンチ ャー ・ビ ジネ ス精 神,そ して ベ ンチ ャー 資 本家 の 存在

　 　 と,起 債 ・資 本 調 達 な どの 資 本 市 場 の 柔軟 性 が あ り,ま た,酷 しい株 主 の 監

　 　 視 の も とに 収益 性 ・配 当 を重 視 す る傾 向 に あ り,撤 退 ・買 収 ・合 併 が 多 く行

　 　 な わ れ て い る。 ま た,個 々の 企業 の 独 立 性 が 高 く,競 争 は 激甚 で あ り,系 列

　 　 化 とい う意 味 よ りコ ン グ ロマ リッ ト化 の 傾 向 に あ るポ

　 　 　 欧 州 は,市 場 規模 は 米 国 に 匹 敵 す る が,ナ シ ョナ リズ ム と企 業 の バ ラバ ラ

　 　 な 行 動 の ため に市 場 が 分断 され,規 模 の経 済 の メ リ ッ トは達 成 で きな い で い

　 　 る。 ま た,半 導 体 技 術 は 重 要 な 国 策 目標 とな りつ つ あ るが,米 国 メ ー カ に依

　 　 存 せ ざ るを 得 な い状 況 に あ り,米 国企 業 に押 され て い るの が現 状 で あ る。

　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 -13一



　 日本 が,米 国 と も欧 州 と も異 な って い る点 は,そ の 他 に,つ ぎの よ うな も

の が あ ろ う。

A・ シ ステ ム ・ハ ウ スは,成 立 の 過 程 に あ る。

B.ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウス,サ ー ビス ・ビュ一 回の 重 複 部 分 が大 き く,ア ンバ

　 ン ドリ ン グが 未定 着 。

C.通 信 サ ー ビ スは,技 術 的 には 極 め て 高 い が,回 線 自 由化 な ど制 度 が遅 れ

　 て い る面 が あ る。

D.企 業 活動 は 極 め て活発 で,競 争 激 甚 で あ る。
,

1.1.3　 コ ン ピ ュータ が 社 会 に 与 え た イ ン パ ク ト　 (表1.1-2参 照)

(1)　 1960年 代 前 半

　 　 1960年 代 は,わ が 国経 済 が製 鉄,化 学 工 業 な どの重 化学 工 業 の推 進 に よ っ

　 て,毎 年2桁 の 経 済 成 長 を遂 げ た 高 度 経 済 成 長 の 始 ま りの 時代 で あ る。各 企 業

　 と も投 資意 欲 が 旺 盛 で,人 と設 備 を大 量 に 投 入 し,各 工 場 も次 々に拡 大 され た。

　 第2次 産業 で は,こ の 時期 に生 産 性 の 向 上 を図 る た め,そ れ ま で人 手で 行 って

　 い た多 くの 生 産 活動 を次 々に オ ー トメ ー シ ヲン化 して い った。

　 　 一 方,電 子 計 算 機 メ ー カで あ る富 士 通 信 機,日 立 製作 所,日 本 電 気,東 京 芝

　 浦電 気,三 菱 電 機,沖 電 気 工 業,松 下 通 信 工 業 な どが,パ ラ メ トロ ンや トラ ン

　 ジス タ を用 い た 国産 電 子計 算 機 を製 造 し始 め るよ うに な った 。 これ らの電 子 計

　 算 機 は,性 能 面,価 格 面で の 制 約 か ら,使 用 され たの は 製 造 工 業 に お け る場 合

　 が 多 い が,生 産 管 理 や 製造 の 自動 化 の 面 で 効 果 を上 げ,高 度 経 済成 長 に 大 き く

　 貢 献 した 。 ま た,1960年 代 に は 東 京 オ リ ン ピ ックが 開 催 され,競 技運 営 面 で

　 電 子 計 算 機 の オ ン ラ イ ン ・シ ステ ムが 使 用 され た オ ン ライ ン時 代 の 幕 あ け とな

　 った。 この 頃 に国 鉄 新 幹線 が開 通 し,こ れ に合 わ せ て オ ン ライ ン座 席 予 約 シ ス

　 テ ム(み ど りの窓 口)が 稼 動 し始 め た。 この よ うに して,電 子 計 算 機 が 国 民 一

　 般 に知 られ 始 め た。
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表1.1-260,70年 代 及 び80年 代 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 産 業 の 役 割
.

■

●・

■

わが 国の産 ※構造,経 済 ・社会 ・ コ ンピ ュー タぱ 業が提 供す るコ ン コ ン ピ ュー タ産=※ の 役 割(コ ン ビ。

生 活の変 革 と コン ピュータ ニー ズ ピ ュ　ー タ技 休」,　コ ン ヒ『ユ　一 夕科旺月1 ユ一 夕)並 びに その 評価

技 術 ζ新製 品 ・新技術)

昭和35年 (り　 重化学 工業 化 を推進 し,人 と 政府の適切な指導 ・援助と積極 (1)　 高度 成長 期に おいて 、労 働 力

設 備 を大 五1に投入 し2桁 の 高度 的 な企業 努力に よ り,次 々 と新製 不足.高 日 金を補 って生産 性 を

1960年 代
昭和39年
昭和40年

'　成 長を な し遂 げ た
。

② 　 雇用の 拡大,所 得 の増加が 行

品 ・新技術 を開発 した。

(D　 コン ピュータ需 要の増大 と市
高 める手段 と して,あ らゆ る産

業分 野で 巨li務 と生産 」の省 ノ」
われ たが 資源 ・公害 問題が次 第 場 ニー ズの多様 化に 合せ,汎 用 化を通じ2桁 台の経済成長に資
に顕 著 とな り、貿易摩 擦 も生 じ 機 の フ ァ ミリ ー シ リー ズ化,　 オ 献 。

昭和44年 た 。 フコン及 び ミニコ ンが新 しく生 (2)特 に第 二次 ・第 三次産 業分野
昭和45年 (3}産 業構造 は第 一次産 業の比重 れ た 。 に わけ るコン ピュー タの 利用 ・

が次 第に低 く,第 二次,第 三次 ② 　 コ ンピュー タの ロジ ック回路 普及はめざましく産業構造の転
産業へ と ウェイ ト ・シフ トが行 `こIC-一 ・LSIが 登 場 し著 し く高 換`こ寄 与
われ た。 性能 ・高信 頼度化 が進 んだ。 (3}　国民 生活関連 では、1960年

(4}昭 和48年 の第4次 中 東戦争 ・ (3)　 カナ文字 が登場,コ ンパ イラ 代 は 「み どりの窓口 」,「 第 一

.

石油危 機 を機 に世 界的 不況 イン

フレ.低 成長 へ移 行。
言語が 使わ れ,情 報処理 は,技

術計算 一・企業等 の 単独業 務ED
次 パ ンキ ンゲシステ ム 」程 度で

あるが1970年 代 か ら急激1と増
P－ レオ ン ラ イ ン処 理 ・・総 合 オ ン 加,「 航 空機.ホ テ ル予 約」「交
ライン化 へ と進 ん だ。 通管制」「証券情報」「不動産情

(4)特 定通 信,公 衆通信 との結 び 報」「教育」「病院事務管理」等に
っ きが行 われ た。 利用 され,社 会 ・国民生 活に 簡

便 さを もた らした。

(4)　 オ フ コ ン,　 ミニ コ ン メ ー カ 等

1970隼 代
昭和49年 「

の新規メーカ情報処理産業等関

連産業を派生 した。

昭和50年 (D　 省 資源 ・省 エネルギー ・知識 集 ω　 コ ンピュー タP/Cの 大幅増大 (1)生 産性向上を通 し労働時間短
約型産業への転換が必要とな っ OCR.漢 字等 の新 デ パ ィス,端 縮(週 休2日)に 寄 与。
た 。 末機22の イ ンテ リジ ェン ト化, ② 　企業 環境厳 しく,EDPへ の依

(2)　医療 ・交通,公 害'・防災等 社 LSIの 高 密度高 性能 化。 存大となる
会 システ ム分 野 の情 報 化 ニーズ ② 　 オン ライ ン分散処 理.コ ン ビ (3)　「生鮮食料品 」「救急医療 」
拡大。 ユ一夕ネ ッ トワー ク技術の 提供 「病院の検査自動化 」「地方自

(3)EDP投 資の 見直 し(抑 制 ・削 (3)　大型機のみならず小型機中心 治 体にお け る健保 システ ム,住
減)と 企業経営に役立つ生きた の オンラ インシ ステムの提供 民 記録 システ ム 」等 国民生活 に
デー タの 要求 。 密 着 した社会 システ ム分野 の

EDP化 が急速 に進展 し,社 会

昭和54年 国民生活が次第に便利になる。

昭和55年 (1)知 識集約型産業への転換が急 (D　 VLSIバ ブ ル メ モ リ,ジ ョセ ◎ コン ピュータの利 用分野 益 々拡

速に進 み,あ らゆ る分 野 でコ ン フソン素子等の開発製品化 大
ピュー タ二一 ズが急速 に拡が る (2}　音声認識,漢 字OCR、 日本語 ◎ コン ピュータ産 業 の本格 成長 期

〔情報処 理 〕 ワー ドプロセ ッサ等の 新デバ イ (量 産,普 及)

1980年 代
昭和59年

◎社会 システム
㊦産業分野の高度利用

　スの製品化
(3}　日本語文章処理技術

◎産業構造に大きく影響

　(10年 ～20年)

昭和60年
O大 企業 の エ ン ドユー ザ分野

⑤ 中小 企業分 野への 普及(本 屋,
(4}　オフ ィスの 自動 化技術

(5}　ホー ム ・コ ンピ ューテ ィング

酒屋,美 容 院,ガ ソ リンスタン 技術
ド　 etc) o技 術革新

〔省力化 〕 ◎高 性能化,量 産化,安 価

◎産業用 ロボ ッ ト ◎誰 で も簡単 に使 える ソ フ トウ ェ

◎耐久消費財分野 ア

◎ オフ ィス事 務の 自動化 ㊤通信技術との融合
、

昭和64年

■
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(2)　 1960年 代後 半

　 　 1960年 代 後半 に お い て も高 度 経 済 成長 は 続 き,1960年 代 前 半 同様 に,雇

　 用 の拡 大,所 得 の 増 加 が 進 ん だ が,そ の反 面,資 源 問 題,工 場 廃 棄 物 な どに

　 よ る公 害 問題 な どが次 第 に 顕 著 とな り,公 害 防止 の た め の設 備 投 資 が増 え始 め

　 公 害 防 止 産業 が盛 ん にな った 。 産 業 構 造 は 第 一 次 産 業 の比 重 が 次 第 に 低 くな り,

　 第 二 次,第 三 次 産 業 へ と ウ ェ'イ トシ フ トが あ っ たが,高 度 経 済 成 長 の た め に,

　 次 第 に労 働 力 が 不 足 し始 め,労 働 力 の 需給 ギ ャ ップが 経 済 成 長 の マ イ ナ ス要 因

　 とな った。 これ に伴 い,各 企 業 は,オ ー トメ ー シ ョン化 指 向 を さ らに深 め,そ

　 の 結 果,汎 用 電 子 計 算 機,ミ ニ コ ン ピ ュー タな どの 需 要 が増 大 した 。

　 　 電 子 計 算機 産 業 と して は,1964年 にIBM社 がIBMシ ステ ム360シ リース

　 を発 表 した ことに刺 激 され;i電 子 計 算 機各 社 と もIBM360対 抗 の 機 種 を発表 し

　 た。 ま た,国 と して も,国 産電 子 計 算 機 メ ー カの 国 際 競 争 力 の育 成 とそ の振 興

　 を 図 るた めに,大 型 プ ロ ジ ェク トと して,超 高 性能 電子 計 算 機 の 開発 に 着 手 し

　 た 。

　 　 電 子 計 算 機 の 利 用 は,未 だ 製 造 業 に お け る場 合 が 多 い が,労 働省 で の オ 、

　 ン ラ ィ ン ・シ ス テ ムの導 入,銀 行 に お け る オ ンラ イン ・バ ン キ ン グ シス テ ム,、

　 為 替 オ ン ライ ン,大 中 企 業 に お け る在 庫,販 売 管 理 及 び 技 術 計 算 の オ ン ラ

　 イ ン 化 な ど を通 して,少 しず つ 国 民 生 活 へ も 浸 透 す る よ うに な った。1967

　 年 に は,財 界 トップ30人 か らな るrMIS(経 営 情 報 シ ス テ ム)視 察 団 」

　 を米 国 に派遣 し,わ が 国財 界 にMISブ ー ム を巻 き起 こ した。 このMISは 新 聞,

　 テ レ ビ,雑 誌 な ど で盛 ん に と り上 げ られ,コ ン ピュー タが 経 営 の意 思 決 定 を行

　 うとい う誤 解 も生 ん だ が,国 民 の 目 を電 子 計算 機 に 向 け させ た と と もに,ト ー

　 タル シ ステ ム の 開発 の 重 要 性 を再 認 識 させ る こ とに な った 。

(3)　 1970年 代 前 半

　 　 　1970年 代 は,わ が 国 でのEXPO'70開 催 で 幕 が あ け た 。1970年 代 前 半 に

　 は,公 害 問題 が1960年 代 以上 に顕 著 と な った が,わ が 国経 済 は 高 度 成 長 を続

　 け,欧 米 諸 国 に追 い付 くほ ど まで 経 済 力 を つ け た。 これ に伴 って ・貿易 摩 擦 を生
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　 じ るよ うに な っ た。 ま た,1973年 には,第4次 中 東 戦争 を契 機 と して オ イ ル

　 シ ョ ックが 起 こ り,こ れ に よ って,わ が 国経 済 も世 界 的 不 況,イ ン フ レに巻 き

　 こ まれ,低 成 長 へ 移 行 した 。 この よ うな 世界 的 経 済 不安 の中 に お い て も,電 子

　 計 算 機 産 業 は,技 術 革 新 を中心 に発 展 を続 け た。 例 えば,1970年 にIBM社

　 はIBMシ ス テ ム360の 後継 機 種 で あ る370シ リーズ を発表 し電 子 計算 機 市 場

　 を拡 大 した 。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ρ

　 　 (a)　 事務 ・経 営 分野 で は,金 融 機 関 の第2次 バ ンキ ン グ シ ステ ム,航 究 機,

　 　 　 ホ テ ル な どの 総 合 オ ン ラ イ ン予 約 シ ステ ム な ど,

　 　 (b)生 産 分野 で は,生 産 管 理,品 質 情 報,部 品 管 理,在 庫 管 理 の オ ン ラ イ

　 　 　 ン シ ス テム,技 術 設 計 のCAD(Com　 puter　 Aided　 Design)な ど,

　 　 (c)行 政 分野 で は,各 省 庁 及 び 自治体 の オ ンラ イ ンシ ス テ ムな ど,

　 　 (d)社 会 ・環境 ・そ の 他 の 分 野 で は,大 気,'水 質 汚 染 監 視 シ ス テ ム,各 種 医

　　 　療 システムな ど,電 子計算機 シ ステムは国民生 活 に深 く浸透 して きた。

　 　 こ の よ うに電 子 計 算 機 は 第2次 産業 のみ な らず,第3次 産 業(金 融,保 険,

　 官公 庁 は黎 明期 に お け るパ イ オ ニ ア的 ユ ーザ で あ っ たが)一 般 で も利 用 され る

　 よ うに な り,ミ ニ コ ン ピュ ー タや オ フ ィスコンピュー タ ・メー カが 新 規 に生 ま れ

　 た。 これ か らの メー カの み な らず,情 報 処 理産 業 な どの電 子 計 算 機 関連 産 業 を

　 派 生 した の も"1970年 代 前 半 にお い て であ る。 一 方,社 会 全 体 と して人 間疎 外

　 論,コ ン ピュ ー タ公 害 論,プ ライバ シ ー論 な どの 議 論 が 高 ま った。

(4)　 1970年 代 後 半

　 　 1970年 代 後 半 に わ い て も,1973年 に 起 こ った オイル シ ョックに よる世界的

　 な 不況 が 続 き,わ が国 も深刻 な 不況 の 余 波 が続 い た 時 期 で あ る。 ま た,省 資 源

　 省 エ ネル ギ ー が一 層 叫 ばれ るよ うに な った。 こ の た め に,第2次 産 業 は 省 資 源

　 省 エ ネル ギ ー型 の産 業,す な わ ち,知 識 集 約 型 産 業 へ の 転換 を迫 られ た 。 産 業

　 構 造 と して は第2次 産 業 か ら第3次 産業 へ の転 換 を 必 要 と した。 この よ うな状

　 況 か ら.・各 企 業 は経 営 に役 立 っ生 きた デ ー タの 入 手 を希望 す るよ うに な り電 子

　 計算機 室に対す る投 資を見直す ようにな って きた。
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　電 子 計 算 機 産 業 に お い て は,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア両 面 での技 術 進 歩

が急 速 に進 み,マ イク ロ コ ン ピュー タ も長 足 の 進 歩 を とげ,ワ ンチ ップ ・マ イ

クロ コツ ピュ一 夕 にま で発 達 した。 この よ うな状 況 で電 子 計 算 機 の 性能 ・価 格

比 は 大 い に 向 上 し,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タは端 末 装 置 を イ ンテ リジ ェン ト化 し

た。 一 方,オ ンラ イ ン化 は 小 型電 子 計 算 機 に ま で及 び幅 広 い利 用 が 行 わ れ る よ

うに な った 。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 o

　電 子 計 算 機 の 利用 は,事 務 ・経 営 分 野,生 産 分野,行 政 分 野 に お い て,1970

年 代 前 半 に引 き続 いて 順 調 に伸 び て きて い る。 特 に経 営 面 で,電 子 計 算 機 の 性

能 価 格 比 の 向 上 に よ って,経 営 の合 理 化 の た め に電 子 計 算 機 が 多 くの 場 所 で用

い られ る よ うにな った 。 例 え ば,中 小 企 業 で も,単 純 作業 の ロー ・コス ト・オー

トメ ー シ ョンや 企業 内 情 報 管 理 の 一 元 化 をは じめ とす る企業 内組 織,制 度,運

営 方式 の 抜 本 的 な合理 化 を可 能 にす るた め の ツー ル と して 電 子 計 算 機 を用 い て

い る。 ま た,ス ーパ ー マ ー ケ ヅ トな どで のPOS(ポ イ ン ト ・オ ブ ・セ ー ル ス)

ター`ミナ ル と して,マ イ ク ロ コン ピ ュー タな どが使 用 され てい る。1970年 代

後半 で特 筆 す べ きこ と と して,社 会 面 で の 情 報 化 ニー ズが 高 ま り,社 会 的 な問

題 め解 決 と福 祉 の向上 を図 るた め に,官 民 が 一 体 とな って各 種 社 会 シ ス テム の

開発 に力 を入 れ ば じめ た。 例 として,医 療 情 報 シ ス テ ム な どが 上 げ られ,社 会

の あ らゆ る面 で の電 子 計 算 機 の利 用 が 考 え られ て い る。

　 この よ うに電 子 計 算 機 が あ らゆ る場 所 で高 度 に利 用 さ れ る に つれ て,コ ン ピ

ュ ー タ犯罪,コ ン ピ ュー タの セ キ ュ リテ ィな どに対 す る関心 が高 ま って きた。

1.2　 技術 の 進 歩 と現 状

●

1.2.1　 電 子 計 算機 技 術 の 進 歩

(1)ハ ー ドウ ェ ア技 術 の 変 遷

　 ① 　半 導体 技 術

　 　 (i)'電 子 計 算 機 に 半 導 体 が使 われ 始 め た の は,ト ラ ン ジ ス タが1956年,IC

－18一



■

●

●

●

　 　 (集 積 回路')が1964年,ICメ モ'リが1971年 で あ る。 ま た,　 1971年

　 　 に 開発 され たLSIは,1976年 頃 に な って,メ イ ン ブ レー ム に 盛 んにつか

　 　 われ る よ うにな った。 この よ うに,'半 導体 技 術 に よ るLSIは;　 電 子 計 算

　 　 機 を小 型 化,低 廉 化 させ た の み な らず,高 速 化,高 信 頼 性 化 させ て きた。

　 (ii)'IBMシ ステ.ム38,8100.4300プ ロゼ ッサ は,超LSIの 入 口 とされ

　 　 る64Kビ ッ トLSIメ モ リ と,・1チ ッ プ7b4回 路 の 論 理 素 子 な ど'を 搭 載

　 　 して い る。 この例 か らわ か るよ うに,今 後 の コ ン ピ ュー タの アー キ テ ク チ

　 　 ャの高 水 準 化 や拡 張 に と っ て,超LSI技 術 は 必要 不 可 欠 な もの で あ る。メ

　 　 イ ンラ レー マ・や電 電 公 社,超LSI技 術研 究 組 合な どで の開 発 成 果 は 世界

　 　 最 高 水 準 と評 価 され て お り,こ れ は,ま だ とな い チ ゼン ス を国 産 電 子計 算

　 　 機 メ ー カ に与 えて い る。 超LSIは アーキテクチ ャの 自 由度 を 著 しく大 き く

　 　 し,こ の 超LSI技 術 をベ ー スに して機 種 の 多様 化 時 代 が到 来 し.つつ あ る。

　 　 　 超LSI技 術 は メ モ リー だけ で な くtt複 雑 でネ 規 則 な ラン ダ ム ・ロジ ック

　 　 で形 成 され るCPUの 論 理 回 路 の超LSI化 に も及 ん で い る6カ ス タム デ ザ

　 　 イ ン,マ イ ク ロ ・モ ザ イ クや ゲ ー トア レイ,ハ イブ リッ ドまたは マルチ ・チ

　 　 ジプな ど,さ ま ざま な方 式 が工 夫 され て い るが,マ イ ク ロ プロ セ ッサ を使

　 　 用 す る方 式 が 実用 化 され た。 超LSI技 術 を活 用 した ヤ ィ ク ロ ・プログラム

　 　 化 は ソ フ トウ ェアを フ ァー ム ウェ ア化 しつ つ あ る。

② アー キ テ クチ ャ

　 (i)　 IBMシ ステム360(1964年)の 開発にあ た って,ア ム ダー ル 氏 に よ っ

　 　 て 提 唱 され た ア ー キ テ クチ ャの概 念 は.1・ ～3世 代 に お い て は,ハ ー ドウ

　 　 ェアか らの 要 請 とい う形 で,コ ン ピュ ー タの 性 能 向上 を 目的 と し て発 展 し

　 　 て きた。 高 価 な 汎 用 コ ン ピュー タの コス ト ・パ フ ォー マ ン ス を向 上 させ る

　 　 た めに.1～3世 代 を通 じて,キ ャ ッシ ュメ モ リ,仮 想 メ モ リ,並 列 処 理

　 　等 が 開発 され て きた 。

　 　 　 一 方,3.・5世 代(1970年 頃)以 降 の ア ー キ テ クチ ャは,従 来 の思 想 を継

　 　承 しつつ,さ らに 「使 い易 さ」 を探 求 して進 ん で い る。 これ は 仮 想 デ ィス
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　 ク,仮 想1/O等 の周 辺端 末 の 仮想 化 と コ ン ピ ュ「 タ 自体 の 仮 想 化 とい う,

　 い わ ゆ る 「仮 想 化 の 思 想 」の 拡 大 に よ って 実 用 化 され 始 め て い る。

(ii)　IBMのFS(フ ュー チ ャー ・シ ス テム)に 盛 り込 ま れ て い る仮 想 記 憶 、

　 方 式 の拡 大,マ ル チ ・プ ロセ ッサ方 式 の拡 大,高 速 高密 度 半 導体 の 利 用,

　 　DB(デ ー タベ ー ス)の 拡 大 な どの 諸 ア ー キテ クチ ャは,1978年 か ら1979

　 年 にか け て発 売 され た303X,4300,8100,シ ステ ム38な どで現実 の も

　 の とな った。 この例 で わ か るよ うに,デ ー タベ ー ス ・マ シ ン,リ ス プ ・マ

　 　シ ン,ア レ イ ・'プロセ ッサ や 並列 化 の一 般 化,デ ー タ フ ロー ・マ シ ン等 が

　 実用 化 され つ つ あ る。 これ ら,諸 アー キ テ クチ ャの概 念 を現 実 の もの にす

　 　るた め に 超LSI技 術 を見 逃 す こ とは出 来 な い。

　 　 　日本 の メ イ ン フレ ー マか ら発 売 され た コン ピュー タ シ ス テ ムは,一 部 の

　 　機 種 を除 い て,ア ー キ テ クチ ャを い じ る こと をせ ず にLSI化 によ るコス ト

　 　ダ ウ ンに 徹 して きた が,今 や 国 産 メ イ ンフ レー ム もアー キテ クチ ャ を変 え

　 　 ざる を得 な くな って き た。 す なわ ち,超LSIの 実用 化,オ フ ィ ス ・ オ ー

　 　 トメー シ ョ ン,分 散 処理 な ど新 し いユ ー ザ ・ニ ー ズの潮 流 へ の対 応,さ ら

　 　に ソ ブ トウ ェアの 生 産性 の改 善 の た め に,新 しい アー キ テクチ ャの 追 求 が

　 　不可 欠 に な って きた。 日本 独 自の ユ ニー クな コ ン ピュー タ をつ く り出す た

　 　め に も,過 去 に と らわ れ な い新 ア ー キ テ クチ ャへ の 挑 戦 が 必 要 に な って き

　 　 てい る。 さ ら に,現 在 の ア ー キ テ ク チ ャの改 善 だ けで は 機 能 面 での 限 界 が

　 　 あ り,か つ,ソ フ トウ ェ アの 危 機 の 解 消 は困 難 で あ る こ とが 明確 とな っ た

　 　今 日,従 来 の ノ イマ ン型 コ ン ピ ュー タか らの脱 却,つ ま り非 ノ イマ ン形 コ

　 　 ン ピュ一 夕 へ の 期待 は 大 きい。

③ 　 周 辺 端 末装 置

　 　 マ イ クロ コ ン ピ ュー タの 普 及,超LSI技 術 の発 展 に よ り,各 種 周 辺 端 末

　 装 置 は 内部 に制 御 部 を も ち,イ ンテ リ ジ ェ ン ト化 され た。 人間 との直 接 的 な

　 接 触 が 多 い た め,マ ン ・マシン ・インタ フェー スの 改善 がLSIや パ ター ン認 識

　 (図 形,文 字,音 声 な ど)技 術 の 発 展 によ って図 られ る一 方,端 末 自体 の シ
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　 ス テ ム化(複 合 端 末)も 進 ん で い る。 ま た,性 能 分 化 に よ る多 様 化 が 顕 著 で

　あ り,例 え ば,プ リン タの場 合 に は ↓高 速 度,高 品 質,低 価 格,低 騒 音,さ

　 らに,漢 字 や グラ フの 出力 で きる もの 等 が 出現 して い る。 大 容 量 記 憶 装 置 と

　 して は,'1974年Oと 発 売 され たIBM'385σ のMSS(超 大 容 量 記 憶 システム)

　やIBM　 3380(大 容 量 デ ィス グ)が 代 表 的 で あ り,こ れ に よ って フ ァイル の

　 自動 管理;き らに 階層 記憶 管理(階 層 フ ァイ ル ・シ ステ ム)が 行 われ るよ う

　 に な った6最 近 で は,IBMの62'PC(1979年 発 売)な ど で記 憶 媒 体 を8イ

　 ンチ ・ディス クに 固定 装 置 化す る傾 向 が あ り,わ が 国 もこれ 等 に キ ャ ッチ ァ ッ

　.プ してい る 。

④ 専 用 コ ン ピ ュー ダ

　 (D　 ミニ コン ヒ。ユ 一 夕 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 "t

　 　 　 ア メ リカのDEC社 が1965年 にPDP-・-8を 発売 した の を皮 切 りに,

　 　 1969年 に は 国 産 の ミニ コン ビ ュー タカ≦あ い つ い で 登 場 し,ブ ー ム を巻 き

　 　起 こ じた。 ミニ コ ン ピ ュー タは 小 型 低 価格 で あ るた め,制 御 用 コン トロ㊥

　 　 ラ.シ ミュ レー シ ゴン装 置 等 に広 く使 用 され た。

　 　 　半 導 体 技 術 の 進 歩 は,ミ ニ コ ンピ ュー タに も大 き く影 響 し,1977年 頃

　 　か らマ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ化 と高 機 能 化 とい う二極 分 化 を もた ら した。 マ

　 　 イ ク ロ コ ン ピ ュー タ化 は従 来 の トラ デ ィシ ョナ ル ミニ をLSI化 し,機 能 を

　 　 あ ま り低 下 させ ず に 小 型低 価 格化 を実現 した 。 また,ミ ニ コ ン ピ ュー タの

　 　場 合,既 存 の ソ フ ト ウ ェアに 拘 束 され る こ とが 少 な い ため に,新 し い ア ー

　 　 キ テ クチ ャの 導 入 が しや す く,汎 用機 で開 発 され た並 列 処 理,仮 想 メ モ リ,

　 　 マ ルチ ・ユ ース等 の技 術 を移 植す るこ とがで きたの で,メ ガ ・バ イ ト機,.'32ビ

　 　 ッ ト機 の よ うな高 機 能 ミニ コン ピ ュー タ,い わ ゆ るス ーパ ー ミニ コ ン ピュ

　 　 ー タが1978年 か ら登 場 して きた 。

　 (ii)　オ フ ィス コ ン ピ ュ ー タ

　 　 　 オ フ ィス コン ピ ュー タは 会 計 機 と超 小 型 コ ン ピ ュー タが 結 びつ い た もの

　 　 で あ る。 オ フ ィ ス コ ン ピ ュー タ とい う名 称 で 登 場 して きた の は1974年 で
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　 　 　 あ る.。スタ ン ドア ロー ン型 か ら始 ま り,伝 送 技 術,マ ル チ ワ ー ク技 術 等 を

　 　 　 導 入 し高機 能 化 が 進 む 一 方,半 導 体 技 術 の 発展 に よ る低 価 格 化 の 傾 向 も著

　 　 　 る しい。 事務 所 での 使 用 が 主 で あ るた め,メ ニ ュー等 の マ ン ・マ シ ン ・イ

　 　 　 ン タ フ ェー スに も考 慮 が は らわ れ てい る。 現在 で は,多 くの 機 種 が漢 字 処

　 　 　 理 を行 い,さ らに小 規 模 デ ー タ ベ ー スを構 築 す る動 き もあ る。 近 年 は,特

　 　 　 に オ フ ィス ・オー トメ 〒 シ ョ ンが ク ロー ズア ップ され,単 に 漢 字 処理 だ け

　 　 　 で な く,日 本 語処 理 に 適 用 され る機 運 に あ り,オ フ ィス ・オ ー トメー シ 。

　 　 　 ンの ワー ク ス テー シ ョンと して もオ フ コ ンは重 要 に な って きた 。

　 　 qii)　パ ー ソ ナ ル コ ン ヒ。ユー タ

　 　 　 　 マ イ ク ロ コン ピ ュー タの 浸 透 と半 導体 技 術の 進 歩 に よ り発 生 し た新 しい

　 　 　 分野 で あ る。1977年 頃 か ら市 場 に出 て きた。 パ ー ソ ナル コ ン ピュ ー タの

　 　 　 明確 な定 義 は ない よ うだ が,⑤ 小 型低 価 格,⑤ 単一 ユ ー ザ指 向,◎ 基 本 的

　 　 　 なユ ー テ ィ リテ ィを持 つ,④ 簡 易 言 語(主 にBASIC)が 使 え る,等 の 特

　 　 　 徴 を もつ 。 現在,パ ー ソ ナル コ ン ピ ュ ー タの 需 要 は,ホ ビー用 や 小売 商店

　 　 　 用 等 に 限 られ て い る が,超LSI技 術 の 驚異 的 発 展 に よ る マ イ クロプロセ ッ

　 　 　 サ の 高性 能 化,コ ス ト ・パ フ ォー マ ンスの 向 上等 に よ って,個 人(家 庭)

　 　 　 の レベ ル に ま で需 要対 象 が 拡 が る と思 わ れ1980年 代 の 情 報 化 社 会 に と っ

　 　 　 て,パ ー ソナル コンピュー タはます ます重要にな りつつ あ る 。

② 　 ソ フ トウ ェ ア技 術 の 変 遷

　 ① 　 アセ ン ブ ラ→ コ ンパ イ ラ言 語(高 級 言 語)

　 　 　 計 算 機 と人 間 との コ ミュニ ケー シ 。ンの 手段 と して,1950年 代 の中 頃 に

　 　 アセ ン ブ ラ言 語 が 開 発 され た。 アセ ンブ ラ言 語 は機械 語 レベ ル と比 較 す る と

　 　 修 正 の 容 易 さ,見 易 さの 点 で す ぐれ てい るが,プ ロ グラ ム論 理 の 埋 没,機 械

　 　 依 存,保 守 性 等 に は ま だ 問 題 を残 してお り,増 加 す る プ ロ グ ラ ム要 求 に応 じ

　 　 切れ な くな った。 上 記 の 問 題 を解 決 す るた め に,各 種の コ ンパ イ ラ言 語 が 開

　 　 発 され,最 初 の コ ンパ イ ラ言 語 と して有名 な もの は,1957年 に 完成 され た

　 　 科 学 計 算 用 のFORTRANで あ る。1960年 に はALGOLが 作 られ,こ れをべ

一22一

4

■



■

●

●

■

　 一 スに し たPASCALが1970年 頃 に現 われ た 。1966年 に はPL/1が 作 られ,

　 科 学 技 術,経 営 事務 計 算 だ け でな く,そ の サ ブセ ッ トは シ ステ ム プ ログ ラ ミ

　 ングに使 用 され て い る。 一 方,事 務 処 理用 の 言 語 と して1959年 にCOBOL

　 が作 られ た。 これ らは 手 続 き向 き言 語 と呼 ばれ てい るが,1961年 のRPG,

　 1963年 のAPL,1962年 のLISP等 の 非 手 続 き向 き言 語 も作 られ て きた。

　 手続 き向 き言 語 とは 「どの よ うに 」 とい う観点 に,非 手 続 き向 き言 語 は 「何

　 を 」 とい う観 点 に立 って い る。1970年 代 に は従 来 の 言 語 の整 備 と と もに,

　 OS記 述 用 な どの ア プ リケ ー シ ョン指 向 言語 や 非 手続 き向 き言 語,プ ロ グ ラ

　 ミン グ方 法論 に 基 づ い た デ ー タ抽 象 化 言 語 な どの開 発 が な され て い る。

② 制 御 用 言 語(OS,フ ァ ー ム ウ ェ ア,　 etc)

　 (D　 計 算 機 の プ ロ グ ラ ムは.言 語 翻 訳 プ ログ ラ ムや応 用 プ ロ グラ ム等 の処 理

　 　 プ ロ グ ラム と,シ ステ ムの 効 率 的 利 用 を図 るた め の制 御 用 プ ロ グ ラ ム とで

　 　成 り立 って い る。 言 語 翻 訳 等 の プ ロ グ ラ ムは比 較的 早 くか ら整 備 され て い

　 　 る。 制 御 用 プロ グ ラム は,初 期 の 頃(米 国 で1950年 代 後 半,日 本 で は

　 　 1960年 代 中 期)は ジ ョブの連 続 処 理 を主 眼 と し,「 モ ニ タ」 と呼 ばれ て

　 　い た が,現 在 で は 一般 的用 語 と して オ ペ レ ー テ ン グ シ ス テ ム(OS)と 呼ば

　 　れ て い る。そ の 後OSは オ ン ラ イ ン処 理(1964年 頃)や ジ ョブの並 列処

　 　理(1964年 頃)の 制 御 が 大 きな役 割 とな った。 並列 処 理 概 念 の 明確 化 に

　 伴 い デ ッ ドロ ックや ク リ テ ィカル レ ー ス等 の 論 理 的 問題 が 提 起 され た 。 ま

　 　た,1970年 代 に大 規 模 シ ス テム で 多 重 プ ログ ラ ミン グが行 わ れ る よ うに

　 　な り,ジ ョ ブの機 密 保 護 や ジ ョ ブが許 され た範 囲 を越 え て ア ク セ ス で きな

　 　い よ うにす る保 護 の 問題,一 部 の 誤 動作 が 全 体 に影 響 を及 ぼす こ とを防 ぎ

　 予 期 せ ぬ デ ー タや ハ ー ドウ ェアの 誤動 作,も し くはOS自 身 の 誤動 作 に 対

　 　し て も動 作 の継 続 が で き る こ とな どの要 求 が 重要 とな っ て きた。1960年

　 代 後 半 に 商用 化 され た 仮 想 記 憶 で 多 重 プ ログ ラ ミン グ を行 う場 合,ス ラ ッ

　 シ ン グ と呼 ば れ る極 端 な 性 能 劣 化 が 生 じる可 能 性 が あ り,仮 想 記憶 の 管 理

　 方 式 が 種 々提 案 され た。 ま た,OSの 性能 の 向 上 を 目指 し,OS機 能 の一 部



　 の フ ァー ム ウ ェア化,OS記 述 用 言 語 の開 発 等 が行 われ て い る。 そ し て,

　 　 1台 の 計算 機 を何 台 か の ハー ドウ ェアで あ るか の よ うに シ ミュ レー トし,

　 別 々のOSが 稼 動 す る仮想 計 算 機OSが1970年 代 に商 用 化 さ'れて きた 。

　 (ii)最 近 のIBMシ ステ ム で は,　 OSの モ ジ ュー ル化 をSU(セ レ クタ プル ・

　 　ユ ニ ッ ト)で 行 い,こ れ は 部 品 を付 け加 えた りジ取 り換 え た りせず に,OS

　 .の 機 能 や 性能 の 向 上 をSUを 付 加 す る こ とで 可 能 に す る もの で あ る。従 って,

　 、このSUはOS機 能 の 一部 の フ ァー ム ウ ェア化 で あ る。　 また,フ ァー ム ウ

　 　 ェア化 はIBMの 新 機 種 の すべ て に 共通 して お・り,シ ステ ム38の 徹底 した

　 　 マ イ ク ロ コー ド化,'4300プ ロセ ッサへ の マ イ クロ コー ド化,4300プ ロ

　 　 セ ッサへ の マイ ク ロ コー ド ・ル ー チ ンの 集 合 体 で あ るECPS(拡 張 制 御 プ

。　 pグ ラ ム ・サ ポ ー ト)の 標 準 装 備,OSの 制 御 プ ロ グ ラム機 能 の フ ァー ム

　 　 ウ ェア化 な ど の動 きがみ られ る。 工場 または フ ィール ド ・サ ポー ト ・セ ンタ

　 .≡か ら客 先 に あ る コ ン ピュ ー タ ・シ ステ ムの マ イ ク ロ コー ドを オ ンラ イ ン

　 　 で 修正 す るサ ー ビス方式 な どIBMで のOSに 関 す る進 歩 は着 々 と進 め られ

　 　 てい る。

③ デ ー汐 ベ ー ス ・シス テ ム

　 　 各 種 リソ ー ス を共 用 しよ うとす る思 想 は,コ ン ピ ゴ一 夕 シ ステ ムの あ らゆ

　 る面 で取 り入 れ られ て い る。情 報 の 共 用 化 で あ るデ ー タベ ー スは,フ ァイ ル
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　ユ

　 処 理 の発 展 と して1　9'60年 代 の 前 半 か ら現 わ れ て きた 。1969年 のCODASYL
　 　 　 ※2　　　　　　 '　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※3　　　 ※4

　 のDBTG報 告 書 に よ る標 準 化 の提 案,1975年 のANS　 I/SPARの 報 告 書 で

　 提 案 され た3層 ス キ ー マ方 式 等 に よ り,デ ー タベ ー スの基 礎 が確 立 され て き

　 た。 デ ー タベ ー ス産 業 は,米 国 で急 速 な発 展 を とげ,ヨ ー ロ ッパ で も最 近,

　 先 進諸 国が 米 国 との格 差 を縮 め るべ く,政 府 が 中 心 とな って ・デ ー タベ ー ス

の育 成 を強 力{・難 して い る.イ ギ リスのP・e…le・ 見 られ るよ うな,画 像

※1.　 CODASYL

※2 .　 DBTG

※3.　 ANSI

※4.　 SPARC

the　 Conference　 on　 Data　 Systems　 Language

Data　 Ba8e　 Task　 Group

American　 Natinal　 Standards　 Institute

the　 S'tandards　 Planning　 and　 Requirement　 Committee
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　 　 サ ー ビスの 開 発 に力 が 注 が れ て い る。 現 在,利 用 可 能 な デ ー タベ ー スの 数 は

　 　 米 国 で 約600種,欧 州 で 約500種,日 本 で約40種 程 度 で あ り,欧 米 に比 べ

　 　 て5～10年 遅 れ て い る と言 われ て い る。一こ の よ うに"情 報 の価 値 を軽 視 し

　 　 勝 な"日 本 人 の傾 向 が こ こに 現 われ て い る。 しか し;1980年 代 は 「デ ー タ

　 　 ベ ー ス社 会 」 といわ れ て お り,わ が 国 もデ ー タベ ー ス発 展 に力 を入 れ るべ き

　 　 時 期 に きて い る。　 　 　 　 　 い 　 一　 　 白　 "　 ■　 一　 　 　'㌧

　 ④ ソ フ トウ ェ ア ・エ ン ジニ ア リ ン グ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ざ

　 　 　 第1世 代 の 計 算 機 で は;計 算 時 間 を短 く,メ モ リ量 を節 約 す る工 芸 的 な プ

　 　 .ログ ラ ミング が要 求 さ れ て い た。 しか し元 シ ステ ムが 複 雑 に な り ソ フ トウ ェ

　 　 アが大 規模 に な る に従 って,ソ フ トウ ェアの 開 発 と シ ス デ ム運 用 後 の保 守 作

　 　 業 に 非常 に 多 ぐ の工 数 を要 す る よ うにな リジ196σ 年 代の 後 半O(い わゆ る

　 　 「ソ フ トウ ェア の 危機 が 叫 ばれ,ゾ フ ト ウ ェアの生 産 性 と信 頼 性 の 向上 を 目

　 　 指 す た め に ソフ トウェア ・エ ンジニア リングの重 要 性 が認 識 され 始 め た'670年

　 　 代 に お いて プ ロ グ ラ ム の 方 法 論 に う い て,構 造 イビプ ロ グ ヲ ミン グや ト ップ

　 　 ダ ウン手 法,モ ジ ュ ール 化,抽 象 化,チ ー フ プロ グ ラマ チ ー ム 等 が 提 案 され

　 　 方法 論 に 基 づ く各 種 サ ポ ー トツール の実 用 化 や プ ロ グ ラム言 語 の開 発 が な さ

　 　、れ た。 ま た,仕 様 記 述 形 式 に つ い て もdecision　 tableやHIPO等 が 提 案 さ

　 　 れ 実 用 化 され るよ うに な り,最 近 で は 要求 分 析,仕 様 作 成 の 効 率 化,プ ロ グ

　 　 ラムの 検 証 等 の 研 究 が 開 発 され て い る。

(3) .シス、テ ム処 理構 成

　 ①,バ ッチ処 理 ～ オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

　 　 　 1950年 代後 半 に 始 ま った オAOレ ー テ ィン グシ ステ ム(OS)の 概 念 は,そ

　 　の 使 用 形 態 か ら,バ ッチ処 理,リ ア ル タ イム処 理,タ イム シ ェア リ ン グの三

　 　種 に分 類 され る。 バ ッチ処 理 で は ジ ョ ブの実 行 手1頂 をで き るだ け柔 軟 に規 定

　 　で きる よ う,ジ ョブ制 御 言 語 が 確 立 され た。 計 算 機 の使 用 効 率 を追 求 す るバ

　 　 ッチ 処 理 に対 して,発 生 す る要 求 を 直 ち に処 理 す る必要 か ら,リ ア ル タ イム

　 　処 理 が 生 まれ た。 デ ー タ発 生 地 点 の端 末 装 置 と,中 央 の計 算 機 を通 信 回線 で
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　 直結 す る オ ンラ イ ンシ ステ ムは,列 車 の 座 席 や ホ テ ルの 予 約,バ ン クカ ー ド

　 シ ス テム,さ らに は,各 種 情 報 サ ー ビスへ と発 展 して きた。 一 方,タ イム シ

　 ェア リ ング シ ス テ ム(TSS)は,多 勢 の プロ グ ラ マが1台 の 計 算 機 を あ たか

　 も一 人 で専 用 してい るか の ご と く使 え る。 これ らの処 理 形 態 を支 え る技 術 的

　 背 景 と して,通 信 回 線 とマ ル チ プ ロ グ ラ ミン グの技 術進 歩 が あ った。 現 在,
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の

　 これ らの処 理形式は汎用OSと して統合 されて きて いる。

②　 集中処理 ～機能 分散 システム

　 　 時代 の最 尖 端 技 術 を駆 使 した大 型機 の 開 発IEilコス ト ・パ フ ォー マ ン スの 向

　 上,リ ソー ス利用 率 の 向 上,可 能 性 の増 大 を もた らす と と もに,そ こで 実現

　 され た技 術 は 実用 機 の大 部 分 を 占 め る中 ・小 型 機 に適 用 され て きた 。1970

　 年代 に 入 る と,従 来 の 単 －CPUに よ る大 型 化 に対 して,OSの 巨大 化 や 八 一

　 ドウ ェ アの技 術 的 限 界 等 が 議 論 され るよ うに な った。 これ ら種 々の 問 題 に対

　処 すべ く生 ま れ た 分 散 処 理 シ ステ ム は,負 荷 分 散 型 と機 能 分 散 型 に 分 け られ

　 る。 前 者 は 同 一 機能 を持 つ 多 数 プ ロセ ッサに よ る分 散 化 で あ り,後 者 は特 定

　機 能 を 実 行 す る専 用 プ ロセ ッサ に よ る分 散処 理 シ ス テ ム で あ る。 機 能 分 散 型

　 は,入 出 力 プ ロ セ ッサ か ら始 ま り,集 積 回路 技 術 の進 歩 に支 え られ て,通 信

　制 御,配 列 計 算,高 級 言 語,デ ー タベ ー ス等 の 各 種 専 用 プ ロセ ッサ を生 み 出

　 した。

③ コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム

　 　 TSSが1台 の 大 型 コ ン ピュー タ を リ ソー ス に して い るの に 対 し て,地 域的

　に 分散 配 置 され た 多 くの コ ン ピ ュー ダ シ ステム を高 速 通 信 回 線 で有 機 的 に結

　合 し,ど この シ ステ ムか ら も任 意 の シ ス テ ム を利 用 で きる よ うにす る試 み が

　 APRAネ ッ トワ ー ク(米 国)等 の研 究 を通 じて確 立 され て きた 。 コン ビュー

　 タ ・ネ ・ トワニ ク シス テ ムは.⑤ 処理 能 力 の 向上,⑤ シス テ ム構 成 の 柔軟 性,

⑥ シス テ ムの成 長 が 容 易 で あ る こ と,③ リ ソ ー スめ 地 域 分 散 に よ る信頼 性 の

　向上 等 の 数 々の 特 徴 を もって い る。 ネ ッ ト ワー クの 発 展 を支 え る通 信 回 線技

　 術 はPCM方 式 か ら,同 軸 ケ ー ブル 大 容 量 デ ィジ タル 化 伝 送 方 式,マ イ ク ロ
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　 波 方 式 の デ ィジ タル 化 へ と高速 化,高 品 質 化,高 信 頼 性化 が図 られ た。 ま た,

　 半 導 体 集 積 技 術 の 集 歩 に よ る通信 端 末 の イ ン テ リジ ェン ト化 は,最 適 な 機能

　 分 担 を可 能 に した。 さ らに ・ネ ッ トワ ー クに対 す る高度 化,多 様 化,広 域 化,

　 経済 化 に 対 す る市場 の ニー ズ に応 え るべ く,わ が 国 で は デ ー タ通 信 に 適 した

　 新 デ ー タ網(回 線交 換,パ ケ ッ ト交 換)が 開 発 され た。 現 在,電 電 公社 を中

　 心 とす るDCNA(Data　 Communiction　 Network　 Architecture)等 の ネ ッ

　 トワー ク'・アーーキテ クチ ャの 標 準化,衛 星通 信 や 光 通 信 に よ る ネ ッ トワニ クの

　 醗 ・ デ ・ジ タル 総 合 サ ー ビ網ISDN(・nt・g・at・d　 S・rvices　 Digit。l

　 Network)の 形 成 等 が 進 め られ てお り,近 く実 用 化 され る もの と考 え られ る。

④　 日本語処理 システム

　 　 計 算 機 の発 展 に伴 って 日本 語情 報 を直 接 入 力,処 理,出 力 した い とい う要

　 望 が 各 方 面 か ら高 ま って きた。 日本 語 処 理 は 漢 字 か な ま じり文 を扱 うわ が 国

　 独 自の問 題 で あ り,避 け て 通 る こ との で きな い 道 で あ る。 従 来,日 本 語 処 理

　 の ネ ッ ク とな って い た入 力 と出力 の 問 題 が,近 年 徐 々 に では あ るが 解決 され

　 つ つ あ る。 出 力 装 置 と して ユ ーザ やOFTに よ る電 子 写 真 方 式 が開 発 され,

　 高 速,高 品 質 の 印 字 が 可能 と な った。 ま た,ワ イ ヤ ドッ トや イ ン ク ジ ェ ッ ト

　 方 式 の 低 価 格 漢 字 プ リ ンタが,日 本 語処 理 の 普 及 に拍 車 をか'けた。 入 力 装 置

　 と し ては,従 来 の漢 テ レ方 式 や2ス トロー ク方 式 か ら,素 人 に も扱 え る ペ ン

　 タ ッチ 方 式,さ らに は 仮名 漢 字 変換 方 式 が 実用 化 され て きた。 ソ フ トウ ェ ア

　 面 では,日 本 語 に よ るデ ー タベ ー ス照 会 シ ステ ム,日 本 語 理解 シス テ ム,機

　 械 翻 訳 シ ステ ム等 の 研 究 が活 発 に な って きた。 ま た,OSに 日本 語 処 理 機 能

　 が取 り入 れ られ,漢 字 コー ドがJISに よ って 規 格 化 され た。　 最 近 で は 漢 字

　 オ フ コ ンや 日 本 語 ワー ドプ ロセ ッサが 実 用 化 され 始 め て い る。

⑤ オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョン

　 　現 業 部 門 にお け る計 算 機 の オペ レー シ ョナ ル レベ ル の利 用 は,1970年 代

　 後 半 に は 管 理 部 門 に お け る非定 形業 務 へ の利 用 へ と広 ま って きた。 昨 今,管

　理 部 門 に お け る生 産性 向 上 を 目 ざ した オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンの思 想 が



注 目 を 浴 び て い る 。 オ フ ィ ス ・オ ー ト メ ー シ ョ ン は 単 に オ フ ィ ス 機 器 に よ る

機 械 化 を 図 る だ け で な く,そ と に は オ フ ィ ス の 活 性 化 と い う .,よ り人 間 的 な

側 面 が 含 ま れ て い る 。 オ フ ィ ス コ ン ビ。ユ ー タ,フ ァ ク シ ミ リ,ワ ー ド プ ロ セ ッサ,

コ ピ ア と い っ た 単 機 能 機 器 の 複 合 化 と,コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク に 結 合

した統合但 よるイ ンテ リジ エシ1ヲ ピア逗 子5一 ル・システム・会議 シス

ひ デ三夕ベ ご えシステ.今等力糠 されて・:る・プ ・オペ レータの素人

化 に対 処 す るた あ,仮 名 漢 字変 換 入 力,OCR,音 声 入 力 等 に よ るYン ・マ

シ ン:イ ン タ ・ 二 ご ス の 改善 が 迦 られ て ・・る・ また ・ 多様 化 す 細 々人

の 価値 観 に対 応 すべ く,パ ー ソ ナ ル な オ フ ィス機 器 の 開 発 も見 逃 せ な い。

■

1、2.2　 電子 計算 機 に よ る 技 術 波 及 効 果

(1)　 半 導体 産業 へ の 波 及

　　駆 世代の電子計算傲 対応するために・昭和 年 ご設立さ晒 ・ 剛
SI技 緬 究組合」ほ ・4剛 の期 と政府補助金300億 唖 投入 して・多大

　 の 技 術 成 果 を上 げ て きた 。 これ に よ るLSI(大 規 模 集 積 回路)テ ク ノ 『 ジ ーの

　 進 歩 は,わ が国 の 半 導体 メ ー カの技 術 を飛躍 的 に 向上.させ た。 例 え ば,　 64キ

ロ ビ ・ ト'ダ イ『ナ ミ ・ クRAMや16
.ビ・ ト'マ イ ク ・ プ ・ セ ・サな どは昭和55

　 年 時 点 で 常 識 化 しつ つ あ る。一 方,昭 和53年 に通 産 省 が超LSI特 許 の公 開 を決

　 め た 事 に よ って,内 外 の 半導 体 メ ー カに 多 くの影 響 を与 え つ つ あ る。 ま た,わ

　 が 国 の 半 導体 メ ー カは 同 時 に 大 手電 子計 算 機 メ ー カで もあ る た めに,電 子 計 算

機iX
.Tド ウ三 アの臨 を大幅に向上 させる こと噸 つに

② 　 シ ス テ ム機 器 制御 技 術へ の 波 及

　 　 事 務用 電 子 計 算 機 の技 術 を トラ ンス フ ァーす ることか ら始 ま った制 御用 ミニ コ

　 ン ピュ 一 夕の応 用 は,短 期 間 で プロ セ ス制 御,計 算 制 御 の 技 術 分 野 を開 拓 し て

　 きた 。 これ らの 計装 制 御,機 器 制 御,計 算 制 御 の領 域 は,互 い に オー バ ー ラ ッ

　 プ し,機 能 的 に は一 つ の シ ス テ ム に統 括 され つ つ あ り,マ イ ク ロ プ ロセ ッサの

　 出 現 は,ハ ー ドウ ェアま で を統 一 す る新 しい シ ス テ ム体 系 へ の 変 遷 を可 能 に し
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　 た 。 す な わ ち,デ ー タ処 理 は 中 ・大 型 計 算 機 で行 い,端 末 機 器 と して マ イ ク ロ

　 コ ン ピュ ー タ を用 い る とい う階 層 構 成 で あ る。

　 　 電 子計 算機 の技 術 は,単 純作 業 の 機 器 を知 的 作業 の 機 器 へ 変 ぼ うさせ,画 一

　 的 な 大量 生 産 か ら多 品 種 少 量 生 産 を可能 に した。 具体 例 と して,鉄 鋼 分 野 に お

　 け る製 鉄 工程 制 御,ロ ボ ッ ト,電 力 分 野 の 自動 給 電,水 系制 御,発 電所 集 中制

　 御,一 般 産 業 の 生 産 ラ イ ン工 程 制 御 な ど枚 挙 に い とま が な い カ㍉ 電 子 計 算機 の

技 術 は ・ シ ステ ム 機器 を デ ・ジ タル 化.ソ フ ト化 ,シ ス テ ム化 し,ジ ス テムの

　 総 括 的判 断 や予 測 判 断,信 頼 性,保 守 性 な どの向 上 を図 り,シ ステ ム機 器 を

　 「高 度 化 」 して きた。

(3}そ の 他 の 産 業 へ の 波 及

　 　 ワンチ ップ ・マ イ ク ロ プ ロ セ ッサな ど の 各 種LSIは,家 電産 業 の 民 生 機

　 器(例 え ば,テ レ ビ,'冷 暖 房 機,電 子 レ ン ジ)を は じ め と して,通 信'・ 計

　測 ・医用 機 器 産 業 へ,さ らに 精 密 機 械 産 業(例 え ば,時 計,カ メ ラ),自 動

　車 産 業(例 えば,燃 料 系 統 制 御)等 の 各 種 産 業 に 波 及 して い る。 ま た,電

　子 計 算 機 の デ ィジ タル 技 術 は,PCM録 音PCM放 送 を 可能 に し,あ らゆ る

機 器 を デ ィ ジタ ル 化 しつ つ あ る。 磁 気 ヘ ッ ドや 磁 気 テ ー プ の性 能 向上 は家 庭

　用VTRの 高密度 記録 ・再生 を可能 に した よ うに,電 子計算機 におけ る材料技術

　や素子技術 の波及効 果 も見逃 せない。 この ように電子計 算機技 術は',あ らゆ る

産 業 に進 出 して,最 終 製 品 で あ る 「物 」 に 「価 値 」 を付 加 し
,製 品 を 「高度化 」

　させ て きて い る。

●

1.3.振 興 策 の 歩 み と 評 価

1.3.1　 振 興 施策 の 歩 み

　 わ が 国 の電 子 計 算 機 産 業 振 興 施 策 は.1.1で 述 べ たよ うに米 国 よ り10年 遅 れ て

電 子 計算 機 の 開発 が 始 ま った た め,1957年(昭 和32年)電 子 工 業 振 興 臨 時 措 置

法 の 制 定 の 頃か ら形 成 され て きた の で あ るが,そ れ で も英 ,独,仏 に 較べ る と数



年 あ る い は約10年 早 く振 興策 が す べ りだ し,政 府 は 注 意 深 く コン ピュー タの可

能 性 と産業 の 発 展 動 向 を見 通 し,広 範 か つ キ メの 細 か い対 応 策 を講 じて きた の で

あ った。 米 国 の よ うに コ ン ピ ュー タ と きわめ て 密 接 な関 係 の あ る宇 宙 ・国 防 産 業

が な か っ た こと,ま た,英 国 のICT,フ ラ ンスの マ シ ン ・ブル の よ うに 自国 の 誇 る

パ ンチ ド ・カー ド ・シ ス テ ム ・メ ー カが な か っ た こ とが,却 っ て 幸 い し,活 発 な

企業 競 争 と相 い侯 ち,コ マ ー シ ャル 市場 に お い て既 存 の メ カ ニ カ ル な 製品 の概 念

に と らわれ ず積 極 的 に 開 発 を推 進 して い った と ころ に 今 日の お よ その成 功 が あ る

とい えよ う。

(1}生 い た ち

　 ○政 府 機 関 に よ る開 発

　 　 　 1950年 代 の コ ン ピュ ー タ黎 明期 に お け る振 興施 策 は,コ ン ピ ュー タの 可

　 　 能 性 の模 索 時 代 とい え,表1.3-1の よ うに通 産 省 工 技 院,電 電 公社,　 大 学

　 　 とい う国 立 機 関 自身 に よ る研 究 開 発 が 行 わ れ,そ の 設 計結 果 の開発 試 作 を民

　 　 間へ 委 託 し,そ れ が 企 業 の 技 術 力 を培 養 す る結 果 とな っ た。

　 　 　 わ が 国 に お い て 商 業 化 コ ン ピ ュー タ の設 置実 績 が発 生 したの は1958年

　 　 (昭 和32会 計 年 度 末 期)で あ り,ま た この 頃 か ら国産7社 は 相 い次 い で コ

　 　 ン ピ ュー タ製 造 を開 始 したの で あ る が,1957年 に は 電 子 工 業 振 興 臨 時措 置

　 　 法 に も とづ き コ ン ピ ュー タ分野 に お い て も,試 験 研 究,生 産 の 開始 ・合 理 化

　 　 を促進 す るた めの 振 興 計 画 が 始動 した 。

(2|育 成,振 興策(表1.3-2,表1.3-3参 照)

　 OIBMと の 間 に 基 本 特 許契 約

　 　 　 政 府 は この 頃 す で に コン ピ ュー タ市 場 に君 臨 して い た 米 国IBM社 と交 渉

　 　 し,1960年 に基 本特 許 使 用 に関 し国 産7社 との 間 に 契 約 を締結 せ しめ る こ

　 　 とに成 功,こ れ に よ り国産 メ ー カは コ ン ピュー タ と関 連 機 器 をひ ろ く生 産 で

　 　 きる よ うに な った 。

　 OJECCの 設 立

　 　 　 次 い で翌1961年(昭 和36年)に は.IBMが レ ンタ ル制 度 を推 持(当 時
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表1.3-1　 初 期 の各 国 コ ン ピ ュ ー タ開発 状 況

1

巴

1

暦　　 年 米　　　　　国 英　　　　　国 フ　　ラ　　ン　 ス 西　　ド　 イ　 ツ 日　　　　　本

1946 ●ペ ン シ ル バ ニ ア 大 学 で

(昭21) ENIAC完 成,電 子管式

1949 ・ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 で

(昭24) EDSAC完 成,水 銀 遅

延 回 路 プ ロ グ ラム蓄 積

方式

1950 ・EDVACが 完 成 ,水 銀 ・ マ ン チ ェ ス タ ー 大 学 コ

(昭25) 柱超音波遅延回路,プ ン ピ ュ ー タ 完 成,磁 気

ロ グ ラム 内 蔵 方 式 ド ラ ム ・プ ロ グ ラ ム 蓄
・連邦標準局 でSEAC完

積 方 式,CRTメ モ リ

成,水 銀 遅 延 回路 プ ロ を もつ 。

グラム蓄積方式

1951 ・MITでWHIRLWIND

(昭26) 1完 成,半 導 体 ダ イオ
一 ドお よび 電 子 管 に よ

る プ ロ グ ラム蓄 積 方 式,

CRTメ モ リ を もち,
'

翌年 磁 気 コ ア ・メ モ リ

に取 替 。
・最 初 の 商 業 化 機UNI一

VAC　 Iが 完 成 。

1952

(昭27)

・IAS(Imtitute　 for

Advanced　 S　tudy)で フ

・マ シ ン ・プ ル 社 が ガ ン

マ3を 発 表,ゲ ル マ ニ

・ゲ ッ チ ンゲ ン大学 でG

　-1が 完 成 。

・工技 院電 気 試験 所 で
,

ETL-MARK　 I　(リ レ
オン ノ イ マ ンの 設計 概 ウ ム ・ダ イ オ ー ド使 用 一式自動計算機)の 試

念 を フル に盛 り込 ん だ 磁 気 ドラ ム を後 で追加 作 を 開 始(3月)。
PRINSTON　 コ ン ビ し,ガ ン マ ・ タ ン ブ ー

ユ ー タ が 完 成 。 ル と称 す 。
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暦　　 年 米　　　　　国 英　　　　　国 フ　　ラ　　ン　　ス 西 　 ド　 イ　 ツ 日　　　　　本

1954 ・IBM650
,バ ロ ー ス

・1.yons社,ケ ン ブ リ ツ
.ごZuse社 の コ ン ビ ュ ー .rETL二MARK　 nを 設

(昭29) B205出 荷 始 ま る 。 ジ大学 と共同でLEO タが 完 成。(科 学用) 計,富 士 通 へ 製作 を委
1を 完 成 。(事 務 用) 託(1955年 末 に)完 成,

富 士 通 はFACOM　 l　28,

138と して商 品化 。

1955 ・IBM704 ,　Bendix 掌

(昭30) G15出 荷 始 ま る。

1956 ・IBM705 ,　UFC,　 ElO1, .

・マ シ ン ・ブ ル 社,大 型 ・富 士 写 真 フ イル ム で水

(昭31) LGP30,　 RCA　 BIZMAC 機 ガ ンマ60の 開 発 を 銀遅延回路方式コンビ
(軍 用)出 荷 。 決 定 。 ユ ー タFUJ　 ICが 完 成 。

・ETL-MARK皿(ト ラ

ン ジス タ一式)が 完 成 。

1957 ・UNIVAc　 n ,IBM ・電電公社電気通信研究

(昭32) 305出 荷 。 所 でパ ラメ トロ ン式 コ

ン ピ ュ 一 夕MUSASHI一

NOlが 完 成 。
・富 士 通FACOM　 212 ,日

電NEAC　 l　101,　NEAC

llO2出 荷 。

1958 ・USSC ,UNIVAC　 1105, ・東大 と東芝の共同開発

(昭33) B202出 荷 。 に よ る電 子 管式 コ ン ビ

ユ 一 夕TACが 完 成 。
・東 大 で パ ラ メ ト ロ ン式

コ ン ピ ュー タ　P(芦1が

完 成 。
・ 日 立HIPAC　 IO1 ,東 芝

TOSBAC　 2100出 荷 。

1

9
"
3

料資
・G

aps　 in　 Technology-Electronic　 Computers"ゲOECD　 l969

JECCコ ン ピ ュ ー タ ・ ノ ー ト　 1975年 版

・Th
e　 Challenge　 of　 the　 Computer　 Utility",Douglas　 F.　 Parkhil1

●



■

　 IBMマ シ ンの80%前 後 は レ ン タル とみ られ て お り,　 これ が対 抗 メ ー カの

　 財 務 事 情 を圧 迫 して い るの に鑑 み,政 府 は国 産7社 共同 出 資 の 一 元的 レ ンタ

　 ル会 社 で あ るJECC(日 本 電 子 計 算 機 株式 会 社)の 設立 を あ う旋,開 銀 資金

　 融 資 と市 中 銀 行協 調 融 資 に よ る レ ンタル 資金 を確 保 した。JECCレ ンタ ル に

　 よ っ て国 産 機 の 普 及 は 大 幅 に促 進 さ れ る と と もに,メ ー カは 早 期 に 資 金 を 回

　 収 して開 発 資 金 に 回 す こ とが で き た。 設 立 当 時 の わが 国 コ ン ピュ ー タ設 置台

　 数 は 未 だ103台(う ち国 産機40台,昭 和35年3月 末)に す ぎず,以 後 の

　 あ らゆ る分 野 に お け る 目覚 しい 国 産機 の活 躍 をみ る と,JECCの コンビュー

　タ 普 及 基 盤 整 備 と メ ー カ財 務 基 盤 整 備 に果 した 役 割 は 大 きい。

OFONTACの 開 発

　 　通 産 省 は1962年(昭 和37年)に,日 電,富 士 通,沖 電 気 の3社 に よ り

　組 織 され た鉱 工 業 技 術 研 究 組 合 に補 助 金3億5,000万 円 を交 付 し,3社 は 大

　型電 子 計 算 機t「FONTAC"の 開 発 に 着 手,1964年 に完 成 をみ た 。国産 メ ー

　 カ共 同 開 発活 動 の 鳴矢 で あ った。

○大 型 プ ロ ジ ェク トの始 動

　 　周 知 の とわ り,IBMは1964年(昭 和39年)に シン グル ・プロ ダ ク ト ・

　 ラ イ ン ・コ ンセ プ トを実 用 化 した360シ リー ズの 発 表 に よ っ て一 大攻 勢 をか

　けて きた。

　 　通 産 省 は1966年 か ら大 型 プ ロ ジ ェ ク ト(大 型 工 業技 術 研 究 開 発制 度)を

　始 動 させ た。 大 型 プ ロ ジ ェ ク トは 産業 政 策 上,重 要 と思 わ れ る技 術 で,研 究

　に要 す る資 源 が大 き く,企 業 によ る危 険 負 担 の み で は 研究 開 発 の 推 進 を は か

　るの が 困 難 か つ革 新 的 な もの につ い て,国 が主 体 とな っ て民 間 へ 開 発 委託 を

　行 う開 発 プ ロジ ェ ク トで あ るが,委 託 を受 けて 研究 開 発 を行 うの は 民 間企 業

で あ る こ とか ら民 間 の技 術 レベ ル の向 上 に 寄 与 した 。 電 子 計 算 機 関係 では,

次 の 開 発 が 実 施 され た。

　 超 高 性能 電 子 計 算 機 の 研 究 開 発1966～71年(昭 和41～46年)に 総 額

　 100億 円 を投 じ,① バ ッ フ ァ ・メ モ リ,論 理 演算 部 にLSIを 駆 使 し,② バ
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　 ッフ ァ ・メ モ リ方 式 に よ る高 速 大容 量 主 記 憶装 置 を実 現 し,③ 高 度 な タイ ム

　 ・シ ェア リ ング技 術 な ど高 性 能 な ソ フ ト ウ ェア を具備 す る,超 高 性能 電 子 計

　算 機 の 開 発 が 行 わ れ た。 この 成果 と して は,そ の 後 聞 発 され た360シ リーズ

　に 充 分 対 抗 で きる国 産 コ ン ピ ュー タ技 術 の 基 礎 を提 供 した こ とが あ げ られ る。

　 　パ ター ン情 報 処 理 シ ステ ム の研 究 開 発 ・…1971～80年(昭 和46～55年)

　の10年 間 に 総 額250億 円 を投 じ,在 来 型 の コ ン ヒ。ユ一 夕 シス テ ムが 不得 手

　 とす る文 字,図 形,物 体,音 声 な どの パ タ ー ン情 報 の 直接 的 入 力 ・認 識 ・処

　理 を行 うシ ステ ム の 開 発 が 行 われ て きた。 研 究 開 発 は,① 文字,図 形,物 体,

　 音声 の そ れ ぞ れ を認 識 す る個 別 認 識 シ ステ ム,② そのた め の共 通 な ソ フ トウ ェ

　 ェア,③ 部 品 お よ び材 料,④ パ ター ン情 報 な ど を一 括 処理 す る情 報 処 理 シ ス

　テ ム,⑤ 全 体 をま と めあ げ た 総 合 シ ス テ ム の5つ の サ ブ ・テ ー マ に分 け て行

　 われ た。 同 シ ス テ ムの 技 術 は80年 代 の 技 術 の先 取 り・を した もの で,ハ ー ド

　 ゥ ェ ァ,ソ フ トウ ェ ア と もに広 範 な応 用 分 野 に及 ん で お り,80年 代 の コ ン

　 ピュ一 夕の発 展 に 資 す る と ころ は 大 きい と思 わ れ る。

O電 算 機 等 補助 事 業 の 開 始

　 　 IBMは さ らに1970年 に いた り360シ リー ズ の次 期 世 代 で あ る370シ リ

　ー ズ を発 表,こ れ を契 機 と して,GE,RCA,ゼ ロ ック ス,シ ン ガ ーの 大 型

撤 退 が相 い 次 ぎ,欧 州 にお い て もCII,ジ ーメ ン ス,　 フ ィ リ ッ プ ス3社 連

　合 の ユ ニデ ー・タが 発 足 す る な ど,世 界 の コン ピュー タ産 業 は再 編 成 の嵐 に包

　まれ た。

　　わが国 で も巨大外 資の新機種攻勢 と,自 由化決定 に対す る対応策 として,

　 1971年 に国産 メー カ3グ ルー プへ の集約 化が行われ,翌1972年 か ら これ

　 らのグルー プに対す る電 算機 等開発促 進費補助事業 が開始 され,以 後,新 機

　種開発,超LSI開 発,基 本技 術(OS,新 周辺端 末装 置)開 発 が行 われ て き

　た。 この制度 は民間が行 う電 子計算 機開発 に対 し,開 発 内容 が きわめ て高度

　であ り,か つ,そ の性 格上危険 が伴 うものに ついては,国 が その一部 を補 助す

　 るもので,開 発 の主体 は民 間にある。
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　 次期 電 子 計 算 機 の 研 究 開 発 ・….1972～76年(昭 和47～51年)に わ た り

富 士 通 一 日立,日 電 一 東 芝,三 菱 一 沖 の3グ ル ー プに 新機 種 等 開 発 補 助金 が

交 付 され,各 グ ル ー プは 自 己資金 と合 せ てIBM370対 抗 機 種 の 開 発 に 取 り

組 み,74年 か ら75年 ま で に20機 種(Mシ リー ズ8機 種,ACOSシ リー ズ

8機 種,COSMOシ リー ズ4機 種)が 発 表 され た。 現 在,各 グル ー プは 順 調

な出 荷 活 動 を行 っ て い る。

　 超LSI技 術 の研 究 開発 一1976～79年(昭 和51～54年)に わ た り,80

年 代 の 次 期電 子 計 算 機 に お い て その ハ ー ドウ ェ ア技 術 の中 核 と考 え られ る超

.LSI技 術 の 研 究 開 発 を行 った。 これ は超LSI技 術 が きわ め て 高 度 な技 術 内

容 を もっ てお り,ま た 研 究 開 発 費 も巨額 にの ぼ るた め と,経 営 基 盤 が脆 弱 な

わ が 国 電 子 計 算 機 産業 が これ を独 力 で 実 施 す るの は 不 可能 で あ る た め で あ る。

こ の プ ロ ジ ェク トに よ り一 本 化 され た研究 体 制(超 エル ・エ ス ・アイ技 術 研

究 組 合)に 補 助 金300億 円 が交 付 され,官 民 一 体 の 研 究 開 発 が行 われ た。 国

産 メ ー カは これ に よ り,さ らに2グ ル ー プに 再 々編 成 され た。

　 次 期 電 子 計 算 機 基 本 技 術(OSお よ び新 周 辺 端 末装 置)の 研 究 開 発 …1979～

83年(昭 和54～58年)に 補 助 金235億 円 を 国産 電 子 計算 機 関 連 メーカ10

社 か らな る電 子 計 算 機基 本技 術 研 究組 合 に交 付 し,ネ ッ トワー ク管 理 技 術,

デ ー タ ・ベ ー ス管 理 技 術,日 本 語 処 理 を中 心 と した超 高 級 言 語 技 術 等 の 画 期

的 な基 本 ソ フ トウ ェ ア(OS)を 開 発 し,　 併 せ て 新 周 辺端 末装 置技 術 の 確 立

を め ざす プ ロジ ェ ク トで あ る。

　 自 由化 の 実 施 と関税 率 の引 下 げ

　 政 府 は 米 国 企 業 との 資 本,技 術 力,市 場 の 格 差 の大 き さに 鑑 み,貿 易,資

本 の 全面 的 な 自由 化 を遅 らせ て い たの で あ るが,昭 和46年(1971年)残 存

輸 入 制 限 品 目削 減 の一 環 と して周 辺 装 置の 大 部 分 の 自由化 に 踏 み き る と.とも

に,電 算 機 産 業 を3年 後 に 資 本 自 由 化 す る こ と を決 定 し た。 さ らに47

年(1972年)か らの通 貨 危 機 を契 機 に米 国 の電 算 機 産業 自由化 へ の要 求 が

強 ま り,国 際協 調 の 見地 か ら48年4月 に100%資 本 自由 化の 時 期 を50年
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(1975年)12月1日,輸 入 自由化 の 時期 を50年 中 と決 定,電 算 機 産 業 に

つ い て は50年12月 に 資 本 ・輸 入 と も完 全 自由化 が行 わ れ ,　 情 報 処 理 産業

に つ い て も51年4月 に100%資 本 自由化 が 行 われ た 。

　 一 方,[目 税 率 につ い て は,30年9月(1955年)か ら本体 につい てガ ッ ト

協 定 税 率15%が 適 用 され て いた が,46年(1971年)末 の 日米 経 済 交 渉の

結 果 ・本 体 ・付 属 装 置 に つ い て 一律10%の 引下 げ を47年4月 以 後 に 実施 し

た 。 次 い で53年3月4日 か らは,東 京 ラ ウン ドを積極 的 に推 進 す る立場 か ら

東 京 ラ ウ ン ド妥 結 前 の 関 税 率 一 括 前 倒 し引下 げ を実施 し,本 体 税 率 は10.5%,

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 /
付 属 装 置 の それ は17.5%と な った。

　 さ らに54年4月12日 の 東 京 ラ ウ ン ド実質 妥 結 後,引 き続 き主要 交 渉 国 間

で 調 整 が 行 われ,関 税 譲許 表 を収 録 す るい わ ゆ る 「ジ ュネ ー ブ議 定 書 」 が各

国 の 署 名 に 開 放 され,わ が 国は7月27日 に署名 を行 った 。 これ に よ り,わ

が 国 の 電 算 機 税率 は,1987年1月1日 以 降,本 体4.9%,　 付 属 装 置6.0%

に な る。 原 則 と し て引 下 げ は,協 定 税 率 か ら譲許 税 率 に 向 か っ て1980年 よ

り毎年 均 等 に 行 え ば よ い が,わ が 国 は 関 税 引下 げ の早 期 実 施 をは か るた め 自

主 的 に 現 行 実 行 税 率 か ら引 下 げ を決 定 して い る。

　 か くして,わ が 国 の電 算 機 産 業 は技 術 力,資 金 力 で 圧 倒 的 な優 位 を もつ米

企 業 との きび しい 競 争 に さ ら され る こ と とな ったた め,す でに 述 べ た よ うに

46年 秋 に 国産6社 の3グ ル ー プ再 編 を行 い,電 算 機 等 開 発 促 進 補 助 金 制 度

を47年 度 よ り発 足 させ た 。 以 上 の政 策 は概 ね 成 功 し,国 産 メ ー カは き びし

い国 際 競 争 に さ ら され る中 で販 売 体 制 と開 発体 制 を整 え る と と もに,IBM

370や303Xあ るい は4300に 対 抗 し得 る製 品 を完 成,発 表 で き るま でに

な っ てい る。

一36一



、

ー

ω
『
ー

■ ■ ■

表1.3-2　 わが国 と各国の技術開発 政 策比 較 (技 術開発関係に限る)

暦 　 　 年 層 ア　 メ　　リ　 カ イ　 ギ　　リ　 ス フ　　ラ　　ン　 　ス 西'　 ド　 イ　 ツ 日　　　　　本

1946 ・軍の要請で弾道計算を ・1941年 に コ ン ラ ド ・

(昭21) 目的 と して開 発 され た ッーゼが世界最初の電
ENIACが ペ ン シル バ 子計算機を開発,第 二
ニ ァ大 学 で完 成 。 次大戦中に航空機の製

造 に 使 わ れ る。

1957 ・電子工業振興臨時措置

(昭32) 法試験研究,生 産の開

始 ・合理化を促進する
ための振興計画

1958 ・モ ノ リ シ ッ クICの 発

(昭33) 明 。

1960 ・国 産 メ ー カ,IBMの

(昭35) 基本特許使用契約成立

1961 ・JECCの 設 立 ,間 接 的

(昭36) に メー カの 技 術 開 発 環

境 を良 くする効果,市
場開発効果

1964 ・IBM360の 発 表 ・GEの マ シ ン ・ブ ル 社 ・FONrA　 Cの 開 発 プ ロ ジ

(昭39) 買収を契機に政府あっ エ ク ト完 成 。

せ ん に よ る国策 コ ン ビ。

ユ ー タ ・ メ ー カCII

が発 足 。

1966 ・政 府.情 報 代表 部 を設 ・超高性能電子計算機プ

(昭41) 置 し,第1次 プ ラ ン ・ ロ ジ ェ ク ト(1964～

カ ル キ ュル(5カ 年 計 71年)

画)
CILSPERAC(周 辺

・ 機 器),SESCOSEM

(部 品)に 資金援 助,

IRIA設 立 。
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暦　　 年 ア　　メ　　リ　 カ イ　 ギ　　リ　 ス フ　　ラ　　ン　 　ス 西　 　ド　 イ　 ツ 日　　　　　本

1967 ・SDSの 技 術 導 入, ・デ ー タ処 理 高 度化 計 画 。

(昭42) IRISシ リー ズ の 開 発 研究開発費50%を 援
へO 助 。(67～71)

1968 ・ICTとEEC(Engl　 i　sh, ・ANVAR(研 究 費 支 出 ・GMDVの 発 足 。

(昭43) Electric　 Co)を 合 併 さ 局)を 通 じる全国発明
せ,国 策 会 社ICLが および研究成果の探知

発足。技術者 も出資 し 吸 収 シ ス テ ム 。

1971年 ～1976年 間 に

4,000万 ポ ンドの 資金 援
　 .

助 。
・ACTP(高 度 コ ン ピ ュ ・

一 夕技 術 計画)

・CADセ ン タ ー

・ ナ シ ョ ナ ル ・ コ ン ピ ュ

一 テ ィ ン グ ・ セ ン タ ー

(NCC)で ソ フ トウェアの

標準化等
・NRDCを 通 じるベ ンチ

ヤ ー ・ ビ ジ ネ ス へ の 企

業 化 融 資(例Digico)

1970 ・IBM　 370の 発 表 。 ・第 二 次 プ ラ ン ・カ ル キ ・情報処理振興事業協会

(昭45) ユ ル(1970～74年) を 通 じ る ソ フ ト ウ ェ ア

企 業 へ の融 資保 証。

1971
・第2次 デ ー タ処 理 高 度 ・パ タ ー ン情 報 処 理 シス

(昭46) 化 計 画(1971～75) テ ム 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト

データ処理教育 ・機 電 法(1971～77年),

データ処理利用の促 電子工業試験研究,工
進 業生産開始,生 産合理

市場接近分野 におけ 化,高 度化計画
る産業開発
ジ ー メ ン ス.テ レ フ

ンケ ンへ の 資 金 援 助

●
●
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暦　　年 ア　 メ　　リ　 カ イ　 ギ　 リ　 ス フ　　ラ　　ン　　ス 西　 　ド　 イ　 ツ 日　　　　　本

1972

(昭47)

・ソ フ ト ウ ェ ア 製 品 ス キ

　 ー ム(開 発 ト ウ ー ル)

・政 府 の あ っ せ ん で テ レ

　 フ ケ ン ・コ ン ピ ュ ー タ

・370対 抗 機 種 開 発補 助

金 。
ア プ リ ケ ー シ ョ ン ズ'

発 足.資 金 援 助 。
' プ ロ グ ラム開 発 助 成 。

　1973

(昭48)

・ユ ニ デ ー タ社 へCII

が 参加,大 型 機 開 発 を

.ユ ニ デ 一 夕社 ヘ ジー メ

　ン スが 参加 。 中 型 機 関
分 担 。 発 を分 担 。

1975

(昭50)

・ICL2900シ リー ズの 出

荷 。

・米 ハ ネ ウ ェル とCII

が 資本提 携 す る こ とに

・ユ ニ デ 一 夕 の 崩 壊 。

・ニ ッ ク ス ドル フ が テ レ

・国 有 化 法 の通 過,英 国
決 定 。 フ ン ケ ン ・ コ ン ビ ュ ー

企業庁の発足(NEB) ユ ニ デ 一 夕 が 崩 壊 。 タ を ジー メンス に 売 却 。

1976

(昭51)

・CII-HBの 発 足 。 資

金 援 助 。

・第3次 デ ー タ処 理 高度

化 計 画(1976～79)

・超LSI開 発 プ ロ ジ ェ ク

　 ト。
・小 型,ミ ニ コ ン ・メ ー ・協 同 シス テ ム㈱ の 発足

。
力振 興 に 着手 。

1977 ・IBM　 370/303Xの 発 ・INSACの 設 立

(昭52) 表 。 (NEB)

1978

(昭53)

・INMOSの 設 立

　　 　 　 　 　 　 (NEB)

・機 情 法

振興 の 対象 と して ソ フ

ト ウ ェ ァ 業 を 加 え る。

1979

(昭54)

・IBMEシ リー ズ の登

場
・国 防 省 のVHS　 I開 発 計

・ マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ

　 ク ス 産 業 振 興 政 策
・ マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ 応

・ マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ

　 ク ス 産 業 振 興

・マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ

ク ス 産 業 振 興

・基 本 ソ フ トウ ェア ・新

周 辺 端 末 装 置技 術 の開

発 プ ロ ジ ェ ク ト
画 用計画

・]㎜OS　 (オ フ イ ス オ

一 トメ)の 設 立

(NEB)



表1.3-3　 我国情報産業振興施 策の 評価
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区分 主　要　施　策 施　　策　　概　　要 評　　　　　　　　　　　　　　　価

川

電

算

機
　
産

業
　の

　
振

興

A)電 子計算機等新機種

　開発促進費補助金制度

1)自 由化対策
2)　 IBM370対 抗電算機開発

3)昭 和47～51年 　　 575億
　　　　　　　　 (補 助総額)

　 本施 策 に よ り,6社 体 制 で あ っ た国 産 電 算機 メ ー カ は,3グ ル ー プに 集 約 さ

れ,そ の 産 業 基 盤 の強 化 に 多 大 の 効 果 が あ っ た。F-HはMシ リーズ.　N-Tは

ACOSシ リ ーズ,　M-OはCOSMOシ リー ズ を それ ぞ れIBM　 370対 抗 と して

商 品 化 に成 功 し,そ の後 の各 社 電 算 機 事 業 の根 幹 機 種 とな って い る。更 に.

F-Hの 日本 周 辺 機,N-TのNTIS等 製造 ・販 売 面 にお け る協 調 も大 いに 進.

み,実 効 を 上 げて い る。

B)次 世代電子計算機用
超LSI開 発促進費補

助金制度

1)次 世代電算機の中核である　 　 　 　 .

超LSIの 開発
2)昭 和51～54年 　　 290億
　　　　　　　　 (補 助総額)

　 本施 策 に よ り,国 産 電 算 機 メ ーカ は3グ ル ー プ か ら,2グ ル ープ に集 約 され,

官 民 あ げ た ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェク トと して,全 世界 か ら も注 目を集 め てい る 。

超LSIは80年 代 の 技 術 革 新 の エ ー ス と して,益 々重要 視 され,電 算 機 に限

らず,あ らゆ る産 業 の"コ メ"と して,そ の 必 要 性 は 増 大 して い る 。従 って本

施 策 は 真 に 時宜 を得 た もの で あ り,そ の 成 果 へ の期 待 は 大 きい 。

C)次 世代電子計算機用

基本技術開発促進費補

助金制度

1)次 世代電算機の基本ソフ ト
　ウェア(OS)及 び周辺端末技

術の開発
2)昭 和54～58年 　　 235億
　　　　　　　　(補 助総額)

　 益 々,巨 大 化 す るソ フ トウ ェアの 開 発 に焦 点 を あ て た本 施策 は.国 産 電 算 機

メ ー カ の育 成 に 多大 の効 果 を有 す る と見 られ る。特 に 我 国 特 有 の 日本語 処 理 を

開 発 の 中 心 に据 え てOS及 び 周 辺 端 末 を開 発 して お り.80年 代 を飾 る次 世代

電 算 機 の基 本 技 術 開発 と して,IBMのE,Hシ`1一 ズ等 を凌駕 す る もの が 完 成

す る と期 待 され,そ の影 響 は大 きい 。

②

情

報

処

理

産

業

の

振

興

D)情 報処理振興事業協

　会への補助金制度
　　　　　　　(IPA)

1)プ ロ グ ラ ムの 開発.利 用 の

促 進,情 報 処 理 サ ー ビス企 業

の 助 成

2)昭 和45年IPA設 立

3)昭 和54年 度 補 助 金

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 258億

　本 施 策 に よ って,メ イ ン フ レー ム ・メ ー カ よ り もむ しろ情 報 サ ー ビス.ソ フ

ト業 者 が 多 大 の メ11ッ トを 受 け た もの と見 られ る 。即 ち.情 報 サ ー ビス,ソ フ

ト業 は,資 金 力 が 弱 体 で,担 保 物 件 の 少 な い企 業 が比 較 的 多 く,IPA保 証 に

よ る融 資 制 度 は斯 界 の 育 成 に,大 き な貢 献 が 認 め られ た 。又.メ イン フ レー ム
・メ ーカ と異 り,本 業 界 は,基 本 的 に,ソ フ トア ンバ ン ドリ ング と な っ てお り.

本施 策 に よ る プ ログ ラム流 通 の メ リ ッ トを受 け た 。

E)ソ フ トウ ェア生 産 技

術 開発 計 画(JSD)

1)ソ フ ト産 業 自由化 対 策

2)ソ フ ト生 産 自動 化

3)ソ フ トモ ジ ュー ル開発(昭

和48～50年 度)の 成果の活用

4)昭 和51～53年 度 　 54年 度

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 15.2億

　 ソ フ トウ ェア ・ハ ウス17社 の 出 資 に よ る協 同 シ ステ ム開 発(JSD)が,　 IPA

か らの 委 託 を受 け て各 種 モ ジ ュ ー ル ・ソ フ トを開 発 す るが,出 資 ソ フ トウ ェア
・ハ ウス は,本 施策 を機 に,専 門 分 野,資 本 系 列 等 の 観 点 の もとに グ ル ープ企

業 を編 成 した 。同 時 に,ソ フ トウ ェア ・ハ ウス は,そ の生 産 性.シ ステ ムデ ザ

イ ン等 を,本 施 策 に よ り,飛 躍 的 に 増 強 せ しめ た もの と考 え られ る。

F)情 報処理技術者の育

　成等
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,

1)情 報処理技術者試験の実施
2)ソ フトウェア開発 ・情報処理

技術者育成のための開銀融資

　 急 速 に進 展 す る情 報 化 に 伴 う情 報 処 理 技 術 者 の 需要 は急 増 してお り,昭 和44

年 以 降 実 施 されて きた 情 報 処 理 技 術 者 試 験 の成 果 は計 り知れない。因みに.昭 和44
～52年 度 までの受験 者 総 数 は20人 余 に達 し,そ の内,2万8千 人の合格者 を出 してい る。

、
◎ Φ
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区分 主　要　施　策 施　　策　　概　　要 評　　　　　　　　　　　　　　　価

G)超 高性能電子計算機 1)超 高性能電算機研究 昭和40年 代前半において,当 時の世界最高の能力を有する大型電算機の開発
{3) の研究開発(大 型 プロ 2)昭 和41～46年 を推 進 し たの は,国 産 業 界 育 成 の点 で,エ ポ ック ・メーキングな施 策 で あ っ た 。

技 ジ ェ ク ト) 総額　 100億 特 に,本 研 究 に よ り,超LSIの 前 段 階 であ るLSI技 術 の 基礎 が 成 立 され た点 は評

術 価 され る 。

●

H)パ タ ー ン情報 処 理 シ 1)文 字,図 形,音 声 等 の パ タ 電 算 機 の ユ ーザ ・ニ ー ズ は,こ こ数 年,急 激 に,日 本語 処 理,音 声 入 出力,

シ ス テ ムの 開 発(大 型 プ 一ン情報の電算機処理を研究 OCR等,本 施 策 に よ る研 究 の成 果 を 必要 と して 来 て お り,昭 和46年 当 時 にお

ス ロ ジ ェ ク ト) 2)昭 和46～55年 け る将来 見 通 しが,極 め て,当 を得 た もの で あ った 事 を 実 証 して い る。

テ

ム

総額　 250億 　 80年 代 は,オ フ ィス オ ー トメー シ ョン等,益 々 この 傾 向 が 増 大 され,パ ター ン情 報

処 理 に よ る マシン ・インタフェース の 改 善 が 中 心 テー マ とな る もの と予 測 され る。.　 1

開 1)各 種 社 会 シス テ ムの 1)医 療 情 報 シス テ ム 従 来,社 会 シ ス テ ム は,そ の 高度 化 が強 く要 請 され てい たに もかかわ らず,高

発 開発 2)生 活 映像 情 報 シ ステ ム 度 な技 術 と多 額 な投 資 が 必 要 で あ り,そ の発 達 は十 分 とは言 えなか った。本 施策 に

3)省 エネルギー都市機械 システム よって国が開発の推進母体となるので画期的な成果が得られるものと考えられる。特
4)貿 易 情 報 シ ス テ ム に医 療情 報 システムは その 開 発 投 資 規 模 も大 き く,多 大 の社 会 的 効 果 が期 待 され る。

J)日 本電子計算機(J 1)昭 和36年JECC設 立 IBM社 に よ って導 入 され た レ ン タル制 度 は,ユ ーザ に 種 々の メリッ トが あ る

ECC)に 対 す る開 銀 融 2)開 銀による最優遇金利融資 反 面,メ ーカ に は,多 大 の 販 売 資金 の 負 担 とな るが,こ の メ ーカ販 売 体 質の 強

(4)
資 3)昭 和54年 融 資額

　 　 　 　 　 　 　 　500億 の うち

化 の ため,昭 和36年 にJECCが 設 立 され,開 銀 融 資 に よ る低 利 の 資金 が 得 ら

れ た事 は,そ の 後 の 国 産 メ ー カ の育 成 に計 り知 れ ぬ 恩 恵 を与 えた 。近 年 の 金 融

緩 和,自 社 レ ンタ ルの採 用 等 に よ り,JECC依 存 度 は,メ ー カに よ り,区 々 で

財 はあ るが,依 然 と して その 存 在 意 義 は大 きい 。

投
K)電 子計算機産業構造
改善の為の開銀融資

1)生 産設備投 資に対 し,開 銀
融資

本 施策 は,IBM等,外 資 メ ー カ と国産 メ ー カ との 間 の 生産 面 に お け る資 金 ギ

ャップの解 消 に,一 定 の 役 割 を果 して きた もの と考 え られ るが,近 年 の金 融 の

2)昭 和47年 度 創 設 緩 和 等 もあ っ て,メ ー カサ イ ドか ら見 る と、 利用 状 況 は,今 一歩 とい った とこ
. 3)昭 和54年 度 　 500億 の うち うか と思 わ れ る。

税
L)汎 用 ソ フ トウ ェ ア開

発 準 備 金 制 度

1)汎 用 ソ フ トウ ェア収 入 の

50%を 限度 に 準 備 金 の積 立を

　 IBM等,外 資 メーカの ソ フ トウェアは有 償 化 さ れ て お り,今 後 その収 入 は無 視

で きず 、 重 要 であ る 。一 方.我 が 国 は情 報 の価 値 を余 り認 め ぬ 旧来 の 慣 習 もあ り,

認 め る。 ソ フ トウ ェアの 有 償 化 は遅 れ て い る が,本 施 策 を 含 む政 府 の今 後の 諸 施 策 に よ

制 2)昭 和54年 度 創 設 りソ フ トの 有 償化 及 び市 場 商 品 化 が 大 い に促 進 され る もの と期 待 され る 。

M)電 子計算機買戻損失 1)買 戻損失準備金を実績率べ 多 額 の レ ンタ ル ・バ ック に と もな う買戻 損 失 は,メ ー カの企 業体 質 を著 し く

準備金制度 一 スで積 立 て を認 め る
。 弱 め る危 険 性 が あ るが,本 施策 に よ り.そ の 準備 金 の 積 立 て が 認 め られ た事 は

2)昭 和43年 創 設 企業経理の健全化に多大の貢献があったと言 えよう。

数度の改正あり 本制 度 は,昭 和43年 以 来,業 界 の 実 態 に 合 せ て,数 次改 正 され て きて お り,

適切かつ有効 な施策であるとの評価が高い。
げ「



1.3.2　 現在 の 施策

(1}他 の 補助 金制 度

　 o重 要技 術研究開発費補助金

　　　 これ は民間企業 等 が行 う重要技 術の研究 開発に対 し,国 がその経 費の一部

　　 を助 成金 として交付,助 成 す る制度 で,研 究課 題は,

　　 ・重要技術研究開発課題

　　　 1　 国民の ニー ズ関連技術.n.尖 端産業技 術及び産業 活動高度化技術,』

　　　 皿.資 源エ ネルギ ー技 術

　　 ・住 宅 システム技術研究 開発課 題

　　 ・環境保全 ・安 全対策技 術研究 開発課題

　　　 1.一 般 環境 保全対策技 術研 究開発課題,皿.特 定環境 保全 ・安全対 策技

　　　術研究 開発課 題

　　 ・省 エネルギー技 術研究開発課題

　　 ・未 踏革新技術研究開発課 題

　　　 1.オ プ トエレ ク トロニ クス,n.高 次計測技 術,皿.木 材 代替材料技術,

　　　 N.炭 素総 合利用技術,V.酵 素 ・微生物利用技術

　　があ り,電 算 機関連 の もの としては,高 速漢字 ワイヤ ド ・ドッ ト ・プ リンタ

　　ー装置の実用化試 作,ガ リウムひ素電界 効果 トランジスタ集積回路め応用 研

　 究,超 音波 を用 いた.コンピューテ ッ ド ・トモグ ラフィの研究試作,高 性能 フ

　 　 ァイル ・メモ リの研 究,な どが あ げ られ る。

　 o社 会 シ ステム 開 発

　 　 　これ は 国民 の ニ ー ズの 高 度 化,多 様 化 に 対応 して,と くに都 市,住 宅,交

　 通,環 境 ・医療,福 祉,教 育等 の生 活 ・社 会 関連 分野 に おけ る各 種 課 題 を解

　 決 の た め に コ ン ピ ュー タの 応 用 を は か る諸 プ ロジ ェ ク トで あ る。 通 産省 は

　 　 49年(1974年)以 後,次 の社 会 シ ステ ムの 開 発 を進 め て い る 。

　 　 医療 情 報 シ ステ ム(ヘ ル ス ・ケ ア ・ネ ッ トワーク ・システム)… ・病 院,健 診

　 セ ン ター,検 査 セ ン タ ー等 の 各 種の 医 療 機 関 を結 合 し,高 度 医療 情 報 の共 同
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　 　 　利 用,健 康 管 理 デ ー タ の 一 元 的利 用,高 度 医療 資源 の 共 同 利 用 な どをは か り,

　 　 　地 域 全 体 と しての 医療 の 高度 化,合 理 化 に 寄 与 す る こ とを 目的 と して,ヘ ル

　 　 　 ス ・ケ ア ・ネ ッ トワー ク ・シ ステ ム を開 発 して い る。

　 　 ○生 活 映 像 情 報 シ ス テム

　 　 　　個 人 あ るい は家 庭 か らの 要 求 に 応 え て,情 報 を 「映 像 」の 形 で 提 供 す る生

　 　 　活 全般 に かか わ る情 報 処 理 シ ス テ ム で,自 主 放送 サ ー ビ ス,リ クエ 。 ト動 画

　 　 　サ ー ビス,リ クエ ス ト文 字 画 ・静 止 画 サ ー ビス,テ レ ビ再 送 信 サ ー ビ ス等 に

　 　 　よ り,教 育,教 養,趣 味,娯 楽,保 健,福 祉,シ ョ ッピ ン グ,交 通,公 共 機

　 　 ・関 の告 知 等,地 域 社 会 に密 着 した広 範 な情 報 を提 供 す る もの で あ る。

　 　○代 替 エ ネル ギ ー利 用 型 コ ミュニ テ ィ ・エ ネル ギ ー ・シ ス テ ム の調 査 研究

　 　 　 都 市 にお け る省 エ ネ ル ギ ー化 を推 進 す るた め,省 エ ネル ギ ー都 市 機 械 シ ス

　 　 テ ム の調 査 研究 を行 っ て きた が,さ らに この成 果 を踏 ま え て,と くに 代 替 エ

　 　 ネル ギ ーへ の移 行 の観 点 か ら コ ミュニ テ ィ ・エ ネル ギ ー ・シ ステ ムに 関 す る

　 　 調 査 研 究 を行 ってい る。

　 ○貿 易 情 報 シ ス テム

　　　 わが国の貿易取 引量 の急速な増加 は,取 引業務の増加 や貿易手続 きの多様

　　 化,複 雑化 を もた らしてい る。 また高速,大 量の物 資輸送 手段の出現 によ っ

　　 て,こ れまでの 貿易関係 の 手続 きは必ず しも最適 では な くな って きて いる。

　　 これ に対処 するために は,貿 易業務 を システ ム化,コ ンピュータ化 す ること

　　 によ って,業 務処理 の 円滑化,簡 易 化 をはか る必要 がある。 通産省は 日本情

　　 報処理開発協 会および情報処理振興事業協会 を活用 して,貿 易取 引の システ

　　 ム化 に調査研究 を行 い,50年 度か ら一般会計予算 を使用 し,貿 易情報 シス

　　 テムの基本的な調査,分 析 を日本情 報処理開発協 会に委 託 して行 ってい る。

　　 開発 内容 は,貿 易取引 関連 ア プリケー シ ョン ・シ ステムの開発.サ ポーテ ィ

　　 ング ・システムの開発,周 辺端 末機の開発であ る。

{2)融 　　 資

　 ○日本電子 計算機へ の融 資　　　　　　　　,



　 　　前述 のよ うに 日本電 子計算機(JECC)は,国 産 メーカの販売 資金の 負担

　 　を緩和 し,販 売体質 を強化 するた めに,昭 和36年 以来,株 主で あ る国産 メ

　 　ー カに代 って レンタル資金の調達 を行 っているが,そ の 国産機購入 資金 は 日

　 　本開発銀行 を通 じる財政投融資 資金,市 中銀行,信 託銀行,地 方銀 行,相 互

　 　銀行,保 険会社お よび外国銀行 な どか らの融 資 と,レ ンタル収入な どの 自己

　 　資金 によ り賄 ってい る。49年 度に は 自由化 に対処 し国産 メーカの販売体質

　 　を強 化す るため,開 銀融 資の金利 の実質 引下 げが行 われ(最 優遇金利),現

　 　在 まで原則最優遇金 利の融資が行 われ てい る。

　 O電 子計算機 の構造改 善融資

　 　　日本開発銀 行 を通 じる構造改善融 資は,金 融面 か ら国産電 子計算 機産業 の

　 　体制整備 を促進 す る 目的 を もって47年 度 よ り行 ってい る ものであ るが,こ

　 　れは外 資メー カと国産 メー カとの間の 資金 ギ ャ ップの緩和 に一定 の役 割 を果

　 　 して きた もの と考 え られ る。 この制度 は国産 メーカの設 備投 資に対 し,開 銀

　 　融資 を行 うことによ り,設 備 の増強 ・近代化 等 を進 め生 産能力 を高 め るとと も

　 　 もに,そ の体 制整備 を促進 す る もの で ある。

(3}税 　　制

　 　電子計算 機買戻損 失準備金制度

　 　 日本 電子計算機等 を通 じて レンタル され た コン ピュー タが,レ ンタルバ ック

　 され た場合,電 算機 メーカに多額 の損失が生 じる ことか ら,こ の損失 に備 え企

　 業経理の適正化 をは かるた め設け られ た もので あ る。

　 　 汎用 ソ フ トウェア開発 準備金制度'

　 　 ソ フ トウ ェアの有償化,市 場商品 化慣 行の確立 をはか るには,よ り良質 の ソ

　 フ トウ ェアの開発,と くに生産性 の高 い 汎用 ソ フ トウェアの開発 を促進 す るこ

　 とが必要 であ る。 このため汎用 ソフ トウェア取 引 にか かわる収入の50%を 限

　 度 として昭和54年 度 よ り準 備金 の積立 て を認 め ることにな った。 この措 置に

　 よ り,わ が国電算機 メーカ,情 報処理 サ ー ビス企業は,¶ ソフ トウェアはお ま

　 け"と い う従来 の販 売方針 を打破 し,適 正 な ソフ トウ ェアの有償化,市 場商品
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　 化 を次 第 に 定 着 せ しめ 得 る もの と期 待 さ れ る。

(4)　 その 他

　　 その他技術動向調査,市 場動 向調 査については(社)日 本 電子工業振 興協会,

　日本情報処理開発協会等 を通 じ,キ メ細か く,か つ広 い視野 で行 ってい る。 こ

　れによ り米国 の技 術尖端技術,利 用動向 を早期に キ ャッチ して それに対応 した

.技 術 政 策 を行 って きた が,今 後 も同 じ効 果 が 期 待 され る。

　 　以 上 の振 興 施 策 に よ り,わ が 国電 算 機 メー カは,欧 米 に 肩 を並べ る ま で に な

　 って わ り,こ れ ま で に行 って きた振 興 政 策 は概 して成 功 した とい え る。 しか し,

　次 の観 点 か ら一 部 が欠 落 して い た とい え,今 後 は この 面 も採 り入 れ て い く こ と

　が 望 まれ る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

① 海 外 との貿 易 摩 擦 を 回避 す るた め,海 外 に対 し,わ が 国電 子 計 算 機 産 業 の

　 　実 態,技 術 開 発政 策 につ い てPRを 行 うこ と。

　② サ プ ラ イヤ ・サ イ ド主 体 の政 策 は行 わ れ て いた が,ユ ー ザ ・サ イ ドでの利

　 用 技 術 の 開 発 促進 に つ い て の 施 策 が 不 足 し て いた こ と。

　③ 　 ハー ドウ ェア に対 す る政 策 は 行 わ れ て い た が,ソ フ トウ ェア に対 す る政 策

　 が不 十分 で あ った こ と。

④ 　今 後 の電 子計 算 機 は,通 信 を利 用 した ネ ッ トワー クを組 み ,そ の 一 部 と し

　 て機 能 して い く傾 向 が あ る こ とか ら,コ ン ビ。ユ一 夕,コ ミュニ ケ ー シ ョン,

　 コ ン ト ロー ル を結 合 した技 術 開発,利 用 技 術 の 開 発 が 不 足 して い た こ と。

■

1.4.海 外 に お け る電 子 計 算 機 産 業 の 進 歩

1.4.1　 米国 の電算機産 業の進歩

　 米国の電子 計算機産業の特色 を一口で表 わすな らば,① 黎明期か ら国防 ・宇宙

原 子 力 な どの科 学 面の 強 い ニ ー ズが あ っ た の に加 え て,商 業 化 コ ン ピ ュ ー タの 面

で も連 邦 政 府 の強 力 な デ ー タ処 理 ニ ー ズが あ り,そ れ が企 業 化 の 牽引 力 に な った ,

② 国 内 市 場 が 他 国 に較 べ 格 段 に 巨 大 で あ る,③ 旺盛 な ベ ンチ ャー ・ビ ジネ ス精 神
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と柔 軟 な 資本 市 場 が結 び つ き,企 業 進 出 が 活 発 で あ り,ダ イ ナ ミ ックな 競争 が展

開 され てい る。 ④ 成功 した場 合,大 企 業 化 が早 い。 ⑤ しか し,酷 し い株主 の監 視

下 に 常 に収 益 性,配 当 の 維 持 に 気 を配 って お り,こ の た め 事業 か らの 撤 退,買 収,

合 併,ペ ネ トレー シ ョ ンは 多 い,⑥ 大 企業 化 と多 国籍 企 業 化 は 併 行 してい る,⑦

メ イ ン フ レー ム 市場 は ガ リバ ー型 寡 占 で あ る,⑧ 現 在 は そ れ ぞ れ 数 百社,千 数 百

社 あ る いは 数 千社 か ら成 る多 数 の 関 連 市場 が あ るが.ど の 市 場 も上位10社 が40

～80%前 後 を 占有 し て い る,と 要 約 す る こと が で き るで あ ろ う。

{1)電 算 機 産 業 の 歩 み

　 　 米 国 電 算 機 産 業 の 歩 み は,黎 明 期,普 及 期,多 重 構 造 化 の 時期,現 在 か ら80

　 年 代 へ の 時期,に 区 分 で き る。

　 ○黎 明期(1946～1959年)

　 　 　 世界 最 初 の 電 子 計 算 機 が 米 国 で 完 成 した の は1946・ 年 で,弾 道 計 算 の 要 求

　 　 か らで あ った。 商 業 化1号 は1951年 に連 邦 政 府 国 勢調 査 局 に納 入 され たU

　 　 NIVAC　 Iで あ った が,　 IBMが キ ャ ッチ ア ップ し,1953年 に701を 出荷.

　 　 以 後704,705,709と 改 良 を重 ね,世 界 初 の ロ ッ ト生 産 製 品 と いわ れ る

　 　 650が 発 表 され,米 国 を 始 め世 界 市 場 に 出 荷 され た 。

　 　 　 ユ ニ パ ックはUFC.UNIVAC皿,USSCな どの 大,中 型 を発 売,パ ロー

　 　 ス,ベ ンデ ィク ス,リ ブ ラ ス コー プ とい った メ ー カー は小 型 か ら中 型 の 科 学

　 　 用 コ ン ピ ュー タに 進 出,1957年 には 超 大 型 コ ン ピュー タ を狙 ったCDCが 発

　 　 足 した。RCAは 陸軍 兵 軸 部 の 在 庫 管 理 用 コン ピ ュー タ(Bizmac)を 試作

　 　 して い た 。

　 　 　 この 頃 の コ ン ピ ュー タ需 要 は,米 軍,原 子 力 委 員 会,そ の 他 の 連 邦 政 府

　 　 研 究 機 関,大 学 の 科 学 技 術計 算,フ ォー チ ュ ン誌500社 の番 付 表 に入 るよ う

　 　 な超 大 企業,連 邦 政 府 の 行 政 機 関 な どに お け る単 純大 量 デ ー タ処 理 の ニ ー ズ

　 　 に よ って 占め られ た。 国 内市場 の95%以 上 はIBMと ユ ニ パ ック(ス ペ リー

　 　 ・ラ ン ド社)の2社 に よ って 占 有 され た。 両 社 は 数 十 年 の 歴 史 を もつ パ ンチ

　 　 ド ・カー ド ・シ ス テ ムCPCS)の 独 占企 業 で あ り,大 量 デー タ処 理 の 電 子 化

一46一



●

●

●

　に 対 して も有 利 な立 場 に あ った とい う ことが で き る。 ま た,IBMがPCSで

　数 十 年 の伝 統 を守 って きた レ ンタ ル制 を導 入 した こ と も,こ の 産 業 の特 色 を

　な して い る。 コ ン ピ ュー タは きわ め て高価 な もの であ り,そ の うえ技 術 革 新

　 の テ ン ポの早 い もの で あ る こ とか ら,毎 月一 定 の 使 用 料 を支 払 うこ とにす れ

　 ば 直 ち に 自分 の もの の よ うに使 用 で き,し か も新 しい 優 れ た マ シ ンが 出 て く

　れ ば取 り替 え られ る とい う魅 力 は,そ の 後 の コ ン ピ ュー タ普 及 を促 進 す る よ

　 うに 作 用 したの で あ る。

○普 及期(1960～1970年)'

　 　汎 用 コ ン ピ ュ ー タ産 業 の 成 立 　 この 時期 は 第 二 世 代,第 三 世 代 コ ン ビ ュー

　タ の 時代 で,ス テ ー タ ス ・シ ン ボル 的 な設 置 で は な く,広 く一 般 企 業 と組 織

　 に 設 置 が浸 透 して い っ た時 期 で あ る。

　 　産 業 の体 制 と して は,IBMが1401で1'　 O,OOO台 以 上 生 産 とい う大量 生 産

の 記 録 を打 ち立 て,大 型 にお い て も7000シ リー ズ とい う量 産 品 を く りだ し

　 (1959年 か ら5年 間 で 第 二 世 代 期),高 速 化 とメ イ ン ・メ モ リーの 容量 増

加 が は か られ る につ れ て,そ れ ま で の 科 学技 術専 用 的 ま たは 事 務 計算 専用 的

　な コン ピュー タか ら汎 用 的 な方 向 に向 か い,他 の メ ー カ も一 斉 に それ に な ら

　った の で,こ の 時 期 に 汎 用 コ ン ピ ュー タ産業 が定 着 し た とい え る。

　 　次 い でIBMは,1964年 に ワン ・マ シ ン ・コンセ プ トの 着想 を盛 り込 ん だ

　 360フ ァミ リー ・マ シ ンズ を発 表,そ の 全 う イ フ ・サ イ クル の 生 産 は た と 層

えば モデ ル30で 数 万 台 とい う量 に達 し,こ こに 汎 用 コ ン ピュー タ全盛 期 が

到 来 した 。 ソ フ トウ ェア にお い で は,第 二 世 代 期 に は汎 用 バ ッチ 処 理 用OS

が登 場 した が,第 三 世 代期 には 初 め て本 格 的 なOSが 現 れ,周 辺 機 器 を含 む

機 器 の効 率 的 使用 や,複 数 の 仕 事 を併 行 的 に処 理 す るマ ル チ プロ グ ラ ミン グ

あ るい は オ ン ライ ン使 用 と い った 具 合 に 利 用 範 囲 が ひ ろが り,こ の ため の ソ

　フ トウ ェ ア体 系 の 規 模 は ぼ う大 化 し,こ れ が メ ー カ負 担 を増 大 させ てい った 。

　市場 に は ユ ニ パ ック,ハ ネ ウ ェル,バ ロ ー ス,RCA,　 GE,NCR,CDC,　 S

　DSと い った メ ー カが 参 入 し,互 い に フ ァ ミリー ・マ シ ンを販 売 して い た。
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　 ガ リバ ー 型 寡 占へ ・…す で に1950年 代 後 半 に お い て,IBMの 圧 倒 的 シ ェア

は 成 立 して い た の で あ るが,① コ ン ビ。ユー タ販売 の圧 倒 的 部 分 が レ ン タル に

ょ って い るた め,資 金 回 収 に 長 期 を要 す る こ と,② 競 争 激 甚 で あ り,技 術革

新競 争 か らぼ う大 な 研 究 開 発 投 資 を要 す る(IBMは 常 に 売 上 高 の6～7%前

後 を投 資)こ と,③ 複 合 製 品 で あ り,か つ シ ステ ム製 品 であ る こ とか らそ の

販 売,ユ ーザ 支援 活 動 に 多大 の コ ス トが か か る こ と,④ きわ め て 国 際 的 な製

品 で あ るた め に,海 外 市場 で の活動 に 努 力 を要 す る こ と,な どの 理 由か ら,

コ ン ピ ュー タ ・メ ー カは 巨大 な資 金 と資 源 を必 要 と して い る。 その うえIB

Mは お よ そ5年 ご と に 次世 代 機 を発 表 し,コ ンペ テ ィ タ ー を引 き離 す 政 策 を

と り続 け た た め に,か れ らは その 度 に体 制 をた て な お す 必要 に 迫 られ た 。 こ

うして 汎用 市場 はIBMと い うガ リバ ー を何 社 か の 小 人 が 取 り巻 くとい う特異

な産 業 構 造 が 定 着 して しま った。

　 この た め1963年 代 にベ ンデ ィ ク スがCDCに コン ピュー タ部 門 を売 却 して

撤退,69年 にはSDSが ゼ ロ ックスに売 収 され,そ してIBMが 第3.5世 代 機

とい わ れ る370シ リー ズ を発 表 し た1970年 には,巨 人GEが 遂 に コ ン ピ ュ

ー タ部 門 をハ ネ ウ ェル に 身売 りせ ざ る を得 な く な った の で あ る
。

　 タ イ ム ・シ ェア リ ン グ市 場 の 成 立 一 以 上の よ うな事 情 か ら コ ンペ テ ィタ ー

は,IBMの 盲 点 を 探 して ユ ニ ー ク な技 術 を売 り もの にす るとい う行 動 にで た 。

GEが 売 り もの に した技 術 は タ イ ム ・シ ェア リ ングで あ った。1台 の コ ン ビ。

ユー タ をあ たか も 自分 が 所有 す る か の よ うに 不 特 定 多数 が共 同 利用 す る とい

うコ ン セ プ トは 多 数 の ユ ーザ ー を ひ きつ け,1960年 代 後 半 に は,タ イム ・

シ ェ ア リン グ ・サ ー ビス業 が成 立 し,70年 に は140社 が営 業 す るま で に 成

長 した。 もち ろ んGE以 外 の メ ー カ も競 争 上,自 社 コ ン ピュー タに タイ ム ・

シ ェ ア リジ グ機 能 を付 加 した。

　 ミニ コ ン ピ ュー タ産 業 の 成立 ・…1965年 に,当 時 小 規 模 な 企業 にす ぎな か

ったDEC社 はIBMが 全 く顧 慮 しな か った 格安,小 型,専 用 的使 用 におけ る

高 効 率 の コ ン ピ ュー タに先 鞭 をつ け た10,000ド ル台 コ ン ピュー タPDP-8
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を発 表 した 。 汎 用 機 に比 べ て格 段 に安 い こ と,自 分の 手 もとに 設 置 して使 え

る とい う魅 力 はユ ー ザ ーの心 を と らえ.DECは その後 爆発 的 に 成長,参 入

企 業 が籏 生 し,69年 に は ミニ コ ン ・メ ー カは70社 に達 した が,70年 に は

40社 に減 る ほ ど の 激甚 な競 争 が 展 開 され た 。 ミニ コ ンの ひ とつ の 特 徴 は,

その 販 売 が ほ とん ど直売 に依 存 し,ま た,デ ィスカ ウン トつ きのOEM販 売

もひ とつ の 主要 市 場 を形 成 して い る こ とで あ る。

　 コ ン ピ ュー タ ・リー ス産 業 の成 立 と プ ラ グ,コ ンパ チ ブル ・メ ー カ の拾 頭

　 米 国 で コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ以外 の 第三 者 に よる リー ス事 業 が 芽生 え た の

.は1963,4年 頃 で あ るが,上 述 の よ うに大 量 に 出 回 ったIBM360が コンピ

ュー タ ・リー ス産業 を成 立 させ た。 初 めはIBMよ り減価 償 却 を ゆ るや か に

行 い,投 資 減 税(lnvestment　 Tax　 Credit)の 恩 典 を リー ス料 率 引 き下 げ

に充 当 し,IBMの レ ンタル 料 金 よ り安 い リー ス料 を提 供 す る商 法 で,顧 客

をひ きつ け た の で あ る が,360の 予 想 外 の大 量 受 注 に増 産 で対 応 す る 必 要

に 迫 られ たIBMが,キ ャッシュ ・フ ロー 緩 和 策 の一 助 と して リー ス会 社 に積

極 的 に360を 直 売 した ため に,1969年 末 まで の リー ス会 社 の360資 産は

25億 ドル 余 に及 ん だ。

　 しか し,360は 少 な く と も8～10年 は続 く と い う彼 らの 期待 に反 し,I

BMが1970年 に370シ リー ズを発 表 す るに 及 び,　 彼 らの保 有 す る360資

産 は急 激 に価 値 が 目 減 り し,彼 らは67,8年 頃 か ら拾 頭 しつ つ あ っ たIBM

マ シ ンへ の プラ グ ・コ ンパ チ ブル機 器 に 目 をつ け る と ころ とな った 。 す な わ

ち,CPUの 増 設 メ モ リ ー,デ ィス ク,テ ー プ装 置(IBMマ シ ン よ り性 能 が

良 く,20%前 後 安 い と され た)を プ ラ グ ・コ ンパ チ ブ ル ・メ ー カか ら購 入

し,こ れ らをIBM　 CPUに 接続 して パ ッケ ー ジ と し て提 供 した 。 こ う して

伸 びた 典 型 は ア イ テ ル 社 で あ った。 次 いで1975年 に は,ア ム ダ ー ル社 に よ

って,IBM　 CPUそ の もの と互換 性 を もつCPUが 発 売 され,現 在 はCPU

か らデ ィス ク ・テ ー プ,タ ー ミナ ル に い た るま で 広 範 なIBMコ ンパ タプル 機

器 が 出 回 って い るの で あ るが,そ の 後 のIBM303X,　 4300発 表 に よ っ て, .
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　 プ ラ グ ・コ ンパ チ ブ ル ・メ ー カ と リー ス会 社 の 経営 には財 務 的 プ レッシュアが

　か か り,か な り苦 しい の が 現 状 で,ア ィテ ルや トラ ンス ア メ リカ ・コ ン ピュ

　 ー タの よ うに撤 退 した リー ス企 業 もあ る。

　 　 いず れ に して も,欧 米 の 第 三 者 リー ス産 業 は,数 の 多 い こ とに よ る市 場 性

　の 顧 慮 か ら,IBMマ シ ン とそれ に接 続 す る関 連 機 器 に100%近 く傾 斜 して

　お り,他 メ ー カの リー スは きわ め て少 な い。 他 の メ ー カの レ ン タ ル あ るい は

、リー スは,個 々の メ ー カ 自身 が提 供 してい る。

○多 重構 造 化 の時 期(1971～79年)

　 　 ワン ・チ ップ ・コ ン ピ ュー タの 登 場 ・…1971年 には,新 興 会社 イ ンテ ル に

　 よ って ワ ン ・チ ップ ・コ ン ピュー タIntel　 4004が 発 売 され,そ の 後 の お ど

　ろ くべ き マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ と ミニ コ ン ピ ュー タ発 展 の キ ッカ ケ をつ くっ

　 た。 す な わ ち,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ ー の加 速 的 な 機 能.ア ップ と半 導体 メ モ リ

　 ー容 量 の上昇 が,汎 用 コ ン ピ ュー タ,ミ ニ コ ン ピ ュー タ,マ イ ク ロ コン ピ ュ

　一 夕 の ア ー キ テ クチ ャを変 え,格 段 の 機能 発 揮 を許 し?つ あ る。 半 導 体 技 術

　の 発 展 は,コ ン ピ ュー タ と周 辺機 器 の み な らず,他 の あ らゆ る機 器 へ のLS

　 I採 用(記 憶 機能 付 与 と知 能 化)を 促 し,そ こか ら新 し い産 業 機 会 を生 み だ

　 し,1970年 代 に お い て次 の よ うな 産 業構 造 の変 化 を もた ら した。

「　 汎用 ゴ ン ピ 一一 タ中 心 か ら多 重構 造 化 一60年 代 ま で は
,概 して 汎 用 コン

　 ピュータ ・システム即 らコ ン ピュー タ産 業 で あ った が,70年 代 ほ 汎用 シ ス テ

　ム,ミ ニ コ ン ピ ュー タ,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ,パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュー タ,

　イ ン テ リジ ェン ト ・タ ー ミナ ル等 が 重畳 的 に競 合 しつ つ発 展 して い る。 それ

　ぞれ 独 自の 分 野 を も って い る が,あ る部 分 で は相 互 に競 合 し重 な る機 能 を有

　 して い る。

　 　半 導 体 産 業 の コ ン ピ ュー タ企 業 化 ・…半 導体 企 業 は 単 な る半 導 体 企 業 で は な

　 く,そ れ を応用 した コ ン ピュ ー タ完 成 品 の メ ー カ とな りう つ あ る。 テ キサ ス

　 'イ ン ス ツル メ ンツ,モ ト ロー ラ,フ ェア チ ャイ ル ド,イ ンテル,ナ シ ョナ

　ル ・セ ミコ ンダ ク ター な どは,ミ ニ コ ン ・シ ス テ ム,マ イ ク ロ コン ピュー タ
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　 シ ス テ ム,ホ ー ム ・コ ン ピュー タあ るい は汎 用 コ ン ピュー タ を生 産 して い る。

　 　 分 散 処 理 機 器,通 信 関 連 機 器 の増 殖 一 これ らの機 器 は も ち ろん汎 用 コ ン ビ

　 ュ一 夕 ・メ ー カに よ って もつ く られ て い るが,独 立 系 メ ー カの 拾 頭,成 長 が

　 み られ る。 ま た,オ フ ィ ス,オ ー トメ ー シ ョン機 器 メ ー カの 成 長 も急 で あ る。

　 　 コ ン ヒ。ユ一 夕 と通 信 技 術 の融 合 …・通 信 機 器 の知 能 化 は,通 信 機 器 の 機 能 を

　 コ ン ピ ュー タ に近 寄 ら しめ,デ ィ ジ タル通 信 網 の 整備,衛 星 を利 用 す る トー

　 タル 通 信 サ ー ビス開 始 へ の準 備 に伴 い急 速 に 融 合 しつ つ あ る。

　 　 パ ー ソ ナル ・コ ン ピ ュー タ.,ホ ー ム ・コン ピ ュー タの 発展 一 現 在,米 国 に

　 .は す で に30万 台(IBMや ビュー レ ッ ト ・パ ッカ ー ドな どの5,000～20,000

　 ドルの もの か ら300～1,0　 OOド ル ま での もの)の パ ー ソナ ル ・コ ン ヒ。ユ一 夕

　 あ るい は ホー ム ・コ ン ピ ュー タが 設 置 され てお り,成 長 しつ つ あ る。 メ ー カ

　 は約25社 あ る。 今 後 は ぼ う大 な 家 庭 市 場ぺ 志 向 す る訳 で素 人 がす ぐに使 え る

　 ソ フ トウ ェア 市場 も有 望 とい えよ う。

　 　 以 上 の ほか に汎 用 コ ン ピュー タ 分野 で特 記す べ き現 象 と して,次 の2つ が

　 あ げ られ る。

　 　 DB/DCが 標 準 と なる・:・・IBM370シ リー ズ と その対 抗 シ リー ズ以 後,デ

　 ー ダ ・ベ ー ス/通 信 機 能 を もつ こ とが標 準 とな り,オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー

　 キ ング利 用 が 飛 躍 的 に 拡 大 した。

　 　 ソ フ トウ ェ ア産 業 の 発 展 …・IBMが1970年 以 後,ソ フ トウ ェ ア を ア ンバ

　 ン ドリン グ(別 建 て 有 料 化)し た た め,,独 立 ソ フ トウ ェア企 業 の 成 長 が 促進

・さ れ,ソ フ'ト ウ ・ ア ・パ 。ケ ー ジ 流 通 力浸 透 し て き た
.ま た,IBMが4300

　以 後,ソ フ トウ ェ アを ほ ぼ全 面 的 に ア ン バ ン ドル し始 あ た の で,汎 用 メ ー カ

　の収 入 の大 きな部 分(1979年 のIBMの 全収 入22&6億 ドル の12%す なわ ち

　 27.4億 ドル は,ソ フ トウ ェア,SE,保 守 な どの サー ビス収 入)が ソ フ ト ウ

　 ェア収 入 に よ って 占め られ る方 向 に あ る。

○現 在 の 構 造

　 　現 在 の 米 国の 電 算 機 産業 を 図示 す る とお よ そ図14-1の よ うに きわめて複
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雑 か っ ダ イ ナ ミックな 姿 と な るが,新 しい 大 きな 傾 向 と して は 次 の諸 傾 向 が

あ げ られ よ う。

、

←

↑

〆

第 三者 リース産業

独 立周辺

機 メーカ

システム
ハ ウ ス

Comadore

Atari

Tandy　 TI

パソ ・コン ・メーカ

SBS

メーカ

メインクレーマー

IBM

ユニパ ック,HIS

＼ バロース,NCR

　 CDC,　 CRAY

フ穿'類 語 オー

　 　 　 　 メーカ

図1.4-1　 米 国電 算 機 産業 の 構 造

　　　　　　　　　　 (プ ロデ ュー サの み)

サ ー ビ ス ・

ビ ュ ー ロ

■

P

　 SBCメ ー カ=Small　 Business　 Computerメ ー カ。 い わ ゆ る オ フ ィ ス ・コ ン ピ ュ ー タ ・

　 　 　 　 　 　 　 　 メ ー カ と 考 え れ ば よい 。

　 SBS=S・t・llit・Bu・ines8　 Sy・t・m・1・ ・ 　 VAN-V・1・ ・Add・q.N・tw・ ・k通 信

　 PCM=Plug　 Compatible　 Manufacturers・ 　 　 　 1.サ ー ビ ス 業

(注)1.同 じ 企 業 で 他 の 産 業 を 兼 営 し て い る もの が か な り あ る 。

　 　 2.　 ミ ニ コ ンlcは,制 御 用 が 含 ま れ る 。

　 　 3.面 積 と市 場 規 模 と は 必 ず し も一 致 しな い 。

　 　 4.矢 印 は 他 の 領 域 へ 向 か っ て 活 動 が 拡 大 し つ つ あ る と い う意 。

σ

●

　 寡 占 か ら 多 重 構 造 ヘ ー 汎 用 シ ス テ ム ・メ ー カ だ け で な く,メ イ ン ・ ク レ ー

マ ー 市 場 だ け を と っ て も,ク レ ィ ー1な ど の ス ー パ ー ・コ ン ピ ュ ー タ の ニ ー.

ズ が あ る 。 コ ン ピ ュ ー タ は 汎 用 メ イ ン フ レ ー ム,ろ 一 パ ー ・ コ ン ピ ュ ー タ,
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ミニ コ ン,マ イ ク ロ コ ン.SBC(小 型 事務用 シ ステ ム)と 多 重構 造 化 してい

る。 それ だ け で な く,図 の よ うに ソ フ トウ ェア ・ハ ウ ス,サ ー ビ ス.ビ ュー

ロー,オ フ ィス ・オ ー トメ機 器,通 信 機 器 な ど ,す べ て の市 場 が 重 畳 して き

て い る。 この た め ゼ ロ ック スの よ うに オ フ ィ ス ・オ ー トメ で 重 き をな す 一 環

と して,小 型 コ ン ピ ュ ー タに 再参 入 を は か るメ ー カ も出 て く るで あ ろ う。 従

って,従 来 の よ うに単 にttIBMを ガ リバ ー とす る何 人 かの 小 人 と群 小 企業"

と表 現 され る構造 か ら,そ れ ぞれ の 領域 に 巨人 か お り,そ れ を何 人 か の 小 人

と群 小 企 業 が 囲む複 合 募 占 多重 構 造 へ 向か うの か,あ る い は終 局 的 に は ほ と

.んどす べ て を兼営 す る い くつ か の 超 巨 人 企業 とそれ を取 り巻 く小 企 業 の 構造

とな るの か,そ れ は 今 後 の 問 題 で あ る。

　 IBMの 対 応 ・…上述 の よ うな情 勢 か ら,　 IBMが 汎 用 コ ン ピ ュー タだけに固

執 す る こ とは もは や 考 え られな い。 今 後 はすべ て のOSを 含 む ソフ トウェアの

完 全 ア ンバ ン ドリ ン グ,Satellite　 Business　 Sy8temsを 通 じる トータル

衛 星 通 信 サ ー ビスの 提 供 とその ネ ッ トワー ク機 器 の整 備 販 売,オ フ ィス ・プ

ロ ダク ツの 強 化,廉 価 な小 型 事務 用 シ ステ ム ,家 庭市 場 へ の 接 近,教 育機 器

の 発 売,情 報 処 理 サ ー ビスへ の 再 進 出 な どによ って企 業 成長 の 確 保 を試み る

で あろ う。いかにIBMと い え どもi　 こ れ だけ広 範 な領 域 を完 全 に独 占 す る 資

源 は も ちあ わせ ては い な い の で,領 域 に よ っては 他 の企 業 に リー ダー を許 す

場 面 も出 て くる の で は あ る まい か。

　資本集約型構造 とベ ンチ ャー型 構造の混在 …・今後の市場 で成長 を推持 す る

に は,巨 大 な資 源 が 必 要 な の で,資 本 集約 型 の 活動 が進 行 し,合 併,買 収,

他 産 業 か らの 巨大 企 業 の参 入(す で に エ ク ソン は オフ ィス ・オ ー トメの 一 角

に橋 頭 墾 を築 き,IBMを お それ させ て い る)が 多 数 み られ るで あ ろ う。 す

で に 多 数 の 大企 業 が,ユ ニ ー クな技 術 を もつ 独 立PBXメ ー カや オ フ ィス ・

オ ー トメ機 器 メ ー カ を買 収 し て い る。 一 方 に おい て 巨大 な 米 国 市 場 と柔軟 性

に 富 む 資本 市 場 ・旺 盛 な パ イ オ ニ ア精 神 とい う土 壌 の も とで,ベ ンチ ャー ・

ビジ ネ スが 絶 えず 現 れ,成 長 す るで あ ろ う。
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② 　政 府 の振 興 策

　 　 米 国 政 府 は 別段 これ とい った 電 算 機 産 業振 興 策 を講 じて い るわ け で は な い が,

　 直接 間 接 に コン ピ ュー タに 大 きな影 響 を与 え て き,ま た,与 え るであ ろう政 策 と

　 して,次 の もの が あ げ られ る。

　 o連 邦 政 府 の強 い ニー ズ

　 　 　 す で に 述 べ た よ うに,コ ン ピ ュー タ 自体 が 国 防 の要 請 か ら発 明 され た もの

　 　 で あ り,国 防 ・宇 宙,原 子 力 な ど の 政 府活 動 は,コ ン ピ ュー ダ技 術 開発 鼓 舞

　 　 の チ ャ ン ピオ ンで あ りつ づ け て きた。81年 に 打 ち上 げ られ るスペー ス ・シ ャ

　 　 トル は 情 報 処理 ニ ー ズが 従 来 の宇 宙 計 画 よ りさ らに格 段 に増 加 し,そ こか ら

　 　 の コ ン ピ ュー タ(情 報 技 術)へ の フ ォール ア ウ トは 測 り知 れな い もの が あ る

　 　 と予想 され る。 企業 化,商 品 化 後 の 商 用 市 場 にお け る需 要 の 面 で も,連 邦 政

　 　 府 は 世 界 最 大 の 単一 ユ ー ザで あ る。1979年 度 に お け る 連 邦政 府 のEDP予

　 　 算 は54億 ドル余,同 年 末 の設 置台 数 は1　4,333台(軍 用 を除 く),全 米 設 置

　 　 金 額 の 約10%'に 達 す る。

　 OGSAに よ る一 括 調達 　 　 　 　 　 　 　 　 '

　 　 　 1967年 の ブル ック ス法(ブ ル ック ス議 員 提 案)制 定 に、よ り,政 府 の コ ン

　 　 ピ ュー タ調達 の 経済 性,効 率 化 を はか る た め,GSA(General　 Se　r'vice

　 　 Administation。 一 般 調 達 庁)が 連 邦 諸 機 関 の コ ン ピ ュー タの一 括調 達 を

　 　 行 うこ とに な った 。

　 　 　 'これ に よ って促 進 され た新 現 象 は,① 一 定 期 間 以 上 コ ン ピュー タを使 用 す

　 　 る時 は,買 取 った 方 が経 済 的 で あ る とい う理 由 か ら,買 取 が 急 速 に増 加 し,

　 　 CPUだ け をみ た 場 合,1978年 度 現 在,連 邦政 府 が使 用 中 のCPU(16億

　 　 6,000万 ドル)の81%(13億4,000万 ドル)は 買取 とな って い る こ と,

　 　 ② リー ス契 約 も導 入 され た こ と,③ シ ス テ ム と してみ る場 合.経 済 性,性 能

　 　 評 価 の うえか ら異 な る ブ ラ ン ドを選 択 し,ミ ック ス ト ・シ ステ ム と して使 う

　 　 道 が 開 か れ,そ の 結 果IBMを 始 め とす る大 手 メー カ以外 の あ らゆ る メー カ,

　 　 賃 貸 会 社 の マ シ ンの 設置 も増 え た こ と,④ 余 剰 装 置 につ い て再配 分 が 行 われ
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　 るよ うに な った,⑤ 一 括 調 達 とい うネ ゴ シ ェ ー デ ィン グ ・パ ワー を 活用 して.

　 ソ フ ト ウ ェア,SE等 の契 約 条件 が きび しくな り,あ い ま い な点 が 次第 に 取

　 り除 か れ て きた こ と,な ど で あ る。 独 立 ソ フ トウ ェア 会 社,情 報 処 理 サ ー ビ

　 ス会 社 の 利用 も経 済 性,技 術 水準 の面 か ら積 極 的 に行 わ れ て い る。

o標 準 化 の 刺 激

　 　 商 務 省 標 準 局 に よ り,ASCIIコ ー ド&オ ン ラ イ ン使 用 時 の 暗 号 化 アル ゴ

　 リズ ムの 方 式.(Data　 Encrypt　 ion　 Standard)が 指定 され,.官 庁 の 使用 が義

　 務 づ け られ て い る。 暗 号 化 アル ゴ リズ ムは,1い くつ か の方 式 を評 価 した結 果,

　 .IBM方 式 と ロ ック ウ ェル ・.イン・タ ナ シ ョナル 社 の 方式 が 採 用 され た(1977

　 年)。 この 暗号 化 アル ゴ リズ ム は民 間 使 用 に開 放 され て い る。 また,1960

　 年 代 前 半 に は,国 防 省 の 主 導 によ りCOBOLが 開 発・され,そ'の 後1の一 般 コ ン

　 ピ ュ一 夕利 用 促 進 に大 きな 影 響 を 与 え、た。 ∴

○反 トラ.ス ト法(独 禁 法).の 採 用　 ,　　 　 一 　 　 ,　 :　　 　 '　 ・ バ

　 　 米 司法 省 は反 トラ ス ト法 に よ る監 視 を通 じて,コ ン ピュ ー タ産 業 の 自由 競

、　 争 促 進 に 大 きな 影 響 を及 ぼ.し℃ きた。.連邦 裁 判 所 の 判 決 もほ ぼ そ の よ うに作

　 用 して き た とい えよ う。 特筆 すべ き訴訟 と して は,次 の もの が あ げ られ る。

　 　 1954年 のIBMに 対 す る同意 判 決 ・…'この判 決 に よ り,レ ・ンタ ル だ けを 通

　 じて 販 売 し てい たIBMは,ユ ー ザ の 買取 り希 望 に応 じな けれ ばな らない こ

　 ーとと な った 。 ま た,カ ー ドの 特許 を 開 放 し.JBMの カ ーード生 産 は 国内 全生

　 産量 の50%を 出 な い こ とに 同意 し,競 争 が促 進 され た ので あ った 。

　 　 1956年 のAT&Tに 対 す る同 意 判 決 ・…1　9,5　O年 代 の 初期 に,・ 当時 他 を ひ

　 き離 す 巨 大 企業 で あ ったAT&T(1952年 の売 上 高40億 ドル。 これ に対 し

　 て 他 企業 は,GE26.5,RCA6.9,ス ペ リー ・ラ ン ド6.3,ベ ンデ ィク ス5.1,

　 フ ィル コ3.　7,IBM3.3億 ドル で あ った)は,最 初 の トラ ンジ ス タ化 コ ン ビ

　 ュ三 夕 を製作 して,コ ン ピ ュー タ進 出 に意 欲 を燃 や した が,1956年 の 司法

　 省 同 意 判 決 に よ りコ ン ピ ュー タへ の進 出は 阻 まれ た。

　 　 1969年 以 来続 い て い る司 法 省/IBM訴 訟 …・1969年 以 来10年 余 に わ
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た,り続 いて い る巨 大 訴訟 で,①IBMが ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,関 連

支 援 サ ー ビ スを単 一 価 格 と して コ ン ピュ ー タ ・シ ステ ム を販 売 して お り,こ

れが 競 争 会社 の参 入 障 壁 とな って い る,②IBMは ソ フ ト ウ ェア と関 連 支援

サ ー ビスの 蓄積 を競 争 会 社 を排 除 す る た め に利 用 し て きた,③IBMは 競 争

会社 が と くに強 い市 場 で,損 を承知 で マ シ ンを売 った り,納 期 が 守 れ る見 込

み が な いの に 新 モデ ル を発 表 し,か れ らの 市 場 参 入 と残 留 を抑 制 した,④1

.BMは 教 育 機 関 に 対 し特 別 の 値 引 きを行 うこ どに よ って 教 育 市場 を支 配 した,

⑤ プラ グ ・コ ンパ チ ブ ル周 辺 機 器 市場 を独 占 した(1973年 テ レ ックス/I

　 BM訴 訟 後 に追 加),と 司 法 省 はIBMを 告 訴 し.企 業 分 割 な ど を請求 してい

るが,IBMは これ に 対 し,① 司 法 省 は 経 済 的諸 要 因 ゴ す な わ ち技 術 変 化 と成

長 要 因 を無 視 し てい る,② 司法 省 の 訴訟 は健 全 な 反 トラ ス ト判 例 と政 策 に 対

　す る攻 撃 であ る。 も しIBMが 分割 に なれ ば 消 費 者 と国益 と反 トラ ス ト法 の執

行 の将 来 に破 壊 的 な影 響 が 及 ぶ だ ろ う・ ③IBMは 数 百 社 の 競 争 に直 面 して

お り,自 由 競 争 は存 在 して い る,④ フ ァイ テ ィ ング ・マ シ ンの 主 張 は,革 命

的 な360へ の攻 撃 で あ る,⑤IBMの 成 功 は,企 業 買収 では な く,内 部 の 成

長 に 依 存 し て きた こ とを 挙 げ 反 論 して い る。 この訴 訟 の な りゆ きは,電 算

機 産 業 に きわ め て 大 き な影 響 を及 ぼ す と思 われ る。

○バ イ ・ア メ リ カ ン ・ア ク ト

　 　現 在 まで の と こ ろ,米 国 内 の コ ン ピ ュ ー タ市場 は ほ ぼ100%国 内企 業 に

　よ っ て占 有 され て お り,自 動 車 や テ レ ビの よ うな 貿易 上 の 国 際 摩 擦 は 起 こ っ

　 て い な い。 しか し,も し今後 外 国 か らの コ ン ピュー タ輸 入 が急 激 に 増 え る よ

　 うな こ とが起 これ ば,十 分 に 摩 擦 の 起 こ るお それ が あ る。 公共 部 門 の 調 達 に

つ い ては,コ ン ピ ュー タ だけ で な く,一 般 産 品 に対 す るパ イ ・ア メ リ カ ン ・

　 ア ク トが も と もと存 在 す る。 す なわ ち,① 当該 最 終 製 品 が 米 国 内 で 製造 され

　 る こ と,② 最終 製 品 の コ ンポ ー ネ ン ト ・コ ス トの50%以 上 が 米 国 製 品 で あ

　 る こ と と規 定 され て い る。 例外 と して;米 国 製 品 で は コ ス トが か か りす ぎ る

　 場合(6%以 内 の 価 格 差 な ら国 産 品 を購 入 。 中 小 企業 や 多数 の失 業 者 をか か

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　一56一
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　 え る地 域 の 企業 の場 合 は12%の 価 格 差,国 防省 は50%以 内 の価 格 差),米 国

　 内 では 当 該 製 品 が 量,質 と も不 充 分 な場 合 の 条 件 が あ げ られ て い る もの の,

　 米 政 府 部 門 へ の 外国 の コ ン ピュー タ販 売 は相 当 困 難 と思 わ れ る。

○通 商拡 大

　 　 商務 省 は 主 要 諸 国 の コ ン ピ ュー タ需 要等 に つ き調 査 会社 に委 託 して 市場 調

　査 を行 って お り,商 務 省 が各 国に 出 し てい る米 国 トレー ド ・セ ンター に おい

　 て定 期 的 に シ ョー を開 催,通 商拡 大 に つ とめ て い る。 コ ン ピ ュー タは 米 国技

　術 が最 も強 く,か つ,貿 易 収 支 の 大 幅 黒 字 の 産 品 で あ る こ とか ら,通 商 交 渉

　 に お け る米 政 府 の 輸 出 促 進 の 要 求 は 強 い もの が あ る。

○投 資減 税

　 ケネデ ィ政 府 が1962年 に 一般 設 備投 資 を刺激 す るべ く投 資 減税 制度(Inve

　 stment　 Tax　 Credit)を 創 設 して 以来,現 在 で も実 施 され て い る。 コ ン ビ

　ュ一 夕に つ いて は,買 取 った コ ン ピュー タの取 得 額 の7%を 法 人 所 得 か ら控

　除 で きる こ とに な って い た が,現 在 は控 除率 は10%に 引 き上 げ られ て い る。

　 この制 度 は,コ ン ピュ ー タ ・メ ー カに も適 用 され てい る。 コン ピュー タ ・リ

　ー ス会 社 は この 恩典 をユ ー ザ に譲 渡 す る こ とに よ り,リ ー ス料率 引 き下 げ に

充 当 して い る。

OFCCの 第2次 イ ン ク ワイ ヤ リー裁 定

　 　 コ ン ピ ュー タ と通信 の 融 合 の 情勢 に鑑 み,FCC(連 邦 通信 委 員 会)は,

　長 い 間 企 業 か らの 意 見 を 分 析,評 価 中 で あ った が,1980年5月,通 信 事 業

　と強 化 通 信 事業(エ ン ハ ン ス ト ・サ ニ亡 ス)に 分 け,前 者に つ い て は従 来 通

　 りの 規制 を続 ける が,後 者 は 自由 競 争 の 原 理 を導 入 す る との裁 定 を下 した。

　これ は,AT&TとGTEの2大 通 信 公 益 事 業 は,経 営 上,親 会 社 に寄 せ つ

け な い形 の子 会 社 を通 じ て,情 報処 理 サ ー ビス の販 売 や コ ン ピュー タ関 連 機

器 の 製造 ・販 売 を行 っ て もい い こ と とな り,他 の 多 数 の 通 信 公 益 事業 は 直 接

行 って もい い こ と とな る。

　 　これは1956年 のAT&Tに 対す る同 意 判 決 を くつが えす もの との 見 方 も
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あ り,訴 訟 の動 き もあ るの で,な りゆ きは わ か らない が,い ず れに して も古

くな った1934年 通 信法 を 改 正 して競 争 原 理 を もち込 もうと の議 会 な らび に

大 統領 府 の 動 き もあ り,大 勢 は コ ン ピ ュー タ と通信 の 垣 根 は取 り払 わ れ る形

勢 とな って きた 。

1.4.2　 英国 の 電 算 機 産 業 の 進 歩

{1)電 算 機 産業 の歩 み

　 　 ICTの 存 在 　 図1.4-2に み られ る よ うに,英 国 に は もと も と9社 の コン ビ

　 ュ 一 夕関連 メー カ が い た。 中 で もBritish　 Tabu　 1　a.t　ing　 Machinesは,IBM

　 の 前 身C-T-Rか ら1907年 に ホ レ リス統 計 機 械 の製 造,販 売 権 を も らい,

　 の ちに 独 自に改 良 を施 し,特 許 を 申 請 し,PCSを 製造 してい っ たの であ る が,

　 1949年 にIBMがWTCを 発 足 させ る と同 時 に 関係 を断 ち,独 自 に歩 み 続 け

　 た 。 同社 は1958年 に パ ワー ・サ マ ス と合併 して,社 名 をICT(Internatio

　 nal　 Computers　 and　 Tabulators)に 変 更 し た。　 これ がの ちの 国 策 会 社I

　 CLの 母体 とな っ たの で あ る。

　 　 黎 明 期 にお い て は,フ ェ ラ ンテ ィ,エ リオ ッ ト ・オ ー トメ ー シ ョン,レ オ ・

　 コ ン ピュ 一 夕 ーズ,イ ング リ ッ シュ ・エ レク トリ ッ クな どの 有 力 メ ー カ が い て

　 注 目すべ き技 術 を もって い た の で あ るが,結 局 汎 用 コ ン ピ ュー タの 企 業 化 に成

　 功 したの は,長 い間a.PCSの 地 盤 を もつICTだ け で,他 メ ー カは60年 代 に

　 お い て合 併 せ ざ るを 得 な か った 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 へ

　 　 ICL社 の 発 足一1950年 代 は 英 国 メー カが 国 内 市場 の100%を 占有 して い

　 たの で あ るが,1960年 代 に はIBMを 始 め とす る米 国 メー カの 侵 入 に 会 い.

　 1966年 には520%が 米 国 系 コ ン ピュー タに よ って 占め られ るよ うに な り,英

　 メ ー"カの シ ェアは45.6%に 縮 小 し た。ICL(International　 Computers

　 Limited)社 は,時 の労 働 党 政 府 に よ って1968年 にICTグ ル ー プ とEEグ

　 ル ー プ(RCAの スペ ク トラ ・シ リー ズ の 国産 化 製 品が 主 力)の2大 グル ー プ

　 (合 併 の結 果 で きあ が っ て い た)が 大 同 団結 を す るよ う説 得 され て発 足 した国

一58一

!

φ



㎜ 蒜'甲 　 『蒜'く16P　 1`65'‥'叩7酬 川 留5

馳 講習・ ・臥HEC壷 旺C2119竺,こ

認1§s __暢 髪
、

7z

温IGNERS}

雀　　　　　　　　　　　へ

EMI　 、
347　 2400

竺 MADM ㌫_繊 麗∴
誌器品 層

'

150402
④58・28・ ゴ ・… ㍊器

'蒜 　 　 。1… 　 "

十
'

藩儒 、賂
EDS竺

。1
一 …'

'

麗器 、

'一 '

〆
'

嚥i鱗 ・ 一　 　 ' ''

「

'

●

図1.4-2　 英 国コ ンピュー タ産業 の足取 り。大 同団結 までの機種変遷

　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　資 料:ICL社

策 会 社 で あ る。ICLは 以 後IBM370に 対 抗 す る2900シ リー ズ を開発 し,そ

こか ら利 益 を生 み 出 し つ つ成 長 した 唯 一 の 欧州 メ ー カ とな った 。 と くにIBM

168,158級 の 大型 機 を早 く完 成 し,'英 国 内 だけ で な くフ ラ ン ス,西 ドイ ツ,

EC委 員 会 な どへ の 輸 出 に も成 功 した。　 1978年 には 政府 か ら借 りた 開発 資金

を返 済 し始 め た。 米 国 シ ンガ ー が コ ン ピ ュー タか ら撤 退 した あ と,1976年 に

は 同 社 の 小 型 コ ン ピュ ー タ海 外 部 門 を 買 取 り,カ ス トマ ・ベ ー ス の 充 実 を は

か っ た。1977年 以後,米 国の 子 会 社 を通 じて 小 型 ター ミナ ル ・コ ン ピ ュー タ

な どの 販 売 に努力 して い る。1979年 の売 上 高 は1,248百 万 ドル,純 利 益69

百 万 ドル(純 利 益率5.5%)を あ げ,社 員 数約35,000人 を擁 す る。輸 出 比率 は

50.1%(1978年)に 達 す る。ICLの 国 内 シ ェアは27%(1976年12月)で あ

る。

　 ソ フ トウ ェア産 業,オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョン の重 視 一 ミニ コ ン ピュー タ
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　 に は デ ィ ジ コな どの 有 力 企 業 もあ るが,多 くはDECや デ ー タ ・ゼ ネ ラル な ど

　 の 米資 に押 え られ て い る。 ソ フ トウ ェ アに つ い て は 英 国 は強 い とさ れ て お り,

　 後述 の よ うに政 府 も輸 出 を伸 ば そ う と強力 なバ ッ クア ッ プ を試 み て い る。産 業

　 省統 計 では,78年 の サー ビス産業(ソ フ トウ ェ ア,情 報 処 理 サー ビス業 を含む)

　 の全 売 上 高 は3億3,200万 ポ ン ド(対 前 比25%増)で,輸 出 は1,950万 ポ ン

　 ドで37%の 増 加 を示 した。 オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンにつ いて も,後 述 の

　 NEXOSを 中 心 に 国 産 メ ー カの編 成 がす す め られ て い る。 しか し,大 電 機 メー

　 カのGEC(General　 Electric　 Company)は,独 自に オ フ ィス ・オ ー トメ

　 ー シ ョン部 門 の 強 化 をは か り.つつ あ り,1979年 に は 米 国 の 大 手 事務 機 メ ー カ

　 A.B,デ ィ ック社 を買 収 して い る。

　 　 半導 体 産 業 …・半 導 体 の地 場 企業 と して は,フ ェ ラ ン テ ィ,GECな どが あ る

　 が,1970年 代 の 後 半 に 入 り超LSI開 発 の国 際競 争 に 伍 す るた め政 府 出 資 に

　 よ る国策 メ ー カINMOSが 設立 され,当 面64Kメ モ リーの 開 発 に 努 力 が払 わ

　 れ つ つ あ る。GECは 米 フ ェアチ ャイル ドと2年 前 に 合 弁、合社 を設 立,国 産 化

　 をは か ろ う と した が,米 フ ェ ア チ ャイル ドが1979年 に フ ラン スの 石 油 会 社 シ

　 ュ ラ ンバ ー ジ ェに買 収 され た た め,合 弁 会 社 を解 消 し.英 国 内 に建 設 され た ば

　 か りの工 場 建 屋 をGECが 買 取 る こ とで 両 社 の関 係 に終 止 符 が打 た れ た 。

(2)政 府 の 振 興策

　 　 英国 政 府 は労 働 党 と保 守 党 とが政 権 を交 代 す るた び に,政 策 が大 き く振 幅 す

　 るが,コ ン ピ ュー タに つ い て はほ ぼ 一 貫 し てバ ッ クア ップ政 策 が つづ い て い る。

　 しか し,労 働 党 の方 が よ り積 極 的 で 国家 の 直接 関 与 面 が ひ ろが るが,一 方,保

　 守 党 は企 業 の 自主 努 力 を前 提 に必 要 なバ ック ア ップ を行 うとい う考 え で あ る。

　 　研 究 開 発 資金 援 助 ・…1960年 代 後 半 か らNRDC(研 究 開発 公 社)を 通 じて,

　 ICシTや ベ ンチ ャー ・ビジネスの デ ィジ コな どに 開発 資金 融 資 が 行 わ れ た。1968

　年,時 の労働 党政府 は産業再編成公社(IRC。 　 その後保守党政府が廃止)を

　通 じて2大 コン ピュー タ ・グループを強力 に説得,国 策 会社ICLを 設立,発

　足 させ,技 術省(保 守 党政府 の ときの ちに産業省 の一 部局 として吸収)自 らが
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資本 の10.5%を 出 資,1972年 か ら5年 間 に4,000万 ポ ン ドを開 発 資 金 と して

融 資 す る こ と を決 め た 。1978年 に は,プ レ ッシ ーがICL株 式 を売 却 して 脱

退 した の で,政 府 が これ を買 い 占 め,出 資 率 は約25%と な った。そ の ほか,政

府 は1970年 代 に 高 度 コ ン ピ ュー タ技 術 計 画,ソ フ トウ ェア開 発 ト ゥール,ア

プ リケ ー シ ョンズ ・プ ログ ラムお よ び ソ フ トウ ェア開 発,な どに 開 発 資金 を支

出 し て きた が,1979年 以 後 は マ イ ク ロエ レ ク ト ロニ ク ス産業 援 助 政 策(MIS

P)に7,000万 ポ ン ド(50%ま たは25%補 助)を,マ イ ク ロ プ ロセ ッサ 応用

計 画(MAP)に5,5　 O　O万 ポン ドを支 出 す る こ とに な ってい る。 これ らの資 金 は

ICL以 外 の 企 業 が 対 象 と な って い る。　MAPは マイクロエ レク トロニクス技術の

一 般 産業 へ の応 用 を推 進 し
,産 業 近 代 化 をは か る と と もに 新 雇用 も造 出 しよ う

とい う もの で あ る。

ONEB(企 業 庁)の 活 動(表1.4-1参 照)

　 　 1975年 末,労 働 党 内 閣 の 時 に 国 有化 法 が 成 立 し,NEBが 新 設 され,問

　 題 企 業(ロ ール ス ・ロ イ スな ど)へ の テ コ入 れ,新 興 産 業 の 有 望 分野 に お け

　 る直 接 関 与 が は か られ るよ うにな った。

　 　 な お,ICLの 資本 の25%を 産業 省 か ら移 管,保 有 し てい た が,現 保 守 党

　 政 府 に な って か ら証券 市 場 で売 却 した。

ONCCの 設 立

　 　 1960年 代 後 半 にNati・nal　 Computing　 Centreが 半 官 半 民 で 設立 され,

　 ユ ー ザ ・ア プ リケ ー シ ョンの コ ンサル テ ィ ング,標 準 化,啓 蒙 等 の活 動 を行

　 って い る。

　 　 政 府 使 用 の 一 括 調 達 とバ イ ・ブ リテ ィッ シュ…・英 国政 府 は,1970年 代 前

　半 に 政府 使 用 コン ビ。ユ 一 夕 の一 括 調 達 機 関 とし て,Computer　 Agencyを 新

　 設,政 府 部 内 の 利 用 の 経 済 性,効 率 化 を は か っ て い る。 また,公 共 部門 調 達

　 の バイ ・ブ リテ ィ ッシ ュ政 策 を続 け て きた 。 た だ し,1981年 以 後 はEC域 内

　 企 業 育成 の た め バ イ ・ブ リテ ィ ッシ ュ政 策 の継 続 は困 難 にな るとの見方 もあ る。
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表1.4-1　 NEBの コ ン ピ ュー タ関 連 企 業 一 覧

ー

Φ
N
ー

企　業　名 lNEB
目 的or内 容 メ ンバ ー企 業or関 連 企 業 の　持　株 記　　　　　　　事

(NEB持 株比率%) 比率(%)

・INSAC　 Data ・ メ ン バ ー 企 、. (メ)・CAP(Computer　 Analysts　 and 29.9%

Systems　 Ltd 業の開発 した Programmers　 Ltd.)

(100%) ソ フ ト ウ ェ ア (メ)・SPH(System　 Programming 30　 % ・米 カ ル コ ン プ と販 売提 携

・パ ッ ケ ー ジ Holdings恥d.)

を米国を中心 (メ)・SDIL(Systems　 Designers 26　 %

とした海外市 Internatonal　 Ltd.)

場へ販売する
　 .

(メ)・Systime　 Ltd. 19.8% ・DECの ミ ニ コ ン 用 ソ フ トに 強 味

こ と。 (メ)・Logica　 Ltd. 20　 %

・INMOS　 Ltd. ・英 国 内 で半 ・Mostek等 か ら トッ プの 人 材 を導 入

(673%) 導 体 ・VLSI
を生 産す ること。

・Nexos　 Office ・ オ フ ィ ス ・ (メ)●1」ogica　 VTS　 Ltd. 43　 % ・ワ ー ド ・プ ロ セ シ ン グ ・ メ ー カ

System　 Ltd. オ ー ト メ ー シ (提)・Delphi　 Communications
・Exxonの 子 会 社 。　Nexos,同 社 のDa1一

(100%) ヨン企 業 の 支 taマ シ ン製 造 ・販 売 権 獲 得

援 (メ)・Muirhead　 Office　 System 25　 % ・ プ ア ク シ ミ リ　 ・メ ー カ

(子)・UDS(UltronicData　 Systems)
・ ワ ー ド ・プ ロ セ シ ン グ 販 売 網 強 化 の た め

買収

・DRI(Data　 Recor一 ・英 国 内 で 周 (合)・United　 Peripherals　 Ltd.
・CDCの 子 会 社MP　 Iと の 合弁 会社 で,　CD

ding　 Instrument 辺装置 とりわ Cか ら技術導入 して ディス クを生産 すること

Co.　Ltd) け デ ィス クの を ね らっ て い る。DRI　 76%,MPI　 24%

(63.1%) 製造を行 う見 出資

込 み 。

・QIEurope　 Ltd. ・英 国 内 でS ・79年9月QlCorp.と 折 半 出 資 で合 弁

(50%) BSを 製造販 会 社 を設 立 す るこ とで合 意 。Q1は マ イ

売 す る こ と。 コ ン を ベ ー ス に し た 製 品 を つ く っ て い る 。

・ICL　 Ltd. ・英 国 最 大 の 産 業 省 か ら株 式 を移 管 した が,1980年 に ・79年1月PlessyがICL株 放 出,　 そ の

メ イ ン フ レ ー 入 り株式市場で株式を売却,現 在は出資関 際NEBは 殆 ど取 得 して244%か ら25%

マ ー 係 は な くな っ た 。 株 主 とな った 。

司 、



■ ● θ

ー

O
ω
1

企　 業　 名 N　 　E　 B

目的or内 容 メ ンバ ー企 業or関 連 企業 の　持　株 ・　　　 記　　　　　　　　　事
(NEB持 株比率%) 比率(%)

・Ferranti　 Ltd . ・特 殊 仕 様 の ・Ferrantiは 財 政 危 機 に 陥 い っ た と き

(50%) 半導体を生産 NEBに 救 済 され た 。

し て い る 。

(総 合電機 メ
一 力)

・CASE(Computer ・79年10月 米Paradyne　 lncに 売 却 さ

and　 Systems れた
Engineering　 Lt己)

(49.9%)

(付 記)NEBは,1978年 度 末 で46社 へ 投 資 してい る。投 資総 額 は12億46百 万 ポ ン ドに及 ぶ 。 内11億21百 万 ポ ン ドはBL　 Ltd .と

Rolls-Royce　 Ltd.へ の 投 資 で あ る 。　 ICL投 資 額1213百 万 ポ ン ド。　Ferranti投 資 額694百 万 ポ ン ド。

(注)　 (メ)メ ンバ ー,(提)提 携 企 業,(子)子 会 社,(合)合 弁 会 社 。

JECCコ ン ピ ュ ー タ ・ノ ー ト1980年 版 よ り



Oテ レマ テ ィク振 興 策

　 　 1983年 まで に300万 カ ス トマ ー に プ レス テ ル ・サ ー ビスを供 給 す る計画

　で あ る。80年 代 の 半 ば ま で に は60%の 普 及 率 に もっ てい く意 向 で あ る。

○税 制 の恩 典

　 　 コ ン ピ ュー タだ け で な く一般 設 備 に対 す る設 備 近 代 化 に よ る国際 競 争 力 培

　養 を意 識 し,1960年 代 後 半 を通 じ て労 働 党 政 府 は,投 資奨 励 法 を通 じて 設

　備 投 資 に対 して取 得 価 格 の 一 定 率 の補 助 金 を交付 した 。 コ ン ピ ュー タに っ い

　 ては,取 得額 の20%が 購 買者(ユ ー ザ あ るい は リー ス会社)に 交 付 され た 。

　 こ れ は外 資 に対 して も無 差 別 に 支払 われ た の で,米 資 系 コ ン ピ ュー タ ・リー

　 ス会 社 は,欧 州 本社 を英 国 に設 け るケ ー スが 多 か った 。

　 　 1971年 に保 守 党政 府 に な る と,同 法 は 廃 止 され,代 っ て投 資 減 税制 度 に

　切 り換 え られ た。 これ に よ りコ ン ピ ュー タ設 備 の取 得 者 は,取 得 額 の 一 定 率

　 の 額 を法 人所 得 額 か ら控 除 で き る と と もに,一 定 率 の割 増 償 却 を行 え る とい

　 う もの で あ る。

　 以 上,英 国 の 政 策 は,一 貫 し て国 際 収 支 改 善(輸 出促 進),産 業 近 代 化 に よ

る国 力 の 回復,雇 用 造 出に 主 眼 を置 い て お り,従 って,ス コ ッ トラ ン ド等 の開

発 地域 で は,外 資 の誘 致 に 意 をつ く して きた の で,米 企 業,日 本 企 業 の 進 出が

多 くみ られ る。

,

1.4.3　 フ ラ ン ス の電 算 機 産 業

(1)電 算 機 産 業 の 歩 み

　 　 マ シ ン ・ブルの 存 在 　黎 明 期 に お いて は,フ ラ ン ス もマ シ ン ・プル とい う栄

　 光 あ る コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ を も って い た。 プル は1931年 に,ビ エ ヤ ール が

　 ノル ウ ェ イ人 フ レデ リ ック ・ブル か ら彼 の 発 明 に な る原 始 的 な パ ンチ ・カ ー ド

　 装 置 の特 許 を 買取 り企 業 化 に着 手 し た時 を も って発 詳 とす るが,間 もな く資金

　 的 な い き詰 りか ら製紙 メ ー カ　 バ プ トリ ・オ ー ス ダ を支 配 して い た カ リ家 の 参

　 画 す る と こ ろ とな り,1964年 に米 国GEが 同 社 を 買収 す る まで 発 展 を つ づ け
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た 。

　 こ の間 ブルは1930年 代e(　PCS(150シ リー ズ.300シ リー ズ)を 主力 製

品 と し て1960年 直 後 ま で伸 び,フ ラ ン ス市場 の 大 きな部 分 を 占有,1952年

に はIBMよ り1年 早 く電 子 計 算 機 ガ ンマ3(世 界 初 の ゲ ル マ ニ ウム ・ダイ オ

ー ド採 用計 算 機)を 発 表
,そ れ を増 強 してい った。 次 い で1956年 か ら当時 と

し て は世界 で も最 大 型 で最 も進 ん で い た ガ ンマ60の 開 発 に 着 手 して,　 1960

年 後 半 に完 成,64年 ま で に17台 を 製 造 した。 ガ ンマ60は1台 当 り製作 費が

150～250万 ドル も した うえ,ほ とん どが レ ンタル とな っ たた め,資 金 回収 と

キ ャ ッシ ュ ・フ ロー に ギ ャ ップ が生 じ,黒 字 倒産 寸前 とな った 。 同 社 は技 術的

に 優 れ て お り(当 時,研 究 開 発 費 は売 上 の13-14%),多 くの 受 注残 を もっ

て い た の に,財 務 的圧 迫 か ら,米GEに 身売 りせ ざ る を得 な か っ た ので あ る。

同社 の最 盛 時 の フ ラ ン ス市 場 での シェ アは45%で あ った。

　 GEの ブ ル買 収 とCIIの 発 足 ・… ドゴ ール大 統 領 は 身 売 りを防 ご うと トム ソ

ン/GSF,　 CGEな ど{こ救 済 を呼 び か け たが,反 応 は冷 た く遂 にGEの 資本参

加 を許 した。 これ に よ りGEは 欧州 市 場 の20%を 占有 す る ブ ル を 手中 に した。

GEは ほ ぼ50%の 株 式 を取 得 した が,70年 まで に は66%を 取 得 して い た。

　 ブル の 身売 りに よっ て フラ ン スの コン ピュー タ産業 は壊 減 に 近 い状 態 とな っ

た 。 フ ラ ン ス 政 府 は わ ず か に 残 っ た 小 企 業CAE,　 SEA,　 LANALACを 合 併

さ せ,大 電 子,電 機 メ ー カ のCGE,ト ム ソ ン/CSFを 資 本 参 加 さ せ1966年

に 国 策 コ ン ビ。ユ ー タ ・メ ー カCII(ComPagnie　 Internationale　 pour　 1,

Informatique)を 設 立,周 辺 機 器 メ ー カ と し て はSPERACを 発 足 さ せ た 。

フ ラ ン ス 原 子 力 委 員 会 が 米CDCか ら ス ー パ ー ・コ ン ピ ュ ー タ6600を 輸 入 し よ

う と し た と き,米 政 府 か ら 禁 輸 さ れ た(後 日,平 和 目 的 に 使 用 す る こ と を 条 件

に 結 局 こ れ は 承 認 さ れ た が)経 験 も,国 産 コ ン ビ'ユ 一 夕 産 業 育 成 の 一 因 と な っ

た と 伝 え ら れ る 。

　 ユ ニ デ 一 夕 の 発 足,崩 壊 …・CIIで は そ の 後IRISシ リ ー ズ(米SDSの ノ ウ

ハ ウ を も と に)を 開 発,大 型 モ デ ル80も つ く っ た が,1970年 のIBM370発
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表 と それ に次 ぐGE,RCAの 撤 退 を契 機 とす る危 機 感 が,欧 州 連 合 の構 想 を現

実 化 させ,1973年 夏,CII,西 ドイ ツの ジー メ ン ス,オ ラ ンダの フィリ ップ

スの3社 共 同 出 資 に よ るユ ニ デ 一 夕社 が 発 足,CIIは 超 大 型 を,ジ ー メ ンス

は中 一大 型 を,フ ィリ ップ スは小 型 を分担 生 産 す る こ とに な った。 ユ ニ デ ー タ

はIBMと 互 換 性 を もつUnidata　 7.　OOOシ リー ズ を開 発,徐 々に 欧州 市 場 に浸

透 しつ つ あ った が,1975年 春,フ ラ ン ス 政 府 が ハ ネ ウ ェル(GEが70年 に

ハ ネ ウ ェル に コ ン ビ。ユ 一 夕部 門 を身 売 り した と き,ブ ルGEも 売 られ た)の 財

政 困難 を機 に ハネ ウェル ・ブル社 を買 い 戻 し,CIIを 合 併 させ るこ と を決 定 し

た 直後,ジ 社 と フ ィ社 が 脱 退 を声 明,同 年 暮 に は崩 壊 して しま った。

　 CII-HBの 発 足 …・1976年 に,　 CII-HB(Honeywell　 Bull)が 発 足,

ひ きつ づ き政 府 の 資金 援 助 を受 け る とと もに,官 庁 に よ る コ ン ピ ュー タ調 達 の

保 証 が な され た。 資 本 関 係 は フ ラ ン ス側 が53%を 取 得 ・(CMB=Compagnie

des　 Machine　 BullがCII-HBに 出 資)し,政 府 がCMB株 式 の20%を 取

得 す る方 法 が と られ た。 な お,CMBの 残 りの 資 本 は,サ ン ゴバ ンの 子 会 社
'

o,isudが20%,一 般 投 資 家 が60%を 保 有 して い る。 現 在,　 cII系 列 の マ

シ ン と米 ハ ネ ウ ェル 系 列 の マ シ ンの 統 合 化 が は か られ つ つ あ るが,IBM303X

級 以 上 の大 型 コ ン ピ ュー タの開 発 では 今 一 歩 と.い う感 が 拭 え ない 。 最 近,同 社

の ブ リ レ社 長 は 再 び第 二 の ユ ニデ 一 夕の 可能 性 を説 い て お り,政 府 も支 持 して

い ると伝 え られ る。C .II-HBの1979年 の 売 上 高 は1,231百 万 ドル,利 益 は

50百 万 ドル で あ った 。

　 周 辺 機 器,半 導 体 の 地 場 産業 再編 へ 一 欧 州 で は 小 型,ミ ニ コ ン を含 め て 周 辺

機 器 産 業 とい っ て お り,CII-HBの 発 足 と同 時 に政 府 は 同 産業 を3つ の グル

ー プに再 編 して きて い る。 す な わ ち これ らの 企 業 をSEMS(Societe　 Europe

enne　 de　 Mini　 Informatique　 et　de　 Systems.ト ムソ ン/CSFがCIIの

ミニ コ ン部 門 を引 き継 い だ もの を母体 とす る)に 統 合,次 い でTransacとSin

traを 合 併 させ,ロ ガバ ック スを 中 心 に 再 編 を行 い お の お の の グル ー プに補 助

金 を支 出 しつつ あ る。
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　 　 半 導 体 に つ い て も,バ イrte　一一ラ系,　 MO　 S系 の5つ の グル ー プ に政 府 補助 が

　 行 わ れ つ つ あ る。 この う ち米 ナ シ ョナル ・セ ミコ ン ダク タ ーの ノ ウハ ウ を入 れ

　 MOS開 発 に 取 り組 ん で い る サ ンゴバ ンは,　 CII-HBの 親 会 社CMBの 政府出

　 資 分 を肩 代 り,同 時 に イ タ リ アの オ リベ ッテ ィと も提 携 す る こ とに な った。 ま

　 た,石 油 会 社 の シ ェラ ン バ ー ジ ェは 最 近,米 半導 体 の大 手 メ ー カ ・フ ェアチ ャ

　 イ ル ドを買 収 した 。

(2}政 府 の 振 興 策

　 　 プ ラ ン ・カ リ キ ュ ル …1966年CIIを 発 足 させ た と き に,首 相 直 属 の 機

　 関 と して 情 報 代 表 部(Delege　 a　1'Inf・rmatique)を 新設,第1次 プ ラ ン

　 ・カ リキ ュル に よ りCIIを 中 心 とす る メ ー カ,ソ フ トウ ェア 会社 に5年 間に4

　 億 フラ ン を貸 付 け た 。 この と き,政 府 は 国立 情報 研 究所 と し てIRIAを 設立 し

　 て い る。1969年 に情 報 代 表 部 は産 業 開発 科 学 省 に 吸収 され,第2次 プ ラ ン ・

　 カル キ ュル(1971～75年)が 実 施 され,ハ ー ドウ ェ アと ソ フ トウ ェ アに12

　 億 フ ラ ン,電 子 部 品 に9億 フラ ン(う ちCII7億 フラ ン)が 貸 付 け られ た。

　 　 1974年 秋,産 業 開 発 科 学 省 は産業 研 究 省 に改 称,新 設 の産 業 総 局 の 下!C電

　 子情 報 産 業 局 を置 いた。 次 い で1976年7月 ハ ネ ウ ェル ・ブル とCIIを 合 併 さ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ゆ

　 せ,CII-HBを 発 足 さ せ,向 う4年 間 に 研 究 開 発 資 金12億 フ ラ ン を 補 助 す る

　 と と もに,40億5,000万 フ ラ ン の 買 付 け 保 証 を 行 い,さ ら にHB株 買 収 費1億

　 3,500万 フ ラ ン を 支 出 す る こ と を 決 め た 。

　 　 Peri-lnformatique… ・CII-HBへ の テ コ 入 れ と 併 行 し て,周 辺 機,タ

　 ー ミ ナ ル,ミ ニ コ ン,小 型 コ ン ピ ュ ー タ め 再 編 計 画 と し てPeri-lnformati-

　 qu.eが 策 定 さ れ,　 SEMSの 設 立,　 TransacとSintraの 合 併,ロ ガ バ ッ ク ス

　 を 中 心 と す る メ ー カ 糾 合 が 進 め ら れ,補 助 金 の 支 出 を 行 っ て い る 。 な お,メ イ

　 ン フ レ ー ム 以 外 の こ れ ら の 周 辺 機 器 市 場 で,地 場 産 業 は38%の シ ェ ア を 保 有

　 し て い る と い わ れ る 。

　 　 Plan　 des　 Composant・ … さ らに1977年 に は,　 IC5カ 年 計 画(1977～81

　 年)を 策 定,ジ ョ イ ン ト ・ベ ン チ ャ ー 方 式 で 次 の5つ の グ ル ー プ に 対 し 助 成 を
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行 っ て い る 。(表1.4-2)

表1.4-2　 1C5カ 年 計 画 助 成 対 象

　 　 　 　 　 　 　 (出 所JECCコ ン ピュ ー タ ・ノー ト1980年 版)

助　　　成　　　対　　　象
助　　成　　額

開発生産予定
予　　　定 実　　　額

バ

イ

ポ

ー

ラ

　

　M

　

O

　

S

　

系

RTC(フ ィ リ ップ ス の51%出 資

子会 社)

トムソ ン/CSF,　 SESCO

SEM部 門

1億 フ ラ ン

1

1億 フ ラ ン

8

TTL-LS(汎 用IC)

ECL

リ ニ ア ・バ イ ポ ー ラ

マ イ コ ン用TTL-LS

EFCIS(ト ム ソ ン/CSFとCEA

の 折 半 出 資)と モ トπ 一 ラの 技 術

提 携

2 2 N-MOS

サ ン ゴ パ ン と ナ シ ョ ナ ル ・セ ミ コ

ン ダ ク タ ー の 合 弁 会 社 ヨ ー ロ テ ク

ニ ク社(仏51%)

2 1.5
C-MOS

N-MOS

マ ト ラ とハ リスの 合 弁 会社

(仏51%)

一 1.2 C-MOS

句

oテ レマ テ ィ ック振 興 策

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 フ ラ ン スは 社 会 の コ ン ピュー タ化 の た め に5年 間 に392百 万EUAを 投 入 し,

　 2つ の 人 工衛 星 シ ス テム(通 信 と衛 星)を も って補 完 しよ うと して い る。 ま

　 た,Antoipe計 画 で は,1992年 まで に3,000万 世 帯 に200ド ル 程 度 の 電

　 話 線 に 接 続 す る 複 合 機 能 タ ー ミナル を 無 料 で 配 置 し,印 刷 さ れ た 電 話 帳

　 を廃 止 して デ ー タ ・バ ン クに吸 収 し,問 合 せ に応 じる計 画 を もって い る。

1.4.4　 西 ドイ ツ の 電 算 機 産 業 の 進 歩

(1)電 算 機 産 業 の 歩 み

　 　 ツ ー ゼ,ジ ー メ ン スの存 在 ・…西 ドイ ツ には,1941年 に世 界 最 初 の電 子 計 算

　 機Z3を 製 作 し た ツー ゼ社 が あ った が,こ の 計 算 機 は 第 二 次大 戦 中 の 航 空 機 の

　 設 計 に使 わ れ た だ け で,戦 後 は み るべ き発 展 は な か った 。1950年 代 に科 学 計

※EUA=欧 州 経 済 単位 。　 1EUA=$1.2US
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算 の み を 追究 し,経 営 難iに 陥 り,1964年 に スイ スの ブ ラウ ン ・ボ バ リー に 買

収 され,そ れか ら数 ヵ月 後 に ジ ー メ ンスに 買収 さ れ,制 御 用 コ ン ピュー タ 部門

に吸 収 され て し ま った。

　 巨人 企 業 ジー メ ンス とAEG/テ レ フ ンケ ンは そ れ ぞ れ コ ン ピ ュー タ をつ く

っ てい た が,い ず れ も関 心 は科 学技 術用 途 に 向け られ,1960年 代 はIBMを

始 め とす る米 資系 メ ー カが コ マ ー シ ャル 市 場 を席 捲 す る に ま かせ て いた。

　 ニ ック ス ドル フの成 長 一 と ころ が,企 業 の 事務 へ の応 用 に 目 を着 け た新 興企

業 に ニ ック ス ドル フ社 が あ った 。 同 社 は1952年 に設 立 され た零 細 企 業 で あ っ

た が,機 械 式 計 算 機 が 実 行 し てい る日常 の ご く普 通 の 計算 の 自動 化 に関 心 を向

けた 。1950年 代 は あ ま り成 長 しなか った が,60年 代 に な っ て磁 気 コ アが 安

くな った のに 目 をつ け,範 囲 の 限 られ た ア プ リケ ーシ ョン を専用 リー ド ・オン

リー ・メ モ リー ・モ ジ ュ ー ル と して コ ン ピュー タに装 着 して 売 り出 した の が成

功 し,破 竹 の 勢 で成 長,欧 州 に お け る小 型 コン ピ ュー タの1位 にお ど りで た。

しか し,フ ィリ ッ プス,オ リベ ッテ ィの 参 入 や,米 メ ー カの 挑 戦 で ,ニ ック ス

ドル フは 脱 皮 を迫 られ た 。 こ うして,政 府 の支 持 の もとに テ レ フ ンケ ン との 合

弁 会社 テ レ フ ンケ ン ・コ ン ビ。ユ一 夕が1972年 に発足,政 府 の 資金 援 助 を 受 け

て中 大 型 コ ン ピュー タの 開発 に取 り組 ん だ が,結 局 これ は うま く い か ず ,テ レ

フン ケ ン が脱 落 し,ニ ッ ク ス ドル フ も もて余 した結 果
,1975年 に ジー メ ン ス

に 買 取 られ て しま った。 ニ ック ス ドル フは ドイ ツチ ェ ・バ ン クに25%の 株式 を

売 って 資金 をつ く り,今 後 の 新 開 発 と新 戦 略 に取 り組 ん で い る。1979年 の売

上 高687百 万 ドル,社 員 数 は 約10,　OOO人 の大 企業 で あ る。

　 ジ ー メ ン スの ユ ニ デ 一 夕へ の 参 加,脱 退 …・ジ ー メ ン スは1960年 代 に結 局 米

国RCAか らノ ウハ ウを入 れ て,3010シ リーズ と スペ ク トラ ・シ リー ズを 国 産

化 す る こ とに踏 み 切 った が,71年 のRCA撤 退 に よ って 突 然 技 術 ソースが途 絶

え る とい う苦 い経 験 を味 わ った 。 次 い で1973年 に は ,ユ ニ デ一 夕社 に参 加,

中 ・大 型 コ ン ピ ュー タの 開発 を担 当 し たが,フ ラ ン スの ハ ネ ウ ェル ・ブル 社 へ

の 接 近 をみ て ユ ニ デ 一 夕か ら脱 退,今 日に い た って い る。 しか しなん とい って
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　 も巨大 企 業 なの で も ち こた え,遂 に1979年 度 には1,030百 万 ドル のEDP部

門売上か ら15年 目に わず か なが ら黒 字 を出 した。 国 内 シ ェアは60年 代 の2倍 の

　約14%に 達 した(IBMは 依然 約60%を 占有)。 も ちろん,政 府 か ら受 け た

　 累積5億 ドル の 資金 援 助 が 寄 与 した と思 われ る。

　 　 フ ォル ク ス ・ワー ゲ ンの進 出一 将 来 に お け る 自動 車 産 業 の 頭 打 ち,オ フィス ・

　 オー トメ ー シ ョン市 場 の 成 長 に 目 をつ け た フ ォル ク ス ・ワー ゲ ンは,西 ドイ ツ

　の 有 力 な 小 型 コン ピ ュー タな らび に 事務 機 メ ー カ ・トラ イ ア ンフ ・ア ドラ一社

　 (西 ドイ ツのSBC市 場 の10.2%を 占有)を1979年 春 に 買収(55%を 取 得),

　 次 いで この ほ ど75%ま で をに ぎ る多 数派 株 主 と な った 。 同社 が 今後 どの よ う

　 な 戦 略 を うち だ す か注 目 され る。

② 　政 府 の振 興 政 策

　 　 デ ー タ処 理 高 度 化 計 画 一西 ドイ ツ政 府 は 欧 州 で は 最 も自由 経 済 主 義 思 想 が強

　 い こ と,ジ ー メ ン ス と い うケ タ違 い に 強 力 な企 業 が あ る こ と,の 理 由 か ら,コ

　 ン ピ ュ一 夕振 興策 を う ちだす ま でに 時 間 が か か った 。 す な わ ち,60年 代 に市

　 場 の殆 ん どを米 メ ー カ に席 捲 され,コ ン ピュ ー タの もつ 波 及 効 果 と もろ もろの

　 影 響 の大 き さに 気 が つ い てか ら施 策 を講 じ る よ うに な った といわ れ る。

　 　 施 策 が 始 ま っ たの は,1967年 の 第1次 デ ー タ処 理 計画(1967～70年)か

　 らで,4年 間 に3億5,300万 マル クが 計 上 され た。 施 策 内容 は,① 政 府,公 共

　 部 門 の 情 報 処理 シ ステム の 高 度 化 とネ ッ トワー ク ・シ ス テム の導 入,② 情 報処

　 理 シ ステ ム開 発 と レベ ル ア ップ,で あ った。 この と き国 立 情 報 研 究 ・教 育 機 関

　 と して,特 殊 法 人　 数 理 デー タ処 理 有 限 会 社GMDV(Gesellschaft　 fur　 Ma-

　 thematik　 und　 Dater　 Verarbeitung　 mb　 H.)が 設 立 さ れ た。

　 　 第2次 デ ー タ処 理 計 画(1971～75年,18億1,100万 マル ク)で`は ・ コ ンビ

　 ュ 一 夕 ・メ ー カに対 す る研究 開 発 助 成 の ほ か,ア プ リケー シ ョ ン分 野 の 開 発,

　 大学 ・職 業 教 育 の 促 進,が は か られ た。 この 時,ジ ー メ ン ス とデ レ フ ンケ ン,

　 ニ ックス ドル フの3社 を協 力 させ よ う と した が,ジ 社 が 同調 し なか った た め,

　 ジ社 へ の助 成 と テ社,二 社 の 合 弁 会 社 テ レ フ ンヶ ン ・コ ン ピ ュー タへ の助 成 が
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行 わ れ た。

　 第3次 デ ー タ処 理 計画(1976～79年,15億7,500万 マル ク)に お いて も,

大 学 ・職 業 教 育 分 野,ア プ リケ ー シ 。ン分野(561.6百 万 マル ク),コ ン ピ ュ

ー タ産 業 の 研 究 開 発(554 .3百 万マ ル ク),に 対 す る助 成 が行 わ れ た 。

　 第4次 は1979年9月 に新4カ 年 計 画(1980-83年)と して発 表 され た が,

規 模 は10億 マ ル ク で あ る。 今 回の 助 成 内容 は,① 情報 処理 技 術産 業 と社 会 と

の 交 流 を は か り,情 報 処 理 技 術 と国 民 の ニ ー ズ を合 致 させ,そ の 役 割 を 国民 に

認識 させ る こ と,② 情 報 処 理 技 術 の習 熟,③ 通信 技 術の 基盤 強 化,と な って い

る・。

　 電 子 部 品 助 成 ・…1974年 に,デ ー タ処 理 計 画 とは別 に,電 子 部品 研 究 開 発 助

成策(1974～78年 。 のちに79年 に延 長)1が 開 始 され ・ジー メ ン ス,AEG/

テ レ フ ンケ ン,Euros・il,Valv・ な ど が助 成 を受 け て い る。 ジーメ ンスは1979

年 に イ ンテ ル と の間 に ノ ウハ ウ技 術 提 携 契 約 を結 ん だ。

　 テ レマ テ ィク振 興 策 一 テレマ テ ィ ック ・シ ステ ムズ とサ ー ビスに 関 す る概 括

計 画 に お い て,4年 間 に196百 万EUAが 支 出 され る。 英 国 の プ レス テル を ベ

ー スに し た画 像 情 報 サ ー ビス と してBildschischi
rmtextを1980年 に試行 さ

せ る こ とに な って い る。 衛 星 に よ る直接 テ レ ビ伝 送 も計画 して い る。

1.4.5　 ECの 振 興 政 策

(1}欧 州 の 電 算機 産 業 構 造

　 　 以 上 の 構 造 を図示 す る と図1.4-3の よ うに な る。 この 図 は 次 の こ とを示 し

　 て い る。

　 ・EC市 場 は 米 国 市場 に 匹 敵 す るの に,ナ シ ョナ リズ ム と企 業 の バ ラバ ラな行

　 　 動 の た め 市 場 が 分 断 され,規 模 の経 済 の メ リ ッ トが達 成 で きな い で い る。

　 ・メ イ ン フ レー ム 市 場 は3大 欧 州 メ ー カ とIBMと 他 の米 メー カが 支 配 して い

　 　 る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・

　 ・米 メ イ ン ク レー マ ーはEC域 内で生 産 活 動 を行 って い る。
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　　　　　　　　　図1.4-3　 欧 州 電 算 機 産業 の構 造

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (プ ロデ ューサのみ)

(注)　 データ ・バンク業は未成立。矢印は他の領域へ活動を拡大する意。 診

　 ・メイ ン フ レー マ 以 外 の 製 品 の メ ー カ は 多 数あ るが,規 模 が小 さ く,経 営効

　　 率 が 低 い な どで,政 府 の テ コ入 れ で再 編 の過 程 に あ る。

　 ・米 国の よ うに産 業 構 造 が,自 発 的 活 況,相 互 浸 透過 程 に な い。 離 散 的 で あ り,

　　 米企 業 に押 され て い る。

(2)　 ECの 振 興政 策

'●
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　 EC委 員 会 は 上 述 の 欧 州 の弱 点 を よ く知 って お り,1979年9月ECレ ベ ル

で の テ レ マ テ ィクス を軸 とす る情 報 化 計 画 を採 択,次 の よ うな域 内 企 業,域 内

イ ン フラ ス トラクチ ュア 構 築 を促進 す る こ とに な った。

●イ ノベ ー シ ョ ンの風 土 の 醸成

・通 信 機 器 とサ ー ビ スの た めの 同 質 的 な 欧 州 公共 市 場 をつ く りだ す ため の努 力

・デ ー タ ・ベ ー ス と関 連 サ ー ビス(公 共 フ ァイル ,私 企業 を含 む)の 振 興,欧

　 州 情 報 産 業 の輸 出 促 進,中 小 企 業 へ の 情 報提 供 。

・ア プ リケ ー シ ョン開 発 に対 す る サ ポ ー ト(私 企業 に対 して),CADと 枢 要

　機 器 の 開 発 促 進

・衛 星 通 信 分 野 と地 球 資 源 検 出 分野 に お け る国家 計 画 と欧州 計 画 の 価 値 の強 化 。

　 地 上 端 末 の標 準 イ ン タ フ ェ ー ス,衛 星 利用 管 理 の 構造 の確 立 。

・新技 術 適 用 を推 進(各 種 の 共 同体 デ ー タ ・ベ ー スの 開発 とEur・netを 通 じる

　 外部 世 界 との 接 続 。 共 同体 機 関 と加 盟 政 府 を リン クす る新 しい テ レマテ ィク・

　 サ ー ビスの ネ ッ トワ ー ク開発 。)

　 な お,1975年 に は,医 療 デー タ ・バ ン ク.EC法 令 文 献検 査 シ ステ ム,航

空交 通 管 制 リアル ・タイ ム情 報 シ ステ ム,CADの 開発 な どを 盛 り込 ん だ振 興

策(1975～77年,400.75万UA)が 発 表 され てい る。

　 そ の他 　 欧 州 には,オ ラ ン ダの フ ィリ ップ ス,イ タ リアの オ りベ ッテ ィとい

う巨大 企 業 が あ るが,フ ィ リ ップ ス は初 期 に 自力 で汎 用 コ ン ピ ュー タ をい く ら

か つ く って い た が,企 業 化 に は い た らな か った。 ユ ニ デ 一 夕か らの 脱 退後 は,

もと も と強 い ミニ コ ンやSBC,オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ンの 分 野 で 有力 な

勢力 とな って い る。 オ リベ ッテ ィは1962-4年 頃小 型 コ ン ピ ュー タ を 開発 し

てい た が,経 営難 か らGEに コ ン ピ ュー タ部 門 を 身売 りした。 しか し,そ の後

ミニ コ ン,端 末.オ フ ィ ス ・オ ー トメの 面か ら コ ン ビュー タへ 再 参 入 しつつ あ

る。(表1.4-2参 照)
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表1.4-2　 欧 州 市 場 メ ー カ 別 シ ェ ア(メ イ ン フ レ ー ム)

1973年 1978年

I　 B　 M 53　 　% 53.8%
※※

ハ ネ ウ ェ ル 14 16

その 他 の 米
メ　ー カ　ー

19.4 16.7

I　 C　 L 10.7 9.2

"

シ ー メ ン ス 2.5 3.9

※

そ　 の　 他 0.4 0.4

も

※　 　 CIIを 含 む

※※　 ハ ネ ウ ェ ル ・ブ ル を 含 む

　 デ ー タ:PA　 Computers&Telecommunications　 Ltd.,ビ ジ ネ ス ・

　 　 　 　 　 ウ ィ ー ク 推 定

出 　 所:'Business　 Week　 1979年12月17日 号

■

●
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第2章 　 80年 代 に お け る電 子 計 算 機 産 業 を

　　　　め ぐる環 境 変 化 とニ ー ズ

2.1　 社 会 ・経 済 に お け る環 境 変 化

、2.1.1　 外 的 環 境 変 化

　 1970年 代初 頭,石 油 シ ョ ッ クと呼 ば れ る世界 史 上 に も大 きな 足 跡 を残 す エ ポ

ッ クに よ って各 国 経 済 は 一 転 し て長 期 的 な 不 足 に陥 い り,大 きな潮 流 の変 化 に 遭

遇 して きた。 わ が 国 に お い て も例 外 で な く石油 価格 高騰 の波 は,そ れ まで の 高 度

成 長 路 線 を破 綻 させ 国 内経 済 の活 力 を 低 下 させ てい っ た。 しか し、 わ が国 は 市場

を 海外 に 求 め る こ とに よ って活 路 を見 出 だ し,長 期 的 な視 野 に 立 って リス クの 大

きい設 備 投 資 を重 ね 諸 外 国 へ の 輸 出 に 比 重 を置 くこ とに よ って石 油 危 機 に よ る 内

需 の 落 ち込 み を緩和 し,か ろ う じて危 機 を克 服 す る こ とがで きた とい え よ う。

　 70年 代 に お け る この よ うな変 動 の 結 果 と して.わ が国 の 国 際 貿 易 に お い て 大

きな ひ ず み が生 じ欧 米 先進 諸 国 との 間 に貿 易 摩擦 が 起 こ って きて お り,一 方,背

後 に は 石 油 価 格 の 恒 常 的 な1二昇 とい うや っか いな 問 題 が 解 決 され てお らず,80年

代 に 望 ん で の 日本 経 済 の 舵 取 りは,よ り一層 困 難 さ を増 してい る。

(1)　 エ ネ ル ギ ー制 約

　 　 60年 代 か ら70年 代 始 め に か け て,わ が 国経 済 は低 廉 で しか も豊 富 な エネル

　 ギ ー資 源 の供 給 を 安 定 的 に得 て飛 躍 的 な 高度 成 長 を遂 げ て き た。 そ の結 果 とし

　 て エ ネル ギ ー使用 量 は 年 々増 加 し世界 有 数 の 消 費 国 と な って きた が,そ の 供 給

　 の9割 近 くを海 外 に依 存 し特 に エ ネ ル ギー全 使 用 量 の7割 以 上 を 占 め る石 油 に

　 至 っては,ほ ぼ全 量 を 輸 入 に た よ って い る状態 で ある。 この ように,わ が国 の エ

　 ネル ギ ー供 給 構 造 ば 欧 米 諸 国 に比 して格 段 に脆 い 体 質 とな っ て い る。

　 　 したが っ て,1973年 の石 油 シ ョ ッ ク以 降,産 油 国 に お け る 資源 ナ シ ョナ リ

　 ズ ムの 台 頭 や メ ジ ャ ーの 存在 と も絡 ん で数 回 に わ た り敢 行 され た石 油 価格 の 値
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　」二げは,わ が国経済 に大 きな インパ ク トを与 えた。

　 各産業において コス トのは ね上が りが中間財 や最終製品の価格へ転嫁 され・

その ため購買力の低 下による国 内需要の冷却 化や企 業の投 資意欲 の減 退を引 き

お こし不況へ と落 ち込んで い った。

　　70年 代後半には輸 出の増強 に よ り"わが国経 済は一応回復 の方 向に進んで い

　る。 しか し.80年 代において も原油価格の 上昇傾 向は継続 してい くと予想 され

健 全な成長 を維 持す るためには コス ト上昇の インパ ク トを吸収 で きる柔軟性の

　ある経済構造への移行 を進 めてい く必要 があ ろ う。

　　また,わ が国の石油供給の 大部 分は中近 東の産油国に依存 してお り,そ れ ら

　諸 国はパ レスチ ナ問題 を抱 え,さ らに,70年 代末 にお けるイランの政変 に見 ら

　れ る ように政治情勢は極 めて不安定 である。 それ ゆえに,今 後の石 油供給 の見

　通 しは,さ らに,不 透 明な もの とな ってい くだ ろ う。

　　 この ような状況 の もとに石油 を中心 とす るエ ネル ギーの問題は,わ が国 が安

　定 的かつ持続的に成長す るための マ クロ的 制約 とな り,こ れ に早急 に対 処 して

　 いか なけれ ばな らない。

(2)先 進国 にお ける保護 貿易主義 の台頭

　① 先進国経 済の停滞

　　　 世界的 な不況の中,欧 米先進諸国 も経 済状況の悪化か ら抜 けだせないでい

　 　 る。

　　　 米国はいまだ世界 第一位 の経 済力 を維持 している とはい って も慢性 的な イ

　　 ンフレーシ ョンに悩 まされ てお り,最 近 において公定歩 合を13%と い う高率

　　 に引 きあげ る とい う極端 な総需要抑 制政策 をと らざるを得なか った ほど経済

　　 は混迷 してい る。賃金,資 源等 コス トの 上昇に生産性の 上昇が追 いつかず労

　　 働市場 もだ ぶつ いてお り失業率 は8%に 迫 ってい る。

　　　 一方,欧 州 主要 各国はECを 経 済の基 盤 と し,結 束を一層 強固 な もの とす

　　 るよう指 向 してい るが,イ ギ リス等の加盟 に よる拡大EC内 では全体 的な不

　　 況の中にあ って さ らに各国の経 済成長の バ ラツキが あること か ら・それ ぞれ
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　独 立 国 家 として の 責任 範 囲 が 不 明 確 化 し,寄 り合 い 世帯 にお け る デ ィメ リ ッ

　 トが 顕 在 化 して きて い る。

　 　 この よ うに 先 進 諸 国 に お け る経 済 の 停滞 か ら各 国 内 にお け る不 満 の 声は 増

　幅 され,そ の た めに,政 治 は 内 政 重 視 の 方 向 を辿 って い る。 した が って,各

　 国 の 利 害 の調 整 は よ り一層 困 難 さを増 し,サ ミ ッ ト等 の国 際 会 議 の場 に お い

　 て も各 国 か らわが 国 に 対 す る要 求 は 一段 と厳 し くな って い く と予 想 され る。

② 先 端産 業 にお け る貿 易 摩 擦

　 　 戦 後,わ が 国 は 豊 富 な 人的 資源 とあ くな き成 長 へ の欲 求 か ら諸 外 国 よ り各

.種 技 術 の 導 入 を推 進 し,そ の 技 術 を 内部咀 噛 す るこ とに よ っ て先 進 諸 国 に 対

　 し急 速 に キ ャ ッチ ア ップ して きた。 古 くは 繊 維 産 業に 始 ま り,鉄 鋼,化 学,

　 自動 車,家 電 と技 術 力は 彼 ら と肩 を並 べ,最 近 で は 技 術 先端 産 業 とい われ る

　 分 野 で あ る エ レ ク トロ ニ ク スに お い て も国 際 競 争 力 を持 つ に 至 った 。 同 時 に,

　 その 技 術 力 を テ コに し てそれ ぞ れ の産 業 の経 営 基 盤 は強 化 され て製 品 に も競

　 争 力 が つ きは じ め,多 くは 輸 出 商 品 と して海 外 マ ーケ ッ トへ 進 出 して い っ た。

　 　 70年 代 の後 半 に な っ て 日本 の 輸 出 主要 製 品 で あ る自動 車 や カ ラ ーTVの

　 先 進 国 へ の浸 透 が 自国 内 の 失 業 を 加速 させ る こ とか ら貿 易 摩 擦 を引 きお こ し,

　 米 国 に お いて カ ラ ーTVは ダ ン ピン グ販売 の 指 摘 を受 け,自 動 車 に関 して は

　 工 場 の進 出等 の 要 求 を つ きつ け られ て い る。

　 　 ま た,近 年 に な って半導 体 に つ い て も摩 擦 が 生 じて きて い る。 特 に 米 国 に

　 お い て は 日 本の半 導 体 製 品 の 占 め る シ ェ アは まだ 低 い とは い え,16Kビ ッ ト

　 RAM(Random　 Access　 Memory)な ど特定 製 品}こつ い ては,"シ ェアを拡 大

　 しつ つ あ る た め,同 国 では 国 内 産 業 を脅 や か す 日本 の進 出 に対 して米 半 導体

　 工 業 会(SIA)を 中 心 に対 策 が検 討 され て い る。この 背 景 には 第 一 に 半導 体

　 産 業 は 技 術 集 約 的 産 業 の 典 型 で あ り,そ の発 展 に よる技 術的 波 及 効 果 が 太 き

　 く,将 来 にわ た っての 重 要 な産 業 で あ る こ と。 第 二 に過 去 の 経 緯 か ら考 え て

　 将 来 の 自動 車産 業 と な り うる こ と等 があ り危 機 感 を一層 あお って い る と思 わ

　 れ る。
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　　　この状況を考 えると先端産 業貿易 におけ る各国の リアクシ ョンは一層早 く

　　大 きくな ってい くと考 えられるため,こ の点で国際間 での産業調 整について

　　早期の うちに検 討 してお くことが必要 となろ う。

　　　 もは や,経 済大国とな ったわが国にとって,そ の動向 が世界的経済 に与 える

　　影響 を十 分認識 し,責 任あ る行動 を と ってい くことが重要 となる。

(3}中 進国の追 い上げ

　　過去,わ が国が辿 ってきたように中進工業国 で ある韓国 や メキシコ も急速 に

　技術的キ ャ ッチ アップへの道を進みつ つあ る。80年 代 にお いては労働 集約型 の

　非耐久消費財の みな らず それ ほど高度な技術 を要 しない耐久 消費 財や資本財に

　関 して も国際競 争力 をつけ てい くと予想 され,そ の産業 分野 にお い て も競合が

　強 まって くる。

　　韓国では,す でにIC実 験 プラン トに 巨額 の費用 を投 資 し産 業化を進 めている

　 ことで見 られる ように教育水準があ る程度 高 く,社 会 的基盤 が一応確立 してい

　 る国では,経 済発展 への テ イクオ フが遅け れば遅 いほ どキャ ッチ アップの速度

　は早 くな ると考 え られ るため,中 進工業 国のわが国に与 えるイ ンパ ク トを予想

　 し遅れ ずに対処 してい くことが必要 となろ う。

　　 この ように,先 進諸国か らの先端産 業に対 す る圧 力 と中進工業国か らのキャ

　 ッチ ァップに よる圧迫,加 えて.発 展途 上国 との一次産 品 に関す る輸入調整等.

　 わが国の 国際貿易 における諸 問題は 山積 してお り,国 際社会 におけ る 日本の 役

　割につい て十分考慮 しつつ.国 際協調.国 際貢献 を指向 しなが ら全体 として最

　適の道を選 んでゆ くことが必要 とな って くるだろ う。

2.1.2　 国 内 環境 変 化

　70年 代 にお きた劇 的 な潮 流 の変 化 に よ る経 済 環 境 の 悪 化 は.80年 代 に至 って

もそ の 影 をお と し,今 後 の 見 通 しを さ らに 不 透 明 な もの と して い る。 こ の 中で わ

が 国 にお け る社 会 環 境 も次第 に変 化 して 行 く。

　 こ れ まで の数 年 間 に 及 ぶ不 況 の 波 を 乗 り切 っ て きた 企 業 の 中 に は,減 量 経 営 を
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余 儀 な くされ,不 採 算 部 門 の 整 理 や余 剰 人 員 の切 り捨 て等 で,身 軽 に な る こ と に

よ って危 機 を脱 して きた もの も多 か った。 そ して現 在,わ が 国経 済 は 不 況 の嵐 を

首 をす くめ な が ら も一応 や りす ご して きた。 しか し な が ら ,依 然 と し て周 囲環 境

は 厳 し く・ その 中 で ・ 目前 に遣 り くる諸 問 題 一高齢 化社 会
,高 福 祉 社 会等 への 対

応 に全 力 を挙 げ て取 り組 ん で 行 か ね ば な らな い。

(1)雇 用 吸収 力 の 低 下

　　 80年 代 において企 業 をと りま く環境は,エ ネル ギー コス ト,賃 金の上昇や

　 海外 マーケ ッ トの縮 少,市 場競争の激化な どに よ り,さ らに,厳 しい ものにな

　 ると予 測 され る。各企 業にお いては 製造部門の みな らず,'事 務部門 における機

　械化 を一層推進 して行 くことに より生産性の向 上を 目指す とと もに経 営の効率

　 化 を図 るべ く注 力 して行 くであろ う。

　　 その ために,各 産 業に おいて雇用 吸収力 の低下 傾向が見 られ,労 働の需給 ギ

　 ャ ップが拡大 してゆ く可能性があ る。 その状況の もとに完 全雇用 を達成 してゆ

　 くため には既 存産 業 にお ける新 たな労働市場の創 造や新 しい産業の台頭に よる

　労働市場 の拡 大 を図 るこ とが必 要 となろ う。

(2)労 働者の質 の変 化

①　 高齢化社会

　 　 　先 頃発 表 され た 総 理 府 の 調査 に よ る と,日 本 人 の平 均 寿 命は,男 子:73.

　 　 46歳,女 子;78.89歳 とな り,そ れ ぞれ 前 年 に 比 べ て約0.5歳 の 伸 び を示 した 。

　 　男 子 は 世界 第2位,女 子 もス ウ ェー デ ン,ノ ル ウ ェー と と もに,第1位 の ア

　 　 イ ス ラン ドに 迫 っ てお り,ま さに,わ が 国は 世界 的 な 長 寿 国 とな った。

　 　 平均 寿 命 の伸 び に と もな って就 業 人 口の 年 命 別 構 成 に お け る中 高年層 の 比

　 　率 は増 大 し ・2000年 には 労 働 者に 占 め る55歳 以 上 の比 率 は20%を 大 幅 に

　 　越 え・30歳 未 満 の 労 働 者 数 を上 回 る と推 測 され てい る。

　 　 　日本 の 雇用 慣 習 で あ る終 身 雇用 制 や年 功 序 列 と い う慣 行 を維 持 し て,こ の

　 ま ま 高 齢化 が進 ん で 行 くと賃 金 コス トの 増 大 が 急 速 に 表面 化 し経 営 へ の 圧 迫

　 要 因 と な る こ とが 考 え られ る。 加 え て,中 高年 層 の増 大 に即 し て企 業 内 の ポ



　　ス トを増やすに も限界 があ ることか ら労働 者のモ ラルの低下 や転職 希望 者の

　 増加傾 向が生 じ企業 の成長を阻害す る要因 とな ろ う。

② 　高学歴社会

　　　わが国の就学率 は,欧 米諸 国に比 して極めて高 く大学への 進学 率を見 ると

　　男子で は4割 近 くまで 上昇 してい る。 そ して短大 を含 めた大卒者の新規就 職

　　者に占 める割 合は,70年 代初頭 には2割 程度 であった ものが,最 近では3割 近

　　くに までな ってい る。

　　　この ように労働 者の高学 歴化が進行 するこ とによって,い わゆ るホ ワイ ト

　　カラーの比率 は増加 し企業内にお ける管理職候補 者の増 大 と,昇 進の停滞 と

　　に よってモ ラルが低 下 してゆ くことが懸念 され る。

　　　一方,ブ ルーカ ラー と呼 ばれる現場 労働者や単純作業 に従 事す る労働者の

　　減少 に よ り製造部門等 におい て労 働力の不足が生 じるおそれが ある。

③ 就業時間の減少

　　　労働の ために拘束 され る時間 をな るべ く短縮 し自由時 間を拡 大す ることに

　　 よって充実 した余 暇 を楽 しみたい とい う欧米流の考 え方 が導 入 され,す でに,

　　わが国企業におい て も週休2日 制を採用 している ところ が多 くな っている。

　　今後 もこの傾向は継続 し週休2日 制は中小企業にまで 浸透 して行 くだろ うし,

　　夏期における長期休暇 な ど も一般 的に普及す るだ ろ う。

　　　就業時間の短縮は,直 接 に生産量 の減少 につ なが り,現 在 の生産 を維持 あ

　　 るいは伸ばそ うとすれば,そ れ な りの人員の増強 を要 す るが コス トの増加を

　　 回避す るため,む しろ時間 当 りの生 産性 を向上 させて行 く努力が必要であ ろ

　　 う。

(3)　高福祉社会

　　 わ が国の社 会福祉制 度は 他の諸国 と比較 して決 して高 い水準にあ るとは言 え

　 ない。80年 代には高齢化社 会が進んで行 くなどの環境 の変 化か ら国民の福祉に

　 対 す る要請は,ま す ます高 ま って行 くだろ うと推測 され る。

　　 しか し,福 祉の高 度化を実現す るためには社会 資本 ス トックの充実 ・年金の
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　増額等,莫 大な資金 が必 要であ り財源の問題 が依然 としてネ ックとなっている。

(4)地 域社会の活性 化

　　大都市 にお ける人 口密 度,交 通の混雑,住 宅事情の悪化か ら人 々や企業の積

　極的 な地方へ の移動,進 出が進 むだ ろう。

　　 最近,Uタ ーン現象,　Jタ ーン現象 と呼 ばれ,地 方での就職を希望 する若年

　層が増大 し,地 方都市へ の定 住傾向が進展 している。 この ような フレッシュな

　人材の地方指 向の増大 と企業の地方 進出が相乗的に作用 し各地の地域経済の発

　 展 につながって行 くと考 え られる。

2.2　 電 子 計 算 機 を め ぐ る ニ ーズ の変 化

■

2.21　 国内ニーズ

　 国 内にお ける電子計算機利用 に対 する ニーズを社会経済,企 業,個 人 とい う3

者に分 けてと らえると社 会経 済か ら起 こって くる要求は新たな労働市場 を創造 す

ることに よって失業率の 上昇 を防 ぐこと,企 業か らは厳 しい競争 を克服 するため

に生産性 を向上 させ経営の効率化 を推進 す ること,個 人か らは豊か な社会生活 を

実現 す るために福祉の高度化 や ダーティーワークか らの開放等が挙げ られ よう。

(1)生 産性の向上

　① エネルギー消費の効率化

　　　 80年 代にお いて経 済成長の マ クロ的 な制 約 要因 となると考 えられ るエ ネ

　　ル ギー供給 の不安 定性お よび エネルギー コス トの上昇 に対処す るため社会の

　　 各分野で省 エ ネル ギー化,エ ネルギーの効 率的 な利用 を推 進 して行 くことが

　　必要 とな る。

　　　民間産業にお いては,エ ネルギーコス トの上昇 に よって競 争力を損 わな い よ

　　 うにで きるだけ価格 への転嫁 を回避 し,経 営 への圧迫 を避 け るた めエネルギ

　　 ー1単 位 当 りの生産 性 を上昇 させ コス トの上昇 分 を産 業内で吸収 する よう努

　　め る ことが必要 となろ う。 ま た,家 庭生活 の面 におい て も光熱費な どの高騰
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　 に よる家計 へ の 負担 の 増 大 を軽 減 す る よ うな製 品 が待 望 され る。

　 　 具体 的 に言 えば,企 業 に お い て生産,開 発,販 売 コス ト削減 を図 る た め に

　 設 計 部 門 で はCAD(Computer　 Aided　 Design),製 品 部 門で はCAM(Com-

　 puter　Aided　 Mmufacture),　 イ ンテ リ ジ ェ ン トロボ ッ ト,事 務 部 門 で は オ フ

　 ィス ・オー トメー シ ョン機 器 が,家 庭 に お い ては,電 力 や ガ スの コ ン トロ ール

　 シ ス テ ム な どの 開 発 が要 望 され る。 さ らに,そ れ 自体 が エ ネル ギ ー効 率 の よ

　 い 資本 財 あ るい は 耐 久 消 費 財に 対 す る ニ ーズ が増 大 す る。

　 　 したが って,各 分 野 に お い て省 エ ネル ギ ー 化 の た めの マ イ ク ロプ ロセ ッサ

　 の利用 や 電 子計 算 機 に よる コ ン トロー ル シ ス テム が よ り一 層 発 達 す るで あ ろ

　 う。

② 事務 の効 率 化

　 　 製 造 部 門 に お け る生 産 工 程 の 自動 化,機 械 化 は,す で に,1950年 代 か ら

　 始 ま ってお り,今 日 まで に 目覚 しい生 産 性 の 向 上 を 遂 げ て きた。 しか し,事

　 務 部 門 にお け る生 産 性は ほ とん ど 上が っ てい な い。 米 国 で は,こ の10年 間

　 に製 造 部 門 で の生 産 性は90%上 昇 した が 事務 部 門の 上 昇 率 は わ ず か4%に

　 留 ま っ てい る。

　 　 最 近 この 分野 にお け る効 率 を見 直 そ う と い う気運 が 高 ま って きて お りオ フ

　 ィスの 機 械 化 に よ る事務 の 生産 性 向 上 が検 討 され 始 め てい る。 そ して,オ フ

　 ィ スの 機 械 化 は 電 子 計 算 機 を ベ ース に ワ ー ドプ ロセ ッサ,デ ー タ処 理,電 子

　 メ ール,イ ン テ リジ ェ ン ト ・コ ピ ア等の 事務 機 械 と,フ ァ クシ ミ リや デ ィ ジ

　 タル デ一 夕通 信 シ ス テム等 を取 り扱 う通 信機 械 を組 み合 せ た,い わ ゆ る コ ン

　 ピ ュー タ技 術 と通信 技 術 の結 合 に よる オ フィ ス ・オ ー トメ ー シ ョン シ ス テ ム

　 が急 速 に発 展 しつ つ あ る。

　 　 さ らに,経 営 を サ ポ ー トす るた めの電 子 計 算 機 の 有 効 利用 が 図られ るで あ

　 ろ う。 例 えば,意 志 決 定 を サ ポ ー トす る デ ー タベ ー ス を用 い た デ ィ シ ジ ョン

　 サ ポ ー トシ ス テ ム な どに 対 す る ニ ー ズが 高 ま って こ よ う。
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　③.製 品の品 質改善.高 度化,多 品種少量生産

　　　 これ まで,わ が国 にお い ては製品の品質 と信頼性の 向 上 とい う面 につ いて

　　 大 きな比 重を置い て追求 を続 け て きた結果,諸 外国 か らも高 い評 価を得て き

　　 ている。今後 にお い て も競争力 を低下 させない ために品質改善 を怠 た らず信

　　 頼性 を さらに向 上 させて行 くことが必要 となる。 そ こか ら,メ カニ カルな部

　　 分のエ レク トロニ クス化や人間 が行 って きた作業の電 子計 算機等への代替 と

　　 い うよ うな ニ ーズが発生 す るで あろ う。

　 ・'中 進工業国 に追 い上げ られ ている産業分野においては賃金 水準の格差か ら

　　価 格競争力 では対抗 しきれな くな ると予想 され,わ が国産 業が生 き残 るため

　　 には産 業内におけ る国際分 業化への道 を見い だして行か ねば な らない だろ う。

　　 これには,マ イ クロ プロセ ッサの組 み込み によって生産 工程 や製品の中に複

　　 雑な機能 を持 たせ るな ど,よ り付加 価値 の高い技術的に高度 な製品の開発 を

　　 進 めて行 くことが必 要 とな る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・

　　　 一方,需 要側の ニーズの多様化 に対応 して供給サ イ ドに,よ り多 くの種類

　　 の製品 を取 り揃 えてメ ニュ ーを増 やすことが要求 され て くる。 その ために,

　　 今 までの ような大量生産 シ ステムだけで な く多種類の製品 を低 コス トで生産

　　 す る技 術が待 望 され る。 この ために,大 量生産 システムの製 造工程 に柔軟性

　　を持 たせ て,多 種類 の製品 を生産 す る電子計算機 に よる工程管 理お よび生産

　　管理 シス テムが,今 後 ます ます発展 す ると考 えられる。

(3)豊 かな社会形成の た めの ニー ズ

　① 労働時 間の減少

　　週休2日 制 などをい ち早 く導 入 した大企業 の例 に習 って,労 働市場 にお いて

　は週休2日 制が中小企 業にあ って も一 つの条件 とさえな りつつあ る。

　　 しか しなが ら,こ の労働時 間の短縮 に対 して,そ の短縮 分の生産 性の向上 を

　図 る必要 があ る。 この ためには,企 業 におい ては生産 の合理 化,プ ロセスの 自

動 化へ と努力 が傾 注 されるが,さ らに進んで無人化へ移行 していくものと思われる。

　　一方,生 産性の 向上は,高 信頼 性 ま たは ム ラな く高品質の プロダク トを維持
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す るプ ロセ ス を開 発 し,歩 どま りを良 くす る こと に よ り相 対 的 に生 産 量 の拡 大 ・

コス トの低 減等 を 図 る こ と も考 え られ る。

　 これらの方法は,当 然,高 度な電子 計算機の導 入や必要な工程な どに随所 にマ

イ クロプロセ ッサの導入等 を図 る ことが不可欠で,電 子計算機 システムに対す

る大 きな ニーズが 出て くる。

②　福祉の高度化

　　 国民的 な課 題 として,社 会福祉の高度化が叫ばれ続 けているが,財 源難等

　 の問題か ら,あ ま り財源 を必要 としない ものか ら着手 して,い ろい ろな福祉

　 対 策を進 める ことが予想 され る。

　　 これか ら相対 的 に増加 して ゆ く高齢者へ の対 策や医療問 題などは,国 家 プ

　 ロ ジ ェ ク トとし て取 り扱 う必要 の あ る デ ー タベ ー ス ・デ 一 夕 コ ミュ ニケ ー シ

　 ョンシ ス テ ムの 構築 が 必要 と な ろ う。 特 に 医療 に 関 し ては,離 島 やへ き地 に

　 お け る医療 水 準 を向 上 させ るべ き地 医療 シス テム や,急 患 発 生 時 に迅 速 に適

　 切 な 治 療 の で きる 医療 機関 に つ い ての 情 報 を 提 供 す る 救 急 医 療 シ ステ ムな ど

　 へ の社 会 的 ニ ー ズが 生 じるで あ ろ う し,一 方 で は,CTス キ ャナ ー な ど,医

　 師 の判 断 を 高 精 度 の デ ー タに よ っ てサ ポ ー トした り,病 気 の 原因 究 明 を助 け

　 る機 器 の 進 歩 に 対 し て も期 待 が 強 ま る。 ま た,公 害 や 環 境 汚 染 問 題 等 の 対 策

　 には,広 範 囲 に 亘 る精 度 の 高 い監 視 シス テム や,公 害 防 止 設 備 な どの ニ ーズ

　 が 高 ま る。 これ らの ニ ーズ に対 応 す る手 段 は,い ず れ も電 子 計 算機 を中 心 と

　 す る電 子 技 術,計 測 技 術 で あ り,わ が 国 は この 方 面 の 技 術 に 世 界 的 水 準 を 有

　 し てい る。

　　 教育関係の福祉 政策 と しては高学 歴社会が形成 されてい るわが国に とって,

　 その学歴社 会に追従で きない人 々や身 障者 に対 する対 策など,未 だ多 くの問

　 題が存在す る。 これ らの人 々を対 象 とす る教育 ・学習 システムの 開発 な どは ・

　　自動車学校 や職業 訓練用 としてすでに幅 広 く導入 され ているCAI(Compute「

　 　 Assisted　 Instruction)の 応 用 が 可 能 と な ろ う 。
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③ ダーティー ワークの機械化

　　 化学薬 品の処理 や ガスや水道の 工事に関 す る土木作業等,今 迄人 が苦労 し

　 て働 い ていた作業は大部分機 械化 され た。農作業 における種播 きや田植 も同

　 様 に機械 化が進んで いる。

　　 しか しなが ら,特 殊環境の中での作業 一例 えば放射性物質の取扱 いや地 下

　 の ガスが充満 している中での工 事等は労働者 に危険が及 ぶ可能 性が大 きい。

　 しか し,そ の 仕事の内容は単純 な反復作 業 とい った定型 的な作 業で あ り,こ

　 の よ うな作業 は積 極的な機械化が 望まれ る。

　　 これは コ ンピュータに対 するニ ーズと同様 に産業用 ロボ ッ ト,知 能 ロボ ッ

　 トに対 する需要 で もある。わが国 は今迄 に生 産工程に対 する ロボ ッ ト化は世

　 界的 にみて も太 き'くリー ドして いるが,こ の技術 をさ らに新 しい ニーズに 向

　 け て一層展開 してゆ くことに なろ う。

■

2.2.2　 海 外 の ニ ー ズ

　先 進 国 や 中 進 工 業 国 に お い ては,そ れ な りに抱 え て いる問題 も異 な る と考 え ら

れ る。

　即 ち,先 進国 にお いては,わ が国 と同様 な問題を抱 えて お り労働 賃金の 上昇,

生産 性向 上の鈍 化 と云 う問題が出 てい る。 労働賃金の上昇は工業化 が図 られ て・

あ る程度 コス トは吸収 され るが,景 気 の変動 に よるイ ンフレー シ ・ン等 で それ を

上回 る賃金 上昇 を来 た し,海 外に対す る競争力 を失 な う方向にあ る。ま た,わ が

国は世界 で最 も進ん だ高学歴社会 を形成 し終 身雇用制が 大部分の企 業 で普及 して

い る。

　 しか るに,海 外 先進国 では一定の経 験ま たは ノウハ ウの蓄積 をした有能な技術

者,管 理者が他 に移 るこ とに より,実 際に は合理化 や高い品質 管理 を達成す るこ

とが非 常にむず か しい問題 とな って きている 。
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　 ま た,中 進 国 に お い ては早 急 に 工 業 力 を先 進 工業 国 に キ ャ ッチ ア ッ プす べ く努

力 を 積 み 重 ね て い る が,そ の キ ャ ッチ ア ッ プの テ ンポは 技 術 が進 歩 す る に 従 い鈍

化 し て くる。

　 この よ うに,多 少 の相 異 が あ っ て も,エ ネル ギ ー使 用効 率 の 向 上 や低 生 産 部 門

の 生 産 性の 向 上,品 質 管 理,信 頼 性 の 向 上等 既 に 前 に述 べ た 国 内の ニ ー ズ と余 り

大 き く変 らず,電 子 計算 機 に対 す る ニ ー ズは 今 後 ます ま す高 ま る もの と予想 され

る。

　 先 進 工 業 国 は既 に あ る程 度 の 電 子 計 算 機 産 業は 確 立 され て お り,そ こに は コン

ピ ュ ータ シス テム を は じめ,そ の周 辺 装 置,端 末 装 置の ニー ズ が 出 て い る もの と

考 え られ る6

　 そ の た め,こ れ らの 国 々へ の 対 応 はtt　TVや 自動 車 の例 に あ る貿 易 摩擦 の 問 題

を 十 分 よ く注 意 す べ きで あ る。

　 次 に開 発 途 上国 で は エ ネル ギ ー使 用 効 率 の 向 上 よ り もむ'しろ イ ン フ ラス トラ ク

チ ャ ー拡 充 の 一助 と しての コ ン ピ ュ ー タ導 入 の 要 望 や 自国 内 の産 業 の 振 興 や効 率

化 を進 め るに 当 って の ニ ーズが 増 す もの と考 え られ る。　 　 　 　 ・

　 即 ち,国 家 レベ ル で の 問 題 として の コ ン ピ ュ ータ導 入 の ニ ー ズが 高 く,例 えば,

国勢 調 査 や経 済 統計 に 利用 す る電 子 計 算 機 シ ス テム や各種 プ ラン ト内 に設 備 す る

電 子 計 算 機 シ ス テ ム,治 安 を維 持 す る た めの 警 察 シ ス テム,大 学 で の 電 子 計 算機

の教 育用 シ ス テ ム な どが挙 げ られ る。

　 これ らの 国 々で は 未 だ 電 子計 算 機 産 業 は成 立 して い ない が 国家 レベ ル で の各 種

プ ロジ ェ ク トに は シ ス テ ムが個 々 に導 入 され る ケ ー ス が多 くニ ー ズ は今 後 高 ま っ

て くる。

　 一方,こ う した国 々の 情 報 化 に対 し て,わ が 国 は 先 進国 の 一 員 と して その 役 割

を果 た すべ く,積 極的 に協 力 して ゆ くこ とが 重 要 で あろ う。 そ れ に は,ま ず,技

術 者 の受 入 れ,あ るい は現 地 に お い て 教 育 訓 練 養 成 す る こ とに よ り,情 報 化 推 進

の た めの 各 国 の ポ テ ン シャ リテ ィを 引 き上 げ る こ とが先 決 とな ろ う。 そ して,各

国 の もつ 特 有 の ニ ー ズに 合 わ せ た 情 報 シ ス テムの 一 例 えば そ の国 の 公 用 語で オ ペ
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レー シ ョン可 能 な電 子 計 算機 シ ス テ ムの 開 発 や ,そ の 建 設 の た めの 資金 援 助,ノ

ウハ ウの 提供,コ ンサ ル テ ーシ ョ ン等 を 進 め ,情 報 化 基 盤 の整 備 に 貢 献 して ゆ く

こと が必 要 とな る だ ろ う。

2.2.3　 電子計 算機産業 をめ ぐる環境 変化

　 電子計算 機産 業は,1960年 代以来の各産業の生産 の合理化,製 品の高信頼 化,

省 エ ネル ギ ー化等 の 目的 に よ る電 子計 算 機 の導 入 に よ り順 調 な 成長 を遂 げ た。 そ

して,現 在,電 子 計 算 機 はLSI技 術 の 発 展 に よ り ,小 型 化 や信 頼 性の 向 上,低

消 費電 力 化 が 進 み,分 散 処 理 シ ステ ムの 開 発 や,仮 想 メ モ リーの概 念 な どが 展 開

され て い る。　 エ

　 一方,こ の ような技術 環境 とともに,周 辺端 末 装置の技 術が著 しく進展 した。

大容 量 の 磁気 デ ィ ス ク装 置 で は2:5Gバ イ トの装 置 の 実現 な ど,磁 気 記 録 技 術 が

顕 著 な 進展 を遂 げ た。 わ が 国 にお い ては,こ れに 加 え て,パ タ ー ン認 識 の 技 術 が

著 し く発展 した。 そ れ は,わ が国 の 生 活 環 境,特 に漢 字 使 用 圏 で タ イプ ライ タの

使 用 度 の 少 な い とこ ろか ら,手 書 きの漢 字 文 字認 識 装 置 の 実 用 化 や音 声認 識 装 置

の 実用 化,漢 字 プ リ ンタ ーの 実用 化 な ど世界 水準 を 大 き く引 きは な した技 術 とな

ってい る。

　 これ らの技術 を基 礎 として電 子計 算機産業 に与 える環境変 化を挙げ ると,次 の

よ うな もの が あ る。

(1)ハ ー ドウ ェ ア ・コ ス トの 低 下 と ソ フ トウ ェ ア ・コス トの増 大

　 ① ハ ー ドウ ェ ア ・コス トの 低 下

　 　　 1971年IBMが360の 後 継 機 と して 発 表 した370シ リー ズに は半 導 体

　 　 メモ リが使 わ れ,こ こ に 電 子 計算 機 の 処理 装 置 が す べ て 半導 体 に よ って構 成

　 　 され る よ うに な っ た。 そ して ハ ー ドウェ ア ・テ ク ノ ロ ジ ーは 半 導 体 技 術 の発

　 　達 と と もに,非 常 な勢 い で 発 展 し,高 集 積 ・高 性 能 な処 理 装 置 が 実現 す る端

　 　緒 と な っ た。

　 　　 そ し て半 導体 の 集積 化 能 力 が 高 ま るに 従 い ハ ー ドウ ェ ア コス トは 低 減 し,
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1978年 に発 表 され たIBM4300シ リー ズに至 って は 従 来 の 同 一 性能 機 と比

較 して実 に1/3の コ ス トに な っ た。

　 一方,ユ ーザの ニ ー ズや 応用 分野 の拡 大 に よ り,ハ ー ドウ ェ アの コス トの

低 下 に比 して,SE費 用 や プ ロ グ ラム プ ロダ ク ト等 に 係 わ る コス トが ま す ま

す 増 大 す る結 果 とな っ た。(第2.1図 参 照)

　 　IBMは,1970年 ソ フ トウ ェ ア とハ ー ドウ ェ アの 価 格 分 離 を 発 表 し,ま

す ます ハー ドウェア ・コス トの 低 減 が進 ん だ。

　 今後,超LSIや 高 密 度 フ ァ イル 記 憶 装置 の 利用 に よ って ハ ー ドウェ ア価

格は一層低下す る ことが予想 され る.こ の傾向は80年 代にお いて も継続す

　ると思われ る。 さ らに,超 伝導現象 を利用 した高速 論理素子 や記憶素子の利

　用 が可能 にな った時 には数 十倍の高速性か ら新 しい論理 回路 の制御方式な ど

　が開発 され,使 用素 子 を少 な くしてハ ー ドウェアの コス トは 更に低下するこ

　 と も 予 想 さ れ る 。

②'ソ フ ト ウ ェ ア ・ コ ス トの 増 大

　 　 ハー ドウ ェア ・コ ス トの 低 減 に 反 し て,前 述の よ うに第2.1図 に よれ ば ソ フ

　 トウ ェ アの開 発 ・保 守等 の コ ス トが著 し く増 加 す る こ ≒が予 想 され る。

　 　 ソ フ トウ ェアの 中 で も電 子 計 算 機 の 動 作 を制 御 す るオ ペ レー テ ィ ング シ ス

テ ム(os)は 仮 想 記 憶 や デ ー タベ ー ス ・デ ー タ ・ ミニケ ー シ ・ン等 の 機 能

,
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　 　を強 化 し;ユ ー テ ィ リテ ィや言 語 プ ロセ ッサ を整 備 す るこ とに よ って大 規 模

　 　に な って ゆ く傾 向 に あ る。 そ して,そ の 製 造 コス トは 膨 大 に な っ て きた。

　 　 　例 えば,1960年 代 のIBMのOS/MVTは 約100万 ス テ ップの もの が,

　 　 1975年 に レ リー ズ され たMVSのR3で は 約400万 ス テ ッ プにの ぼ って い

　 　 る。

　 　 　今 後,OSの ス テ ッ プ数 も過 去 の傾 向 と同 様 に増 大 が 予 想 され デ 一 夕ベ ー

　 　 ス や デ 一 夕 コ ミニ ケ ー シ ョン,対 話 処理 機 能,ワ ン レベ ル ス トア,RASIS

　 　 等 の機 能 を更 に 充 実 させ る ことに よ り,既 存 のOSに モ ジ ュール と して付 加

　 　 す る方 向 に あ り,1500万 ス テ ップま では 増加 して ゆ く もの と予想 され る。

　 　 　 この 他 に 電 子計 算 機 の 利用 を 一層 促 進 させ る もの と しては,ア プ リケ ー シ

　 　 ョ ンが 肌 理細 か に整 備 され る こ と も大 き く影 響 す る。

　 　 　 この プ ロ グ ラムは 業 種 専用,業 種 共 通 の プ ロ グ ラム が企 業 運 営 の 重要 な ノ

　 　 ウハ ウ と して効 率 化の 鍵 とな って い る もの もあ り,ユ ーザ 自身 が 自作 す る能

　 　 力 とそれ を保 守 す る能 力 を持 つ に 至 って い る とこ ろ もあ る。

　 　 　 これ ら ソ フ トウ ェ ア技 術 の 発 展 動 向 か らみ てソ フ トウ ェアが 真 に商 品 と し

　 　 て の 条 件 を充 た す べ く,信 頼 性 と低 コス ト化 へ の 努 力 が今 後 もま す ます 続 く

　 　 環 境 に あ る と予想 され る。

(2)分 散 処 理 の 普 及

　 ① 多 様 化 す る ネ ッ トワ ー ク利 用

　 　 　 コ ンピ ュ ー タ シス テ ム の 今迄 の発 展 を 回顧 す る と単 機 能 の シ ス テ ムか らマ

　 　 ル チ プ ロ グ ラ ミングに よる一括 処 理 の 可 能 な シ ス テムへ と進 み,コ ン ビ ュ ー

　 　 タの 性能 は 大型 化 す る場 合,コ ス トは1/2乗 に比 例 す る と云 う所 謂 グ ロ ッ

　 　 シ ュ エの 法 則 が発 表 さ れ,計 算 機 シ ス テム は 大型 化,高 速 化 の一 途 を た ど っ

　 　 た。

　 　 　 しか しな が ら,大 型 化 に 伴 う シ ス テ ム制 御 プ ロ グ ラム(OS)の 複 雑 化 と

　 　 運 転 経 費 の増 大 を招 く結 果 と な り,機 能 分 散が 図 られ,オ ン ライ ンシ ス テム

　 　 に お い て,通 信 回線 か らの 入 出力 を 扱 う フ ロ ン トエ ンド・プ ロセ ッサ や フ ァ イ

一89一



　 ル処理 を専門 に扱 う処理 プ ロセ ッサが使用 され るよ うにな った1

　 　そ して,沢 山の 通 信 回 線 を至 て 連 な る端末 装置 を有 する分散処理 シス テ

　 ムが開発 されるに至 った。

　 　 この た め,例 えば,IBM8100に 代 表 され る分 散 処 理 プ ロセ ッサや 通 信

　 機 能 を持 った小 型 電 子計 算 機 等 が 発 表 され,ネ ッ トワ ー ク利用 が ます ます 促

　 進 され た。 勿論,こ の 陰 に は ハ ー ドウェ アの 低 コス ト化 と複雑 な 通 信 手順 に

　 対 す る ファ ーム ウ ェ ア化 がLSI技 術 に よ っ て裏 打 ら され たの で あ る。

　 　 そ して,端 末 装 置 に つい て も電 子計 算 機 べ 今 迄 は 符 号 を送 ってい た の に 対

　 して端 末 装 置 の イ ンテ リ ジ ェ ンス機 能 の発 達 に よ って メ ッセ ージの送 受 を行

　 う方 向 へ と発 展 した た め回線 の 費用 を低 減 して,分 散 処 理 が 発 達 したの で あ

　 る 。

　 　 この よ うに 分 散処 理 の発 展 に よ り分散 処理 に 適 し た制 御 プ ロ グ ラムの 開 発

　 が進 め られ る と同 時 に,ア プ リケ ー シ ョ ン も開 発 が進 め られ,ネ ッ トワー ク

　 利用 は ま す ま す 多様 化 の方 向 に あ る。

　 　 この よ うに して分 散 処 理 シス テ ムは,コ ン ピ ュー タ技 術 と通信 技 術 の複 合

　 化 に よ って成 立 つが,そ の た めIBMで は,　 SNA(System　 Network　 Archi-

　 tecture)を 開 発,同 じ よ うにDCA(UNIVAC)DNA(DEC)な どが 相 次

　 いで 発 表 され,我 国 にお い て も電 電 公 社 がDCNAを 発 表 し,国 内 各 メ ー カ も

　 ネ ッ トワー ク アー キテ クチ ャを発 表 し た。 これ らは 先 に 説 明 した ネ ッ トワ ー

　 ク シス テ ム と結 合 す べ く,コ ン ピ ュ ー タ側 もそ の標 準 化 に焦 点 を合 わ せ る 方

　 向 にあ る。

② 通 信 ネ ッ トワー ク シス テ ムの 標 準 化

　 　 デ ー タ通 信 の基 調 は,1960年 代 か ら1970年 代 に か け て 大 き く変 わ って

　 きた。 それ は 電 子 計 算 機 な らびに端 末 の 計 算 コ ス トが 急 速 に 回線 コス トに比

　 して 低下 して きた こ とで あ る。1970年 代 に は コン ピ ュー タの コス ト ・性 能

　 比 の 向 上 に よ り,伝 送 ・交 換 コ ス トと計 算 コ ス トの 比 率 が 逆 転 した。 ・

　 　 先 に 述 べ た通 り,分 散 処 理 の発 展 は この 伝 送 ・交 換 コス トが 高 価 な こ と も
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一 つの 要 因 と な
って い る。

　 そ こで回線'の効率 を高 め る必 要性が出て来 て,パ ケ ッ ト交換方式が開発 さ

れ た 。 米 国 のARPA(Advanced　 Research　 ProjectAgency)ネ ッ ト ワ ー

ク は,1968年 最 初 の パ ケ ッ ト交 換 網 と し て 知 ら れ て い る
。 そ の 当 初 の 目 的

は,回 線,
.コ ン ピ ュ ー タ ・ デ ー タ な ど の 一 体 化 を 図 る こ と で あ っ た が,そ れ

を 実 証 し た の で パ ケ ッ ト交 換 網 が 発 達 し た
。 そ の 例 と し て は,IFONET

(1970年 、,Telenet(1975年),ALO且A(1975年) ,　 DATDPAC(1976

年)等 が あ る 。

　 これ は第2.2図 に示 す よ うに,デ ー タの伝 送 が通 常,一 時 的 に 集 中 し て発

　　//
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図2.2　 パケ ッ ト交 換 の し くみ

生 す る性 質 を利 用 し・一 つ ず つ束 ね て(P・ ・h・t)変 換 す る 方 式 で あ る
.そ し

て一 種 の コ ン ピュ ー タ化 され た交 換 機 を デ ー タ通 信 網 の交 換 ノ ー ドに 設置 し

デ ータ伝 送 に 適 した複 雑 な機 能 を持 たせ る よ うに 作 られ た もの で 今後LSI

の発 展 で 一層 性能 の 向 上が 図 られ る もの と期待 され る
。

　 この パ ケ ッ ト交 換 網 の ア ーキ テ クチ ャは 通信 プ ロ トコル に よ っ て規 定 され

る が・ 公 衆 網 の ア ーキ テ クチ ャがCCITTのX .25プ ロ トコル に標 準 化 さ

れ つ つ あ り コ ン ピ ュー タ側 もこの 標 準化 に対 応 す る よ うにな
っ て来 て い る。

こ れ に よ り一層 分 散処 理 の促 進 が図 られ る もの と期 待 され て い る
。
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③ デ ィ ジタ ル デ ー タ通 信 の利 用

　 　電電 公社 で は,デ ー タ通 信 回線 の 需 要 が 多 様 化 し,高 度 化 す るの に対 して

　高速 ・高 品 質 で 新 しい機 能 を有 す る 「新 デ ー タ網 サ ー ビス 」(通 称DDX:

　 DIGITAL　 DATA　 EXCHANGE」 を 開 始 す る よ うに な っ た。

　 　 この う ち,回 線 交 換 サ ー ビス につ い ては,1979年12月25日 に 開 始 し,

　 パケ ッ ト交換 サ ー ビス につ い て は>1980年7月 末 に サ ー ビス を開 始 す る予

　 定 で あ る。

　 　 今迄 の 特 定 通 信 回線 サ ー ビスや 公 衆通 信 回線 サ ー ビス の夫 々の 問 題 点 を,

　 このDDXは 解 決 す べ く用 意 され た もの で,伝 送 速 度は200ビ ッ ト/秒 程度

　 の 低速 か ら48キ ロ ビッ ト/秒 の 高速 迄 を7段 階 に 分 け てサ ー ビス し,デ ー タ

　 通 信用 の 公衆 網 サ ー ビス と云 え る もの で あ る。

　 　 従 って,小 型 の 簡 易 端 末 装 置 か ら高 速 バ ッ チ を必 要 と す る リモ ー ト ・ジ ョ

　 ブエ ン トリ ー端 末 迄 広範 囲 な端 末 の 利用 は 勿 論,コ ン ピ ュ ータ間 の通 信 を も

　 可 能 とな る と予 想 され,料 金体 系 や 制度 等 が うま く運 用 され れ ば このDDX

　 網 を 利用 した 分散 処 理 シス テム が拡 充 して ゆ く こ とに なろ う。

　 　 IBMはCOMSATと 合弁 でSBS(Sattelite　 Business　 System)を 作

　 り,デ ィジ タル 衛 星 通 信 シス テム の ネ ッ トワ ー ク作 りを開 始 した。 このSBS

　 は第2.3図 に 示 す よ うに 音 声 な らびに コ ン ピ ュー タの 情報 が 衛 星 を通 じて,

　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 SYSTEM　 CONCEP7

　 　　 　 　 　 'り・・～二

鰐

』
:応 ・

輯

:〔量

　 　 　 　 　 　 　 　 ◎Pt・ ・"ATNTENNIt"-r

図2.3　 S'BSの 概 要
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都 会 内か ら遠 く離 れ た 山間 僻 地 に も容 易 に 送 受 され る。 この シ ステ ムが 出 来

上 る と,コ ン ピ ュー タの情 報 は もと よ り,コ ン ピュ ータの 遠 隔操 作,遠 隔 保

守 な どの 可能 性 が もた ら され,新 し い利 用 形 態 が ここに 構 築 さ れ る。 この 他,

XeroxがXTENが 発 表 して い る 。 これ は 衛 星 の地 上局 の デ ー タ通 信 をマ イ ク

ロ ウ ェー ブ を使 って ネ ッ トワ ー ク化 し てい る もの で あ る。

●

●

一93一



4

●

◆



第3章'80年 代 におけ る

　　 　 電子計算機産業の ビジ ョン



、

工
'　 、　 　≠

L' .　　 　　　 't

●

、

ジ 喝
〉

6

●



第3章 　80年 代 に お け る電 子計 算 機 産 業 の ビジ ・ン

3.1　 電 子 計 算 機(コ ン ピ ュー タ)産 業 の意 義 と役 割

●

3.1.1　 コン ピ ュ ー タ産 業 の特 性

(1)　 コ ン ピュ ータ産 業 に つ い て

　① コ ン ピ ュー タ産 業 の定 義 と位置 付 け

　 　 (a)　 コ ン ピュ ー タ産 業 は,材 と しての コ ン ピ ュ ータ,中 間材 と して のIC及

　 　 　 び ソ フ トウエ ア を提供 す る産 業 で あ る。

　 　 　 　 コ'ンピ ュー タは,60年 代 か ら70年 代 にか け て急 速 に需要 が 増 加 し,コ

　 　 　 ン ピ ュ ー タ産 業 は 着 実 に成長 して来 た。 この 間市 場 の ニ ーズ に よ り,コ ン

　 　 　 ビ ュー タは 高 性 能 化 し ・その シス テ ムは 多様 化 して来 たが,現 在,コ ン ピュ

　 　 　 ー タ産 業 が市 場 に 供 給 して い る コ ン ピ ュー タは,汎 用 コ ン ピュ ー タ(超 大

　 　 　型 ～ 小 型),オ フ イ ス コ ン ピ ュ ー ダ,ミ ニ コ ン ビ』 一 夕,イ ンテ リ ジ ェ

　 　 　 ン ト端 末,各 種 周 辺 端 末装 置 及 び ソ フ トウエ ア と多 彩 で あ り,コ ン ビ ュー

　 　 　タ産業 は,こ れ ら を 個 別 又 は 総 合 的 に提 供 し てい る企 業 か ら成 ってい る。

　 　 　昭和55年4月 現 在,日 本 電 子 工 業 振 興 協 会 に加 入 し てい る コ ン ビ ュー タメ

　 　 　ー カは,総 合6社,オ フ ィス コ ン ピュ ータ20社,ミ ニ コ ン ピュ ー タ14社,

　 　 周 辺 端 末 装 置33社 で あ る 。

　 　 　 　 80年 代 は,コ ン ピ ュー タで取 り扱 う情 報 が よ り多様 化 し,数 値 情 報 以 外

　 　 　に,音 声 ・画 像 ・図 形 ・漢 字 等 の情 報 が本 格 的 に加 わ って くる の で,こ れ

　 　 　らを高 速 に処 理 す るた め,新 た に ス ーパ ー コ ン ピ ュー タ,日 本 語 ワー ド ・

　 　 　プ ロセ ッサ等 が 出現 ・普 及 す るほ か,時 代 の ニ ー ズ に よ り,パ ー ソナ ル コ

　 　 ン ピ ュー タや ホ ー ム コ ン ピ ュー タが 登場 、普 及 す る。

　 (b)産 業 分 類 上,情 報 産 業 に位 置 付 け られ る。
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　 コ ン.ピュ 一 夕産 業 は,材 と して の コ ン ピ ュー タを製 造 ・販 売 す る と い う

面 か らは本来 第 二 次 産 業 に分 類 され る もの で あ るが,情 報 の 価値 が 重 視 さ

れ ・行 政 ・経 済 ・社 会 ・産 業 ・生 活 の あ らゆ る面 で 情報 化 の 必 要 性 が認 識

され ・ そ の普 及 ・促 進 が 国 家的 に と りあ げ られ る よ うにな った70年 頃 か ら,

情 報 化 に 必 要 な コ ン ピ ュ ー タ及 び情 報 処 理 サ ー ビ スを提 供 す る産 業 を

総 称 して情 報 産 業 と呼 ぶ新 しい 産 業 分 類が 用 い られ る様 にな り,コ ン ピ ュ

ー タ産 業 は ,情 報 産 業 の 中 で中 核 的 位 置 を占 め て い る 。

一{
電子計算機産業

一 業七1㌧ 藁

② コン ピュ ー タ市 場 と コ ン ピ ュー タ産 業

　 (a)コ ン ピュー タは,国 に よ り普 及 の格 差 が大 き く,米 国企 業 に よ る市 場 独

　 　 占 が著 しい 。

　 　 　 コ ン ピュ ー タの 需要 は,世 界 的 に着 実 に増 加 して来 てい るが,米 国ID

　 　 C社 の デ ー タに よ れば,1976年 末の 世界 の汎 用 コ ン ヒ。ユ一 夕の設 置 台数 は

　 　 17万1千 台,設 置 金 額 は819億 ドル($;300円 換算 で24.6兆 円)で,国

　 　 別 の コ ン ピ ュー タ.設置 金 額 シ ェアは,1位 米 国45.5%,2位 日本9.9%,

　 　 3位 西 独8.　0%,4位 英 国5.9%,5位 フ ラ ン ス5.8%で 大 別 す る と,米 ・加

　 　 48.3%,ヨ ー ロ ッパ30.2%,日 本9.9%,ソ 連 ・東欧6.7%,そ の他4.9%と

　 　 な って い る 。

　 　 　 また,コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ別 の シ ェアで は,米 国 メー カが世 界市 場 の

　 　 82.8%(う ちIBMが,58.4%),ヨ ー ロ ッパ の メ ー カ5.9%,日 本 メーカ5.6

　 　 %,そ の他5.7%と な って お り,米 国 メ ー カが圧 倒 的 に強 い 産 業 で あ る。

　 (b)　 IBMに よ る市 場 寡 占化 が著 しい。

　 　 　 IBMは,世 界 市 場 の約60%,米 国市 場 の約70%を 占有 して独 占的 市
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場 支配 を読 け て お り・1969年1月 米 司法 省 よ り独 禁 法違 反 を理 由に提 訴 さ

れ ・現在 係 争 中 で あ る が,日 本 市 場 にお い て も約30%を シ ェア してい る。

　 IBMは,巨 大 な 販 売 力,資 金 力及 び開 発 力 を も ち,圧 倒 的 な スケ ール

・メ リ ッ トに よ る収 益 力 を背 景 に し て
,年 間約3000億 円 程 度 の 研 究 開 発

投 資 を行 な い,戦 略 的 に コン ピ ュー タの ラ イ フ ・サ イ クル を設 け て 、5～

6年 毎 に特 長 あ る新 製 品 を発 表 す る と共 に,莫 大 な販 売 資 金 を必 要 とす る

レ ン タル制 を あ み 出 し,他 の競 合 メ ー カを排 除 しなが ら高 い成 長 を続 け て

来 た 。

　 ま た ・IBMは ・1974年 シ ス テ ム ・ネ ・ ト ワ ー ク ・ ア ー キ テ ク チ 。(S

NA)を 発 表 ・1975年 オ フ ィス コ ン ピュー タ を発 表 ,'76年SBS設 立,

77年 ミニ コ ン ピ ュ ー タ分 野 に参 入 す る と共 に ,1978年 分 散 処理 用8100

を発 表,新 た に衛 星 通 信 を利用 した オ ン ラ イ ン ・コ ン ピ ュ ー タ通 信事 業

へ の進 出 と将 来 の オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ン市 場 へ の布 石 を う って来 て

い る。

　 わが 国 の コ ン ピュ ー タ産 業 は,国 内 コ ン ピュー タ市 場 の 着 実 な伸 長 に よ

り,順 調 に 成長 して来 た が,世 界 的 マ ン モ ス企 業IBMと 比 べ る と企 業 格

差 は,ま だ ま だ大 き い もの が あ り,今 後 ます ます 国際 化 が進 む 世界 の 市 場

で 生 き残 って行 くには,企 業 体質 の改 善 ・強 化 が 必 要 で あ る
。(表3.1.1

参 照)
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表3.1.1

(単 位:億 円)

　 IBM

(54年)(A)

国 産 メ ー カ6社

電 算 機 部 門

　 (54年 度)(B)

B/A
② 考)

日本IBM

　 (54年)

資　　本　　金 8,722 一 750

売　 　上　 　高
　 　 　 、

50,177 8,487 16.9%
　 '

3,242

」

税 引 前 利 益 12,187 364 3.0% 730

売上高利益率 24.3% 4.3% 一

'
225%

研 究 開 発 費 2,985 801 26.8% 一

、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (対 ドル ・レー ト:1ド ル ー219.47円)

囲 　 IBM社 と国 産 メ ィ ンフ レー マ6社(富 士通,日 立,日 電,三 菱,東 芝,沖)の 電 子 計 算

　 機 部 門 の 会 計 との 比 較 。

② 　産 業 と しての 特 性

　① コン ピ ュー タの 特 性

(a)コ ン ピ ュー タは,頭 脳 の 代 替 機 械 で あ る 。

　 　 コン ピ ュー タは,医 大 な記 憶 装 置 と計 算 ・制 御 機構 を有 し,自 然 科 学 及 び人

　 文 分 野 に係 る現 象 を対 象 に,予 め作成 した処 理 手 続 ・手 順 に従 って,デ ー タ を

　 読取 り,計 算 ・比 較 ・検 索 を行 な い その結 果 を 自動 的 に 出力 す る機 械 で あ り,

　 人 間 の頭 脳 に近 い 働 き をす る とい う点 で産 業 革 命 以 降 数 限 りな く生 ま れ て来 た

●
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　 他 の 省 力 化 ・自働 化 機 械 と大 き く異 な ってい る 。

　　 また・コン㌣ 一夕は・そ鍵 票却 間応 ある1⑳ 高集靴 ・離 靴

.口 磁 解 蹄 輌 醐.し く1コ ンピー 頚 性能は嘩 輌 上し・パ ー

三夕の恒 駄 品 等硬 度C記 蛭 量・よ・ほぼ燗 の酬 こ触 も、のとな り・
その禾!用㌣ ㌍ ては碑 獅 繰 り返 し言頃 シミ…T

.シ・.ン・μ 綱 趣

プ㌘ ト㌍ 難 風 オ ・ン司 ン'ノシ キンク:・'システ峰 燗 の能力を蹴

る虻 玲 多 くな 子 お,りほ すOf㈱ 繊 敵 し印 鋼 りを深めてい

　 る 。

(b)ソ フトttウ.エ∴'オ,1干 ン㍗ 門 飾 ぴ る・・.1.　・

　　 ∵ ㌣ づ の晒 能力はパ ー ドウ.z,7と鉢 ソフトウヴ 眺 能及畷

興 『卵 で ④ ㍉ 餌}こ あ○ て{ま・その剛 こ旬 せ応目 ～・.トウ

.エ7を 願 嘔 ピ こ桓 人橋 え,る・とに'巨 ⊆ .夜勤 業瞬 次 々と.鯉

　 す る こ とが で き る 。

　 　、コ ン,ピ 　 タ ●コ引 の中 に占 め る ノ'ゴ ウ ェ ア と.マフ トウ エア砒 率 は ・

¥初 ハ ご ド9エ アが.ソ フb9・ ア 杜 回 ・て い たが ・.ハ ー ド ウ・ ア棚 次 ぐ技

術 鞠 、と コス1グ 興 よ1酪 が低 下 レた の}こ対 し・ ソ フ ト?,・iは:t・ 　:その

役 割 り'機 能 が 次 第 に大 き くな ・た ・ と・ 人件 費 が年 々卑 してし・る ⑰ ・最

近 で は
.40:60・eソ フ ト『 エ アの 方 ∫々大 き く.な9将 来 は ソ フ ト9・ ア ・コス

　 トが80～90%を 占 め る様 にな る とL.'わ れ て い る。

　 　 この た め,今 後 ソ フ トウ ェアの 開 発及 び保 守 の 生 産 性 を高 め る こ とが,重 要

　な課 題 とな る 。

(c)コ ン ピ ュー タは,国 家 ・経 済 ・社 会 の 中枢 神 経 であ る。

　 　 コ ン ピ ュー タは,今 や行 政 ・経 済 ・社 会 ・産 業 ・教 育 ・医 療等 あ らゆ る分 野

　で利用 され,利 用 分 野 が 次 第 に拡 大 され る と同時 に利 用 技 術 が 高度 化 ・多 様 化

　 して お り・ 経 済 ・社 会 ・産 業 ・生 活 の 中 に コ ン ピ ュー タが とけ込 ん で来 て お り,

　 コ ン ピュー タな しには,経 済 ・社 会 の 円滑 な 運 営 が で き ない状 況 に あ り,正 に

国 家 ・経 済 ・社 会 の中 枢 神 経 とい うこ とが で きる 。'
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　 ② コン ピ ュー タ産 業 の特 性

(司　 省資 源 ・省 エ ネ ル ギ ー型 産 業 で あ る。

　 川 　 コ ン ピュー タ産業 自身 が 省 資 源 ・省 エ ネル ギ ー型 産 業 で あ る 。、

・コ ン ピ ュ ータは ,極 め て高度 な技 術 集 約 製品 で あ り,材 料 と して の半 導 体 を始

　 め.銅 を主 体 と した金 属 部 品 ・材 料 等 を必 要 とす るが,製 造 ・検 査 工 程 に お い

　 ては,照 明 ・空 調 以外 には特 に大 きな エ ネ ル ギ ー消 費 を必 要 と しな い 。　 1　、　t・

・製 品 と して の コ ン ピ ュ ータは ,大 型 機 で もその消 費 電 力 は30～40KVA程 度

　 で あ り ・建設 ・輸 送等 の他 の産 業 機械 に比 べ て エ ネル ギ ー消 費 は 極 め て小 さ く,

　 且 つ公 害 等 の発生 も皆 無 で あ る。

・また,コ ン ピュータの 主 要 な 中 間 材 で あ るIC技 術 の技 術 革 新 等 に よ
って,こ の

　 数 年 で特}こ コ ン ピ ュー タは 高 性 能 化,小 型 化 し,コ ン ピュ ー タが 小 容 積 化 す る

　 と同 時 に電 力 消 費 量 が 小 さ ぐな って来 て お り,今 後 も新 しい 素 子 の 開 発 等 を含

　 め,高 性能 化,小 容積 化 が 進 み,コ ン ピ ュー タの 消費 電 力 は,ま す ます 小 さ く

　 な る 。

・次 に,コ ン ピ ュ ー タ は
,ハ ー ド ウ ェ ア よ り ソ プ ト ウ ェ ア の 比 重 が 大 き な 製 品 で

　 あ り,ソ フ トウェアの 開 発 ・製 造 は,設 備 と しての コ ン ピュー タ と人 間 の 頭 脳

　作 業 に よ る もの で あ り,資 源 ・エ ネ ル ギ ー を使 わな い知 識 集約 型 ・高付 加 価値

　産業の典型で ある。

　朋 　 コン ピ ュー タ利 用 に よ り,他 産 業 を省 資 源 ・省 エ ネル ギ ー化 す る。

・石 油化 学 工 業 等 の 装 置 産業 に お い て ,コ ン ピ ュー タで プラ ン トの 最 適 化 コ ン ト

　 ロ ール を行 な って,原 料 を節 約 す る 。

・鉄鋼 等 の生 産 プラ ン トを コ ン ピュー タ制 御 す る こ とに よ り,原 料 の節 約 と製造

工 程 で 必要 な 熱 エ ネ ル ギ ーの 節 約 を図 る。

・ ビル用 エ レベ ー タ群 の 運転 を コ ン ピ ュー タで群 コ ン トロ ールす る こ とに よ り,

各 エ レベ ー タの運 転 効率 を高 め,電 力 を節 約 す る 。

・電 子 レ ンジ ・冷 蔵庫 ,ル ー ム エ ア コ ン,洗 濯 機 等 の耐 久 消 費 財 に マ イ ク ロ コ ン

　ピ ュ一 夕を 組込 み温 度 ・時 間 等 の 最 適 化 制 御 に よ り省 エ ネル ギ型 商 品 とす る。
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・マ イ ク ロ コン ピ ュー タに よ り,自 動 軍用 燃料 噴 射 の 最 適 化 を 図 り,燃 料 を節 約

　 す る 。

●工作 機械 の 単 体又 は 複 数 台 を コ ン ピュー タで制 御 し,省 力 ・省 エ ネル ギ化 運用

　ず る。等 あ らゆ る産 業分 野 に お い て.今 後 コ ン ピ ュー タに よ る省 資 源 ・省 エ ネ

　 ル ギ ー化 が 促 進 され る 。

(b)技 術 先 端 産 業 で あ る。

　 λ ・コ ン ピ ュ ー タ 技 術 は 電 子 工 業 の 中 核 をな す 先 端技 術 で あ り,コ ン ビ ュ ー

　 　 タ産 業 は技 術 の 先端 産 業 で あ る 。　 　 　 　 　 　一

　 　 　 コン ピ ュー タ技 術 と して は,半 導 体技 術,デ ィ ジタ ル技 術,制 御 技 術,機

　 　構 部 品 技 術,デ ー タ伝 送 技 術,パ ター ン認 識 技 術,ソ フ トウ エ ア技 術,シ ス

　 　 テ ム技 術 及 び信頼 性技 術 が あ り.コ ン ビ'ユ一 夕には これ らの 最 先 端 技 術 が使

　　用 され ている。

　　　 コン ピュータの開発 ・製造 に要す る技術は,電 子工 業分野 の あらゆる製品

　　噸 及 してお り・優 れた コン ビ・一夕の開発 は・騨 ・社会 ・産業分野 の情

　 　報 化 の 進 展 に役 立 つ だ け で な く,オ ー トメ ー シ 。ン機 器,プ ロセ ス制 御 機 器,

　 数 値制 御 機器,工 業 用 ロ ボ ッ ト等 の 工 業 製 品 を生 み,こ れ らの 製 品 は 広 く他

　 　の産 業 分 野 で使 用 され る と い う様 に コ ン ピ ュー タ技 術 の 波 及効 果 は,極 め て

　 大 きい 。

　 　 　コ ン ピ ュ ータ技 術 は,マ イ ク ロ ・エ レ ク トロニ クスの 急 速 な発 達 をベ ー ス

　 に技 術 革新 の テ ンポが 極 め て早 く,新 製 品 の 開 発 が次 々 と続 出 して お り,他

　 の産 業 の 形態,社 会 生 活 ・国 民生 活 の 様式 を変 革 させ る まで に大 きな影 響 を

　 及 ぼす 様 に な って来 て い る 。

　 　 　 80年 代 は ・ エ ネ ル ギ ー コス トの上 昇,高 令 化社 会 の 到 来 等 経 済 ・社 会

　 　 環 境 が極 め て厳 し くな る が ・ これ ら諸 制 約 の 下 で,個 人 の 尊 巌 を維持 し高

　 　 福 祉 を目指 す に は ・ あ ら ゆ る分 野 にお い て省 力化 を進 め,生 産 性 を高 め る

　 　 こ とが肝 要 で あ り,先 端 的 コ ン ピュー タ技 術 が必 要 とな る。

　 　 コ ン ピ ュ ー タ産業 は,こ れ まで の人 材 と技 術 の 蓄積 に加 え,今 後 な お 一層
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　 　 積 極 的 に技 術 開発 を進 め る こ と に よ り,80年 代 の 時 代 の ニ ーズ に十分 こた え

　 　 る こ とが で き る もの と考 え られ るが ・ コン ピ ュー タ及 びICは,技 術 革新 の

　 　 度 合 が 激 し く且 つ継 続 的 技術 開 発 を必 要 とす るため,研 究 開 発 コス トが他 の

　 　産 業 に比 べ て 格 段 に太 き'く コ ン ピ ュー タ産 業 の収 益 を圧 迫 す る大 きな要 因 と

　 　 な るの で,今 後 も,基 礎技 術 開 発 面 で の 国 の 役 割 り・が 必要 と な る 。

(c}コ ン ピュ ー タは,成 長 産 業 で あ る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・・'　 1

　 一 わ一が 国 に・おけ る コン`ピ ュL-tタ の生 産 額 は;昭 和45年 に,31b5億 で あ った

　 　が,49年 ま で 年平 均17.2%伸 長 、50年'は オ イル ・ジ ョ ッ'クに よ りマ イナ ス

　 t,&1%と は じめ て マ イ ナ ス成長 ・とな・ったが ㌧951'年 か らは年 平 均20.'O%と 再

　 　 び順 調 に平成 長 し,昭 和54年 の生 産額 は,1兆1234億 円 と,つ い に1兆 円 を

　 ・』超 す 産業 とな ったb'　 　　 ・　 　　　　　 '　　　　 tt'　 ;.　 ∵

　 　 　 コン ピ ュ ー タ市 場 は,分 散 処 理 化 が 進 展 し エ ン ド ・ユ]ザ 部 門iこ よ る コン

　 　 ピュータ使 用:が加 わ っflご と,昭 和54年1'月 以降 に発 表 され た各 社 の 汎 用

　 新 機 種 の 性能/価 格が 画期 的 に向 上 した こ と等1こ よ り,リ プ レ ニ ズ需 要 以外

　 　に新 規 需 要 が着 実 に ふ えた こ と,オ フ ィス コ ン ピュ ー タ及 び ミ三 ゴ ジ ピ ュ ー

　 　タ需 要 が 依 然 と して 旺盛 で'あ る こ と等 に よ り市 場 が 活 発 に なぢ て い るが,80

　 年 代 は.,数 値 情 報・以 外 に,音 声 ・画 像 ・・図 形 ・色 彩等'の 情報処 理 が加 わ り,

　 使 い易 さが増 す と共 に利 用 分 野 が ふ え る こ と,超 高 速 処理 の た めの ス ーパ ー

　 　コン.ピュ 一 夕の 出現,オ フ ィ ス コ ン ピ ュー タの伸 長 ∴パ ー ソ ナル コ ン ビ ュー

　 　タ及 び ホ ーム コン ピ ュ ー タの 登場 ・普 及等 に よ り新 たな需 要 が喚 起 され る の

　 で,コ ン ピュ ー タ市 場 が拡 大 す る 。

　 　 これ ま で コ ン ピ ュー タは,主 に生 産 及 び 流 通分 野 での 省 力 化 の た め に使 用

　 ,され て来 たが,80年 代 は ・ これ に加 え て,こ れ まで手 の つ け られ てい な か っ

　 た オ フィ ス事務 の 省 力 化 くオ ラ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョン)用 等 に も使用 さ れ

　 るた め,コ ン ピ ュ ー タ需 要 が 一段 と増 加 し,コ ン ピ ュー タ産 業 は,80年 代 に

.　 お い て も,成 長 産 業 とな る 。

　 　 GNPに 対 す る コ ン ピ ュー タ設 置 額 の比 率 は,1975年 末 に,米 国25%,
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　 　 英 国2.4%に 対 し・;日 本`と西 独 が 共 ↓ご=1:7b/・フラ ンら1.6%・ とな って い るが,

　 　 80年 代 は ∴ わ が 国 の コン ビ 二 一 タ需 要 が;段 と増 加 す る の で,dNPに 対

　 　 す る コ ソ ピ 三一 タ設 置額 の比 率 が 米 国 並 みめ 比率vcz上 が りll　.　Vピ ・ごLタ 産 業

　 　 が 日 本 の'リ'一デ ィ'ング ・・イ ンダ'ス トリニ とな る;

r(d)・関 連 産 業 へ の影 響 が 大 ぎい6　 .　　 　 '・　 　 　 :　　 一"'r

　 　 　 コ ン ピュ ー タ産 業 が,80年 代 の新 じい ニ ー`ズに よ り着 実 に発 展 ・ 成 長 す

　 　 るの}と伴 い関 連 産 業 で あ る ソ フ トウ エ ア産業,情 報処 理 サ ー ビ ス産 業,情 報

　 　 提 供 サ ー ビ ス産 業 が,そ れ ぞ れ ゴ ン ピ三 二 タ産 業 と:ほぼ 同 じペ ー スで 成長

　 .す る ほ か,小 型 コ ン ビ㌧ ニータ等 を リ』一 ス販 売 す る コ ン ピュ 三 夕 ・'リー ス業等

　 　 が成 長 す る。

㌃　 　 また,コ ン ピュー タ市場'が ます ます 多 様 化 し拡 大 す るの で,新 しい周 辺 端

　 　 末 装 置 を開発 ・提供 す るメ ー カや オ フィ ス'コン ビ ご一 夕,ミ ニ コ ン ピ ュー タ

　 層パ ー ソ ナル コン ピ ュー タ及 び ポ ー ム コン ピ ュ一 夕等 の メー カ の 新 規 参 入が 考

　 　 え.られ る。　 ・∵　 　 　 　 ''　 "

(e)他 産 業 へ の影 響 が大 き い 。　 　 "　 　 　 　 　」　 　 '一

'(P　 他 産業 の生 産 シ ス デ ム革新 に よ る波 及 効 果

　 　 　 製 造 業,装 置 工 業等 に お い て は;コ ン ピ ュー タ を導 入 利 用 して生 産 の 省 力

　 　 化,自 動 化 を行 うと 共 に作 業 の 安 全 性 を高 め,生 産効 率 を高 め て,コ ス ト ・

　 　 ダ ウ ンを行 な い,生 産 性 を 向上 して 国際 競 争 力 を つ け る。

　伽 　 他 産 業 の 管 理 シ ス テム の革 新 に よる波 及 効 果

　 　 　 人 事 ・企画 ・経理 等 の部 門 で コ ン ピ ュー タを利用 し,人 ・物 ・資 金 の 最 適

　 　 配分 等 を行 な うほか,生 産 ・販 売 ・在 庫 等 生 産 ・流 通 面 に コン ピュ ー タ を使

　 　 用 し,本 社 一 営 業所 一工 場 を オ ン ライ ン結 合 し・生 産 ・販 売情 報 を即 時 に総

　 　 合管 理 し,生 産 ・流 通 コ ス トの 低 減 に よ り,国 際競 合 力 をつ け る。

3.1.2　 80年 代 に お け る コ ン ピュー タ産 業 の役 割

(1)役 割 りの多 様 化 ・高度 化
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　 ①80年 代 の厳 しい 社 会 ・経 済環 境 の 下 でわ が 国 経 済 の安 定 成 長 を進 め ・ 高

　　 福祉 社 会 を形 成 して行 くた め に は,わ が 国 の産 業 構 造 を省 資 源 ご省 エ ネル ギ

　　 一型 ・知 識 集約 型 の産 業 構 造 に転 換 す る と共 に,あ らゆ る分 野 に コ ン ビュ ー

　　 タ技 術 を積 極 的 に導 入 し,生 産 及 び事務 の省 力 化 を進 め,生 産 性 を高 め て行

　　 く こ とが 必 要 で あ り・行 政 ・経 済 ・社 会 ・産 業 ・生 活 の あ ら ゆ る分野 で,コ

　　 ン ピ ュ一 夕の 役割 りが 一段 と重 要 に な る。

　 ②80年 代 に おけ る コ ン ピュ ー タの 利 用 は,数 値 情 報 処理 の 高度 化 に加 え,新

　　 た に,音 声 ・,画像 ・図 形 ・色 彩等 の情 報 の 処理 が加 わ り,コ ンピュータで 処 理

　　 す る情 報 の 範 囲 が拡 が る と共 に,オ フィ ス事 務 の 省 力化 ニ ーズ に伴 な うオ フ

　　 ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョン需 要 の増 加,個 人用 ・家 庭 用 ニ ーズ に よ るパ ー ソ ナ

　　 ル ・コン ピ ュー タ及 び ホ ー ム ・コ ン ビ、 一 夕の 普 及 等 コン ピ ュー タの 守 備 範

　　 囲 が 一段 と拡 大 され る 。

　③ 行 政 ・産 業 ・学 術 等 の分 野 にお け る大 規模 デ ー タベ ー スシ ス テ ム の 構 築,

　　 原 子 力 ・宇 宙 ・航 空 等 の分 野 や大 学 ・研 究 所 に お け る超 高 速 技 術 計 算,医 療

　　 ・教 育 ・交 通 ・災 害 予 知 シ ス テム等 社 会 ・福 祉 シス テムの 拡 充 等 コ ン ビュー

　　 タな しで は構 築 で きな い大 規 模 な シス テ ムが ふ え て来 る ほか,通 信技 術 との

　　 結 びつ きが 一層,緊 密 化 し,国 際 間 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク シス テ ムの

　　 構 築 が 行 な われ る等80年 代 に お け る コ ン ピ ュー タの 役 割 りは,一 段 と大 規

　　 模 化,グ ロー バ ルな もの とな り,コ ン ピ ュー タ技 術 の 一層 の 高度 化 が必 要 と

　　 な る。

② 　 80年 代 の コ ン ピ ュ ー タ産業 の 役 割

　① リー デ ィン グ ・イ ンダ ス トリー

　　 コ ン ピ ュー タ産 業 は,知 識集 約度 が高 く,高 付 加 価値 で省 資 源 ・省 エ ネル ギ

　 一型産 業 の典 型 で あ る と共 に,技 術 先 端 産業 と して,コ ン ピュー タ技 術 の波 及

　効 果 に よ り他 産 業 の製 品 の付 加価 値 を高 め ・かつ 他 産 業 を省 資 源 ・省 エ ネ ル ギ

　 ー化 す る。

　　 また,コ ン ピ ュー タ に対 す る行 政 ・経 済 ・社 会 ・産業 及 び生 活 面 か らの ニ 一
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　ズは ・Lます ます 多様 化 ・高度 化 し コ ン ピュー タ需 要 が増 大 す るの で,コ ン ピュ

　 一 夕産 業 は8'0年 代 に お い て も着 実 に成長 し.GNPに 対 す る コ ン ピ ュー タ設

置 額 の 比 率 も米 国 並 み に上 昇 す るな ど,コ ン ピ ュー タ産 業 は,80年 代の日本の

産 業 を先 導 す る リー デ ィン グ ・イ ン ダ ス トリー とな る。

　 　 コ ン ピュー タ産 業 が,80年 代 の わ が国 産 業 構造 を担 う リ ー デ ィン グ ・イ ンダ

　ス トリとな る た め には,今 後 不 断 の技 術開 発 が 必 要 で あ り,特 に世 界 の コ ン ビ

・ ユ一 夕市 場 をほ ぼ独 占 し てい る米 国 コン ピ ュー タ産 業 に 対 抗 し ,将 来 これ を凌

駕 し'て行 くに は外 国技 術 の導 入 で な く,わ が国独 自の 自主 技 術 の 開発 を,積 極

的 に 進 め る こ とが 肝 要 で ある 。

　 　コ ン ピュー タ産 業 が,技 術 開 発 と コ ス ト ・ダ ウン によ って国 際 競 争 力 を養 い,

わ が 国 の リー デ ィン グ ・イ ン ダ ス トリ と して発 展 す る こ とは,コ ン ピュー タ技

術 の 波 及 効 果 を うけ る他 の 産 業 の 国 際 競 争 ガ を高 め る こ と にな る 。

② 生 産 性 向 上 に よ る国 際 競 争 力 の維 持

　 国 内 に お い て も,国 際的 に も,経 済 ・社 会環 境 が 一段 と厳 し くな る80年 代に

対応 して行 くた め には,あ ら ゆ る分 野 で,コ ン ピ ュー タ技 術 を積 極 的 に利 用 し,

省 力 化,自 動 化 を進 め,生 産 ・流 通 及 び事務 の 生 産 性 を 高 め る こ とが 肝 要 で あ

　り,産 業 分野 に お い て は,生 産 性 の 向上 ・品質 の 向上 ・コ ス ト ・ダ ウ ン によ り,

国 際 競争 力 を維 持 ・強 化 す る こ とが 必要 で あ る。

　 第 二 次産 業 の 生 産 部 門 に おけ る コン ピュ ー タの 利用 は,比 較 的 普 及 し てい る

が,80年 代 は コ ン ピ ュー タ の 小 型 化,オ ン ラ イ ン化,簡 易 化 が 進 むの で,第

二 次産 業 の生 産部 門 に お い て は,生 産 計 画,部 品 ・材 料 の 手 配 及 び在 庫管 理,

工 程 ・出荷 等 へ の コ ン ピ ュー タの利 用,加 工 ・組 立 ・検 査 作 業 へ の コ ン ビュ ー

　タ ・ロ ボ ッ トの利 用 ・ 装置 工 業 に おけ る コ ン ピ ュー タ に よ る プ ロセ ス最 適 コ ン

　 トロ ール等 コ ン ピ ュー タの 利 用 が 一 層 促 進 され る と共 に 高度 化 し,生 産 効 率 の

向 上,省 材 料 ・省 エ ネル ギ ー化 に よ る コス トの 低減,品 質 の 向 上 と安 定化,多

品 種 少 量生 産 体 制 の確 立 等 に よ り国 際 競 争 力の維 持 強 化 が図 られ る。

　 オ フィ ス事 務,設 計 部 門 等 の事 務 部 門 に つ い ては,こ れ ま で コン ピュ ー タ を
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利用 して の省 力 化,.効 率 化 が 行 な わ れ て い なか った が,80年 代 は,コ ン ピ ュー

タに よ る設 計 の 自動 化 ・:設計 図 面 の管 理 が進 む ほ か,オ フ ィス事 務 に つ い て,

・日 本語 オ・ブ イ スつ ン ピ ュ一 夕・ 日本 語 ワー ド・・プ ロ セ ッサ, .フ ン ク シ ミ リ、 イ

ン テ リジ ェン ト ・コ ピー等 を シス テム 化 した オ フ ィ ス・…オ ー トメ・一 シ ,ヨン シ ス

テ ムの普 及 に よ り'・省 力 化 が図 られ,オ フィ ス事 務 の生 産 性 が向 上 し,国 際競

争 力 の維 持 ・強 化 に つ なが る。,:　 …　 　 　 一

③.労 働 市 場へ の・対 応 　 ・・　 　 　 　 .ド 、

　 　 '80年 代 は ・iエ ネ ル ギ ・コス トの上 昇 等 に よ り世 界 的 に経 済 成 長 が鈍 化す一る

　 た め,雇 用 吸 収 力 が 低 下 す る こ とに な るが,新 しい ニ ー ズ を含 め旺 盛 な市 場

　 を もつ コン ビ ュー汐 産 業 の成 長 と コ ン ピ ュー タ技 術 の波 及 効 果 に よ る他 産 業

　 の 活性 化'に よ り.,わ が 国 の 経 済 成 長 の 鈍 化 を抑 え る と共 に,コ ン ピュ ー タ産

　 業(と く に ソ フ.ト ウエ ア部 門)に よ る雇 用 の 吸 収,,コ ン ビュー・タを導 入 した

　 企 業 に よ る新 しい労 働市 場 の拡 大,:コ ンゼ,ユ、一ダ を利 用 した情 報 処 理 産 業

　 (デ ー タ ・・ベ ー:一入産 業等 が 台 頭 す る)の 発 展等1ζ よ りr雇 用 吸 収 力 が維 持 さ

　 れ る。

　 　 ま・た.,多 くの 分 野 に ユ ン ピュータ が 導 入 され る こ とに ょ り,生 産 ・事 務 の

　 効 率 化,ダ ー テ ィ ・ワー クの機 械 化 が 行 われ る こ とに よ り,労 働 時 間 の 短 縮

　 ・作 業 の安 全 化 が 図 られ,高 福 祉 社 会 ・ 労 働市 場 の 高 齢 化 ・高 学 歴 化 に対 応

　 す る ことが で き る。

④ 高 福 祉 社 会 へ の 対 応

　 　 80年 代 に お い て は,快 適 な生 活 環 境 ス トックの充 実 が 求 め られ る が,そ の

　 方 策 と して,大 都 市 集 中 か ら地 方 分 散 へ と分 散 化 が進 め られ る。

　 　 この 結 果 ・行 政 ・経 済 ・社 会 ・産業 ・生 活 に 関 す る色 々な情 報 につ い て,

　 地 方 と中 央 を結 ぶ 迅 速 な情 報 の伝 達 及 び交 流 が 必要 とな る 。

　 　 コ ン ピ ュー タは,80年 代 に お い て,ま す ま す,ネ ッ ト ワ ー ク化 が 促 進

　 され る と共 に ・ デー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン トシス テ ムが 高度 に な り亘 デ ー タ

　 ・ベ ー スが充 実 す る の で,情 報 の均 一 化 が図 られ,オ ン ラ イ ン ・ア ク セ ス
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　 す る こ とに よ り,'中 央 と地 方 の 距 離 を無 くす こ とが で き るb

　 　 ま た,80年 代 の 高 齢 化 ・高福 祉 が 財 政 を圧 迫 す る こ とが な い 様,医 療 シ

　 ス テ ム ・地 域 行 政 部 門等 へ の コ ン ピュ ー タの 利用 を積 極 的 に進 め て生 産 性 を

　 高 め,低 い コ ス トで 高福 祉 を実現 す る。

⑤ 情 報 の 産 業 化:　 ・`

　 世 界 文 明 は,物 質 文 明,エ ネル ギ ー文明 の 時代 を 経 て、現 代 は情 報 文 明 の時

代 と言 わ れ,経 済 ・社 会 ∴産 業 ・国 防 ・外 交等 あ ゆ る分 野 ・局 面 で,多 くの情

報 が収 集 され,加 工 ・分 析 さ れ,使 用 さ れ て,重 要 な役 割 りを果 だ して い る。

　 .これ ら情 報 の う ち、 組 織 的 ・'計画 的 に収 集 ・蓄積 され,加 工 ・分 析 さ れ る も

.のの 多 くは コ ン ピ ュー タで 処 理 され てい るが,わ が 国の 情 報 産 業 が 健 全 な発 展

を遂 げ る には,情 報 の 価 値 が 世 の中 に正 しく認 識 され,情 報 の 商 品 化 が確 立 さ

'れる こ とが何 よ り も肝 要 で あ る
。

　 ま た,コ ン ピ ュー ダ を利 用 し,大 量 ・複 雑 な情 報 を読 取 ・加 工 ・蓄 積 ・転 送

又 は 出力 す る には,そ の 目的 に合 せ た業 種的 ・業 務 的 な ソ フ トウ ェ アが必 要 で

あ り,ソ フ トウ エアの開 発 及 び保 守 に は多 大 の 費用 がか か るの で,コ ン ピ ュ,一

タ産業 及 び情 報 処 理 産 業 が 提 供 す る これ らソ フ トウ ェア も情報 と同 様 に商 品 と

して流 通 さ せ る こ とが必 要 とな る 。

　 コ ン ピュ ー タ産 業 は,情 報 化 の 促 進 と,情 報 産 業 の発 展 の た め,情 報 処 理 産

業 とと もに,ソ フ トウェ アの 高度 化 を図 る と同 時 に ハ ー ドウ ェア と ソ フ トウエ

アの 価 格 分 離 を促 進 し,ソ フ トウェ アの 価 値 の 確 立,商 品 化,有 償 化 を積 極 的

に推 進 す る ことが 必 要 で あ る。

⑥ 関連 産 業 の変 革 と新 産 業 の 誘発

　 　 コン ピュー タ産業 が,80年 代 に 順 調 に発 展 す る こ とに よ り,密 接 不 可 分の

　 関 係 に あ る情 報 処 理 産 業 が共 存発 展 す る。中 で も今 後 と くに市 場 が 拡 大 す る

　 と み られ る デ ー タ ベ ー ス業 や コ ン ピュ ー タ通信 を行 な う情 報 処 理 サ ー ビス

　 業 が成 長 す る 。

　 　 ま た,80年 代 ば 高 齢 化 社 会 で高 福 祉 を 目指 す の で,コ ン ピュ ー タ を使用 し
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　 て再 教 育 を行 な う産業 や老 人 向 診 療 サ ー ビス を行 な う産業 の 出現 が 考 え られ

　 る ほ か ・ パ ー ソナ ル コン ピ ュー タ や ホ ーム コン ピ ュ ー タ分 野 で の ベ ンチ ャ ・

　 ビ ジネ スの 新 規 参 入 が考 え られ る 。

⑦ 　国 際 的 貢 献

　 　 80年 代 は ・ コ ン ピュ 三 夕 ・ネ ッ トワー ク技 術 が 高 度 化 し・ 通信 技 術 との

　 結 合 に よ り,衛 星 通 信 の 利用 を含 め国 際間 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー ク シ ス

　 テ ムが 普 及 す る等 コ ン ピュー タの 利 用 が国 際化 す る 。 この た め コ ン ピ ュー タ

　 産 業 は,国 際競 争 力 を身 につ け,常 に グ ロ ーバ ル な 視 点 に立 って,国 内 に お

　 い て も,海 外 に お い て も事業 を進 め て行 く必 要 が あ る。

　 　 ま た,発 展 途 上 国 や工 業 中進 国 へ の 資 本 進 出 を含 む海 外 進 出 を行 な うこ と

　 に よ って,国 際 社 会 で の積 極 的貢 献 が 望 ま れ る 。

　 　 こ の場 合,ソ フ トウエ アの 開発 ・保 守 サ ー ビスに つ い ては,現 地 の 文 化 ・

　 商 慣 行 との融 和 を図 って行 く こ とが 不 可 欠 と思 わ れ る 。

3.2　 80年 代 に お け る電 算 機 ニ ー ズ へ の対 応

3.2.1　 電 子 計 算 機 ニ ー ズ へ の対 応

(1)生 産 性 の 向 上

　① 生 産 プ ロセ ス に お け る電 算 機 制 御 の拡 充 。

　生 産 プ ロ セス に お け る省 エ ネル ギ ー化 を促 進 し,エ ネ ル ギ ー コス トの 軽 減 を図

るため,電 算 機 を駆 使 した生 産 プ ロ セ スの 構 築 が 必 要 で あ る。 この た め に,高 性

能 の マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タが多 方 面 に 応用 され,同 時 に ミニ コ ン ピ ュー タ,プ ロ

セ ス コン ピ ュー タ も大 量 に,生 産 プ ロ セ ス制御 分 野 に投 入 され る。 こ れ らの マ イ

ク ロ コ ン ピュー タ・ ミニ コン ピ ュー タ,プ 巨セ ス コ ン ピュ ー タに は,悪 環 境 下 に

も耐 え うる高 い信 頼 性技 術 と,既 存 計 装 シ ステ ム との イ ン タ フ ェー ス技 術 や マ イ

ク ロコ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク技 術,光 伝送 技 術,セ ン サ ー技 術等 の 周 辺技 術

の 開 発 を必 要 とす る 。
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　 一 方,省 力 化,高 品質 保 持 の要 請 と,作 業 者 の ダーテ ィー ワー ク離 れ の傾 向 か

ら,ま す ます ロ ボ ッ トに頼 る傾 向 が あ り,80年 代 には,イ ンテ リ ジ ェン ト ・ ロ

ボ ッ トが 開 発 さ れ る 。 イ ンテ リジ ェン ト ・ロボ ッ トと して は,製 造 作 業 を代 替 す

る産業 ロボ ット,原 子 カ プ ラン ト等 の 危 険 物 処 理 ロボ ッ ト,医 療 福 祉 用 や農 林 業,

建 設 業 等 の作 業 ロ ボ ッ ト,海 洋 開 発 や鉱 山等 で使 われ る探 索 ロ ボ ッ ト等 が 出現 す

る 。 イ ン テ リジ ェン ト ・ロボ ッ トには,マ イ ク ロコ ンピ ュ ー タが装 着 され るが,

高 い マ テ リアル ハ ン ドリン グ技 術 や セ ン サ ー技 術 が必 要 で あ り,今 後 の開 発 分 野

は 多 岐 に わ た る もの とみ られ る 。 さ らに,生 産 プ ロセ ス に おけ る電 算 機 制 御 が 一

層 拡 充 され れ ば無 人 化 工 場 もあ な が ち夢 で は な く労 働 コス トの 低 減,品 質 の 向 上,

多 品 種 少 量生 産 な どが 可能 とな り,国 際 競 争 力 の 強 化 に大 きく貢 献 す る。

　 一 方,設 計 部 門 に おい ては,大 容 量 の 超 高 速 電 子 計 算機 を用 い た 高度 な設 計

(CAD)に よ り,設 計 の質 が 向 上 す る ほ か,　 CAMに よ って 多 品 種 少 量生 産 の

場 合 で も,生 産 性 向 上 が図 れ る 。CAD技 術 の た め には,機 能 の 記 述 や,機 能 シ

ュ ミレ ー シ ョンの 開 発 が 必 要 で あ り,関 連 デ ー タベ ー スの 蓄積 も重 要 で あ る。

　 ② 事 務 管理 部 門 の 効率 化 。

　 事 務 管 理 部 門 は,製 造 部 門 と比 べ て,そ の生 産 性 が低 く,米 国 に お い て も,ホ

ワ イ トカ ラ ーの1人 あた りの装 置装 備 率 は,ブ ル ー カラ ーの1/10で あ る と言 わ

れ て い る。 事務 管 理 部 門 は年 々肥 大 化 す る傾 向 が あ り,そ の労 働 生 産 性 の 向 上 は,

国 際 競 争 力 向上 の観 点 か ら無 視 で き な い。

　 事 務 管 理 部 門 に お い て は多 様 な仕 事 を取 り扱 って い る ことか ら,誰 にで も使 え

るよ うな 簡易 性 が 必 要 と され て い る。 この た め,日 本 語 処理,自 然 言 語処 理,文

章,音 声,イ メ ー ジ処理 等 の マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェー スの 改 善 に よ る対 応 が

必 要 と され て い る。 従来 の 数値 処 理 か ら,ま す ます ドキ ュメ ン トの 入 力 な どの非

数 値 処 理 にニ ーズ は移 行 してお り,人 間 の 認 識 に 近 い技 術 の開 発 が 重 要 とさ れ て

い る。 ま た,対 話 処 理 機 能 の充 実 や,問 題 向 非手 続言 語 の 開発 等 を通 して ,事 務

管 理 部 門 の 人 間 が容 易 に電 算 機 を利 用 で きる こ とが 必 要 で あ る。

　 さ らに,全 体 的 な オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン,電 子 メ ール等 の 情 報 統 合 化,
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　 有 機 化 に よ る効率 化 が 考 え られ る 。 こ れ に は従 来 の 複 写 機 や フ ァクシ ミ リ等 の 事

　 務 機,通 信 機 の イ ン テ リジ ェン ト化 に よ る電 算 機 との 融 合 が,一 層 進 む もの とみ

　 られ る。 オ フ∴イス ・オ ー.トメ ー シ ョ'ンの ニ ー ズは ・ さ ら に,デ ジ タル 通 信 網 との

　 結合 』私 設電 話 交 換 機 との リン クな ど・ ネ ッ トワー クの 中 での分 散 シス テ ム と し

　 ての 位 置 づ けが 求 め られ てお り・・,日本 語 ワ ー ドプ ロ セ ッサ を含 む統 合 化 電子 机 の

　 出現 や オ フ ィ.スの フ ァイ ル ロ ッカの一 掃 を狙 う光 デ ィスク フ ァイル の 開 発 な ど,

　.80年 代 にかけ る夢 は大 き く,期 待 も大 きい。

　 　③ 、低生 産性部門 の底 上げ 　 　 　 　 　 　 　・　 　 　 　 　 、　 一

　 　第 一次産業 におけ る生 産性は,現 状 の方策 では上限 に達 してお り,新 しい改革

　 が必要 とされる。 このため,電 算機 を組 み込 ん だオ ー トメ化農機具や電算機 に よ

　 る生産管理 を受 け る大規模農 園,コ,ン ピュ一 夕 ・コン トロールによ る野菜工場,

　 電子機器の 利用 に よる海底牧場 ・電 算機制御 による大規模畜産等 による生産性 向

　 上 を図 る。 これ らには新 しい システム化技 術が必要 とされ大規模 な シュ ミレーシ

　 ョンが実施 され る もの と信 じられる。第一次産業の電算化 は,い わば ・農業 漁業

　 革 命 とも言 うべ き もので食糧 の 自給 自足への第 一歩 で あ り,第 一次産業 の生産流

　 通一元化 とと もに80年 代の重要課題で あ る。

・　 一方,第 三次産 業は,そ の従事者は全産業の57%(1985年)を 占めるものと

　 予測 され,増 大 す る人件 費 の圧 迫 に効 率的経営手段 を求 めるニーズが強 い。特

　 に,物 流 サ ー ビス部 門(交 通,運 送,在 庫 サ ー ビス)や 小 売 業.外 食産 業 等 の 流

　 通 部 門 は,情 報 シス テム化 が 遅 れ て お り,80年 代 には小 売 店 に も ビジネス ・パー

　 ソナ ル コ ン ピュ ー タの普 及 が 見 込 め る。既 に 高 い普 及 を見 せ て い る金 融,証 券 業

　 に おい て も,キ ャ ッ シ ュレ ス社 会 の到 来 を前 に,電 子 資 金 決 済 シ ス テム(EFT

　 S)な どの 各 種 オ ン ライ ン ・シ ス テ ムの導 入 や,音 声 認 識 応 答 装 置 の導 入 な どに

　 よ る銀 行 自動 化 シ ス テ ムが 活発 とな る。

　 ② 　 新 しい市 場 の 開 拓 へ の対 応

　 　 ① 民 生 用 機 器 の イ ンテ リジ ェンス化

　 　 家 庭 電 化 製品,自 動 車 等 民 生 用機 器 にマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ータが 導 入 され ・ エ ネ
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リレギ ー消 費 の 制 御 や,操 作 性 の向 上 ,事 故 防 止,排 ガス制 御等 の 高機 能 化,高 性

能 を図 る こ とに よ り;こ れ ら製 品の市 場 が 拡大 す る。電 化 製 品 には 普 及 形 の廉 価

マ イク ・ コ ン ピ ー タカ昆 ご タの 如 く多 数組 み込 まれ 高 声 題 力 制御 の 甑 と

'あい ま
っ て,;ま す ま ず,:使 い 易 く電 が 消 費量 も少 い もの とな ろ う。 自動 車 には 専

用 の 離 能 ・耐 環 境 性 の 良 い マ イ ク ロ ン ピ。一 夕桃 載 さti ,燃 料 。 ン ト。一

・ル ・'排気 ガ スコ ン トtiー ル ・音 剤 ごよ る操 作指 示,警 笛 機 能 な ど(b新 しい技 術 が

開 発 きれ る6こ の他,日 動 車 運 転 経路 指 示 シス テ ムや 自動 車 電 話 の 普 及 な ど,'e動

車 に搭 載 され る電 子 機 器 は急 激 に増 大 す る もの ど考 え'られ る。　 '』

　 二 方,ホ ーム 当 ン ピ ュ 一 夕,家 庭 用 端 末,ホ ー ム フ プ グ シ ミリ等,家 庭 に コ ン

ピ ー一 夕婿 入 され 新 しい市 場 が 形 成 さ れ る'.ご れ ちの 使 用i、 よkz庭 内 で の

省 エ ネル ギ ー・ 冷 暖 房 コ ン トロール ・防 犯,防 災,教 育,在 宅 勤 務,在 宅 ジ ョ ッ

ピング.電 子 郵 便 等 が可 能 とな り,'個 人生 活 め多 様 化 ,高 度 化 が 推進 され る。 更

に・ 電 話線 テ レメ ー汐 に よる 自動 検 針 や キ ャ プテ ン ズ ,ハ イオ ー ピス の如 き ビデ

オディスグ シ ス デ ムが 普 及 しCATVや ビデオ デ ィス) ,光 伝 送技 術等 の 助 け を

借 りての 家 庭 内情 報 処 理 シ ステムは,ま す ます 複 雑化,多 機 能 化 す る と考 え られ る
。

また ,,マ イ コ ンの 普 及 は 玩 具 に ま で及 び高級 電 子 玩 具 やホ ビー機器 ,健 康 ス ポ ー

ツ用 品 が電 算 機 組 み 込 み と な ろ う。

　 ② 産 業 機 械,輸 送 機 械 等 へ の応 用 拡 大

　 現在で も・NC工 作 機 械 等 へ の マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タの応 用 が 図 られ て い るが,

その他の多 くの産業機械 につ いて も電 算機 を応用 す る ことに よ り,精 度 や効 率の

良 い機械が得 られ ることか ら,こ れ ら産業機械へ導入 す るための電算機の市場 が

開け る。80年 代 には大企業 の みな らず中小企業 まで電算 コン トロール による産

業機 械が普及 し・生 産性向 上 に効果 ある もの と見 られる。

　輸送機械 について も,同 様 に電算機 を搭載 す ることに よ り,安 全性 の確保,省

エネ ル ギ ー,点 検 作 業 の 効率 化 等 が図 れ る こ とか ら導 入が 促 進 され
,こ れ らに対

す る電 算 機 の 市場 が 拡 大 す る。 自動 車 シス テ ム につ い て は ,自 動 車 総 合管 制 シス

テ ムや車 輌位 置 表 示 シス テ ム な どの電 子 化交 通 シス テ ムが 普 及 し船 舶 に つ い ては
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超 自動 化 船 や海 事 衛 星 に よ る コ ン ピ ュー タ ビゲ ー シ ョンが 開発 され る
。 さ らに,

航 空 機 の 電 子 装 置 は ・ ます ます,コ ン ピュー タ化 し,自 動 着 陸,自 動 運 航 ,衝 突

防 止 な どの技 術 が進 展 す る 。ま た,電 算機 制 御 を前 提 と した新 交 通 シ ステ ムは 自

治 体 を中 心 に急 速 に導 入 の 気 運 が あ る。 これ らの 輸 送 機 械 の 電 算 化 に つ い ては移

動 体 を対 象 とす る た め に 無線 伝 送技 術 と コ ン ピュ ー タ技 術 の ド ッキ ン グが 必 要 と

され,さ らに,特 殊 環 境 に も耐 え る専 用 コン ピ ュー タを 開発 す る必 要 が あ る
。・ま

た,超 高信頼 性 技 術 が開 発 され フ ェ イル ・セ ー フ,フ ェ イル ・ソ フ トが図 られ る
。

　 ③ 超 高速 ・超 大型 コ ン ピ ュ ー タ

　 原子力 ・資源探 索 ・気 象解 析 ・宇宙 ・航空等 の開発 には,超 高速の科学演算が

必 要 と され 並行 処理 機能 や 高速 の 画 像 処理 等 が 可能 の 超 高速 ・超 大型 コン ピュータ

の 開 発 が 要 請 され る。 こ れ らの コン ピ ュー タは ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ と称 さ れ て

い る が,わ が 国 に は生 産 実 績 が現 在 の と ころ無 く ,米 国 か らの輸 入 に頼 ってい る。

国 家 的 大 プ ロジ ェ ク トの 推進 に は不 可 欠 で あ り・ ナ シ ョナ ル ・セ キ ュ リテ ィの 上

か ら も,こ れ ら電 算 機 に対 す る市 場 が 拡 大 し開 発 の 必 要 性 が 高 ま る もの と考 え ら

れ る 。80年 代 中 頃 か ら後 半 に は1,000～2,000MIPS程 度 の ス ー パ ー コ ン ピュ

ー タが 要 請 され ,90年 代 に か け ては,デ ー タ フ ロ ー ・コ ン ピ ュー タや ジ ゴセ フソ

ン,GaA　 sな どの超 高速 新 素 子 の 実用 化 が必 要 とな ろ う。

(3)新 しい労 働 市 場 の確 保

　 ① 　事 務 管 理 部 門 で の雇 用 増 。

　 経 済 成 長 の鈍 化 に よ る失 業 や 生 産工 程 等 の 単 純作 業 の 機 械 化 に と もな う失業 を

救 うた め,新 しい雇 用 分 野 の開 拓 が 必要 と され る。例 え ば,事 務管 理 部 門 に電 算

機 が導 入 され た場 合,電 算 機 の動 作 を監 視 す る オペ レー タ,ユ ー ザ ・ア プ リケ ー

シ ・ ン ・プ ロ グ ラム を作 る プ ロ グ ラマ等 が新 しい雇 用 分 野 と して あげ られ る
。 オ

ペ レー タが電 算 機 を使 い や す くす るた めに 人間 工 学 的 設 計 を配 慮 した り非 数 値 処

理 や対 話 形 言 語 の 導 入 な どの マ ン ・マ シン ・イ ン タ フ ェー スの 改 善 が 重要 で あ る。

また ・ ユ ー ザ ・プ ロ グラ マ の 生 産 性 ア ップの た め に各 種 の ア プ リケ ー シ ョン.パ

7ケ ー ジの充 実 や エ ン ド ・ユ ー ザ ・フ ァシ リテ ィの 整 備,ソ フ ト生 産 性 の 高度 化
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技 術 の 向 上,プ ロジ ェク ト管理 手 法 の 確 立 な どが必 要 で あ る
。

　 ② 新 サ ー ビス産 業 で の雇 用 増

　 情報処理 業,デ ー タベース業等の新 しい産業分野が拡大す る ことに よ り,こ れ

　ら産業 に従事す る労働者 数が増 大 し,新 しい労働市場 を開拓 ・拡大 す る。80年

代 に は シス テム ・ハ ウス が増 大 し,新 聞,報 道,出 版 ,商 社,銀 行 な どが情 報提

供 業 で あ る と こ ろの デー タベ ー ス産 業 に 進 出 す る もの とみ られ る
。

　 ま た,,そ の他 の新 サ ー ビス産 業 で も,雇 用 の増 大 が み こめ る 。例 えば,健 康 サ

ー ビ ス ,電 子 新 聞,電 子 郵 便,決 済代 行 サ ー ビ ス,セ ー フテ ィ産 業,文 化 産 業,

国 際 情 報 サ ー ビス,コ ンサ ル テ ィン グ産 業,教 育 ・才 能 開発 産 業 ,生 涯教 育 産 業

な どが 挙 げ られ る。 これ らの マ ー ケ ッ トは,若 年 労 働 者 の み な らず 中 高年 層 に も
,

か な1り の 雇 用 機 会 が あ り,わ が 国 の 高 齢化 社 会 を迎 え る状 況 下 で は 望 ま しい マ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 グ　　　　　トー ケ ヅ ト分 野 とい え る
。 これ らの 新 サ ー ビス産 業 を支 え る技 術 は,主 に デ ー タベ

ー ス技 術 ,ネ ッ トワー ク技 術,分 散 処 理技 術 な どで あ る
。

(4)豊 か な社 会形 成 へ の対 応 。

　 ① 社 会 シ ステ ム構 築 に よ る生 活 の 高度 化

　 医 療 情報 シ ス テ ム,生 活 情 報 シ ス テ ム,社 会福 祉 シ ステ ム,防 災 シ ス テ ム な ど、

全 国 を ネ ッ トワ ー クで結 ん だ大 規 模社 会 シス テ ムの 構 築 に よ り地 方 に お い て も中

央 と同 等 の情 報 が 得 られ るよ うに な り生 活 ・福祉 の 高度 化 に資 す る とこ ろ大 とな

る。 医療 情 報 シ ス テ ム には 各 医療 機 関 を コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー クに よ って統

合 す る ヘル ス ケ ア ・ネ ッ トワー クや 離 島,へ き地 へ の 医 療 サ ー ビス を充 実 す るへ

き地 医療 シス テ ム・ 救 急 医 療 シス テム ・ 医療 ・薬 罐 報 デ ー タ・・ン ク'シス テ ム等

が 開発 され る 。

　 一方 ・生 活情報 システムには食品衛生情 報 システムや生鮮 食料 品流通情報 サ_

ビス ・シ ス テ ム,不 動 産 流 通 情 報 シス テ ム な どが 高度 化 され
,社 会 福 祉 シス テム

と し て は 年 金 オ ンライ ン ・シ ステム,　 雇 用 保 険 トー タ ル ・シス テ ム
,職 業 紹 介

シ ス テ ム等 の 全 国 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク化 が 一層 進 む もの と見 られ る
。 ま

た ヂ防 災 シ ス テ ムで は地 震 予 知 総合 シス テ ムや 大 地 震 時 緊 急 防 災 シス テ ム
,消 防
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指 令 オ ン ライ ンシス テ ム等 が開発 され実施 に供 される。 これ らの社会 システム

で は超 大 型 コ ン ピュ ー タ技 術 や,大 規 模 ネ ッ トワー ク技 術,大 型 デ ータ ベ ー ス技

縫 櫻 誤 れ1ワ 汐M'ひ アやRASI　 …Sの ・ ・一ム ウtア 化 な

どgsの 嚴 化が躍 とな デ .　 t,

.:まア1・、舗'.公 共#rビ 扮 助 こお!'て も隔 離 が普及 い より一層 住民 サ

ー ビスが向上 ピ サゴ ス苧 τ ・プカζ駆 れ る・　 　 一

,預 捌 では9AIシ ステ4・ 群 計算'繍 情報 サTビ ペ 大学 間共 同使用

㌍ 恒 等戸 層殺 し・公地 一 ビろ分野 では 自治体 システム課 健所 システム・

,唖 嘩 システム蝉 務署 ネ ・ トワ.一ク'シ ステム・不動産登記 システム・図書

,勧 一 ビ5・i.ス テム等 の甑 力i駆 れ る・ これ らの教 育 ・公共 サ 〒 ビス ・シス

テムでは分散処理 サ ー ビス・廉 価端 末の開発 ・分野 別 アプ リケ ーシ ョンの標準化

印鑑認識等の画像処理 が重要 とな る。

　 ② 社 会面 で の ボ トル ネ ック1(D解 消

　 地 域 に お け る省 エ ネル ギ ー,リ サ イ ク リン グ,過 密 化 対 策,老 齢 化 等,社 会面

での 各 種 ボ トル ネ ック とな って い る もの に,つい ては,電 子 計 算 機 に よ ,つて,新 規

社 会 シス テ ム を開 発 し対 処 す る 。地 域 にお け る省 エ ネ ル ギ ー シ ステ ム と して,地

域 集 中 冷 暖 房 シ、ステ ム の導 入 を 図 った り,き め細 い エ ネ ル ギー源 を重 層 的 に コン

トロー ルす る重 層 的 エ ネ ル ギ ー ・シ ス テム の 開 発 等 を行 う。 ま た,都 市 ゴ ミの再

利 用 処 理 シス テ ムや ・廃 棄 物 処 理 を シ ステ ム的 に行 う廃 棄 物 リサ イ クル ・シ ステ

ムが普 及 す る。 一 方,在 宅 勤 務 シ ス テ ム な ど に よ る通 勤 ラ ッシ ュの 緩和 や 、 自動

車 ・自転車 駐 車 場 管 理 シ ス テム,広 域 大 気 ・水 質 汚 染 監 視 シ ステ ムな ど の過 密 化

対 策 シス テ ムが 開 発 され る。 こ れ らの社 会 シ ステ ム は ・新 規 シ ステ ム化 技 術 力 が

必 要 とな り,大 規模 な社 会 シ ュ ミレ ー シ ョン技 術 の 開 発 が 要 請 さ れ る 。

㈲ 　 海外 の ニ ーズへ の 対 応 。

　 海 外 に お い て も,わ が国 と同 様 に エ ネル ギー制 約 の 打 開 や社 会 資 本 の 拡 充 の ニ

ーズが あ り・ 自国 内 に電 算 機 産 業 が 育 って な い た め.導 入 を希 望 す る国 が あ り,

わ が 国 と して も・ この よ うな ニ ー ズ に積 極 的 に対 応 して何 ら問 題 は な い 。 海外 の
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ニ ー ズ に対 す る電 算 機 の対 応 や,必 要 と され る機 能 は,ほ ぼ 国 内 と同 様 と考 え ら

れ るが,特 に・ 言 語 や ネ ッ トワー ク ・イ ン タ フ ェ ー ス,内 部 コ ー ド汎用 ア プ リ

ケ ー シ ョン等 は,世 界 的 標 準 に合致 して い る こ とが 望 ま しい 。 ま た,使 用 文 字体

な ど,現 地 特 有 の もの に は,あ る程 度 柔 軟 に対 応 す る必 要 が あ り,専 用 的 ア プ リ

ケ ー シ ョンの 仕 様 も輸 入 国 の 実情 に 合 せ る必 要 が あ る 。(表3.　2.1参 照)

3.2.2　 　電 子 計 算 機 技 術 の 進 歩

(1)必 要 と され る コン ピ ュー タ技 術

　 80年 代 に お い て は,電 算 機 の 使用 は パ ブ リ ック ・セ クタ ーか らプ ラ イベ ー ト・

セ ク ター ま で,よ り広 範 囲 に,よ り国 民 に密 着 した 形 で利用 され る よ うにな る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 も

電 算 機 に対 す る ニー ズ も生 産 性 の 向 上,新 市 場 の開 拓,新 労 働 市 場 の拡 大,豊 か

な社 会 形 成 の た め の社 会 シス テム等,多 岐 に わた って お り,コ ン ピ ュー タ も一 層

使 い や す く,高 性 能,小 容 積 化,低 価 格 化,高 信 頼 度 の ものが 要 請 され る 。

　 さ らに,電 算 機 の用 途 に よ っては,超 大 型 スー パ ー コ ン ピュー タや プ ロ セ ス コ

ン ピュー タ,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの 如 く,従 来 の 汎 用 コ ン ピュ ー タの 範 ち ゅ う

を脱 した専 用 機 へ の ニ ー ズ も高 ま って くる 。

　 一 方,電 算機 と通 信 技 術 の結 びつ きが 緊密 化 し,国 際 間 コン ピ ュー タ ・ネ ッ ト

ワ ー ク技 術 の グ ロー バル な展 開 が 必 要 とな る 。

(2)　 80年 代 の コ ン ピュ ー タ技 術 の 特長

　 コ ン ピュー タの 高性 能 化 が ます ます 進 む と共 に,マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェー

スの高 度 化,多 様化 に よ り,コ ン ピ ュー タ を意 識 しないで容易に使 え るようにな る。

ま た,通 信 と コ ン ピ ュ ー タ との融 合 が 更 に進 み,半 導 体 技 術 の 進 歩 や デ ー タベ ー

ス機 能 の 高 級 化,オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ・ンの 進展,家 庭 へ の 電 算 機 の浸 透 が

進 む 。

　 ① マ ン ・マ シ ン技 術 の 実用 化 高度 化

　 対 話 処 理 機 能 の充 実,問 題 向 非 手 続 言 語 の開 発等,マ ン ・マ シン ・イ ンタ フ ェ

ー ス機 能 の 高度 化,効 率 化 が 要 請 され る 。 ま た,数 値 情報 以外 に音 声,画 像 ・ 色
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表3.2.1　 80年 代電 算 機 ニー ズへ の 対 応

、　　　　　 　　 ニ　　　　ー　 　　　ズ 電　算　機　の　対　応

① 　 生 産 プ ロセ ス に お け る

(1)' 電算機制御の拡充 A.電 算 機 を駆 使 した 生 産 プ ロセ ス の構 築

'省 エ ネ
.省 力,高 品 質, マ イ コ ン の 多 方 面 へ の 応 用

生 多 品 種,少 量 生 産, イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・ロ ボ ッ トの 活 用
く

ダ ー テ ィ ワ ー ク離 れ, (産業用 一{乍業用,探 索用)

産 、国際競争力強化 電算制御拡充 による無人化

B.電 算 機 使 用 の 高 度 な設 計'

性 CAMに よる生産性向上
　 　 　 　 　 　 　 　 「

の
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

②　事務管理部門の効率化C A.電 算機による事務処理の効率化,簡 易化
'

事務部門の

向 ・生 産 性 確 保 　 　 　 、

国際競争力確保
、

上 B.'オ フ ィス ・オLト メー シ 〔 ン に よ る 効 率 的

、情 報 処 理

事 務 機 の イ ン テ リ ジ ェン ス 化

通 信 シ ス テ ムへ の 組 込 み

、

③　低生産性部門の低上げ A.第 一 次 産 業 へ の 電 算 機 導 入
'

第一次産業生産性増強 電算機組込みオー トメ化農機具

食糧 自給 自足 コン ピュー タ ・コ ン トロー ル 大 規 模 農 園

農業漁業革命 〃　　　　 野菜工場

農業装置産業化 〃　　　　 海底牧場

生 産,流 通 一 元 化 〃　　　　 大規模畜産
.

第三次産業の合理化
」

省 力,情報迅速処理
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●

♂

,　　 　 電 　算 機 ¶の　 必.'要 機 能 必 要 な 技 術 開
.発 　 '

A.デ イ ジ ダ ル 計 装 向 マ イ コ ン' A.マ イ コ ン の 高 性 能 化 。 低 価 格 化

耐 環 境 性 ・'高信 頼 性 機 能 を 有 す る マ イ コン, 計装上位 シ寿 ムへの競
　 　 　 　 　 ,,

ミ 三 コ ン 、 プ ロ コ ン イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・ロ ボ ッ トの 開 発

セ ン サ ー技 術 。 マ テハ ン技 術

'　
`　　　　　　　　　　　,　　'　,　L

マ イ コン ・ネ ットウー ク技 術 ・構 内光 伝送技 術

B.　 CAD,　 CAM

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一 ・一 ・←

B.機 能 の 記 述,機 能 シ ュ ミレー シ ョツ の 実 現
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ㎡

大容量高速 コンピュ三夕　　　　 ' ハ イ レベ ルCAD,　 CAM技 術 関 連 デ ー タ

ベ ー スの 蓄 積

A.マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェ ー ス 機 能 A.問 題 向 非 手 続 言 語 の 開 発'

対話処理機能 日本 語 処 理.文 章,音 声,イ メ ー ジ処 理
-

図 形 入 出 力 技 術;ド キ ュ メ ン ト自動 作 成技 　.

.術,自 然 言 語 処 理,自 動 翻 訳 技 術1

B.オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ン シ ス デ ム 機 能 B..コ ン ビ ュ ー ・タ と フ ァ ッ ク ス の 結 合 技 術

電 子 メ ー ル 機 能
　 　 　 ' 図形日 本語情報喋 配轍 ザ

事務機 と電算機 の融合機能 イ ン テ リジ ェ ン ト ・コ ピ ア,'光 デ ィ ス ク メ モ リ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 】

通信 と事務機 ・電算機の融合
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

技 術,日 本 語 ウ ー ド プ ロ セ ッ サ

テ レ コ ン フ ァ レ ン ス,PABX

統合化電子机の開発

デ ィ ジ タ ル 通 信 網 との 結 合,階 層 デ7タ ベ

・一 ろ 技 術

A.　 ミ ニ コ ン ・マ イ コ ン 利 用 の 新 し い シ ス テ ム A.第 一 次 産 業 新 シス テ ム化 技 術

機 器, 専 用 ア プ リケ ー シ ョ ン ・パ ッケ ー.ジ標 準 化,

大型 機 に よ る シ ュ ミ レ ー シ ョ ン機 能 高 性 能 ミ'ニ コ ン,マ イ コ ンの 開 発,各 種 セ

ン サ ー 技 術,シ ス テ ム ・シ ュ ミ レ ー シ ョ ン技 術

'

・

↓
、
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っ づ き ②

ニ　　　ー　　　ズ 電　算　機　の　対　応

B.第 三 次 産 業 へ の 普 及
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

物 流 サ ー ビ ス(交 通.運 送,在 庫吉一ビス)

金 融 ・証 券 業(キ ャッシュレス.信 用 情 報認 定 情 報 ・株 価 情 報)

流通部門への導 入(小 売業,外 食産業)

ビ　　ス'

①　民生用機器のインテリ A.家 庭 電 化 製 品 ・ 自動 車 等,民 生 用 機 器 へ の

{2} ジ ェ ン ス 化 電算機の組込み(省 エネ,操 作性向上,事

個人 レベルでの電算 故防止,公 害対策)
新

'機 利 用

し B.家 庭 内 へ の コ ン ピ ュ ー タ普 及

い 省 エ ネ,検 針,防 犯 ・防 災,教 育,在 宅

勤 務,在 宅 シ ョ ッ ピ ン グ ホ ビ ー

市

場

の

②　産業機械,輸 送機械等 A.産 業 機 械 へ の マ イ コ ン組 込 み 　 中 小 企 業

開
への応用拡大 B.輸 送機械　　　　　　　　　　　 自動車総合管制システム

拓 省 エ ネ,省 力 電子化交通 システム{　　　　　　　　　　車両位置表示
システム

安全性確保 超自動化船舶
へ

作業効率化 航 空機 コ ン トロ ー ル

の
新 交 通 シ ス テ ム

対 ③　超高速 ・超大形 コンビ A.原 子 力,資 源 探 索,気 象 解 析.宇 宙.航 空

ユ ー タ 等 の 開 発 に 超 高 速 コ ン ピ ュ ー タ を利 用
応

国 家 プ ロ ジ ェ ク ト

セ キ ュ リ テ ィ

①　事務管理部門での雇用 A.オ ペ レ ー タ の 雇 用 増

増 。

新 しい質の労働者の

雇用増
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一　 ・'"　 」　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 い'　 '"　 」^'　 .　 　　 　、　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 '　「1' い 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r　■　「

.

・　　　 電　算
.機.の 必∵要 機　能

一　　 　　　　　 　　　　　 　　　 i

必 要 な 技 術 開 発 　 ..

B;大 型 電 算機 に よ る オ ン ラ イ ン機 能 大 形 デ ー

　 　 タ ベ ース機 能 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ドぞ　 ・

B.高 性 能 オ ン ラ イ ン ・デ ー タ ベ ー ス技 術 　 、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ち

　 　 RASIS技 術,キ ャ ッシュレス ・システム 技 術
v

　　専用端末(金 融,証 券,流 通)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ト

専 用 端 末 の マン ・マシン ・イン タフ ェ]ス 高 度 化
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

保 全 性 ・.機密 保 護 機 能 　 　 　 　 　 　 　 　 一

　 　 ∫㍉ 　 _'三1:㌧ ㍉'　 :1烏'掌'∵'.一

　 技術,小 売業向簡易 パソコン開発;音 声処

・ 理∵ 　 　 　 ・、,　　 {

Aジ 電 化 製 品 』 汎 用,"廉 価 ヤ イコ ン'

…

A.小 容積化技術ご信頼性技術。音声認識,出

・　 自動 車=専 用 ∴ 高 性 能 ・・耐 環 境 性 マ イ 占 ン
`

　 力技術。　　　　　　　　　　　 {

電話音声による家電 コン トロールら

　　　　　　　　　　　　 '　 }　　　　　　　　　　　　　　 …

.

B.　 ホ ニ ム コ ン ピ ュー タ　　　　 .

　 　 　 　 　・:㌔一　 　丁電 話 端 末 　 　 　 　 '

　　電諏 ンラィ褥 ・認 プ

B.廉 価 電 話 端 末 技 術 。　 　 　 　 ・
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 …

　 廉 価FAX部 品(CCD.感 熱 ペ ッ、ド,LSI)
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

　 　 ホ ー ム コ ン用 廉 価 周 辺 機 器,セ ン サ ー技 術 ・
'

　 ギTvゴCATV・ シ ズ テ ム ・　 ・　 一 ・

　 　 ビデ オ デ ギ ス ク シ ス テ ム,音 声 処 理 装 置

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1
家庭 内光 通 信,CATVイ ンタフェ]ス,　 CAI,
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 β　 !
ビデ オテ ックス(CAPTAINS,HIOVIS),

　 　 　 　 　 　 　 　 ア　　.

玩 具 　 　.,　　 　 一 　 　 　 　・　 .∵ ビ デ オ デ ィ ス ク技 術,

A.高 信 頼 性 マ イ コッ A.一 メ カ トゴ ニ'ク ス技 術,セ ン サ・一 技 術

B.輸 送 機 械 搭 載 用 コ ン ピ ュ三 夕 B.専 用 プ ロセ ッサ,専 用os開 発 　 '

　 　 　 　 　 　 　 　 　 、'　 無 線 通 信 と
コ ン ビ 三 ー タの 結 合 機 能 層

　 　 　 　 、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　̀

耐 環 境 性,超 高 信 頼 性 技 術,　 　 ,

フ ェ イ ル セ イ フ,フ ェ イ ル ソ フ ト機 能 画 像 処 理,特 殊 ア プ リ ケ ー シ 。ン プ ロ グ ラ ム,

通 信 ネ ッ ト ワー ク と の 結 合 機 能 リア ル タ イ ム処 理 技 術

海事衛星　　　　 〃

A.超 高速科学演算機能 A.ス ー パ ニ コ ン ピ ュ 一 夕 技 術

並行処理機能' ア レ イ プ ロ セ ッ サ

画像 データ処理機能 言 語 プ ロ セ ッサ

シ ュ ミ レー シ 。'ン機 能 デ ー タ フ ロ ー ・ コ ン ヒ。ユ 一 夕

新 素 子(ジ ョセ フ ソ ン素 子,GaAs素 子)

A.使 い 易 す さ A.人 間工学的設計技術

マ ン ・ マ シ ン ・イ ン タ フ ェ ー ス の 改 善

PASIS技 術
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っ づ き(3}

ニ　　 ー　　ズ 忍　算　機　の　応　応

B.ユ ー ザ ・ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ マ の

雇用増

'

(3) ②　新サービス産業での A.情 報 処 理 業,情 報 提 供 業 で の雇 用 増 　 ・

新. 雇用増 (シ ス テ ム ハ ウス の 増 大.新 聞,報 道,出

し

い

労

版.商 社,銀 行 か らの 参 入)・ 　 　 　 .

働

市

場 B.そ の 他 の 新 サ ー ビ ス産 業 で の 雇 用 増

の

確

保

(健 康 サ ー ビ ス.電 子 新 聞 ・電 子 郵 便

決 済 代 行,セ ー フテ ィ.文 化 産 業,国 際

情 報.コ ン サ ル テ ィ ン グ産 業,教 育 ・才

能開発,生 涯教育産業)

(4) ①　社会 システム構築によ A.全 国 大 規 模 ネ ッ トワ ー クの 構 築

豊

か

な

る生活の高度化

　就業時間の減少

医 療 シ ス テ ム.生 活 情 報 シ ス テ ム

防 災 シ ス テ ム,社 会 福 祉 シ ス テ ム

社 福祉の高度化

会 地 方 ・ 中 央 の 均 一 化

形

成

へ

住 民 サ ービス 向 上

サー ビス 効 率 アップ
.

の B.教 育 ・公 共 サ ー ビス 部 門 の 効率up

対

応
CAIシ ステム・科 学 計 算 ・特 許 サー ビス

大 学 間共 同 使 用 システム,健 康 増 進 シス

テ ム ・保 健 所 システム,税 務 ネ ッ トワ ー 久

不 動 産 登 記,自 治体 システム,図 書 館 サー

ビス

② 　 社 会 面 で の ボ トル ネ ッ A.地 域 省 エ ネ ル ギ ー,リ サ イ ク リ ン グ

クの解消 過密化対策,老 令化対策 システム
`
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' .

電 算 機 の　必 要 機 能 必 要 な 技 術 開 発

Bピ'ソ フ ト高生 産 性 B.ソ フ ト生 産 性 の 高 度 化 技 術

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム' プ ロ ジ ェ ク ト管 理 手 法 の 確 立

各 種 ア プ リケ ー シ ョ ン ・パ ッ ケ ー ジ の 開 発

エ ン ド ・ユ ー ザ,フ ァ シ リ テ イ

A.超 大 形 デ ー タ ベ ー ス機 能 A.専 用 超 大 型 コ ン ピ ュ一 夕の 開 発

ネ ッ トワ ニ ク処 理 機 能 超 高 性 能 オ ン ラ イ ン,デ ー タ ベ ー ス技 術

超 大 型 コ ン ピ ュ ー タ デ ー タ ベ ー ス ・マ シ ン

リ レ ー シ ョ ナ ル ・ デ ー タ ベ ー ス
.

分 散 デ ー タ ベ ー ス

日本 語 ・画 像 デ ー タ ベ ー ス

B.　 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ ト ワ ー ク B.オ ン ラ イ ン ・ネ ッ ト ワ ー ク の 高 度 化(機 能

デ 「 タ ベ ー ス 分 散 負 荷 分 散 ネ ッ トワ ー ク)技 術

分散端末 分 散 デ ー タ ベ ー ス

電 子 郵 便 ・ デー タテ レホ ン,音 声応 答技術

A.超 大 型 コ ン ピ ュ ー タ ・… の 高 度 化(ワ ン レペル ・ス トア,RASISOSの
フ ァー ム ウ ェア 化)

大 規 模 ネ ヅ トワ ー ク ネ ッ トワー ク 標 準 化(複 数 ネ ッ トワーク)

大 規 模 デ ー タ ベ ー ス 衛 星 通 信.デ ィジタル 通 信
一 一

通 信 と コ ン ピ ュ ー タの 結 合 回 線 交 換 サ ー ビス,光 通 信

各種端末センサーとの接続 大 容 量 データベース,デ ィスク大 容 量 化

磁 気 バ ブル メモリ,メ モリ階 層 構 造

CT.医 療 イ メ ージ 処 理,セ ンサー 技 術

B.分 散 処 理 サ ー ビス B.分 散 処 理 シ ス テ ム,分 散 ネ ッ ト ワ ー ク

廉価端末 分 散 デー タベ ー ス

分 野 別 ア プ リケ ー シ ョ ン 日 本 語 処 理.画 像 処 理,音 声,色 彩.声 紋

印鑑登録処理,CAI

A.各 種 専 用 ナ プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト A.新 規 シ ス テ ム化 技 術

分散形端末 大 規 模 社 会 システム ・シ ュミレーション技 術
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彩,図 形 お よ び 日本 語 情 報 を対 話 形 式 で取 扱 う入 出力 技 術,自 然 言 語 処 理 や 自動

翻 訳 等 の実 用 化 が 進 み,さ ら に・ これ らを シ ス テム化 す る上 で の ソ フ トウエ ア及

びぞ 捲 技 術壕 戴 な る○ ン ・'マジン繍 磯 馴 ㌫ り誰で も容易

に コンピュータが使 える'よ:うにな り,多 様なジ ョブ処理,も可能 となるので事務盲

酬 門の解 ㍗ プに多大の効果励 るものと離 られる・

　② 木形デrタ ベニス確立への対応 ・
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・.・　　 ・　 　　 i　　 　　 　 　 　 　 　 .:・　 一.

i音㌣ 画魎r含 む繊 ㌃ タ'ベースの実用化やデー㌍ パ ≒泌
高 速 プ ロセ ッサ の 進 歩,.LSI,.磁 気 デイ,ス ク,磁 気 バ ブル技 術 の 進 展 に よ る階
モ

層 化記 憶技 術,高 速 ドラ ンザ ク シtiン 処 理 機能,デ ー タベ ー スRASIS技 術等

!・支えられた・s機 能嘩 峰,`多 鰯 術によ り構築 される大形 データベー

技 術が 鵬 代 にお ・～も ます ます重 興 な る・情報提供業 であるところのデータ'

ベ ー ス産 業 を初 め,∵医療 情 報 シ ス デ ム,生 活 情 報 シス テム等 の 大規 模 オ ン ・ラィ

端 会 システムにお呼 大形 テ タベース技 術へ の鵠 は・急増 す る もの と考 え

ら れ る 。

:③ 新利 用分 野拡 大へ の 対応

パ ー ・ナル コ ン
、ピ ・ニ ダ・ ホ ニ ロ ン ピー タ塚 庭 電 話 端 末 ・ ホ ー ム ㍗ ク

シ ミリ,自 動 車 搭載 コ ン ビ ュー'タ等,個 人 レベ ル での電 算 機利 用 が拡 大 し,こ れ

らの 二 二ズへ の 対応 が 重 要 とな'る。 一 方,オ フ ィ ス事 務 の 機 械 化 を目指 す 事 務機,

通信 機 と電 算 機 が 融 合 し;こオ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ・ンへ の対 応 を通 じ,コ ン ピ

ュー タ技 術 が オ フ ィスに深 く浸透 す る 。

(3)汎 用 電 子 計 算 機 の進 歩

　 ① ハ ー ドウ エ アの進 展

{a}　 コン ピ ュー タ

　 コ ン ピュー タの 処理 能 力 の 向 上 は80年 代 に お い て も,さ らに進 展 して い く。

超LSIの 採 用 に よ り低 価 格 化,小 型 化 が著 し く進 み,コ ン ピ ュー タの大 衆 化 が

促進 され る 。 この 中 で使 い易 い コン ピ ュー タが 求 め られ ・ マ ン ・マ シン ・イ ンタ

フ ェー スの 高度 化 が 進 む 。 ま た ・ 各 処理 に適 した プ ロ セ ッサ が 出現 し発 展 す る。

一122一

●



●

'新
しい ア ー キ テ ク チ ャと して,非 ノ イマ ン型 コ ジ ピ ュ一 夕の 研 究 が 進 み,86年 代

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ノ　　らこ

後 半 頃 実現 の 醜 が つ き始 め る とみ られ る が ・ ソ フ トウェ ブの 既 存 財 産 との ト
、レ

ー ド ・ オ フ と な る もの と 考 え ら れ る
。

超高速素子採厳 已 ブ・セ 。垣 体の高速化(汎 用大型50～100MIPS)、 乙

加えて高 速並列醒 方議 酷 櫛 型専噺 三石 。サ群の出卵 予測 き旭 。

例 えば,言 語 リエンテ 。ド.プbセ 。ザ デ二六 ニス1プ 。セ。サ,蛎 ジ』セ
ナ　　　　　　　　コ　　　　シ　　　　　　　　　 リ　　ぐ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ　　　グ　　ふ　　　　　　 ノ

ッサ ・ ア レ イ プ ロ セ ッサ等 の 専 用 プ ロ ゼ ッサ が 考 え られ,こ れ らを汎 用 プ ロ セ ッ

ザ縮 合酋 方式硫 が醗 、れ ∂.':'h,RA'sfsに 語 る酷 二融 く

な り・ セ キ ュ リデ ィ機能 の 充 実 や 複 合 シス テ ム制御 の向 上 が 必 要 で あ る 。

　 ま た,主 記 憶 容 量 も超LSIメ モ リに よ る低 価 格 化 が図 られ,マ イ ク ロ コ ン ピ

ュー タで も数Mバ イ ト,小 形 機 で も10Mバ イ トを 超 え,大 型 機 で は数100　 Mバ

イ トに 達 す る も0)と 信 ぜ られ て い る 。OSと の関 連 に おい て は 仮 想 化技 術 ,フ ァ
　 　 　 ド　　　ロ

ーム ウエ ア技術が 二層発展 し分散 処理の傾 向へ進 む
。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 》　　'

(b)周 辺 端 末 装 置'

　 数 値以外 の多様 な情報 も扱 える入出力装置 の出現 とともに,既 存,周 辺機器 の高

性能 化,複 合化が図 られ,更 に,光 デ ィスク,磁 気バ ブルな どの新 媒体 ジ ァわ レ

が 実 用 化 され る。

　 カナ漢 字 変 換 技 術 の 一層 の普 及,手 書 き漢 字OCRの 開 発 等 に よ って 日本 語 入

力 技 術 の 高度 化 が進 み,不 特 定 話 者,連 続 発 声 に よ る音 声 認 識,任 意 音 声 の 合 成

技 術 等,音 声 入 出力 技 術 は格 段 の 進展 を み せ る。 その他 図 形 入 力,色 彩 処 理,大

形 平 板 デ ィス プ レイ等 に よ る イ メ ー ジ入 出力 が重 要 とな る 。磁 気 デ ィス ク や 磁 気

テ ー プで は垂 直 磁 化 が研 究 され,磁 気 デ ィス クの容 量 は数10GBと 大 容 量 化する

一 方 ,8イ ンチ デ ィス クの 普 及 を初 め とす る デ ィス クの 低価 格 化 ,小 型 化 も進 む。

プ リ ン タは レー ザ ・プ リンタで は 日本 語 で2万 行/分 の 印字 速 度 を有 す る高 速機

や多 色 カラ ーや 階 調 印刷 可 の多 機 能 機 が 開 発 され,イ ンク ジ ェ ッ ト ・プ リ ン タや

永 久 磁 石 式 ワ イ ヤ プ リン タ等 の普 及 も図 られ る 。部分 意 味理 解 や翻 訳 機 能 を有 す

る イ ン テ リジ ェン ト端 末 の 出現 も考 え られ る。 また,チ ップあ た り10Mビ ットの
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磁 気 バ ブル メ モ リや容 量 が10ビ ッ トの 光 メ モ リの 開発 が期 待 され書 き替 え可能

の 光 メモ リも実 用 化 の め どが つ く。

{c)素 子

　 半導体素 子の高集積化は現在 の2倍/年 の ペースが引継 がれ る。 また,高 速素

子 と して,ジ ョセ フソ ン,GaAs素 子 の 実用 化 が80年 後 半 ～90年 に始 ま る。

磁 気 バ ブル は80年 前半 には1Mb/チ ップに 達 し,80年 中 頃 に は10M6に 達

す る 。半 導 体 論 理 素 子 はMOSで,100KG,1ns,100mw,バ イポーラで ,

10KG,0.5　 n　8,500mw程 度 が80年 後 半 に は開 発 され る。 半 導 体 メ モ リ素 子

はMOSで80年 中 頃 には'1Mb/チ ップ,1Mバ イ ト/ウ エハが 実現 さ れ よ

う。

　 今 後 の新 素 子 と して,GaAsや ジ ョセ ブ ソン素 子 が考 え られ る が,　 GaAsは シ

リ コ ンと比 べ て,電 子移 動 速度 が 数 倍 と大 き く半絶 縁 性 基 板 に活 性 領 域 を 形成 す

る た め寄 生 容 量 が 小 さ く高 周 波 が扱 え る こ と,ま た.活 性 領 域 の み を イオ ン打 ち

こみ す れ ば良 い の で 素 子 間 の分 離 領域 を設 け る必 要 性 が な く高 集積 化 が 図 れ るな

ど,電 算機 の構 成 素 子 と しての 潜在 的能 力 は 大 きい 。80年 後 半 には論 理 素 子 で ,

1KG～5KG,　 O.05ns～() .1ns/G,　 10～1.000mw/チ ップを 目標 と して い

る 。

　 ジ ョセブソン接 合 素 子 は,現 在超LSIの 発 熱 に よ る集積 限 界 を破 る高 速 素 子 とし

て注 目 を集 め て い る 。80年 後 半 ～90年 初 に は論 理 で,1KG ,　O.　01ns～O.・05

・・/'G・O・1～100・mw/チ ・プメ モ リで ・10Kb～1Mb/チ 。プ 程度 の もの が期

待 され て い るが 冷 却 装置 の使 用 が不 可 欠 で あ るな ど,電 算 機 の 汎用 装 置 に は若 干

の ハ ン デ ィを負 ってお り,そ の 解 決 が 重要 で あ る。

　 CCDは フ ァイル よ り もイ メ ー ジ ・セ ン サ ー と して発 展 す る。

{d}実 装技 術,CAD

　 超LSI化 シス テ ムの実 装技 術 が80年 代 前 半 には進 展 し,数100ピ ンLSI

の 接 続処 理 技 術 ・多 層 セ ラ ミック基 板(30層)技 術,素 子 直 接基 板 搭 載 法(フ ェ

ー ス ダ ウ ン ・ボ ン デ ィン グ)
・ ウ ェーバ ・メ モ リ,ウ ェー ハ ・シ ステ ム実 装 法 等
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'の開 発 が 進 む
。

　 一 方.液 冷 技 術 や伝導 熱 拡 散 技 術等 の新 しい 冷却 技 術 が 進 展 す る。

　 CADに つ い ては 機能 の 記 述 や機能 シ ュ ミレー シ ョンが 実現 し ビル デ ィン グ.

ブ ロ ック設 計 法 の確 立 や超LSIの デ ー タベ ー スの構 築 が図 られ る
。

　 ② ソ フ トウエ アの進 展

　 ソ フ 層トウエ アは 産業 面,社 会 面,生 活 面 におけ る それ ぞれ の ニ ーズ に合 った 対

応 に よ り高水 靴 が図 ら れ る.ま た,層 ソ フ トウエ ア開発雄 の 高度 化
,高 級 言 語

め発 展 ・ ア プ リケー シ ・ン ・プ ・ グラ ムの普 及 が 見 込 め る
.汎 用 。 ン ピ 。一 夕の

OSは,ま す ます 巨大 化 す る傾 向 が あ る が ,こ れ は マ ン ・マシン ・イ ンタフェース

の 高 機 能 化,オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク機能 の充 実
,さ らに,こ れ等 に と もな

うデ ー タベ ース機能 の発 展 等 に よ り,OSの 高機 能 が 進 むた め で あ る
。

　 OSの 基本 機 能 は,ま す ます 高度 化 し,ワ ン レベ ル ス トアが 実現 し,フ ァー ム ウ

・・ア を駆 使 したパ ーチ・ル ・マシ ン技 術 が 進 ん で 複鋤 ・sが
・ ン ピ ー 一 夕に搭 載

され る よ うに な る。 これ によ り,ぼ う大 な既 存 ソ フ トウエ ア財 産 を新 しい コン ピ

ュ ー タで も生 かす こ とが で き るよ うに な り,メ ー カ,ユ ーザ と もに受 け る利 益 は

大 き い 。

　 一 方,RASIS機 能 も向 上 し,そ れ ぞれ電 算機 の 信頼 性,可 用 性,保 守 性,

保 全 性,機 密 保 護 機能 が強 化 され る 。 ま た,リ ソー ス ・シ ェ ア リ ン グ機 能 に よ
っ

て複 数 電 算 機 に よ る リソー スの 有 効 利 用 が 可能 とな る
。

　 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ ト ワ ー ク機 能 も高 度 化 し,複 数 の ネ ッ トワー クを 結 合 す る

機 能 や機 能 分 散 ネ ・ ト・一 ク・ 負荷 分 散 ネ ・ ト・一 クな どの新 機能 が 醗 され る
。

　 デ ー タ ベ ー ス で は 分 散 デ ー タ ベ ー ス が 実 用 化 さ れ,リ レ ー シ ョ ナ ル ・ デ ー タ ベ

ー スや ,デ ー タ ベ ー ス ・マ シンが発 展 す る。 日本 語 情 報 や画 像 ・イメ ー ジ情報 の

デー タベ ー スの扱 い も可 能 とな り,高 速 トラ ンザ ク シ ョン処 理 を 可能 とす る超 高

性 能 デ ー タベ ース も出現 す る 。

　 日本 語処理 の発展 や各種 問題 向非手続 言語 の開発等 によ ってマ ン ・マ シン.イ

ン タ フ ェー スは格 段 の改 善 を み るよ うに な る
。
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　 増 大 す る ソ フ トウエ アの 生 産 コ ス トを軽 減 す る 目的 で ソ フ トウエ ア の 開発 技 法

の 高度 化 ・効 率 化 が 図 られ,新 しい プ ロ ジ ェク ト管 理 手 法 が開 発 さ れ る。

　 ③ 、利 用 形 態 の 進展 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・　 　 　 　 `

　 分 散 処 理 お よ び ネ ッ:トワ ー ク処理 ・ 非 数値 デ 三 夕処 理 が 指 向 され る ほ か非 定 形

業 務 へ の 適 用,使 用 の 簡 便 化,オ フ ィス ・オー トメ ニ シ ョンへ の 適用 が図 られ る。

　 半 導体 の 急 激 な コス ト低 下 は オン ・ラ イ ン機 能 の 強 化 や公 社 回線0)開 放等 と相

ま って 、分 散 処 理 の普 及 を 可能 に した6従 来 め 中央 集 権 的 コ ン ピュ]タ 構 成 か ら・

より 実際 の 組 織 に密 着 した形 の身 近 な小 回 りの利 く分 散 シス テ ムに ユ ーザ の ニ ー

ズは今 後 も向 う もの とみ られ 馴分 散 デ 一 夕ベ ー ズ,分 散 ネ ッ トワー ク ,通 信 端 末

オ フ ィス コ ン ビ三 一 タ,ミ ニ コン ピュ ー タ等 の関 連 技 術 ほ,ま す ます 重要 とな る。

　 さ ら に,コ ン ピ ュ 一二タ は ネ'ッ ト ワ ー ク 網 の1つ(bコ ン ポ ー ネ ン ト と し て 把 え ら

れ る時 代 に 入 りつ つ あ り,ネ ッ トワー ク技 術 の高 度 化,ネ ッ トワLク ・'アー キ テ

クチ ャの 標準 化.国 際 的 ネ ッ'トワ ーク との衛 星 を通 じての リン クな ど㍉ グ ロ ーバ

ル な展 開 が 必要 で あ る。

　 ま た,音 声,文 章,図 形 入力 な ど,非 数値 デ ー タ処 理 が指 向 され,エ ン ドユ ー

ザ言 語 の 開発 な どの 助 け を借 りて,ま す ます コ ン ピ ュー タの 利用 の 簡 便 化 が 図 ら

れ,人 と機 械 の融 合 の 方 向 へ進 む 。　 '

　 80年 代 は,オ フ ィス ・オ ー トメー シ ・ンの 進展 が急 で あ る とい われ て い るが,

その 進 展 形 態 は既 存機 器 を ベ ー ス と した 複 合 化,統 合 化 で あ る と考 え られ る 。複

合 化 の ス テ ップで は単 能 端 末機 の組 合 せ イ ン テ リジ ェン ト化,複 写 機 等 事務 機 の

インテ リジ ェン ト化,フ ァッ クス と電 算 機 の 結 合 の よ うな 伝 送 交換 機 能 と処 理 機能

の 結 合,光 デ ィス ク ・フ ァイル の発 展 の 如 き,フ ァ イル機 能 と処 理 機 能 の結 合等

が 考 え られ る。 統 合 化 に お い ては衛 星 通信 を含 め た 公共,私 企 業 通信 網 の デ ィジ

タル 化,サ ー ビス総 合 化 を背 景 に移 動 体 処 理 通信 端 末,日 本 語 ワー ドプ ロセ ッサ

を含 む統 合 化 電 子 机,家 庭 事 務端 末 の 出現,階 層 デ ー タベ ースの構 築 に基 づ く分

散 処理 シ ステ ム の成 熟 が 考 え られ る 。

(4)専 用 電 算 機 の 進 歩
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　 ① 超 大型 電 算 機 の開 発

　 ネ ッ トワー ク化 が促 進 さ れ,大 形 デ ー タベ ー スの普 及 が 図 られ る こ とか ら,こ

れ ら大規 模 ネ ッ トワー ク シ ス テ ムの ホ ス トコン ピ ュー タ と して の専 用 超 大 型 電 算

機 の 開発 が必 要 で あ る。 特 に ネ ッ トワー ク処 理,デ ー タベ ー ス処 理,通 信 処 理 に

特 化 した コン ピュ ー タで あ り,そ の ア プ リケ ー シ 。ン プ ロ グラ ム も専 用 化 した も

の が 必 要 と な る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 '　　 　 　 　 　 　 　 一

　 一 方,原 子 力,宇 宙,航 空 等 の分 野 で必 要 な超 高速 技 術 計 算 や シ ュ ミレ ー シ ョ

ン用 に スー パ ー コ ン ピュ ー タが必 要 であ り,80年 代 中 頃 か ら後 半 には,1 ,000・ ～

2,000MIPS程 度 の 超 高 速 計 算 機 が必 要 とな る。

　 ② 専用 プ ロセ ッサの 開発

　 汎 用 プ ロセ ッサ の他 に言 語 オ リエ ン テ ッ ドプ ロセ ッサ,通 信 制 御 プ ロセ ッサ,

デ ー タベ ー ス ・プ ロ セ ッサ,入 出力 処 理 プ 己ゼ ッサ,異 機 種接 続 プ ロセ ッサ,高

速 並 列 計 算 プ ロセ ッサ,等 の 専 用 化 され た プロ セ ッサ群 が開 発 され,用 途 に応 じ

て適 当 に利 用 され る よ うに な る 。

　 ま た,LISPフ 。ロセ ッサ,デ ー タ フ ロー ・マ シ ン,連 想 処 理 マ シンな ど,非

ノ イマ ン型 の プ ロセ ッサ も研 究 開 発 され る。

　 これ らの 特 殊 専 用 プ ロ セ ッサ の思 想 は,大 型,超 大 型 計 算 機 の み な らず,小 型

機 や マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タに ま で及 ぶ もの と考 え られ る。

　 ③ プ ロセ ス コ ン ピュ ー タの 開 発

　 80年 代 に お いて プ ラン トシ ス テ ム,原 子 力 発 電 プ ラ ン ト等,プ ロ セ ス コ ン ピ

ュ ー タ市場 の拡 大 が 促 進 され る と と も に,プ ラ ン トシス テ ムの 制 御 の 高 度 化 が図

られ る こ とか らプ ロセ ス コン ピ ュー タの高 度 化 の た めの開 発 が 必 要 と され る 。特

に,プ ラ ン トが複 雑 にな るに と もな い リアル タイ ム処理 時 間 の短 縮 が 要 請 され て

お り,同 時 に フ ェイル ・セ ー フ機 能,光 通 信 ル ー プ機 能,汎 用 機 との ハ イブ リ ッ

ド機 能 等 が必 要 で あ る。

　④ マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ

　 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの近 時 の普 及 は民 生 用,産 業 用 機 器 を 問 わ ず,あ らゆ る

一127一



分 野 にお い て顕 著 で あ る が,80年 代 には 更 に上 位 機 能 を 有 す る こ とに よz・で ミニ

コン ピ ュー タ・ プ ロ セ ス コ ン ピ ュー タや 一 部 オ フ ィス コ ン ピ ュー タ,汎 用機 の 分

野 まで カバ ーす る もの と考 え られ る。現 在 の4・8ビ ッ ト時 代 か ら,16,32,

64ビ ッ トへ 規 模 が 拡 大 し・ メ モ リ内 蔵形 や か な り高度 のOSを 備 えた いわ ゆ る マ

イ ク ロ ・メ イ ン フ レー ム も出現 す る。汎 用 コ ン ピ ュー タの アー キ テ クチ ャが マ イ

ク ロ コ ン ピ ュー タに も導 入 され る結 果,マ イ ク ロ コン ピ ュー タ,ミ ニ コン ピ ュ_

タ,汎 用機 の 境界 が 明 確 で な くな る。 マ イ ク ロ コン ピ ュー タ に も演 算 ,信 号 処 理,

1/0処 理,通 信 処理 等 の特 殊 ・専 用 プ ロセ ッサの 充 実 が進 み,専 用 言 語 の開 発 や

使用 言語 の標 準 化 が 問 題 とな ろ う。更 に,自 動 軍 用 マ イ ク ロ コ ン ビ、ユ一 夕や エ ア

ボ ー ンコ ン ピュ ー タ,イ ンテ リジ ェン ト ・ロボ ッ ト等,専 用 化 され た マ イ ク ロ コ

ン ピ ュー タ,ミ ニ コ ン ピ ュー タの 開発 が必 要 で あ る 。

㈲ 　 電 算 機 と通 信 との 融 合 に よ る発 展

　 通信 の デ ジ タル 化 に伴 い,通 信 と電 算 機 の 融 合 が 強 ま る が,こ の中 で デ ィジ タ

ル統 合 網 の構 築,ネ ッ トワ ー ク ・アー キ テ クチ ャの 確 立,通 信 と処 理 機 能 を 一 体

化 した複 合 シ ス テ ムの 実現,通 信 端 末 の 多 様 化,さ らに,国 際 間 通信 ネ ッ トお よ

び コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク構 築 の た め衛 星 通 信 技 術 の導 入 な どが始 ま る 。

　 ① デ ー タ通信 網 の発 展

　 電 算 機 と通 信 の結 合 を促 進 す る デ ィジ タル 通 信 環 境 が 電 話,フ ァク シ ミリ,画

像 通信 網 等 の デ ィジ タノレ化 で 促進 され,さ らに,ネ ッ トワ ー ク間 の 接 続 や デ ィジ

タル総 合 サ ー ビス網 へ の 進展 が 考 え られ る 。 ま た,海 外 通 信 網 との 接続 や 国 際 間

コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワ ー クの構 築,国 内外 衛 星 通 信 の 導 入 が 図 られ てい る。

　② 電 算 機 側 か らの 通信 へ の 歩 み よ り。

　 電 算 機 側 に お け る通 信 との イ ン タフ ェー ス部 分 の発 展,整 備 が 進 み 通信 レベ ル

よh処 理 レベ ル の コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワ ー ク化 や 通信 情報 の セ キ ュ リテ ィ確 保,

網 内 ・網 間障 害 処 理,切 り分 け方 式 の 発 達,大 規 模 デ ー タ ベ ー スの構 築,分 散 デ

ー タベ ー スの実 現 が 図 られ る
。 これ らの 機能 を ベ ー スに電 算機 と通信 を一 体 化 し

た シス テ ム群 で あ る複 合 シ ステ ムの 実現 が 可能 とな る。
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◆

表3・2・2　 80年 代 に お け る コ ン ピ ュ ー タ の ハ ー ド ウ ェ ア ・ ソ フ ト ウ ェ ア 及 び ア ー キ テ ク チ ャ の 進 歩

コ ン ピ ュー タ

　 　 技 　 術

コンピュータ

に 対 す る

　二　_　 ズ

コ

ン

ピ

ユ

タ

利

用

の

高

度

化

・

多

様

化

・

複

雑

化

・新 しい

二_ズ

・使 い 易 さ

・便 利 さ

・経 済 性

の 強 調

[灘!
・信 頼 性

・安 全 性

の確 保 ・向 上

術

上

枝　

向

産生

の

コ　 ン　 ピ　 ュ タ

ア　　 キ　テ　ク　チ　ャ

○ マ ン ・マシン ・アーキテ クチ ャ

　 　 　 　 　 　の高 度 化 ・実 用 化

旙㌫鶏
○ 非 ノ イ マ ン形

　 ア ー キ テ クチ ャの 出 現

艦 鑑 露 ㌘多しコ

○ オ ン ラ イン分 散 形

　 ネッ トワー ク ・アーキ テクチ ャ

　 　 　 　 　 　の 高度 化 ・実 用 化

〔国際間 ネッ トワー クの構築音声 ・画像通信 との統合 〕

・高 信 頼 ・高 安 全 性

アー キ テ クチ ャの 実 現

ソ フ ト ウ ェ ア 技 術

使

い
易

さ

高

度

化

向

上

生
産

性
の

[i欝]
・マン'マ シン ・インタ フェース

　 　 　 　 　 　 　 　 の 高 機 能 化

[篶曇霧∴
・OS基 本機能の高度 化

[ll∵隠 劃
・デ ー タ ・べ ベ スの 発 展

　 分 散 デ ー タ ベ ー スの 実 用 化

　 リレー シ ョナ ル ・デ ー タ ・

　 　 　 　 　 ベ ー スめ 実 用 化

　 日 本 語画 像 等 知 識 デ ー タ

　 　 　 　 　 ベ ース の 実 用 化

　 デ ー タ ・ベース ・マシンの

　　　　　　　 実現と発鰺
・言語処理 プロセ ッサの

　 　　 　　　 　　 高級機能化
・日本語情報処 理技術実 用化

・オンライン ・ネ ッ トワー ク

　 　　 　　　 　 技 術の高度 化

　 (機 能 ・負荷分散)

・分散 データ ・ベース システ ム

　 　　 　　 の実用化 ・高度 化

・RASIS機 能 の 向 上

〔 セキュ リティ機能の充実複合 シス テム制御の向上 〕

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

・ソ フ トウエ ア生 産 性 の 高度 化

・プロジェクト管理

　　　 　　 手法の確立

コ ン ヒ。ユ 一 夕 技 術

大

衆

化

低

価

格

小

形

化

高
性
能
化

高

速

化

ロ 知 能 ロボ ッ ト (出現)

[ヨ電子 翻訳機 (出現)

oス_パ_コ ン ピュータ　 (実 現)

ロ ホーム コン ピュータ　 　 (出 現)

回 パ ーソナル コンピュータ(普 及)

　

ラ

　

行

　

進

　

(

　

ン

　

ヨ

　

シ

　

一

.
メ

ス

ト
ごフオ

オ

口 日 本 語 ワー ドプロセッサ(普 及)

・仮 想 化技 術 の 発 展

・ワン レベル ・ス トア技 術 の 確 立

・機 能分 散 形専 用 プ ロセッサ充 実

・汎 用'専 用 プ ロセ ッサの 結 合

Oコ ンピュータの高 性 能 化

・ス ーパ ー コン ピュー タ

　 　 　 　 ～1000MIPS

・汎 用 大 型

　 　 　 50～100MIPS

　ミニ コ ン 　～10MIPS

・マ イ コ ン規 模拡 大

　 　 　 (16,32,　 64bit)

[ヨ非 ノ イマン形 コンピュータ 出現

　 (デ ー タ フ ロー ・マ シ ン)

・コンピュータ ・ネットワーク技 術

　 　 　 　 　 の標 準 化 ・高 度 化

・分 散 処 理 技 術 の 高 度 化

周 辺 端 末装 置技術

技

術

マ
ン
・
マ
シ
ン

実

用

化

・音声 入出力技術の実用化

　(→ 不特定 連続発声)

・画像 ・図形 ・色彩情報'

(入 出力技 術の実用 化)

・RASIS技 術 の 高度 化

・漢字入力技 術の実用化

　(カ ナ漢字変換 等)
・磁気デ ィス ク装 置の

　 大容量化 ・高速 化 ・低 価化

◎主 要な周辺機 器の

　 　　 　　　 　　 局性能化
・磁 気デ ィス ク

高密度 化 ・大容 量化

　　 (数GB～ 数10GB)

小形化 　 (B"の 普及)

・デ ィスクMT

　　 垂 直磁気 記録の出現
・プ リンタの高 速化

　　 (日 本語2万L/11)

　多機能化(多 色カ ラー)

・光 メモ リの実用 化

　(書 換え可 能の もの)

R信 頼性:運 転監視 ・新 プロテクシ ョン技 術

A可 用性:緊 急停止 ・再開始技 術

S保 守性:回 復時 間短縮遠 隔保守技術

1保 全性:誤 使用 に対す る完 全性

S機 密 保護:不 当使 用の防 御

・高密度実装技術の発展

　(数100ピ ン接続,多 層

　 　　 　　 セ ラ ミック基板)

・新 冷却 技術の発展

　(液 冷技術,伝 導熱拡散)

・CAD

半　導　体　技　 術

電

力

低

消

費

高

信

頼

小

形

化

高
性
能
化

高

速

化

・マ イクロコンピュータの

　　 　　 　　　 　 高性能化

　　 　　 　　　 　 低価格化

{鱒 ∴]　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

・半導体素子 の高集積 ・高速 化

＼ 高集積 高　 速

(MOS) (MOS)

～100KG ～1KG

論
～1ns ～05ns

～100m]y ～100mW

(バ イポー ラ) (バ イポー ラ)
理 ～10KG ～11(G

～ α5ns ～0 .05ns

～500mW ～11V

(MOS)

メ 1Mb/チ ップ

モ 1Mバ イ ト/ウ エ ハ

リ (80%増)

ウ エハ メモ リの 実 用 化

(超LSI技 術の実用化)

・超LSI技 術 の応 用

・超LSI技 術 による

性能/価 格の大幅改善

・CAD

〔超LSIデ ータベ ース の 構 築 〕

新　 素　子　技　術 周　　辺　　技　　術

'

・超 高 速新 素子(ジ ョセフソン)

鰍 璽錫
・高 速新 素 子(GaAs)

[論理懸霊 場

・電 子 郵 便 　　 　 　 　 　 (出 現)

・デ ー タ ・テ レ ホ ン　 　 (出 現)

・CAPTAINシ ス テム(出 現)
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・磁気 バ ブ ル　 1Mb'80年 前 半

　 　 　 　 　 　 10Mb'80年 中 頃

・CCD(イ メージセンサと して)
、

・通信 のデ ィジタル化

・衛星 通信技術導 入

・海外通信 網との接続

・光通信 の発展

　(大 容{曇,高 速,ル ープ伝送)

'

1





　 ③ トー タル 情 報 処理 シ ス テ ムの進 展

　 フ ァ クシ ミーリや 複写 機,日 本 語 ワ ー ドプ ロセ ッサ等 の 事 務 機 器,端 末等 と コン

ピ ュー タg)結 びつ きに よ る ビジ ネ ス ・コ ミュニ ケ ー シ ョン ・シス テ ムが 進 展 す る。

　 ま た,交 通,医 療,防 災 シ ス テ ム等,イ ン フラ ・ス トラ クチ ャーの 改 善,向 上

の 目的 で大 規 模 な社 会 シ ス テム の構 築 が進 む 。　 　 　 　 　 　 '

　 ホ ー ムフ ァ ック ス,CAPTAINS,電 話音 声 に よ る指 示 シス テ ム,電 話 家庭

端 末等 の 通信 網 に接 続 され た 家 庭 の 情 報 シス テム の進 展 が図 られ る 。

　④ 電 算 機 と通 信 の 融 合 を 支 え る技 術 。

　 超LS　 '1;新 素 子,光 通信,イ メ ー ジ情 報 通信 技 術 等 の 部 品技 術 や ソ フ トウェ

ア技 術,ネ ッ トワー ク技 術,デ ー タベ ー ス技術 等 の 個 別 技 術 を シス テ ム ア ップす

るた め の シス テ ム技 術 の 発 展 が 必要 で あ る。

　 　 　 　 　

　光 通 信技 術 は,100km,数10Mb/sの 長 距 離 大容 量 デ ィジ タル 通信 に使用 さ

れ デ ー タハ イウ ェイ と して コ ン ピ ュー タ ・リン クが 実 現 で きる。(表3 .　2.　2参 照)

3.3　 電 子計 算機産業 の展 開

3.3.1　 電 子 計 算 機 産 業 の 展 開

(1)国 産 電 子 計 算 機 メ ー カの 優 位 性

　 国産 電 子 計 算 機 メ ー カはJECC加 入6社(総 合電 機 メ ー カ3社,通 信機 を主

体 と して いた メ ー カ3社)を 中心 に ミニ コン ピ ュー タや オ フ ィス コン ピュ ー タに

特 化 しfメ ー カ群 が あ る 。 しか し,汎 用 電 子 計 算機 を対 象 に考 え る とJECC加

入6社 即 ら国 産電 子計 算 機 メ ー カと考 えて差 しつ か え な い 。　 (表3.3.1)

　 総 合電 機 メ ー カと通信 機 を主 体 と して い た メ ー カの 間 には その 取 扱 い製 品 範 囲

の相 異 か ら来 る企 業 と しての 特 質 の 差 が見 られ るが,い ず れ も コ ン ピ ュー タ以外

にICを 使 う製 品 を持 って お り,ICを 自家生 産 して い る とい う重 要 な点 で共 通

し てい る 。

　 これ ら国 産 コ ン ピュ ー タ メ ー カの持 つ 強 味 を技 術 面,マ ーケ テ ィ ング面,経 営
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表3.3.1　 昭 和53年 　 生 産額

〔億 円 〕

生　　産　　額 比　　率

1.産 業 用 電 子 機 器

(う ち,コ ン ピ ュー タ)

6兆 ▲043億 円

(　 　 乳102)

37.1%

(53%6)

2　 重電機器 4兆5,769 26.5%

3鶉(民 生用電子機器民生用電気機器)
　 　 　 　 　 　 ←合一一一　 　 　 　 　 　 　 　 　 '　　　　　　　　,　山

　 3兆7,103

r^

21.5%

4.電 子部品

〔うち,半 導体うち,IC〕

、1兆a466

::::ll〕

　 107%

〔1::1・〕
5　 軽　電 7,033 4.1%　 　一

合　　　　　　 計 17兆2,414億 円 100%

面 か ら考察す ると次 の よ うになる。　 　 　 　 　 　 ・ ・

　① 　技術面

　　(a)　製品開発部 門以外 に総 合的 な基礎研究部門 を もってい る。 そのため基礎

　　　研究部門で開発 された技 術 を他社 に さきが けて製 品 に応用 し,製 品に特徴

　　　 を もたせた り,原 価 を引 き下 げ るこ ともで きる。 また,新 しい技術 を用 い

　　　 た優れた製品が他社 か ら発売 された場合 で も,そ の技 術 を身に つけ るた め

　　　の基礎が あるため,対 応 が比 較的 スムースに行 な われ る。

　　(b)　強電 ・弱 電 と もに過 去数十年 間花 形産業 で あ った ために優秀な技 術者が

　　　大量 に入社 してお り,製 造技 術,生 産管理技 術 を含 めて厚 い技術 者層 を保

　　　有 している。従 って新 しい製品,技 術を急 速 に吸収 し生産 に移 す ことが可

　　　能 で ある。
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(c)各 社 と も日本 で ト ップ レベ ル の半導 体 技 術 を も って い る。 とくに電 子計

　 算 機 用 論 理LSLメ モ リLSIに つ い ては 世 界 の トップ レベ ル と考 えて

　 間違 い で は な い と思 わ れ る。 一 方 テ レ ビな ど家電 用 のLSIは 既 に世 界 の

　 文字 どお り トップ レベ ル に あ り,半 導 体 の 開発,製 造 能 力 に お い てば.あ

　 る分 野 で 一時 的 に遅 れ を とる こ とは あ って も,追 随 あ る い は凌 駕 す る こ と

　 が 可 能 と思 わ れ る。　 (表3.3.2)

表3.3.2　 1Cの シ ェ ア

米 国 メ ー カ ー 7,207億 円(343億$) 669%

日 本 メ ー カ ー 2745"　 (13.1) 25.5%

西 欧 メ ー カ ー 800〃 　 (38) 7.4%

そ の 他 16〃 　 (008) 02%

計 1α771億 円` 100%

　電 子計算機 の処理装 置や各種制御装置の大部分 はICを 組立 てた ものが

主 体 で あ り,ICの 仕 様,価 格 が競 争力 の キ ー ポ イ ン トに な るた め
,IC

に お け る国産 電 子 計 算機 メ ー カの 実 力 は大 きな意 味 を持 ってい る
。(表3.3.3)

(d)　 「国 産 電 子 計 算 機 メ ー カは ハ ー ドウエ ア技 術 に お い て はIBMに 追 い つ

　 いた が,ソ フ トウエ ア技 術 に お いて は,ま だ遅 れ て い る」 とい う評 価 が行

　 な われ る よ う にな って久 しい 。確 か に,基 本 的 な ソ フ トウエ アに お い て,

　 IBMと の 間 に開 発 力 の差 が あ る こ とは事 実 で あ ろ うが,わ が 国 に特 有 な

技 術(例 え ば 漢 字 サ テ トソ フ トウエ アな ど)を は じ め と してIBMを

　凌 ぐ製 品 も出 て お り,世 界 に互 して い くソ フ トウエ ア技 術 力 を わ が国 の 電
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表3.3.3　 日 米 コ ン ピ ュ ー タ ・ICメ ー カ ー の 状 況

一

一
ω
膳
1

日　　　　　 本 ($-210円)　 　 米'　 　 　 国　 　 　 　 　 　 .

メ ー カ ー名 53年 度売上高
53/3
従 業 員 数 家　電

コ ン

ピュー タ
IC ICの 生 産 工 場 　 ・ メ ー カ ー 名 53年 売上高 従 業 員 IC

日　　　 立 、兆5。9押 71β17 ○ ○ ○
.

小 平 市,　 (米)ダ ラ ス IBM 4兆426唇 円'325517
人

○

東　　　芝
兆1　2

,400 64,595 ○ ○ ○ 川 崎,大 分 ス ペ リ ー 8,536 89044 一

三　　　菱 9,347 50,809
　 　 　 ・

○ ○ ○ 伊 丹,熊 本 ハ ネ ウ ェ ル 7,451 86300 一

日本 電 気 6,154 3H70 △ .○
○ 川 崎,　 (米)マ ウンテ ンビュー CDC 5,750 51DOO 一

富　士　通 4,409 32062 一 ○ ○ 岬 会瀦 松,蕩 。ゴ NC・R 5,481 62,000 ○

沖 　 『' 1,367 14201 一 ○ ○ 逗 子 バ ロ ー ス 5,166 54638 一

,シ ャ　ー プ 11の38 ○ △ ○ 天理市 TI 1,405 ○

松下(通) 7,100 一 一 ○ 長岡京市 NS 777
吟

○

ソ　　ニ　　ー 10,015 ○ 一 O 厚木 モ ト ロニ ラ 691 ○

東 京 三 洋 8270 一 一 ○ 群馬県大泉町 イ ン テ ル 630 ○

そ の 他

IC

メ ー カ　ー

会津東光,新 日本無線,東 洋留具,日 本TI

日本楽器,諏 訪精工舎　 日本電装　　̀　　　　　　　　　　　 ・　　 ・　　　　 :

フェアチ ャイル ド 536 ○

シク ネ チ ッ クス,AMD.　 RCA.

モ ス テ ッ ク,ハ リス,WE,GE,

● ■

■



　　 子計算機 メニ カが身 につけ ている と評価 してよい と思 われる。

　 (e)　国鉄 の緑 の窓 口,銀 行 の預金オンラインに見 られるように,大 規模なシステ

　　 ムが次 々 と構 築 されてお り・国産電 子計算機 メ ーカが担当 してい る もの も

　　 多 い。 そのよ うな経験 を通 じて システム構築技 術 や プロジ ェク ト管理技術

　　 諸 種 してお り・米 国電 子計算機 ・ 一力1と比 べ て艶 がない と思 われる。

　　 ユーザ も徐 々に分 散 ネ ッ トワー ク指向 を強 めてお り,'シ ステム構築技 術で

　　 対処 していた分野 を標準製品 に とり込 む こと も重要な課題であ るが,こ れ

　　 らの課題べ の対応力 も国産電 子計算機 メニ カは もってい ると考 えられ る。

② マ ーケ テ ィン グ面

　 (a)国 産 電 子計 算 機 メ ー カは,外 国 メ ー カに比 べ て ユ ー ザ の ニ ー ズ に対 応 し

　 　 て製 品 を開 発 す る能 力 が 高 い。 少 く と も日本 市 場 にお い ては ユ ーザへ の対

　　 応 が敏 速 にで ぎる とい う優 位性が ある。

　 (b)　国産電 子計算 機 メ ーカは電子計算機の技 術 を他の分野の 製品^(例 えば,

　　 通信機,家 電品,産 業機械 など)に 自 ら応用 す ることによ って,電 子計算

　　 機技 術の拡充 を図 ってい くことがで きる。

③　 経営面

　(a)　日本市場 は価 格 に対 しで厳 しいために国産 メー カは価格 に対す る対応 力

　　 を強 めつつ経営 を成 り立たせ て きてい る。輸 出 を行 な うには,最 終価格 は

　　 と もか く,メ ー カ出 し価格は低 くない と,中 間 の諸経 費 を カバーで きな い

　　が,国 産 メー カの場合 には国内市場 で培 った価格対応力 によ ってこれに耐

　　 えて徐 々に輸出 を伸 ば してい る。

　(b)　損益 や資金 の面 で も総合電機 メー カを中心 に して,対 応力 を示 してきた。

　　常 に成熟 した分野 で利益 を上げ ると其 に資金 を回収 しつつ,新 しい分野(こ

　　の場合電 子計算機)に 資 金 を投下 して事業 を拡大 して きたが,今 後 と も電

　　子計算機 お よびその周 辺事業分野への進 出につ いては同 じ手段 によ って効

　　果的な進 出が で きる可能 性が強 い。

80年 代 には い り,国 産 メーカは海外市場へ の展開 をい よい よ本格化 す る もの
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と思 われ る。その際,強 味 となるの は基本的には先 にあげ たよ うな事項 である
。

さらには∴次 のよ うな煮が今 後の展開 における優位 点 とな り得 る と思 われ る
。

　 ① 家電品の販 売網 を既 に海外 に張 りめ ぐらせてい る総 合電機 メー カの場合,

　　 その 海外活動 の知識 と経験 を電子 計算機の海外活動 に活用す る ことがで きる。

　　 さらには,メ ー カの ブラン ドが対 象国 に浸透 していれば,そ の対応 方法 いか

　　 ん によ っては有利 な要素 の一つになる。

　 ② 今後 コン ピュー タ技術 と通信技術は その融合 の度合 いを強 めてい くとみ ら

　　 れ るが,通 信機 を製造 しているメ ーカにおい ては,技 術的 ・事業的融合が比

　　 較的容易 である とい う優位 性が ある。

　 ③80年 代 においては これ までの数値処理中心 の情報処 理 か ら,画 像,音 声,

　　 文章な どの処理 を含 めた総 合的な もの とな ると予想 され る。それに対応 して

　　 い くには,多 方面の技術の開発 とそれ らの総 合が必要 で あ り,総 合電機 メー

　　 カに とって有利 な条件 とな る。

　④80年 代 には コ ン ピュー タの利用層が ます ます拡が り,小 企業 にまでオ フ

　　 ィス コン ピュータが普及 し,ホ ームコンピュー タの普及 もは じま ると思 われ

　　 る。すでに一 部家 電品への マ イクロコンピュー タの利用 は一般化 しているが,

　　 家電品や住設機器 を もっている総合電機 メー カは ホー ム コンピュー タへの進

　　 出において も,外 国 メー カに比べ て優位に立 つ と考 え られる。

　⑤80年 代 を通 じて一=ンピュ一 夕は複雑化,高 性能化 す る と共 に,小 型化・低

　　電力化 ・低価格化 が要求 され るが,そ の実現 の中心 とな る技術 はICで あ る。

　　今後は カス タムLSIで 対処 す る分野 が多 くな るが,カ ス タムLSIを 短期

　　 に経済的に開発 す る ことが競争 の キーポイン トになる。 その ためには総 合電

　　機 メー カに見 られ るよ うに 自家 開発 ・生産す る方 が有利 と考 え られ る。

②　周辺端末装置産 業の新 たな展開

　① 周 辺装置 の高級 化

　周辺装置 におい て も高付加価値化 の傾向 が進 む もの と期待 され る。その動 向は

メ カ部の制限 とエ レキ部の増大,イ ンテ リジ ェンスの増大,高 機能化 な どの形 を
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とって現 われ る。

　 (泊　印刷

　　　 印字 品質 の改善 ・高付加価値印刷(漢 字,図 形,画 像 な ど)の た め,レ ー

　　 ザプ リンタ系統 の印刷 方式 が主流化 す ると思 われる。 さ らに,赤 黒 印刷化,

　　 多色 印刷化 も高級機 の分野 では実用化 しよ う。

　 ㊨ 　 ファイル

　 　　 当分 の あ い だ,磁 気 デ ィス クは 主 流 の座 を明 け わ たす こと な く,容 量 当 り

　 　 費用 を今 ま で どお り改 善 し てい くで あろ う。

　 　　 磁 気 テ ー プ装 置 は 最 も安 価 な記 録 媒 体 と して,ま た ・ デ ー タ交 換 媒 体 とし

　 　 て根 強 く使 用 され る で あ ろ う。 しか し,デ ー タの オ ン ラ令イ ン化 は省 人 化 の 観

　 　 点 か ら大 きな ユ ー ザ ニ ー ズ とな ってお り,大 容量 記 憶 シス テム(MSS)は

　 　 その 形 を変 え なが ら普 及 し てい くで あ ろ う'。デ ィス グ とMSSの 中 間 的 な ア

　 　 ク セ ス時 間 ・容 量 の フ ァイル と して,安 い フ レキ シ ブル デ ィス を選 択 し て ア

　 　 クセ スす る装 置 の 出現 も考 え られ る 。

　 　　 画 像 の フ ァイル と して上 記 の 磁 気 媒 体 も使 わ れ るが,民 生分 野 で 実用 化 し

　 　 つ つ あ る光 デ ィス ク もその 低 コ ス ト性,永 久 記 録 性 の ため に,普 及 す る見 込

　 　 み が あ る 。

　 (c)　 入 力 装 置

　 　　 デ ー タの入 力 は 省 人 化 の キー ポ イ ン トで あ る。今 後 と も装 置 の イ ンテ リジ

　 　 ェン ス を利 用 し て,オ ペ レー タの 負 担 をま す ます軽 くす る方 向 に進 むで あ ろ

　 　 う。 ま た,POSに 見 られ るよ うに,デ ー タ入力 の二 重 手 間 を防 ぐべ く,デ

　 　 一 夕発 生 現 場 で の 入 力 が 普 及 しよ う。 ま た,画 像 入 力,直 接 記 入文 字 ・図 形

　 　 の 入力 が 実用 化 さ れ る もの と思 わ れ る。

　 ② 端 末装 置 の多 様化

　 コ ン ピュー タ シス テム の信 頼 性 の 向 上 や ソ フ トウエ アの 充 実 に よ り,多 数 の 端

末 を シ ス テ ムに 接 続 す る こ とが容 易 に な って きた 。 そ のた め,事 務現 場,取 引現

場 へ さ ら には作 業 現 場 へ も端 末 装 置 が 置 かれ る よ うにな った 。 その設 置 環 境 や利
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用 方 法 も多 種 多 様 とな ってお り,従 って,端 末 装 置 の 機能 や耐 環 境 性.
,大 き さ,価

格,安 全 性,使 い 勝 手 な どに関 す る ユ ーザ の要 求 も多 種 多 様 な もの にな って きて

い るρ

、1頚 よ,うに多様化 す 姉 場 ニーズ1こ応 えて社会 の情靴 難 進すべ く・ イ ン・

レームメーカは もとより,端 末装 置 メ 一斑 ま多様 な機能 を持 つ製品 を社 会 に送 り出

してい る。今 後 と もこの傾 向 は 止 ま る こ とな く一層 拡大 して い く もの と考 え られ

る。 その技術的 な動 向 を簡単 に述 べ る。

　 (a)　印刷

　　　今 後 は カナや漢字 は常識化 レ,.さ らに図形や画像の印刷 が次第 に普 及す る

　　 もの と思 われ る。80年 代後半 においてe4網 点による写真 の表現 も実用化する

　　程度 に技 術が進歩す るのではない かと予 想 され る。 これ らを実現す るには イ

　 　 ン ク ジ ・y㌧ 細 密 ワ イ ヤ ド・ ト・ レーザ・ゼ ログラ フ ・・ク瀞 電 式 な ど各

　　種の方式が用途 に応 じて使 われ るであろ うが,精 密 さの点において レーザ式

　　が主流 とな るの ではないか と思 われ る。

　⑮ 　表示

　 　 現 在 は ・CRTデ ・ス プ レ イが 主流 で あ る が ・今 後 ≒ もCRTを しの ぐ・

　 　 ス ト,自 由度,精 細 度 の もの は現 われ 難 い 見 通 しで あ る。表 示 に つ いて も漢

　 　字 は も とよ り,図 形,画 像(文 書 を映 像 と して取扱 う場 合 を含 む)の 表 示 が

　　求 め ら旭 よ うに担 のは必然 で あ り・現状 のCRTよ りさらに数倍精搬

　 　の 高 いCRTを 実 現 せね ば な ら な い。

　(c)　入 力

　 　 　 コ ン ピュー タ に よる業 務 効 率 化 の ネ ックに な って い る の は デ ー タ入力 で あ

　 　 る 。鍵盤 方 式OCRな ど各 種 の 方 式 が 実 存 し,と くに鍵 盤 方 式 は無 数 の 種 類

　 　 が あ る。今 後 の 方 向 と して は マ ン ・マ シ ン ・イ ン タフ ェー スを最 も効 率 化 す

　 　 る もの と期 待 され てい る音 声 入力 が あ り,80年 代 中期 に は実 用 期 を迎 える も

　 　の と思 わ れ る。 人 間 同 士 の コ ミュニ ケ ー シ ョンで音 声 の 次 に 多用 され て い る

　 　 のは 文書 に よ る もの で あ り,特 に 日本 の 事 務 所 に お い て は手 書 きに よ る文 書
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　 が 多 い 。従 って,手 書 き文 書 を その まま コ ン ビ.ユ一 夕 に入 力 で きれ ば.入 力

　 の効 率 は格 段 に改 善 され るわけ で あ り,技 術 進 歩 の助 け によb80年 代 後 半

　 には 実用 化 され るの で は な いか と予想 され る。

(d)、 カ ラー化

　 　 現状 で は入 出力,表 示 の カラ ー化 は広 汎 な ニ ー ズ とは い えな い。 しか し,

　 今 後 次第 に オ フ ィス環 境 は じめ各 種現 場 に端 末機 が 使 わ れ る と カ ラー化 に よ

　 る付 加 価 値 の 高 い分 野 も出 て くる こ とが予 想 され,'80年 代 後 半 には分 野 によ

　 つ て は 入 出 力.,表 示 の カ ラ ー 化 が 普 及 し よ う 。

(e)　 イ ン テ リ ジ ェ ン ス

　 　 'LSI技 術 の 進 歩 に よ代り論理 回 路,メ モ リが コ ンパ ク トか つ 低価 格 とな る

　 の で,端 末装 置 へ の 論 理 機 能 の付 加 が急 速 に進 む もの と考 え られ る。 端 末 の

　 価 値 は ハ ー ド ウェ ア も さ る こ とな が ら,内 臓 され て い る ソ フ トウェア,フ ァ

　 ー ム ウ ェアに よ って 大 き く左 右 され るこ とにな ろ う。 ま た,ソ フ トウ ェア,

　 フ ァー ム ウ ェアの 多 様 化 に よ り,そ れ らの ハ ー ド ウェ ア価 格 か らの分 離 も行

　 わ れ るで あろ う。

(f)　 専 用 端 末 の普 及

　 　 多 様 な端 末装 置 が 作 られ る よ うにな る と,端 末 装 置 の専 用 化 が 一層 進 むで

　 あ ろ う。現 在 の専 用 端 末 は銀 行 端 末,予 約 端 末,POS端 末 な どを主 体 と し

　 て 事 実 上 い くつ か の アプ リケ ー シ ョンに限 られ て い るが,よ り需要 に マ ッチ

　 した端 末 に して い くに は 専 用 化 が 必要 で あ り,供 給 者 側 の 多様 化 と もあ い ま

　 っ て,専 用 端 末 が大 きな 比 率 を 占 め るよ うにな るの で は な い か と思 わ れ る。

　 (表3.3.4)

② 　 マ ン ・マ シン ・イ ン タ フ ェー スの 高級 化

　 　 端 末装 置 の歴 史は マ ン ・マ シン ・イ ン タ フェー ス の歴 史 で あ るとい って も

　 過 言 で は な く,端 末装 置 に お い て こ そ,マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェー ス改 善

　 の 努力 が 続 け られ て来 た。 しか し,ユ ーザ層 が拡 大 す る に つ れ て,一 層 使 い

　 易 い もの に な って い か ね ば な らな いの は 当 然 で,そ の た め の技 術 開 発 が 促進

一139一



表3.3.4　 端 末 装 置 の シス テム総 出荷 額 に対 す る比 率(%)

分　　　　 類 1975 1976 1980 1985 1990

表 示 装 置 1.49 1.69 314 498 7.9

複 合 端 末 装 置 1.75 2.40 5.01 8.58 14.7

専 用 端 末 装 置 9.55 1077 15.22 2071 28.4

汎 用 端 末 装 置 280 296 421 5.74 7.8

その他 の端末装 置 081 091 1.10 1.32一 1.6

伝 送 用 端 末装 置 1.91 1.88 218 240 26

合　　　　計 1&71 2(161 3086 4a73 620

●

(社)日 本電 子工業振 興協 会 「50年 代 におけ る電 子計算機 関連

機 器産業 の予測 ・展望調査報告書」 よ り。　(90年 は推 定)

　 　 され ね ば な らな い。 前 に述 べ た図 形,画 像 の 取 扱 い や カ ラー化 な ど もそ うで

　 　 あ る し,音 声 入 出 力 もマ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェー スの改 善 に役 立 つ機 能 で

　 　 あ る。 さ らに ソ フ トウ ェアの果 た す役 割 も非 常 に大 き く,簡 単 な パ ラ メ ー タ

　 　 に よ る入 力 や,オ ペ レー シ ・ン ガ イ ドの表 示,人 間 の発 想 や 連 想 を助 け るよ

　 　 うな 情報 を与 え る機 能 な ど各 種 の ソ フ トウ ェアが用 意 さ れ る こ とに な ろ う。

　③ 家庭 の情 報化へ の寄与

　家庭 におけ る情報 化の 主体 は現在 の ところテ レ ビと電 話 で あろ う。 これ らは将

来 と もその主役 の座 を明け渡 しそ うにな いが,今 後 は

　 ・各種端末装置 の低価 格化

　 ・家庭 を対 象 とした情報 サ ービスの出現 によ り,テ レビや電話の付加機能 によ

　 　る情報化の新 しい展 開が見 られ るであろ う。

　 その例 と しては フ ァク シ ミリの家庭 への進 出,キ ャプ テンな どの家庭 を対象 と

した情報 サー ビスの展 開で ある。

　 このよ うな家庭 の情 報化 を さらに推 し進 めるには次 の よ うな点が解決 されてい
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㌶ ・㌧

く必 要 が あ る 。

　 　・家 電 な み の 価 格 セ ン スの 製 品提 供

　 　 　 た とえば・数 百 万 円 の ファクシ ミリを買 う家庭 は まず無 い で あ ろ うが,数 万

　 　 円 な らか な りの家 庭 が 使 うか も知 れ な い 。

　 ・情 報 サ ー ビ ス機 関 の充 実

　 　 　 装 置 を買 って も情 報 を提供 して くれ る機 関 が な け れ ば役 に立 た な い。 さ ら

　 　 に,家 庭 で 欲 してい る情 報 を提 供 せ ね ば な らず,そ の 内 容 は受 け手 の 地 域,

　 　 年 令 ・職 業 な どに よ りまた趣 味 ・趣 好 に よ って異 な る もの で あ るた め,多 様

　 　 .な 情 報 提 供 機 関が 現 わ れ る必 要 が あ る。

　 ・保 守 サ ー ビス

　 　 　 家 庭 に おい て マ イ ク ロ コン ピ ュ ー タを組込 ん だ ひい わ ゆ る"イ ン テ リジ ェ

　 　 ン ト化 した装 置 が増 加 す る とそ の保 守 は 大 きな課 題 とな る。 これ らの保 守 サ

　 　 ー ビスの 充 実 こそ これ ら家 庭 用 情 報 化 機 器 の利 用 拡 大 を図 る基 礎 と言 って も

　 　 過 言 で は な か ろ う。

(3)オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョンの 拡 大

　 生 産 部 門 や 流 通 部 門 の合 理 化 に比 べ て事務 部 門 の合 理 化 が立 ちお くれ てお り,

80年 代 に は オ フ ィス業 務 の電 子 化 一 オ フ ィス ・オー トメ ー シ ョン ー 　に よ る

事 務 合理 化 が 進 め られ る と言 わ れ て い る。

　 事務所 に おいて も数字 を主体 に した定形業 務は コンピュータによ って 自動化が

行 われ て お り,今 後 は情 報 検 索的 な業 務 の コ ン ピュー タ化 へ と向?て い る 。

　 ま た,定 形 的 な業 務 で も印鑑 や サ イ ン と取 扱 い さ ら には手 書 き文字 の取 扱 いは

コ ン ピ ュ ー タで は不 得 手 な 分 野 に属 し,コ ピアが使 わ れ て い る
。

　 しか し,か つ て コ ン ピュ ー タと通 信 の融 合 が行 わ れ たよ うに コ ピア と コン ピ ュ

ー タの融 合 も必 要 な 時期 が 来 て い るの で は な い か と思 わ れ る
。

　 大型 コン ピュータにおけ る論文編集機能 は英文 につい ては既 に確立 した分野 に

な って い る と思 わ れ るが,日 本文 につ い て は まだ その緒 につ いた ば か りで あ る。

現 在,市 場 にある 日本語 ワー ドプ ロセ ッサが 大型 コ ン ピュー タに接 続 され 各 種 の改
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良 が 行 わ れ ては じめ て 日本 文 編 集 が コ ン ピ ュー タで 行 え る よ うに な った と言 え る

の で あろ う。

　 オ フ ィス内 に お け る電 話 や コ ン ピュ ー タ,フ ァク シ ミリな どの 通信 機 能 の 統 合

も残 され た 重 要 な分 野 で あ ろ う と思 わ れ る。

　 この よ うに オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンの進 展 に よ って各 種 の装 置 や シ ステ ム

が必 要 とな り,当 分 の あい だ 目覚 ま しい進 歩 が続 く もの と思 わ れ る。 これ に と も

な って事 務 所 に お い て端 末装 置 の 数 が 急 激 に増 加 す る で あ ろ う。究 極 的 には 現 在

の電 話 器 の よ うに1人1端 末 の 時 代 が 来 る可 能 性 が あ る 。

(4)専 門分 野 並 びに他 産 業 か らの 新 規 参 入

　 これ まで の ところ,端 末装 置 は 主 と して メ イ ン フ レーム メ ー カ とその 系列会 社

に よ って供 給 され て来 た 。 それ は端 末 装 置 と言 え ど も コ ン ピュー タの ソフ トウ ェ

アの サ ポ ー トな し には動 く もの で は な く,ソ フ トウェアの 充分 な サ ポ ー トを期 待

で き るの は メ イ ン フ レム メ ー カ 自身 と,そ の 系列 会 社 だ った か らで あ る。

　 最近 で は 簡易 なTSS端 末 な どは比 較 的 容 易 に ど の メ ー カの メ イ ン フ レー ム に

も接 続 で きる よ うにな って い る。 さ らに最 近 コ ン ピ ュー タの 通信 技 術 の標 準 化 が

行 わ れ つ つ あ り,特 定 の コン ピ ュー タ(実 は ソ フ トウ ェア)が サ ポ ー トしてい る

特 定 の 端 末 装 置 に イ ン タ フ ェ ース を合 わ せ れ ば他 社 端 末 を接 続 す る こ とが 可能

に な って きた 。 ま た イ ン タ フ ェー ス を合 わ す こ と 自体 が,端 末 の イ ン テ リ ジ ェン

ト化 に よ って比 較 的 容 易 に な って い る。

　 この よ うな 技 術動 向 か ら,端 末 の 機 能 は コ ン ピ ュ ー タ との接 続 の た め の 技 術 の

重 要 性 は比 較 的 小 さ くな り,そ の装 置 特 有 の 機能 の 重 要 性 が増 して きて い る 。従

って,端 末 メー カが ユ ーザ ニ ーズ に マ ッチ した 製 品 を作 れ ば メイン フレーム ・メー

カ と特 別 な 関 係 が な く て もその端 末 を コ ン ピュ ー タに接 続 で きる余 地 が大 き くな

りつ つ あ り,こ の た め に保 持 して い る特殊 な技 術 や販 売 網 が新 規 参 入 の大 きな要

因 とな って き て い る。

　 ハ ー ドウェ アの技 術 か ら見 るな らば,通 信 機 器 メ ー カの保 有 す るエ レ ク トロニ

ク ス関 連 技 術 で あ り,精 密 機械 メ ー カが 保 有 し てい る精 密 加 工 や精 密 な メ カニ ズ
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ムに関 す る技 術又事務機 メーカの もつ複写機の新技術等 を利用 しての新 規参入 で

ある。

　 新 規 参 入 メ ー カの変 り種 と して は こ ち らの方 に多 いが,ソ フ トウ ェ アの技 術 を

生 か し,そ れ を付 加 価 値 と して周 辺 端 末 装 置 の 分 野(ミ ニ コ ン ピ ュー タ を応 用 し

て サ ブ シス テ ム と して販 売 して い る ケ ー スが 大 部分 では あ る
。)に 参 入 してい る,

も し くは今 後 参 入 が 考 え られ る形 態 が あ る。

　 設 計,工 程 管 理 等 の 自社 の ノ ウハ ウを生 か して,CAD/CAM用 の 端 末 シス

テム や サ ブ シス テ ム ・現 場 に設 置 し工 程管 理 用 の デー タの 入 力 ・収 集 に使 用 す る

端 末 装 置 や サ ブ シ ス テ ム等 々 の 製 造 販 売 を行 う等 で あ る。

　 これ らは過 去 エ レク トロニ クスの技 術 が必 要 で あ った分 野 に お い て,半 導 体 技

術 の 進歩 に よ る マ イ ク ロ プ ロ セ ッサの 出現 に よ り,必 要 な 技術 が ハ ー ドウ ェ アの

技 術 か らソ フ トウ ェアの 技 術 へ と転 換 して来 て い る事 と,産 業 構 造 の 変 化 に よ り

不 況 産 業 に属 す る企 業 が 事業 の 主体 を変 えて発 展 し て行 こ う とす る事 に起 因 しそ

い る と考 え られ る 。

　 ソフ トウェアの比重の増大 に伴 って今後共 この分野 への新 規参入は どん どん増

加 して行 く もの と思 われ る。

3.3.2　 他 産業 と の 有機 的 展 開

(1)他 産業 の発展 への影響

　 電子計算機産業 が他産業へ の発展(波 及 効果)に 寄与す ることを論 じる場 合,

最終 形 態 と して送 り出す 電 子 計 算 機 シ ス テム その もの は も ちろん の こ と ,マ イ ク

ロプ ロ セ ッサ に代 表 され る中 間 材 が他 産 業 の 製 品 に与 え る影 響 ,お よ び この 産 業

の 中 の生 産,製 造 技 術等 の技 術 的 波 及効 果 も見 逃 す こ とが で きな い
。

　 つ ぎに この3つ の ケ ー スに つ い て他 産 業 の発 展 にい か に寄 与 してい るか を 述 べ

る。

① 最終製品 と しての電 算機が与 える影 響

電 算機 が1970年 代 を通 じてあ らゆる産業 に使 われ,そ れ らの産業 の発展 に寄
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与 して きた こ とは論 を ま た な い 。 その 効 果 は その 産 業 の 自動 化,省 力 化 と情 報 化

に あ る と考 え られ る。

　 1980年 代 も引 続 き,さ らに あ らゆ る産 業 で 電 算機 化 が推 進 され,こ れ らの産

業 の 高度 化 に役 立 つ こ とに な るだ ろ う。逆 に電 算機 が な け れ ば 産 業 の 発 展 が な さ

れ え な い と もい える だ ろ う。

　 以下 に電 算機 が産 業 に どの よ うに利 用 さ れ その産 業 が発 展 して い くか を述 べ る。

　 製 造 産業 全 体 に つ い て い えば,ま ず 製造 部 門 の 自動 化,省 力 化 に よ る生 産 性の

向 上 に現 在 ま で電 算 機 が投 入 され 役 立 って きた 。 この傾 向 は 今 後 も継 続 し,さ ら

に装置 の 自動 監 視,自 動 的 な故 障診 断,自 動 的 な試 験,ロ ボ ッ ト化 へ と発 展 し,

い わ ゆ る工 場 の無 人 化 が 実現 す る もの と思 われ る。 す な わ ち単 純 な作 業 の 機 械 化

か ら知 的作 業 へ の機 械 化 が行 な われ る。 さ らに製造 部 門 の 自動 化 と共 に,設 計 部

門 に も電 算 機 化 が進 出 し広 い意 味 でのCADが 浸透 してい くだ ろ う。

　 実 験,計 測,解 析 の 自動 化,電 算機 に よ る シ ミュ レシ ョン技 術 の 進 歩 に よ り,

例 え ば,船 舶 ・航 空 機 等 の設 計 が 大型 の 模 型 実験 装 置等 を使 わ な くて もで き るよ

う にな る。 この よ うに電 算機 の 浸透 に よ り設 計 部 門 の 生 産性 向 上 が 実 現 して い く

こ と にな る。

　 さ らに,今 ま で 合理 化 が進 ん で いな か った 個 別受 注 生 産 あ る い は 多 品種 少 量生

産 に も生 産 性 の向 上 が可 能 に な る だ ろ う。

　 最 後 に受 注,生 産,販 売 に至 る一 貫 した電 算 機 シス テ ムが 確 立 され,こ れ らは

企 業 間 にま た が った シ ス テ ム と して実 現 され て い く だ ろ う。

　 次 に物 流 サ ー ビス業 で は,製 造 業 ・卸 売 業 ・小 売 業 さ らに消 費 者 に ま た が る物

流 シ ステ ム と し て と らえ,そ の 中 の物 流 サ ー ビスの あ り方 を考 える 必要 が ある 。

トー タルな シス テ ムへ の 電 算 機 化 が80年 代 を 通 じて進 行 す る もの と思 わ れ,こ の

中 で物 の流 れ か ら情 報 の 流 れへ と変 化 して い く こ とが 予 想 され る。

　 金 融 ・証 券分 野 で は キ ャ ッ シ ュ レス,無 人化 店 舗 シ ス テム が普 及 し,省 力化 ・

効 率 化 が進 む と共 に新 しい 各 種 の サ ー ビ スが図 られ る。

　 また,80年 代 に発 展 が 予 想 さ れ る原 子 力 関連 産 業 に お い ては,原 子 力 発 電 の 制
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御,原 子 炉 の設 計等 で 電 算 機 が 必 須 にな る。また,航 空宇 宙 産 業 の 航 空 機,エ ンジ

ン等 の 設 計 に も必 要 不 可 欠 にな る』

　 教 育 分 野 で は.教 育 の効 率 化 ・高度 化 を 目 ざ したCAIシ ス テムが 開 発 され 普

及 す る 。 これ は学 校 教 育 だ けで な く,受 講者 が都 合 の よ い とき に,都 合 の よ い場

所 で 社 会 教 育,職 業 ・専 門教 育 が受 け られ るCAIシ ス テム も開 発 され る 。

　 医療 分 野 で は,医 療 事 務 の合理 化 が進 行 し,ま た,大 病 院 で は 医 療 情 報,物 品

の管 理 ・検 査 ・解 析 な どの ホス ピタル オ ー トメ ー シ ョンが普 及 す る もの と思 わ れ

る。

　 今 ま で は電 算 機 は 製 造 産業 でい えぱ,製 造 部 門 か ら設 計 部 門,販 売 部 門 へ と浸

透 し発 展 し,こ れ らの 部 門 の 省力 化,合 理 化 に寄 与 して きた 。 しか し,オ フ ィス

部門 の 生 産 性 の向 上 が あ ま り行 な わ れ な か った 。80年 代 は オ フ ィス部 門 に も人 手

作 業 の機 械 化,人 の行 う判 断,意 志 決 定 の効 率 化 の た め に電 算 機 が積 極 的 に導 入

され,オ フ ィス で の仕 事 を働 き易 く し,生 産 性 を 向上 し,オ フ ィスで 働 く人 の知

的 能 力 の 向 上 が は か られ て い く。 これは オ フィス ・オ ー トメ ー シ ョン と い う概 念 で

呼 ば れ,電 算 機 をは じめ とす る オ フ ィス機 器 が 導 入 され て い く と考 え られ る。

　 ② 中 間 材 と しての マ イ クロ プ ロ セ ッサ を中心 とす るLSIが 与 え る影 響

　 中 間 材 と して マ イ ク ロプ ロセ ッサ が70年 代 後半 よ り家 電 製 品 や 自動車等 に省 エ

ネル ギ ー等 の た め に組 み込 ま れ始 め られ た が,80年 代 では この傾 向が さ らに 進展

し,多 くの 最 終 製 品 の機 能,性 能 の 高度 化,イ ン テ リジ ェン ト化 の た め に マ イ ク

ロ プ ロセ ッサ が 実装 され る だ ろ う。 ま た,新 商 品 が 出現 し新 た な産 業 が 生 ま れ る

こ とが考 え られ る。

　 マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ が組 み込 まれ た製 品 は特 に民生 ・家電 製品 関 連 の分 野 で多

く普 及す る もの と思 われ る。

　 家庭 生 活 関 連 では,家 電 製 品 に組 み 込 ま れ操 作 性,省 エ ネル ギ ー性 が さ らに よ

くな る。 家 事 労 働 省 力 化 のた めの 機械 が ふ え る と共 に家 屋 の エ ネル ギー制 御,防

犯,防 災 や水 道 ・電 力等 の 自動 検 針等 の た め に マ イ ク ロ プ ロセ ッサ が家 庭 内 の 各

装 置 ・ 機 器 に組 み込 まれ る。 い わ ゆ るホ ー ム ユ ー テ ィ リ テ ィシ ステ ムの 推 進 の 中
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心 的 役割 を担 う こ とにな る。

　 自動 車 で は 燃料 制 御,衝 突防 止,ス ピ ー ド制 御,道 路 情 報 の 収 集 ・解 析 と道 路

の選 択 等 の サ ポ ー トの た めに マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ が組 み込 まれ る
。

　 医療 分 野 で は検 査 用 機 器,身 体 障 害 者 向 け機 器(義 手等),リ モ ー ト診 断 用機

器等 に も使 わ れ るだ ろ う。

　 教 育用 で は家庭 学 習 用 機 器,訓 練 用 機 器 に使用 され るだ ろ う。

　 この ほ か,事 務用 機 器,計 測 ・監 視 機 器,農 器 具 等 に も イ ン テ リジ ェン ト化 あ

るい は 複 合 化 され た機 器 が生 まれ て くる 。(表3 .3.5参 照)

　 ③ 電 子 計算 機 の 設 計 ・製造 の た めの 要 求 が 引 き起 す鋭 響

　 電 算 機 関連 の設 計,製 造技 術 の 中 で 他 産 業 と関連 が深 く・ さ らに今 後 も深 ま っ

て い く と考 え られ るの はLSI,超LSIに 関 す る設 計,製 造技 術(プ ロ セ ス技

術)と 新 しい実 装 技 術 で ある 。

　 この中 でLSI,超LSIに 関 す る設 計技 術,プ ロ セ ス技 術 は 先端 技 術 と して

重 点 開発 が行 わ れ,次 第 に精 密 機 械,計 測 その他 の産 業 に 諸 々の波 及 効 果 を もた

ら して い くと考 え られ る 。 ま た,LSI,超LSIの アセ ン ブ リ技 術 は シス テ ム

の実 装技 術 と技術 的 に共 通領 域 が増 加 し,同 時 併 行 的 進 展 が行 わ れ る 。 この技 術

は民 生 機 器 を含 む他 産業 機 器 に 一般 的 に高 密 度 実 装技 術 と して使 用 され てい くで

あ ろ う。

　 LSI,超LSIの 設 計,プ ロ セ ス技 術 は回 路 設 計 技 術,ウ エハ プ ロセ ス技 術,

検 査,試 験技 術,ア セ ン ブ リ技 術 に分 類 す る ことが で きる。 この各 技 術 の 他 産 業

との シ ナ ー ジ,相 互 関 連 の 仕 方 等 に つ い て つ ぎに述 べ る 。

　 回 路 設 計 技 術 に つ い ては 超LSI化 志 向 には 高度 なCAD化 が必 要 で あ り,そ

の 中 心 とな るの は 回路 の 階層 化 設 計 手 法 と大 規模 シ ミュ レー シ ョン技 術 が 必 要 で

あ る 。後 者 は 他 産業 で も必要 とす る シ ミュ レー シ ・ン技 術 の中 で最 も高 精度 な も

の で あ る。 ま た・ 回路 設計 面 で は 半 導 体 特 有 の マ ス ク ア ー トワー クの サ ポ ー トシ

ス テ ムの充 実 が常 に要 求 され,デ ジ タイ ザ,高 機 能 グ ラ フ ィ ックが多 用 され ,さ

らに その マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェー スの 向 上 と イ ン テ リジ ェ ン ト化 の 流 れ の中
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表3.3.5　 マイ クロ コン ピュータの具 体 的 用途 ま た は応 用 製品

応 用 分 野 用　　 　 　 途 層 具体的用途または応用製品名

A.民 生 ・家 電　 　 、

　 　 　 ∨.浪
1.自 　 　 動 　 　 車 自動 車 用 ゴ ンピ ュ一 夕

'

　 　 　 　 ・-12
◆一 家 『　 　 　 　 　 　 　 電 TV,電 子 レ シ ジ,編 機,テ ー プ レ コ ー ダ,洗 濯

.,'..

　 　 没

機 ガ ス 器 具,タ イ マ ー,ホ ー ム オ ニ トメ ー シ 。

　 　 　 .∴'

、

..'㌧　'9　　　　　　　　　白
ン コ ン ピ ュ 一 夕,ボ ー ム コ ン ピ ュ ー タ,　 房 器 具

i・
一 等

▲

3電 一 ∴ ・"1'卓
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '　　̀

高級計算
,:・

　 　 　 　 　 .　 　 　 　 1
"4'玩 　 　 　 　 '具

デ レ ビ ゲ ー ム,オ セ ロ ゲ ー ム

く

5.教 育(個 人的) 教育用

6.そ 　 　 の 　 　 他
　 　 　 "

8m/m映 写機 券売機

B.事 務 ・商 業 1.事 務 　計　算 事 務 処 理 機,デ ー タ収 集 機,伝 票処 理,窓 口会 計

　 　 　 　 、

2.販 売,在 庫 管 理

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

在庫管理機
・

3.　 ワ　 ー ド 処 理 タ イ プ ラ イ タ ー,ワ ー ド プ ロセ ッ サ

t　　　　　　　　　 ↓ 4　 小　売　会 ㌧計
　 　 .　　　　　　　　　　l

POS,　 EC'R

5.金'融 ・ 端 末 端 末,イ ン テ リジ ェ ン トCRTデ ィ.スプ レ イ 金 融

.　.

.

端末,チ ニジクイン端末　　　　　　　 1'

6.事 務 機,そ の 他 複 写 機,オ フ ィス コ ン ピ ュ ー タ,デ ー タ エ ン ト リ

　 　 　 　 　 '
,　、

一
,　 マ イ ク ロ フ ィ ル ムIR

C.工 　 　 　業 1.生 産 機 械 装 置 数 値 制 御,プ ログ ラマ ブ ル マ シ ンセ ン タ ー溶 接 機,

組 立機,生 産 機 械 の 自動 プ ログ ラ ミン グ,工 作 機

械の自動化

2.機 　械　制　御 自 動 挿 入 機,コ イ ン挿 入 機,パ チ ン コ コ ン ト ロ ー

ラ,シ ー ケ ー ス制御 自動 計 量包 装 装 置,自 動仕 訳

搬 送 シス テ ム,自 動 　 包 機 の 制御,適 応 制御,時

計 生産 機 械,農 業 機 械,ロ ボ ッ ト,エ ア コ ン制御,

ワ イ ヤ ー ボ ン ダ ー,写 真 機,ク レ ー ン制 御,PD

C,工 業 用 ミシ ン搬 送 装 置,塗 布 装 置

3.プ 　 ロ セ ス 制 御 プ ロ セ ス制 御,原 料 混 合 シ ス テ ム,ケ ミ カ ル プ ラ

ン ト制御,炉 過 池 制御,精 錬 炉 制御,電 気 炉 熱 処

理,水 耕 栽培,ガ ス流 動 制御,PID制 御,発 電
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応 用 分 野 用　　　　　途 具体的用途 または応用製品名

所 制御 シ ス テ ム

4.　 デ 　 一 夕　ロ ガ デ ー タ ロ ガ,高 速 多 チ ャ ン ネ ル デ ィ ジ タ ル レ コ ー

ダ,電 力 用 デ ー タ ロ ガ ー,マ ル チ チ ャ ン ネ ル デ ー

タ マル チ プ レ クサ ー,試 験 デ ー タ管 理

5.生 　 産 　 管 　 理 ・稼 動 モ ニ タ,生 産 管 理,伝 票 処 理,工 程 自動 化

6.そ 　 　 の 　 　 他 非 常 用 電 源 シ ステ ム,業 務 用 冷 蔵 庫,農 機 具 コ ン

ト ロ ー ラ

D.交 通 ・輸送 1.信 　 号　制 御 信号制御機.信 号制御中央機器

2.運 　行　制　御 運 行 制 御,交 通 自動 車 道 監 視 シ ス テ ム,交 通 情 報,

移 動 機 集 中 監 視 自動 シ ス テ ム,電 車 の モ ニ タ リン

グ シ ス テ ム

3.駅 務 自 動 化 料金徴収装置,自 動券売機,領 収書発行機

4.海 運 　・ 航 空 航法機器,船 舶用衛星航法装置,オ メガ航法 シス

テ ム

5.そ 　 　 の　 　他 車 上 故 障 情報 処 理装 置,ク レー ン制御,自 動 運 転

装 置,交 通 量 シ ュ ミ レ ー シ ョ ン

E.計 　 　 測 1.測 　　定　　器 画 像 解 析 機,寸 法 形 状 測 定 機,キ ャパ シ タ ン ス ブ

試　　　験 リ ッジ,レ ー ザ ドッ プ ラ流 速 計,気 象 デ ー タ集 録

装 置,多 点 温度 集 録 装 置,デ ジ タ ル ィ ン テグ レー

タ,座 標解 析 シ ステ ム,陽 子 加 速 モ ニ タ シス テ ム,

光波干渉測定器,レ ーザ波長補正器,自 記分光度

計,自 動 流体 計量 装 置,エ ン ジ ンモ ニ タ

2.分 　　析　　器 血液分析データ処理,化 学反応実験計測制御装置,

振 動 解 析,赤 外 分 光 分 析 機,騒 音 解 析 シ ス テ ム,

油 中 ガ ス 自動 分析 装 置,ガ ス ク ロ マ トグ ラ フ ィ

3.試 験 検 査 機 論理 カー ド自動 試 験 器,時 計 部 品検 査 シ ス テ ム,

電 子 回路 検 査 シ ステ ム,電 子 回路 検 査 器,油 圧 モ

一 夕試験 シ ス テ ム
,ト ラ ン ジ ス タ特 性 測定 シ ス テ

ム,発 電機 試験 シス テ ム,ICマ ス ク欠 陥検 査装

置,メ モ リテ ス ター,ガ ス機 器 能 検 査 装 置,自 動

検 針 シス テ ム,半 導 体 自動 検 査
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応 用 分 野 用　　　　　途 具体的用途または応用製品名

4.監 　　　　　視 睡 眠 モ ニ タ シ ス テ ム,警 報 監 視 シ ステ ム,防 災 監

視 シ ス テ ム,ガ ス 検 知 シ ス テ ム,ダ ム ・デ 一 夕 ロ

ガー.放 射 線 監 視 設 備,列 車 ダ イ ヤ記 録 装 置 ,電

力会社用遠方監視,生 産監視システム,電 子炉監

視装置,信 号監視装置,上 下水道監視

5.医 　 用　電　子 人 工腎 臓 シ ス テ ム,体 力診 断 システ ム,医 用 分 析

器,X線 装置,自 動肺機能検査装置,　X線 回析装

置,医 車 シス テ ム

6.そ 　　の　　他
　 　 ・

保 護 継 電 器,磁 気 バ ル ブ メ モ リ ・ コ ン ト ロ ー ル,

.

」

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 用 ハ ー ド ウ ェ ア モ ニ タ ,自

動運転装置,電 波偏波計

F.通 　　　信 1.有 　 線　通　信 電子交換,課 金装置,電 子化PBX

2.デ 　 一 夕 通 信 デ ジ タル電 話,端 末 用 通 信 制御 装 置,テ レメ ー タ,

銀 行 オ ン ライ ン用 端 末,道 路 気 象 情 報 収 集,メ ッ

セ ー ジ伝 送

3.画 　 像　通 信 漢 字 デ ィ ス プ レ イ,グ ラ フ ィ ク デ ィ ス プ レ イ,株

価 表 示 装 置,フ ァ ク シ ミ リ,画 像 通 信,ス ポ ー ツ

コ ー ダ

4.無 　 線　通 信 誘導通信制御,遠 方監視制御無線装置,内 航船電

話,衛 生通信移動局,同 調装置

5.放 　　　　　送 エ レ ク ト ロ ズ ー マ ー,ス タ ジ オ 伝 送 シ ス テ ム,T

Vカ メ ラ 自 動 セ ッ ト,ア ッ プ シ ス テ ム,VTR編

集 シ ス テ ム,エ コ ー キ ャ セ ラ,VTR自 動 ア ド レ

ス変換装置,番 組自動送出装置

6.そ 　 　 の　 　 他 地 図 索 引 装 置,コ ミニ ケ ー シ ョ ン コ ン ト ロ ー ラ,

風 力 発 電 制御,音 声 のCODE化,　 DECODE,

ボ コ ー ダ

G.デ ー タ処 理 1.汎 用 コ ンピュータ パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ
,プ ロ グ ラ ム 開 発 シ ス テ

ム,デ ー タ処 理,マ ル チ マ イク ロ ブ0セ ッ サ
,汎

用 ミ ニ コ ン 下 位 機 種 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 開 発 シ

ス テ ム
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応 用 分 野 用　　　　　途 具体的用途 または応用製品名

　 　 　 '

　 　 　 ,　　　'

㎡

2.周 辺 端 末 機 器

　 　 　 ・,

　 　 　 7
　 　 　 　 `　 1　 『　 　 こ・

3.料 学 技 術 計 算

4・・そ 、 の 　 他

イ ン チ.リ ジ ェ ン ト入 力 端 末,モ デ ム ・ イ ン タ フ ェ

ー ス ,1/0コ ン ト ロ ー ラ,座 標 入 力 装 置,プ ロ

,.ッ七 二デ ィ ス ク コ ン ト ロー ラ,プ リ ン タ 制 御,フ

ォ ー マ ッ:タ,.カ ー ト リ ッ ジ テ ー プ コ ン ト ロ ー ラ,

oqR認 識 プ ロセ ッサ,集 信 装 置,デ 一 夕 タ ー ミ
'

ナ ル?漢 字 デ 一 夕 ス テ ー シ ・ンピ高精 度 ビデ オ シ
　 　 　 　 　 　 　 　 、

ス ・テ ム
.　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t

料 学 技 術 計 算 〉,IB .M1070リ プ レー ス

デ ジ タル フ ィ ル タ実 験 装 置 　 　 ・.　　 ・

H.そ 　 の 、 他 1.ビ 　 ル 管 .理

2.　 ホ テ ル シ ス テ ム

3.シ ス テ ム 管 理
　 　 '　　　　　　7

'

4 .そ　 　 の..他

ビル管 理 シ ス テ ム

ホ テル　:　〈

・防 災綜 合 監 視 制御 シス テム ,教 育 シ ステ ム,省 電

力監 視 シ ステ ム,防 犯 シ:ステ ム ・

　 　 　 　 　 　 　 .

レ ー ザ ト ラ ッ カ,エ レ ベ ー タ群 管 理,気 象 デ ー タ

処 理 装 置

出 典　 応用 か らみ た マ イク 『コ ン ピ ュ ー タ技 術 の現 伏 と課 題

　 .　 !.(財).日 本 情 報 処 理 開 発 協 会:昭 和54年3月)

で,畠 と くに計 測 産業 に イ ンパ ク トを与 え続 け るだ ろ う。

　 ウエ ハ プ ロセ スは 将 来 指 向 と して次 の よ うに 分 類 で き る。

技 術指 向

・無欠陥技術

・精密制 御

・高密度化

　 ・プ ロ セ ス/デ バ イ スCAD

　 この 中 の技 術 は 半 導 体 と し ての特 殊 性 が 強 い 。 シ ナー ジ論 と しては リソグ ラ フ

ィが重 要 で あ る。 印刷 ・写 真 工業 に リ ソグ ラ フ ィマ ス クを依 存 して い た がLSI

メ ー カの生 産 性 向 上 と高密 度 化指 向 に よ る電 子 ビー ム露 光 に よ る マ ス ク作 成 がL

　　　 実 現 技 術

→ 　ゲ'ッ タ リン グ技 術

　　 低 温 プ ロセス技 術

→ 　 ドラ イ プ ロ セ ス,自 動 化 技 術

→ 　超 微 細 化,セ ル フア ライ ン多層 化技 術

　　　　　　　　 → 　 CADシ ス テ ム,基 礎技 術

■
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'S
　1メ ー カで行 な われ る よ うに な り,リ ン グ ラ フ,はLSI・ 一 棚 で 処理 す る

方 向 に今 後 向 ・て・・く と考 え られ る 逗 子 ビニ 福 光 シス ら は極 め'て高離 で

あ り,こ め レベ ルの 描 画 を 必 要 とす る他 産 業 は ない ご あろ う二

検 査 につ いては・・ンtO・ 一夕産 業 ・・c産 業 の 内・雌 蝶 鯉 醍 力Σ・の 検 査
.シ

ス テ ムに 向 け られ る だ ろ う。 この た め 計 測産 業 との関係 が さ らに 深 ま ってい く。

計 測 技 術 的 に は多 端 子縫 技 術,高 速 テ ス テ 、ン グ,LsfCADと 連 動'し鶴

テス トパ ヂ ンジ ・ネ レ ー シ 。ン技 術 が 今節 恥 に筋 う
。 『"

　 LSL超LSI技 術 の ア セ ン ブ リ技 術 はLSI'の 多 端 子 傾 向 に沿tっ':C　LSI

:アセ ン ブ リ技 術 と システ ム ア セ ン ブ リ技 術(実 装 技 術)
の 両 者 の 距 離 が 増 々近 づ

い て い く。 このた めLSIア セ ン ブ リ技 術 と シ ス テム ア セ ン ブ リ技 術 を同 一 デ}

メ ン ジ ・ンで と らえ統L化 技 術 と して考 え て い く必 要 が あ る
。 この技 術 は エ レク

トロ ニ クスを必 要 とす る他 産 業 に共 通的 に 入 ってい く こ とに な ろ う
。

(2)'他 産 業 か らの影 響

電 算離 業 の存立溌 展は,常 に莫大な翻 研究職 投廊 よる技術進歩によ

・て支 えられている講 に渓 用化技術醗}砒 し注 礎技術研究職 にはよ6

多 くの投資が必要 とされる.そ のため,世 界最先端 レベルに達 しらっある日本の

電算機技術 に と って,今 後 益 々注力す ることを要求 される基礎技 術研 究開発 の実

施は大 きな問題 で ある。

　 この よ うな技 術開発の面 か らみ る と,電 算機以外の技術 先端 的産業 といわれ る

宇宙開発,航 空機 や写真機 な どの分野 におけ る電子技 術,実 装技 術,精 密機械技

術等 の開発成果が電算機 の進 歩発 展に寄与 してい る例が多 く見 られ る。電算機 の

進 歩,高 度 化,小 形低価格化 の要 であ るLSL超LSIの 製造 に電子写真技術

が不可欠 で あることは,そ の一好例 で ある。

　 また,バ イオエ レク トロニ クスの研究開発 は,生 体系の解析 に よる工学へ の応

用 と して,今 後の パ ター ン認識,人 工知能等の知能計算機 の開 発 に影響 を及 ぼす

と考 え られ る。

　技 術 開 発投 資 の 点 か ら考 え るな らば,ナ シ ョナル セ キ ュ リテ ィの 問 題 に 直 接 関
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連す る宇宙開発,航 空機等 の技術 開発 におい ては,コ ス トを超越 した投 資が行 な

われ るため,大 規模な先行 的基礎的開発 が可能 であ り,こ れ らの成果 が電算機 に

応用 され,ひ いては商品 として国際競争力 を強 くす る結 果 とな っている。

3.3.3　 新 しい産 業 の 進 出

(1)新 サ ー ビス産 業 の 出現

　 情報産業 の核 であ る電 算機産業 の展 開 によ り,情 報産業 を構成 す る各種産業分

野 に も変 化,展 開 が考 え られ,新 しい産業 と して と らえ る もの も出現 しよ う。

　 電 算 機 は 通 信 網 の デ ィジ タル化,高 度 化 と と もに,情 報 メ デ ィア と しての処 理,

通 信 ネ ッ トワー クの 中 で ま す ます重 要 な位 置 を占 め て い き,新 しい情 報 メ デ ィア

サ ー ビスが 次 々 と誕 生 す る中 で,新 産 業 が成 立 し て い く もの と思 わ れ る。

　 オ フ ィスあ る いは 家 庭 に と って必 要 な情 報 は,今 後,万 人 向 けの 汎 用 的 情 報 か

ら,専 門 化 した カス タム情 報 の 比 重 が 高 ま って い く と考 え られ,デ ー タバ ン ク業

の よ うな 、情 報 を収 集,整 理,蓄 積 し て ユー ザの 要 求 に よ り提 供 す る産 業 が 発 展

し よ う。 ま た,従 来 メ デ ィアの展 開,あ る いは 新 メ デ ィア と して,電 子 化,複 合

化 され た電 子 郵 便,電 子 新 聞 な どの 出現 も考 え られ る。 そ の他 に,医 療 関 連,教

育関 連,各 種 セ キ ュ リテ ィ関 連 の 分 野 や,文 化,情 緒 に関 す る と こ ろ に も電 算 機

の 利 用 に よ る サ ー ビスが進 展 す る と考 え られ る 。

　 ① 情 報提 供 産 業

　 社 会 の ニ ー ズ と して,不 特 定 多数 の 万人 向 け情 報 だ け で な く,限 定 され た領 域

内 で 内 容 の 深 い専 門 的 情 報 を求 め る傾 向 が あ る 。 この よ うな要 求 は,オ フ ィス に

おけ る企 業 活 動 で,家 庭 に お け る生 活 で ます ます 高 ま って い く と思 わ れ る が,こ

れ に応 え る情 報 を提 供 す るサ ー ビス が新 しい産 業 と して成 立 す る と思 わ れ る 。

　 情 報提 供 サ ー ビスは,各 種 情 報 の収 集,整 理,蓄 積 を行 って デ ー タバ ン クを構

築 し・ ユ ーザ の注 文 に応 じて情 報 を 切 り出 し提 供 す る こ とで あ り,情 報 収 集 力 の

高 い 新 聞 ・放 送 な ど の マ スメ デ ィア産 業,出 版 業 お よ び専 門 的 情 報 の 収 集,整 理

に秀 で て い る銀 行 ・ 証 券 ・商 社 な どの既 存 産 業 か らの進 出 も考 え られ る。 さ らに
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ユ ー ザに 提供 され た情 報 を ユ ーザ の 立場 に立 って,そ の理解 の 仕 方,役 立 て 方 を

助 言 した り.ユ ー ザの抽 象的 な要 求 に対 して,具 体 的 に どの よ うな 情 報 を得 れ ば

良 い か を助 言 す るな どの コンサ ル テ ィン グ業 との結 合 も考 え られ る。

　 この よ うな 情 報 提 供 サ ー ビスの実 現 は,通 信 と処 理 の融 合 に よ る ネ ッ トワー ク

の 進 展 ・ デ ー タ ベ ー ス シ ステ ムの 構 築技 術 の 進 歩,そ の中 核 とな る電 算 機 の 技 術

進 歩 と普及の拡大 や 日本語処理 の進展 によるユーザの使 い易 さの改 善な どに よ り

可能 とな る ものであ り,ま た,新 産業成立 に関わ る法制度上の整理 も必 要 にな る

だろ う。

　 ② 　 その他 の各 種新 サー ビス

　 電 算機 お よび周辺端末 の技術進歩 と普及 は.通 信網 との統合 化の進展 とと もに,

新 しい情 報 メ デ ィア を 出現 させ る と考 え る。

　 電子郵便 は オ フィスあるいは家庭 か らの入力;送 信 によ り,電 気 通信 網 によ り

伝 送 され 最終 受 信 者 には,直 接 端 末 出力 と して,あ る いは局 か らの 配 達 で届 け ら

れ る形態 が 考 え られ る。 この伝 達 プ ロセ スに お い ては ,単 な る情 報 伝 送 に と ど ま

らず ・ 蓄積 ・編 集 さ らには 言 語 翻 訳 な どの 機 能 が付 加 され,サ ー ビス され る可 能

性 もあ る。新 聞社 か ら印 刷 物 とし て運 ば れ て来 る新 聞 に代 わ って,オ フ ィス ,家

庭 の 端 末 で デ ィス プ レイ を見 な が ら必 要 部 分 を ハ ー ドコ ピーす る電 子 新 聞 サ ー ビ

スに おい ては,任 意 の 時 に,必 要 情 報 だ け を コ ピー し,さ らに一 般 情 報 に加 え詳

細 情 報 も要 求 で き る こ と も考 え られ,情 報 提 供 産 業 と しての新 聞 の あ り方 に も深

く関 連 しよ う。

　 新 メ デ ィア と しての新 しい サ ー ビス以外 に、 医療 情 報 サ ー ビス,健 康 管 理 サ ー

ビス をは じめ,教 育,才 能 開発 サ ー ビ スな どの個 人 を対 象 とす る カ ス タム情 報 サ

ー ビス を行 な う 産 業 サ ー ビ スの浸 透 が 進 む と思 わ れ る
。

② 　 シス テム産 業 の 拡 大,新 シス テ ム産 業 の 出現

　 シ ス テ ム産 業 は コ ン ピ ュー タ技 術 と通信 技 術 の 進 歩 とか つ両 者 の 融合 が深 ま る

につ れ年 々 巨大 化 し,そ の機 能 が多 面 化 して い き,社 会的 な拡 が りを も って来 て

い る 。
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　 この た め.社 会 的 な影 響 が無 視 し得 な い よ うな シス テ,ム とい う意 味 で社 会 シス

テム と
,して の 位置 づ け で考 え られ る各 種 の シ ステ ムが 官公 庁 主導 で推 進 され,そ

れ が民 間企 業 レペ ～レに拡 大 す る 。
.また,ζ の傾 向 は地 域 的 拡 大 も併 せて 進 ん で い

く一もの.と考 え .ら垣 ㌻ ∵,.、 ㌧.　 、 ・・㍉ ・…

乙担 煕 会 シ ス パ 働 向
.酪 只 テム分 野Cと に ふ れ ・ さ6・ec今 後 の雄

,方向 に?い て 述 べ 亘。・∵ 　　 .・ 　 .　　 　 ・:　 　 ・　 ・㎡・　 　 .　 ∵:

　 ,① 、社 会.シ ス テム の進 展 ∵　 .　 ・,..ご.　 　 　 　 　 　 ,・

　 (a}行 政 サ ー ビ ス シ ス テ ム

　 行 政 サー ビス システムは各地方 自治体の個別業 務のEDP化 ・とい う面 で は進 ん

で和 がば 庁的 な聯 珠 制 での トプ ・レシスデ ム雌 ん で・いない .・ れ崎

種 の窓 口 サ ー ビス業 務(住 民 票 ・ 戸籍 ・ 印 鑑 証 明 ・ その他 の 証 明等)・ に関 す る法

制 上 の問 題 と情 報 をパ タ ー ン化 し∴ フ、ア ク シ,ミリ伝 送等 に よ る シス テ ム化 に お い

て未 ダ画 像 処 理 技 術 漢 字処 理 技 術 の 未発 達1・ よ り制 駆 れ て・い る・,.

　 今 後 パ タ ー ンメ モ リの 低価 格 化.漢 字 処 理 技 術 の発 達 に よ りこ れ等 の 行 政 窓 口

ザ ー ビスは オ ンライ ン ・トー タル シス テ ム化 へ 向 うと考 え られ る。

　 行 政 シス テ ムの中 で他 に重 要 な もの に防 災 情 報 シス テムが あ る 。

　 消 防指 令 情報 システ ム と し ては着 実 な進 歩 を み た が,今 後は 総 合 防 災 シス テ ム

を指 向 して消 防,救 急 医療,道 路 管 制,気 象 観 測 と水 防 無 線 網,地 震 予 知.石 油

コ ン ビナ ー トや高 層 ビノヒの 民 間 警 備 シス テ ムの各 シス テ ム群 との 有 機 的 結 合 が計

られ るで あ ろ う。

　 ζの 大 規 模 な総 合 防 災 シス テ ム に は 通信 シス テム技 術 は も とよ り,大 規 模 な 画

像処 理 ・移 動 体 デー タ ・ター ミナ ル ・各 種 の 異常 検 出 シス テ ム・ シ ス テ ム間 結 合

技 術 等 の 進 歩,発 展 に よ り可 能 とな る だ ろ う。

　 (b)教 育 シス テ ム

　 教 育 シス テ ム には教 育行 政 に必 要 な学 校,教 員 の配 置,予 測 シ ス テ ムで あ る教

育行 政 デ ー タバ ン ク シ ス テ ム,教 育 視 聴 覚 資材 セ ン タを含 ん だ教 育 の情 報 検 索 シ

ステ ム,教 育成 果 の評 価 シス テ ム,教 え る シ ステ ム で あ る大 規 模CAIシ ス テム
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等 が あ る。教 育 デー タ処理 と して の シス テム化 は 現 段 階 で もか な りの 進 展 を み て

い る。 しか し,教 育 ノ ウハ ウ と密 接 に結 びつ くCAIシ ス テ ム等 につ い ては ,情

報 処 理 技 術 とい うよ り本 質 的 な 教 育 ノ ウハ ウの 問 題解 決 が この教 育 シ ス テム に最

も重 要 なi課題'であ ろ う。

　 (c)医 療 シ ス テム

　 医 療水 準 は 今 後 さ らに高 い もの が求 め られ るが 医 療 費 の 膨 張,医 療 の 複 雑 化,

需給 の ア ン バ ラ ン ス等 を考 え る"ときそ の効 率 化,シ ステ ム化 は 今 後 の 重 要 な 課 題

とな る。

　 医 療 の技 術動 向 と して は

　 ・安 全 性,信 頼 性,操 作 性 の 向上

　 ・画 像 診 断分 野 の 技 術 革 新(CT,超 音 波 診 断 ・RI)

　 '・マ イ'ク ロ コン ビcユご タ技 術 に よ る操 作 性 の向 上 と装 置 の イ ン テ リ ジ ェ ン ト化

　 ・臨床 だ け で な く健 康 管 理,リ ハ ビテ ー シ ョンの 重視

　 シ ス テ ム化 と し ては 医療 の 総 合 シス テ ム化 が計 られ,国,・ 県,地 域 ご と に総合

検 診 シ ステ ム,健 康増 進 シス テ ム,臨 床 検 査 情報 シ ス テム,地 域 医療 シ ス テ ム等

が 設 置 され よ う。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

　 さ らに 医療 の共 同 情報 利 用 シ ス テム も デー タバ ン ク と して成長 してい くで あ ろ

う 。

　 い ず れ に して も予 防 と治 療 が 一体 化 され た シス テ ム作 りに向 うこ とにな る。

　 電 算 機 技 術 は デー タ処 理 技 術 だ け で は な く特 に2次 元/3次 元 画 像 処 理 技 術,

認 識 技 術 が特 に求 め られ る こ とに な ろ う。

　 (d)交 通 シス テ ム

　 交 通 システ ム ほ ど直 接 社 会,と りわ け 都 市生 活 と密 接 な 関係 に あ る もの は な い 。

　 交 通 シ ステ ムの 内,交 通 管 制 シス テ ムは 当分 の 間,交 通 の モ ニ タ リン グ を中 心

と した制 御 の 枠 内 で 進展 して い く もの と思 わ れ るが,交 通 の輸 送 そ の もの の制 御

は 地 下鉄 交 通 の シス テム の 実 用 化 が 一 番 早 い と考 え られ る。

　 交 通 シ ス テム は,シ ス テ ムの 高 信 頼 化 は もと よ り,フ ェィ セ イ フ性 が 求 め られ,
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さ らに フォ ール ト ・ トレ ラ ン ト性 あ る シス テ ム構 築 が必 要 とな り,制 御 シ ステ ム

技 術 と しては極 め て 高度 な もの とな る。

　 この 交 通 システ ムは そ の 防 災 シ ス テム と十 分 な リ ンク を とる必 要 が あ り,駅 ・

車 両 基地 の 無 人化,省 エ ネル ギ ー化.公 害 防 止.都 市 空 間 の 有 効 利 用,道 路 の 混

雑 防 止 等 の た め積 極 的 な 推 進 が な され るで あ ろ う。

　倒 　 物流 シス テ ム

　物 流 シス テ ムの典 型 例 は 食 品 工 業 の 結 合生 産 シス テ ム に み る こ とが で きる 。

　 これ は 一般 工業 に比 し保 存 期 間 の制 約 を受 け る こ とか ら消 費 量 に合 わせ た レス

ポ ン シ ビ リテ ィの良 い物 流制 御 シ ス テ ムを構 築 す る必 要 性 が あ る か らで あ る 。

　 この た め高度 な デ ー タ処 理,生 産 計 画,生 産 管理 技 術 が 必 要 とな る。

　 こ の物 流 シス テ ムは,た だ製 品 の流 れ の制 御 で な く予 測 アル ゴ リズ ム に よ り生

産 に フ ィー ドバ ック を与 える総 合 生 産 シス テ ム と して物 流 を と ら える傾 向 に な っ

て い くだ ろ う。

　 さ らに物 流 シス テ ムは 夜 間,地 域 的 に悪 環 境下 で の 作 業 が 多 く,無 人 化 に対応

で きる リモ ー ト端 末等 の 開 発 が今 後 望 ま れ る。 また 予 測 に 関 して も大 規模 シ ミ ュ

レー シ ョンの技 術 が 重 要 に な って い く。

　 (f)環 境 シス テ ム

　 気 象 解 析,予 報 に 関 す る シ ス テム化 は歴 史 も古 く気 象 観 測 資料 の デ ー タ処 理,

予 測 ・ 気 象 衛 星 に よ る画 像 処 理 等 多 くの試 み が さ れ ・ そ れ な りの 実績 が上 が って

い る。

　 今 後 は気 象衛 星 デ ー タ,各 観測 点 デ ー タに よ り,よ り精度 を 上 げ た予 測 を行 う

に は,気 象 マ ップ上 の 格 子 点距 離 を縮 め,か つ,そ れ に対 応 出 来 る高速 演算 処 理

コ ン ピ ュー タ(ス ー パ ー コ ン ピ ュー タ)の 実 現 が望 ま れ る 。

　 さ らに気 象 シ ステ ム の 国 内 ネ ッ トワー ク と国 外 との ネ ッ トワー ク リ ンクに よ り

気 象予 測 精 度 の 向 上 が期 待 され るで あ ろ う。

　 次 に環 境 保 全 シ ス テ ム と しては,自 然環 境 の保 全 を通 じて豊 か な人 間 環 境 を確

立 す るた め エ コ ロ ジー的 観 点 か ら,資 源,エ ネル ギ ーの 循 環 サ イ クル に よ る トー
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タル シ ス テム を 完成 させ て い く必 要 が あ る。 これ に は上 下 水 処 理 シス テ ム,都 市

廃 棄 物 処 理 とそ の 資 源 化 技 術(物 質 回 収,エ ネ ル ギ ー回収)の 高度 化 開発 が 進 め

られ てい くで あ ろ う。

　 ② 新 しい シス テ ムの動 向

　 今 後 の新 しい産 業 シス テ ムの動 向 につ い て は,新 機 能 の シス テ ムが 数 多 く出現

す る とい うよ り,そ の シ ス テ ムが持 つ処 理 能 力,機 能,マ ン ・マ シン ・イ ン タ フ

ェー スの 高度 化 の 方 向 に向 うで あろ う。

　 官 公 庁 主導 型 シス テム 以外 は,本 質 的 には オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンの名 の

も とに民 間 企 業 内及 び企 業 間 に ま たが って情 報 処 理 シス テ ム,通 信 シス テ ム,事

務 機 の 三者 が オ フ ィ ス ・ノ ウハ ウを吸 引 しつ つ 高 性 能 化,複 合 化,シ ス テム化 の

方向 に拡 張 して い き,単 機 能 製 品 群 か ら トー タル シス テ ム化 へ 発 展 し て い く。 こ

れが シ ステ ム の最 も重要 な 流 れ に な るで あ ろ う。

　 現 在,銀 行 シ ス テ ムは この 流 れ の 中 で 内容 面 で 一番 進 歩 して い る もの で あ り,

窓 口 の 自動 化,シ ス テムの 国 内外 との ネ ッ トワ ー ク化,管 理 業 務 の 支援 シス テ ム

等 が あ るが.各 企 業 の 中 の 事 務処 理 は オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ 三ンに よ り大 き く

変 わ って い くと考 え られ る。

　 他 の 新 しい展 開 は 各 家 庭,各 個 人 を シス テム構 築 の 中 の ノ ー ドに と り入 れ て い

く方 向 で あ り,既 に画 像 処 理 を中 心 と した家庭 サ ー ビス シス テ ム が あ る が,パ ー

ソ ナル コン ピ ュー タの 普 及 と高 性能 化 動 向 に沿 って この傾 向 は 一 層 強 ま って い く

と予 想 され る 。

(3)一 次 産 業 の 装 置 化 と リサ イ クル 産 業 の誕 生

　 世 界 的 な 食料 の安 定 充 足 お よ び資 源 の 有効 利 用 を 図 るた め,一 次 産業 の生 産 性

向 上,高 度 化,及 び資 源 利 用 のた め の リサ イ クル産 業 の誕 生 等 が期 待 され てお り.

これ らを効率 的 に発 展 させ るた め に電 子 計 算 機 産 業 が 寄与 す る所,大 で あ る 。

　① 一 次 産業 の 装 置 化

　食 料 の安 定 供 給(自 給 自足)は 人 類 の生 存 の 条 件 で あ り,最 も重 要 な こ とで あ

る。 日本 人 の栄 養 は 欧米 人 の それ に比 して栄 養 素的 に バ ラ ンスが 適度 に とれ て い
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る と言 われ て い るが,現 在 で も・蛋 白 質,炭 水 化物,脂 肪 分 の 各 素 材 共 に100%

自給 して い る もの が な く,何 らか の 形 で 輸 入 に よ り充 足 され て い る 。今 後,全 地

球 的 に食料 を安 定 化 させ るた めに も,一 次 産業(農 業,漁 業,酪 農 業 な ど)を 充

実 させ て行 く こ とが肝 要 で あ る。 又 そ の年 代 によ って食 料 の 内 容 に変 化 が あ る こ

と も重 要 な フ ァク タで あ る。 この よ うな 観 点 か ら今 後 の 我 国 の 一 次 産 業 を装 置 化

し,効 率 的生 産 を可 能 な らし め るた め に,電 算機 が か な りの イ ンパ ク トを与 え る

こ とは 考 え られ る。

　 ま ず 農業 に つ い て の 考 え方 とし て,一 部 作業 の機 械 化 は どん どん 進 ん で お り,

耕運 機,脱 穀機 な どの機 械 化(マ イ ク ロ コ ン.ビュー汐 制 御 化)は 今 後 ま す ます 進

め られ る もの と予 想 され る。

　 農 業 自体 の プ ラン ト化 は 一 部 の 企 業 に よ り実験 的 に進 め られ て い る もの も ある

が,電 算機 が それ らに与 え る効 果 は支援 的,又 は制 御 の 中 枢 的 な もの で あ る。電

子 農 園.又 は 工場 農 園 と しでは 大 規 模 な温 室 イメ ージ の もの を想 定 す る。 こ こに

は植 物 栽培 の ノ ウハ ウの 研 究,穀 物,青 果 物 の 品質 改 良,さ らに は細 胞 融 合 技 術,

醸 成 技 術 な どの 基 礎 的 な 技 術 開 発 をす る研 究 部 門 を有 す る 。 この研 究 部 門 で は,

電 算 機 が 一 般 計 算処 理 的 に 主 と して使 わ れ よ う。一 方,農 場 で は,育 種,育 苗,

育成,収 穫 を行 うが,こ の 農 場 では 栽 培 す る作 物 の 特 性 に合 わ せ て全 季節 的環 境

を作 り出 して農 場 の 使 用 回転 率 を 向上 させ る。農 場 で は温 度,水 量,光 量,照 射

時 間 ・肥 料 制 御 ・害 虫駆 除 な どの 制 御 を各 種 セ ンサ ー と直結 した電 算機 に よ り集

中 的 に行 な う。

　 農 場 か らの 収穫 物 は,清 浄 化 され て その ま ま 出荷 され る もの と,ア ル コ ール な

どの よ うに代 替 エ ネル ギ ー源 と して加 工 され る もの が あ る。農 場 の 最終 段 階 で の

プ ラ ン トは この よ うに加 工 目的 に応 じた設 備化 を行 な い,一 部 分 散 的 に コ ン ピュ

ー タ ・コン トロ ール を行 な い ,そ れ ぞれ の 製品 を 作 り出 し,次 の段 階 の 倉 庫 へ 送

られ る。

　 農 園 の倉 庫 では 保 存,配 送 を行 な うが,保 存 の た めの最 適空 調,荷 重 制 御 な ど

が 倉 庫機 械 の 心 臓 と して電 算 機 を使 う,さ らに 配送 に当 っては 計 量,封 袋 か ら配
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送 先 自 動 選 別,印 刷 ま で を 機 械 化 し,こ れ ら を コ ン ピ ュ ー タ ・ コ ン ト ロ ー ル す る

こ と に な ろ う 。

　 第2に 漁 業 については,品 種改良 技術,稚 魚飼育技術,飼 料開発 な どの基礎技

術 の育成,促 進 に電算機 は数値処理 的 に使 われ る。

　 漁場 で は,水 温,水 質(含 有有機物 ㍉硬物 質),酸 素な ど気体含有量等 の制御,

飼料 の 自動供給制御 な どの機能 を各 種 センサ に直結 した電 算機 で コン トロールす

る。 また,漁 場 の エ リア制 御 も電 算機 で行 な い,生 けす の よ うな物 理 的 境 界 線 で

は な く・漁 族 の 種 別 に よ り・ 例 えば 超 音 波 壁 な どを設 け る。一 方,成 魚 の 捕 獲,

加 工.貯 蔵,配 送 も シス テ ム(プ ラ ン ト)化 し,コ ン ピュ ー タ コ ン トロール に よ

り最 適 化 制 御 が され るよ うに な る 。

　 第3に 酪 農畜産関連の装置化 については環境制 御技術面(温 度.湿 度,空 調),

糞尿処理技術,畜 産 飼育技 術な どに電算 機が インパ ク トを与 えよ う。

　 環境制御技術面 では各要素毎 の センサか ら得 た情報によ り,上 下,加 減 の制御

を リア ル タ イム に行 な い,家 畜 の 飼育 の最 適 環 境 を作 る。 糞尿 処理 に つ い ては ,

自動 的 に糞尿 の排 出,収 集 を行 な い,こ れ を リサ イ クル してエ ネ ル ギ ー に変 換 し

た り,植 物 等 の 肥料 と再 生 させ た りす る 一貫 プ ラ ン ト化 し,そ の制 御 を無 人 化 し

て電 算 機 に委 ね る。 その他,例 えば,乳 牛 の搾 入機 の マイ ク ロ コ ン ピ ュー タ制 御

バ ック グ ラ ウ ン ド ・ミュー ジ ックの制 御 な ど ,部 分的 電 算機 化 は 今 後 どん どん 進

む もの と考 え られ る 。

　 ② リサ イ クル 産業 の誕 生

　 省 資 源 を 目 ざ して の リサ イ クル産 業 と しては,そ の 入 り口 と して現 在 は チ リ紙

交 換 に よ って収 集 され た紙 の再生 や,上 水道,中 水 道,下 水道 の よ うに水 の 再 利

用 技 術 が あ り,高 度 な もの と しては 核 燃 料 の再 生 利 用 まで あ る。 これ か ら更 に こ

れ らの リサ イ クル 産 業 が発 達 し,現 在 の 規 模 で は と うてい充 足 出 来 る もの では な

くな ろ う。 リサ イ クルの 特 長 と して一 次 製 品 を必 ず分 解(機 械 的 に も,化 学 的 に

も)し てか ら二 次 製 品 を産 出す る こ とに あ り,プ ラ ン ト規 模 は 一 次 製 品 に比 して

分 解 工 程 分 だ け多 くな る。 この よ うな 特 徴 か ら全 体 的 な プ ラ ン トシス テ ム と して
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は電算機 によ り高度 な機 能 を吸 収 し,効 率 を上げ る事が重要 な要素 とな ろ う。

　 ゴ ミも燃却 す るだけで な く,発 電 エネル ギー,暖 房エ ネル ギー,あ るいは肥料

化 な ど多 目的な処理が可能 で ある し.プ ラスチ ック も石油代替品 に戻 す とか,建

築素材等 に変換 す るなどの リサイクル装置化 が今後発展す る と考 え られ る。 これ

らの リサイクル産業 の問題点 と しては前述 の分解段階 での選別(異 物 除去)と2

次 製品の品質 の安定 性,素 材 の供給 性な どがあるが,前 二者の制御 には電算機 が

リサイ クル産業 進展 のため に貢献 す る もの と考 える。

一160一



第4章 電子計算機産業の

　　　 今後の課題 と対策



●

∨



第4章 　電子計算機産業の今後の課題 と対策

4.1　 市 場 の 拡 大

4.1.1　 需要 の喚起

　 電子工業は 「高付加価値,技 術集約型産 業の典型 と して 産業 構 造 の 創 造 的 知

識集約化の観点か ら,そ の 高度の発展 が期待 され るばか りでな く,こ の 分野で実

現 され る技 術開発は,今 後の 経済社会の情報化,省 資源 ・省 エネルギー型経 済構

造への転換,国 民生 活の質的 向上 に不可欠 な要 素」 と して,ま す ます 重 要 性 を

増 してゆ くと考え られ る。

　 その中で電子計算機産 業は.そ れ 自身が省資源 ・省 エネルギー型,無 公害,高

付 加 価 値 産 業 で あ り,今 後,わ が 国 が知 識 集約 型産 業 構 造へ 移 行 して い く うえで

重 要 な 役 割 を 持 ってい る。

　 わ が 国 の電 子 計 算 機 産 業 も年 々,成 長 を続 け てお り,1978年 にお け る"電 子

計 算 機 及 び関 連 装 置"の 生 産 高 のGNPに 占 め る割 合 も米国 のO.・67%に 比 べ,

O.44%と な って お り,今 後,米 国 並 に な っ てい くで あ ろ う。 しか し,今 後,経 済

社 会 が 高 度 化,複 雑 化 し,国 民 の ニー ズ が 多様 化 し てゆ くな か で,電 子計 算 機 の

役 割 も重 要 性 を増 す と考 え られ,電 子 計 算 機 メー カは,ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ

ェアの 技 術 開発 を通 じ,利 用 分 野 の 拡 大 を 図 り新 た な 需 要 を喚 起 す るこ とが 必 要

で あ る。

4.1.2　 電 子 計 算 機 の 国 内市 場 の拡 大

(1)分 散 処理 の 進 展
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　 80年 代 にお い ては デ ー タ処 理 量 の 増 大 に伴 い,能 力 の 一 段 と優 れ た コ ン ピュ

ー タの 開 発 が 必 要 とな る と同 時 に
,一 方 で 処 理 形 態 の 高 度 化 へ の 対 応 が必 要 とな

る。

　 地理 的に分散 された コン ピュー タを通信回線で結 び,処 理の分散 を図 る分散処

理 は,　 　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 …

　 (i)必要 な 業務 が,必 要 な所 で 処 理 で き るよ うに な る。

　 (ii)シス テ ム構 成 上 の 柔 軟 性 が 大 きい 。

　 ⑩ 個 々の 障 害 の 影 響 を最 小 限 に す る こと が で き る。

　 CV)通 信 コス トを減 らす こ とが で き る 。`

な どの特 徴 を も って い るた め,今 後 の 処 理 形 態 の 中 で 重 要 に な る と考 え られ る。

　 分散 処 理 の進 展 には,シ ス テ ム を構 成 す るバ ー'ド ウ ェアの 通 信 機 能 の 拡 充,'マ

ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェー スの 改 善,ア プ リケーシ ョン ・ソ フ トウェアあ 拡 充 な ど

が 重 要 で あ り.,電 電 公 社 に よ る デ ィ ジ タ ル通信 サ ー ビス の開 始 よ っ て,'更 に 進 展

す る と思 わ れ る。'

　 分 散 処 理 の 進展 に よ り,コ ン ピ ュー タシ ス テ ム は,コ ン ピュー タ室 の み な らず

ユ ー ザ 内 の 事 務尻 工 場,支 店 等,い た る とこ ろで,利 用 可 能 とな る。場 合 に よ

って は,ユ ー ザ 以外 の シ スデ ム との 結 合に よ る複 合利用 もあ り う る。

　 この よ うな利 用 形 態 が コ ン ピュー タに 対 す る新 た な需 要 を生 み 出 してゆ く こ と

に な る。

② 　 底 辺 の拡 大

　 半 導 体 技 術の 進 歩,生 産 性 の 向 上 に よ り,従 来 の コ ン ピュー タに 比 べ,一 段 と

コ ス ト ・パ フ ォー マ ン スの 優 れ た 製 品 が 低 価格 で 入 手 で き るよ うに な るた め ,今

ま で 外 部 の 委 託 計 算 セ ン タ を利 用 し て い た よ うな 中 小 企 業 や 大 企 業 の 中 の オ フ ィ

ス で の 使 用 が一 般 的 に な って く る。 これ らユ ー ザ に コ ン ピュー タが 導 入 され るた

め の 条 件 は ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ トウ ェアの 充 実,高 級 簡 易 言 語 の サ ・ドー ト,

オ ペ レ ー シ ョンの 容 易 性 な どが 整 う こ と等 で あ る。

(3)電 子 計 算機 メー カの 対応
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　 利 用 形 態 の 高 度 化 や 底 辺 需 要 の 拡 大 は電 子 計 算 機 メ ー カに い くつ か の 問 題 を も

た らす と考 え られ る。

　 ① 製 品 ラ イ ンの 拡充

　 ユ ーザ の ニ ー ズ を と らえ,通 信 を含 む明 確 な シ ステ ムの イ メ ー ジ を確 立 し,新

環 境 に 合 った シ ス テ ム を提 示 で ぎ る よ う,こ れ に必 要 な ハ ー ドウ ェ アお よ び ソ フ

下 ウ ェア を開 発 し,必 要 十 分 な製 品 ラ イ ン を持 つ こ とが重 要 で あ る 。

　 ② 販 売 体 制

　 ユ ー ザ層 の底 辺 拡大 に よ り従 来 に比 べ,販 売 量 が 増 茄 し;販 売 経 費 が増 大 す る。

また,コ ン ピュー タ部 門 に 対 す る ア プ ロー チで は な く総 務 蔀 門 や 工 場 の 管 理 部 門

に対 す る ア プ ロー チ を試 み な け れ ば な らない 。 従 っ て,こ れ ま での 販売 方 法 や販

売 先 に と らわ れ ず,多 種 多様 な販 売 方 法,販 売 網の 拡充 を行 うこ と が 必要 と な っ

て く る。　 "t'　 't　 "　 　 　 　 　 　 tt　'　 "㌧

　 ③ サ ポー ト体 制 　 】　 　 ・ 二　 "　 　・

　 利 用 形 態 の 高度 化 に よ り,シ ス テ ム は増 々複 雑 に な る。 ま た,底 辺 の 拡 大 に よ

り↓ 対 象 地 域 も広 が る。 従 っ で,`保 守 の 容 易 性,遠 隔 保 守,自 動 診 断 保 守 とい っ

た 保守 効 率 の 向上 に重 点 を置 い た サ ポ ー ト体 制 の 確 立 を'目指す こ とが 大 切 で あ る
。

(4}分 野 別 の 市 場 の 拡 大 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　'

　 ① 製 造 分 野

　 装 置 産 業 に お い て は,従 来 よ り制 御 用 コ ン ビ。ユ一 夕 ・マ イ ク ロ コ ン ピュー タ を

応 用 した 各 種 制御 機 器 等 を利 用 し,作 業 お よ び生 産 工 程 の 自動 化 を促 進 して きた

が,組 立 産 業 にお い て は,装 置 産 業 ほ ど に 自動 化 は 進 ん で い な い 。 しか し,生 産

性 の 向 上 等 は 製 造 分 野 での 命 題 で あ り,今 後,組 立 産 業 につ い て も,作 業 の 自動

化 に は 「産 業用 ロ ボ ッ ト」,生 産 工 程 の 自動 化 に は 「シ ー ケ ン ス ・コ ン トロ ー ラ」

等 が 採 用 され,こ れ ら全 体 を コ ン トロ ー ル す るシ ス テ ムが 考 え られ る。 これ に よ

って 工 場 の 自動 化 が 促 進 し てゆ く と考 え られ る。

　 ま だ 現 在 は それ 程 一 般 化 され て い る と は言 え な い が 設 計分 野 で の 生 産 性 向 上 の

一 手 段 と し て コン ピ ュー タ に よ る 図形 処 理 を中 心 とす るCAD(Computer　 Ailded
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Design)が 普 及 して く る と考 え られ る。

　 ② 流 通 分 野

　 流 通 分 野 で は人 件 費,コ ス トの 低 減 を 軸 に した 販 売 即 時 管 理,仕 入 在 庫 管 理,

輸 送 管理 等 の シ ス テ ムが 稼 動 してい るが今 後 は さ らに 省 時 間,省 エ ネ ル ギ ー,省

コス トの 見地 か らこれ らシ ス テ ム相 互 の 統 合 が 進 み,

　 　 (i)顧客 信 用 お よ び売 上 ・入 金 管 理 の た め の金 融 情 報 シ ス テ ム との ネ ッ トワー

　 　 　 ク

　 　 (旧商 品 情 報 を提 供 す る生 活 情 報 との ネ ッ トワー ク

　 　 ⑩ 配 達 サ ー ビス管 理 シ ス テ ム

な どの 分 野 との シ ス テ ム統 合 も進 む

　③ 事 務 処 理 分 野

　 企 業 内 で コン ピ ュー タの 利 用 が 遅 れ て い る分 野 は 事 務 処 理 分 野 で あ る とい え る。

コ ン ピ ュー タ 自体 が も と もと大 量 の デ ー タの 処 理 を行 う道 具 で あ る こ と を考 えれ

ば,文 書 等 の 作 成,フ ァイ ル,検 索 及 び イ メ ー ジの 処 理 が 大半 を 占 め る事 務 処 理

分 野 へ の コ ン ピ ュー タ導 入 が 困 難 で あ っ た のは,当 然 と考 え られ る。 しか し,

事務 処 理 の 生 産 性 の効 率 化 を促 進 す るた め に は 当分 野 の 情 報 化 は不 可 欠 と考 え ら

れ る。

　 それ 故 に,当 分 野 に コ ン ピ ュー タを 導 入 してい くた め に は,日 本 語 処 理,文 章 ・

イ メー ジ等 の 技 術 開発 を通 じ,コ ン ピュー タ を身 近 に利 用 で き るよ うな 努 力 が 必

要 で あ る。

　 また,半 導 体の技 術 革 新,価 格 の 低 下 に よ り従 来 の 事 務機(タ イ プ ラ イ タ,フ ァ

クシ ミリ)の イ ンテ リジ ェ ン ト化 が進 む と考 え られ る。

　 80年 代 の 前 半 に お い て は,こ れ ら事 務 処 理 部 門 の 生 産 効 率 化 を もた らす,コ ン

ピ ュー タ,各 種 事務 機 械 は そ れ ぞ れ 個 別 に 高 性能 化,多 機 能 化 して ゆ く と考 え ら

れ,ト ー タル ・シ ステ ム と して の統 合 は80年 代 の 後 半 に な る と考 え られ る 。

　 ④1次 産 業 分 野

　 80年 代 に お い ては 農 業 の 装 置 産 業 化,す な わ ち植物 生 産 工場(コ ン ピ ュー タ
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制御 に よ る農 業 環 境)あ るい は,コ ン ピ ュー タ制 御 に よ る酪 農 ・水 産 環 境 が 実現

す る と考 え られ る。

　 す で に マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ に よ る自動 収 穫 撒 水 シ ス テ ム や 自動 家 畜 飼 育 シ ス

テ ム が使 われ つ つ あ る。また,知 能 ロ ボ ッ トを応用 した 収 穫 装 置 な ど も登 場 す る と

思 わ れ る 。

　 これ ら一 次 産 業 の 効 率 化 の た めの コ ン ピュー タ導 入 を可 能 とす るに は,新 しい

シ ス テ ム技 術,制 御 技 術 に つ い て も開 発 が必 要 とされ る。

㈲ 　 ユ ーザ 企 業 で の 課 題

　 1980年 か ら85年 の 間 に は 新 しい 製品 や 新 しい サ ニ ビス が次 々 と発 表 され,実

用 化 され て くる 。 従 って,ユ ー ザに と って は 生 産性 の 向 上 をは か るた め に 最 適 な ,

か つ コス ト …パ フ ォー マ ン スの 優 れ た 製 品,シ ス テ ム を どの よ うに選 択 す るの か

が,重 要 な 課 題 とな る。

　 ユ ー ザ 内の 各部 所 が それ ぞ れ コ ン ピ ュー タに 対 す る需 要 を持 ってい るが,こ れ

を コ ン トロー ル し,シ ス テ ム プ ラン を策 定 し,こ れ に 最 適 な機 器 導 入 計 画 を 明確

にす る必 要 が あ る。

　 一 企 業 内 で の処 理 パ ワー の 統 合 を図 り,デ ー タベ ー スの 共 同利 用 を図 るた め,

デ ー タベ ー ス の フ ォー マ ッ ト,ア クセ ス方 法 の 標 準 化 も必 要 とな る。

　 コ ン ピ ュー タの 利 用 が 広 ま るにつ れ て,ソ フ トウ ェ アは質,量 お よ び コ ス トの

いず れ に お い て も重 要 な 位 置 を 占 め て く る。1980年 代 半 ば には ハ ー ドウ ェ アの

価 格 低 下,利 用 分 野 の 拡 大 に 伴 い全 体 の コス トに 占 め る ソフ トウ ェアの 比 率 は80

%を 越 え るで あ ろ う。

　 従 って・今 後 の重 要 課 題 のひ とつ に ソフ トウ ェアの 飛 躍 的 な生 産 性 向上,信 頼 性

向上 ・ 機 能 の 高 度 化 お よ び コス トの 低 減 な ど を達 成 し て い く こ とが電 子 計 算 機 メ

ー カ と同 様 に 必 要 で あ り
,早 急 に ソフ トウエ アの 新生 産 方 法 の 改 善 が 必 要 で あ る。

特 に,ソ フ トウ エア'コ ス トの うら40～60%が メ ンテ ナ ン ス ・コ ス トで あ るか ら,

メ ンテ ナ ンスの 容 易 な ソ フ トウ ェ アの 開 発 な らび に メ ンテ ナ ンス方 式 の 改 善 が 必

要 で あ る 。
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　 ま た,ソ フ トウ ェ アは 頭 脳 労 働 の 所 産 で あ り,

… パ ワこの 管 理技 術 の 向 上が 今 後,'強 く求 め られ る1要 員確 保 に 関 し て,そ の 不

'足 を補 うだ あ
,'従 来 の エ レ ク トロ ・メ・カ'ニカル労 働 者 の'ソ フ トウ 三 ア要 員へ の 転

換 教 育 が,.重 要 と な って く るで あ ろ う。

　 今 日,・企業 に と って 情 報 は 最 も財 産 的 価 値 が 高 くジ それ を盗 用'さ れ る こ'とは 企

業 の 死 活 に もつ なが る問 題'で ある ∴今 後,企 業 内 で の 広 汎 な端 末 装 置 の 普及 に伴

い,ど こで も情 報の アウ トプ ッ トが可 能 とな るの で ます ま す機 密 漏 洩 の 機 会 が 広が

る と思 わ れ る。従 うて 元 これ を 防 ぐた め コ ン ピュー タ室 の 防 犯 対 策 と と もに,端

末 装 置 利 用 者 の 人 事 管 理 を含 む総 合 的 な シ ステ ムが 必 要 と され る。 ま た,防 災 対

策 に つ い て も十 分 な 検 討,実 施 が 必 要 で あ る。

(6)公 共 部 門で の 課 題

　 現在,コ ン ピ ュー タは 産 業 お よ び行 政 面 で 広 く利 用 され て い るが,社 会 シ ス テ

ム 面 で の 利用 拡 大 は これ か らめ 課 題 で あ る。

　 今 後 は① 医 療② 交 通 ・物 流 ③ 公害 ・環境 ④ 防 災 ・防 犯 ⑤ 教 育 等 の 各 分 野 での コ

ン ピ ュー タ導 入 が盛 ん に な り,コ ン ピ ュー タは国 民 生 活 の 向 上 に 大 き く貢 献 して

ゆ く こ とに なろ う。ただ,社 会 シ ス テ ムへ の コ ン ピュー タ導 入 は 関 連 分 野 との 協 調 ・

　 　 　 　 1955　 　　　　　　　1970　 　　　　　　,:　　1985"

図4.　・1　 ハL・ ドーーウi:ア/・ ソ フ ト ウ エi7コ ス ト の 傾 向

出 典:Boehm　 Software、Engineering　 IEEE

　 　 　 Trans,,　 Computers,December　 1976

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ソ フ ト ウ ェ デ 要 員 の 確 保 と マ ン
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交流 が 不 可 欠 で あ り,シ ステ ム的 対応 が 必 要 で あ る。 また,社 会 シス テ ムは 社 会

開 発 とい う性 格 か ら所 管 部 門 が 多岐 に わ た り,一 元 的 プ ロ ジ ェ ク ト遂 行 が 難 し く

な る場 合 も考 え られ る た め,実 施 主 体 の 横 断 的 な取 り組 みが 望 まれ る。

　 社 会 シ ス テ ムに お い ては コン ピ ュー タが 経 済 社 会 の 中 枢 神 経 とな る た め,コ ン

ヒ。ユ一 夕が 故 障 した 場 合,そ の 影 響 も大 きな もの と な る。 従 っ て ,故 障 が発 生 し

た 際 の措 置 も含 め,技 術 に 関 す る特 別 研 究 課 題 を整 理 し ,十 分 に 検 討 の うえ 実行

に移 す必 要 が あ る。

　 これ ら社 会 開 発 型 プロジェク トは,法 制 面,制 度 面 を含 め中 央 官 庁 に よ る主 導 が

必 要 不 可 欠 と考 え られ る。

4.1.3　 電子計算機 の海外市場の拡大

(1)市 場拡大 の必要性

　 80年 代の国 際化の基本的考 え方は,　 「世界 経済の安定 的発展 に貢献 し,各 国

に対 し指 導 的 地 位 を確 立 す る。 この ため市場解放 を維持 ,促 進す る とと もに,

可能 な限 り各種検査 規準 の国際化に努め,自 由貿易体制の維 持 と国際分 業や国際

間の産業協 力の推進 につ とめ る。」 と言 われ るが,コ ン ピュータ産業は,現 在 の

ところ,そ の 需要の ほ とん どを国内市場 に依存 してい る状況であ る。 しか しなが

ら,電 子計算機 産業は,技 術立国 を目ざす 日本 の代表 的技術先端産 業 として,育

成 してい く必要 があ るので,今 後,日 本の市場 だけに とどま らず,市 場 の拡大 を

図 る必要 が あ る。

o

② 　海外市場 進出の条件

　①発展 途上国へ の対応

　 コン ビ。ユ一夕は工業化が進んだ社 会には多 くの需要 を見い出す こ とが で きるが,

発展途 上国につい ては,産 業が十分に発展 してい ない ため,コ ン ピュータの需要
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がふ えていない。その ため途上 国に対 しては,経 済協 力の立場 か ら援助,投 資,

貿易 を有機 的に組 み合わせ た総 合経 済協力 を展開 してゆ く必要 があ る。従 って,

相手 国政府 に対 す る,政 府開発援 助,輸 出信用,直 接投 資等に加 え,途 上 国か ら

の製 品の輸入 を考 慮す る必要が あ る。

　② 先進国への対応

　 先進諸国に対 しては④ 対 日貿易赤字,⑧ 国内の失業あ るいは人 口問題 等,そ れ

ぞれ国の社会,経 済情勢 を考慮 しなければな らない。

　 先進 諸 国 にお い て は,既 に 米 国 メ ー カや その 国 の メーカな どが市場 を形成

してお り,こ れ らに宜 して競争 してゆ くためには,資 金調達力,市 場開拓 力な ど

の点 で隔差があ ると考え られ る。従 って,当 面 は現地 メーカ との販売提携,技 術

提携 な どを進め徐 々に販売 ・サ ー ビス網 を確 立 してゆ くべ きであ る と考 え られ る。

(3)市 場 拡大のための課題

　 ① 販売体制の確立

　 海外へ進 出す る際に は,現 地社会 に とけこみ,現 地社会で信頼 を得 るこ とが必

要で あ る。

　 また,現 地 人の採用 な どを積極 的に 図 ることが必 要であ る。

　 販売体 制は,進 出先の状況 に よ って,現 地 子会社 か代理店 を用 い るかの違いが

あ る。いずれの場合におい て も,本 国か らの資金 的援助が必 要で あ り,特 に立 ち

上が り時期 は赤字経営 となるこ とか ら,多 額の資金援助 を必要 とす る。 さらに高

額 商品で あ るための支払条件の長期 化に対す る対策 として,長 期融 資の必要性 等

が あげ られ る。

　 ② システム ・サ ポー ト上の問題

　　 (i)日本 よ りSE,　 CEを 全 て供給 す る形か ら現地 人教 育に よる要 員確保(日

　　　 本か らの技術支援)を 行 う教 育体 制の整備が必要であ る。

　　 (ii)コミュニケーシ ョンの不足 に よる問題お よび ドキ ュメン トの整備の ための

　　　 質の高 い翻訳要 員の人材確 保の問題 な ど言語の違い を克服 す るこ とが必要

　 　 　 で あ る。
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　 　 Clii)メンテ ナ ンスに 関 し,ハ ー ドウ エ アに つ い て は,保 守 部 品 の ス トックの 輸

　 　 　 出手 続 の 問 題,死 蔵 化 の 問題 が あ げ られ る。 ソ フ トウエ ア につ い て は,本

　 　 　 国 か らの メ ンテ ナ ン ス情報 伝 達 の 難 し さが あ る。

　 　 Cv)ア プ リケーシ ョン ・プログラム に つ い ては,適 用 業務 に その 国 固 有 の 特 質 が

　 　 　 あ るの で,現 地 適 合 化 等 の 問 題 が あ る。

(4)　 国 際 整 合 性

　 世界 の122カ 国 で 事 業 活 動 を行 い,世 界 市 場 の6割 を 占め て い るIBMは,そ

の 活動 を通 じ,数 多 くの シ ス テ ムに つ い て豊 富 な 経 験 を持 って い る。

　 今 後,わ が 国 電 子 計 算 機 メー カが 海 外 市場 へ 進 出 してい くた め に は,進 出対 象

とす る国 々の ユ ー ザの ソ フ トウ ェア 資産 を無 駄 に しな い た めの 配 慮 が 必要 で あ る。

o

4.1.4　 中間 財 と し て の電 子 計 算機 市 場 の拡 大(マ イ ク ロ コン ピ ュー タに つい て)

ω 　省 資 源 ・省 エ ネ ル ギ ーへ の 貢 献

　 コン ピュー タ産業 は,そ れ 自身 が省 資 源 ・高 付加 価 値 産 業 で あ る ば か りで な く,

波 及 効 果 が 極 め て大 き くか つ 他 産 業 との 融 合 に よ り,よ り一 層 の 付 加 価 値 を高 め

なが ら産 業 構 造 の 省 資 源 ・省 エ ネル ギ ー 化 促 進 に大 き く寄 与 す る もの で あ る。

　 一 方 で,半 導 体 技 術 の進 歩 に よ り,チ ップ その もの が,コ ン ピ ュー タの 基 本 機

能 を果 す もの が で きて きて い る。 これ らは,マ イ ク ロ コン ピュー タ と呼 ばれ,あ

らゆ る分 野 の 製品 に部 品 と し て組 み 込 ま れ て重 要 な 働 き をす るよ うに な って きた 。

　 コ ン ピ ュー タは,つ ぎに 述べ る よ うな,日 常 生 活 お よ び産 業活 動 に お い て省 資

源 ・省 エ ネ ル ギ ー を促 進 す るた めの,重 要 な ツール と な る もの で あ る。

　 ① 電 流 制御,交 換 等 に お け るエ ネ ル ギ ー制 御 シ ス テ ム

　 ① 　 自動 車 に お け る燃 費 制 御 シ ス テ ム

　 ⑩ 　 電 化 製 品 を中 心 とす る家 庭用 エ ネ ル ギ ー最 適 利 用 シ ス テム

　 ⑰ 空 調,電 力,エ ネル ギ ー等 の ビル管 理 シ ス テ ム

(2)民 生 用 機 器,産 業用 ・輸 送用 機械 へ の 装 置

　 現在,あ らゆ る産 業 は,コ ン ピ ュー タに よ って シ ス テ ム化 され て い る。 生 産 性 の
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向 上,品 質 の 向 上,情 報 化 に よ る付 加 価 値 の 増 大 な どは,コ ン ピ ュー タを テ コに

行 な わ れ て い る とい って も過 言 で は な い 。 ま た,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タを組 み 込

ん だ 各種 機 器 が 次 々に 開 発 され,機 器 の 高 度 化 が 進 む 。

　 一 方,コ ン ピュー タの 開 発 製 造 技 術 に 関 連 し た半 導 体 技 術,デ ィジ タル 回路 技

術,制 御 技 術,デ ー タ伝 送 技 術 な どが,他 産 業 に与 え る イ ンパ ク トは 大 き く,特

にLSI技 術 の 進 歩 に よ る コン ピ ュー タの 低 価 格 化,小 型 化 は コ ン ピュー タの 大

量生 産,'大 量 消 費 の 時 代 を ひ らき,他 産 業 へ の イ ンパ ク トを 与 え てい る。'た と え

ば,大 量 生 産,大 量 消 費 の 代 表 格 で あ る民 生 用 の家 電 。 自動 車,カ メ ラ,時 計 な

どの 分 野 等 や や 複 雑 な 制 御 を必 要 とす る製 品 は,す べ て マ イ ク ロ コ ン ピュー タ使

用 の 対 象 と な る と言 わ れ てい る。

　 この よ うな マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの もつ 小 型 化,高 信 頼 化 の 特 長 は 以 上 の 民 生

用 機 器 分 野 に と どま らず 航 空 機 や 宇 宙 産 業 等多 くの 分 野 で 大 きな 影 響 を もた ら し

て く る。(「表3.3.5マ イ ク ロ コン ピ ュー タの 具 体 的用 途 ま た は 応用 製 品 」 参照)

(3)'今 後 の 課 題 と対象

　 民 生 ・家 電 機 器 分 野 にお い て,広 汎 な 普及 の た め に は,使 い や す い マ ン ・マ シ

ン ・イ ン タ フ ェー ス,例 え ば,音 声入 出 力装 置 な どの 要 望 に 応 え て行 か な け れ ば

な らない 。 ま た,サ ー ビス ・ネ ッ トワー クの整 備 が 必 要 条件 で あ ろ う。

　 業 務 ・サ ー ビス産 業 分 野 で は,卓 上 計 算機 か ら,POS,　 ECR,キ ャ ッシ ュ

デ ィス ペ ンサ等 の 日常 生 活 に 関係 深 い と こ ろで ま す ます 広 く利 用 され るた め に,

よ り信 頼 性 を高 め な けれ ば な らな い 。

　 工 業 分 野 に お い ては,デ ィジ タル 化,ソ フ ト化 の 中枢 と し て,マ イ ク ロコ ン ピ

ュー タの 導 入 は 増 加 す るで あ ろ う。 こ こで の 問 題 は,セ ンサ ・ア クチ ュ エ ー タお

よ び入 出力 装 置 を含 め てバ ラ ンス の とれ た 技 術 の 進 歩 をは か る こ と,標 準 化 を図

る こと,ソ フ トウ ェアの 開 発 を行 う こ と等 で あ る。
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4.2　 技 術 開 発 の課 題

42.1　 自主 技 術 の必 要 性

(1)ナ シ 。ナル ・セ キ ュ リテ ィか らの 技 術先 端 的 産 業 の 振 興

　 ① 日 本 の バ ーゲ ニツ グ ・パ ワーは 知 的 資 源

　 80年 代 は本 格 的 な 低 成 長 時 代 を迎 え る ことに な り,エ ネ ル ギ ー問 題 は 相 当 に 深

刻 化 す る こ とに な る と思 わ れ る。 こ うした 中 で資 源 の 乏 しい 日本 の バ ーゲ ニ ン グ

・パ ワー は知 的 資 源 で あ る 。

　 電 子 計 算 機 産 業 は 物 理 的 資 源 や エ ネ ル ギ ー を大 量 に消 費 す る産 業 で は な く,高

付 加 価 値 ・知 識 集 約 型 産 業 で あ るの で 日本 を代表 す る技 術 先 端 産 業 と して 育成 す

る必 要 が あ る。

　 ② キ ャ ッチ ア ップか ら フ ァー ス トラ ンナ ーへ

　 わ が 国電 子 計 算機 産 業 の 技 術 水 準 は,政 府 及 び メ ー カの 努 力 に よ って先 進 諸 国

と肩 を 並べ 部 分的}こ は 凌 ぐ と ζ うま で 向 上 した とい え る 。従 来 は,追 いつ くべ き

目標 に対 しそれを上回 る目標 を設定 して実用化のための努力 を重点的 に行 なって

いけば良か ったが,今 後 は 自らが 目標 を設定 してい く必要が ある。

　③ 先進諸国 との貿易 摩擦

　 わが国の技術が先進国 と肩 を並べ るにつれ て鉄鋼,自 動車,半 導体等にみ られ

るよ うな貿易摩擦が起 って きている。80年 代においては この ような傾向が強まる

ことが予想 され摩るので,今 まで と比べ て先進諸国か らわが国への技 術導入 がや り

難 くな り,ま た,開 発 ・製 造に必要な高性能の設備等の 輸入 につい て も制限が加

え られて くる恐れがあ る。 このためには先進諸国か らの一方的 な技 術導入ではな

く,対 等な立場 での技 術交流 等が必 要にな って くると思われ る。

　④基礎技 術重視の 自主 開発へ

　 この よ うに技術水準が キ ャ ッチ ア ップしたことによ って自主的に 目標 を設定 す

る必要があ ること,先 進諸 国か らの一方 的な技術導入 等が難 しくな ってい ること

か ら,わ が国電子計算機産 業は今 までの よ うに実用化開発重点志 向ではな く,広
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く基礎技術分野におけ る 自主開発 努力が重要 とな ってこよ う。

(2)技 術先端産業 としての存立条件

　①急激な技 術革新

　電子計算機産業 は・ きわ めて技術革新 の激 しい産業 であ る。例 えば,半 導体素

子 では従来,集 積度が2年 間で4倍 に な りコス トは4年 間10分 の1近 くにまで下

ってきてい る ・(図4.1)現 在 の 半導 体素子に代 わる高速,低 コス トの素子の

円/ビ ッ ト
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　 　 　 　 図4.1

　 　 　 　 　 　 　 　 の 価 格 の推 移

開発 も進 め られ てお り,

　 　 　 　 　 　 　 '72　　　'74　　　'76　　　'78　　　'80　　　'82

半 導 体 メ モ リ お よ び 磁 気 デ ィ ス ク 装 置 の ビ ッ ト当 り

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 この 傾 向 は 今 後 も続 く もの と思 わ れ る。 この た め コ ン ピ

ュー タは 同 じ性能 の もの を比べ る と,新 しい シ リー ズ ほ ど価 格 の 安 くな って い る

特 殊 な 製 品 で あ る とい え る。 また,よ り使 い 易 い シ ス テ ム を 目 ざ し,今 ま での デ

ー タ以 外 に 音 声
,図 形 な どの 多様 な 情報 を 扱 え る入 出 力 装 置 の 開 発 が 重 要 とな っ

て くる。 さ らに これ らの 高 性能 の ハ ー ドウ ェ ア と一 体 に な .って,シ ス テ ム を形 成

す るた め の ソ フ トウ ェア もよ り高度 化,複 雑 化 して き て い る。

　 この よ うに技 術革 新 が 激 しい背 景 に は,電 子 計 算 機 産 業 が 他 産 業 に例 を見 な い
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競 争 の 激 しい産 業 で あ る こ と,米 国 メー カが1メ ー カで 世 界 の 市 場 の 過 半 数 を 占

め て い る とい う特 殊 な産 業 で あ る こ とが あ げ られ る。

　 市 場 の過 半 を 占 め てい る米 国 メ ー カに 対 抗 す るた めに は,米 国 メ ー カ と同 等 の

製 品 を 出 して い るの で は駄 目で,よ り コス ト ・パ フ ォー マ ン スの 高 い 製 品,よ り

信 頼 性 の 高 い 製品,よ り使 い 易 い 製 品 を市 場 に 出 し てい く必 要 が あ る。 その ため

に は,常 に 先 取 り した研 究 開 発 を 行 な い ,先 進 的 な技 術 を い ち早 く製 品 に取 り入

れ る こ とに よ って 製品 の 優 位 性 を保 た な い と競 争 力 を失 な い ,企 業 の 存 立 に か か

わ る こ とに な る。

　 ② 多 額 の 研 究 開 発 費

　 コ ン ピ ュー タは 技 術革 新 の 激 しい産 業 で あ るの で,研 究 開 発 に は 大 量 の 人 的 資

源 と膨 大 な 資 金 の 投 入 が 必 要 とな る。特 に,今 後 は つ ぎの よ うな要 素 が 考 え られ

るの で,よ り広 範 囲 の 研 究 開 発 が 必 要 と な ろ う。

　 　 A.ハ ー ドウ ェア

　 ハ ー ドウ ェアに っ い て は,米 国 と肩 を並べ たために見習 うべ き先 駆 者 がいな くな っ

た ことか ら,従 来 はあ る程 度 集 中 した分 野 に絞 って研 究 開発 投 資 を行 え ば 良 か ったの

に対 し,今 後 は幅 広 い分 野 での 研 究 開 発 投 資 が 必要 とな る。

　 特 に技 術 が 高 度 化 す る こ とに よ り,技 術 的 見 透 しが不 透 明 に な り目標 が 立 て に

く くな って き てい るた め に,従 来 あ ま り力 を入 れ てい なか った基 礎 技 術 分 野 に対

して も重 点 を置 く必 要 が あ る 。 これ に は 従来 の 半 導 体 素 子 に 加 え,GaAs素 子

ジ ョセ フ ソ ン素 子,磁 気 バ ブル,CCDと い った 素 子 技術 な どが あ げ られ るが ,

これ らの技 術 は きわ め て高 度 な先 端 加 工 技 術 を必 要 と してい るの で,高 性能 の 研

究 設 備 ・ 製 造 設 備 が 必 要 と な る。 今 後 は,こ れ らの 研究 設 備,製 造 設 備 の 製造 そ

の もの が 研 究 開 発 の 対 象 とな るケ ー ス が増 え て くる もの と思 わ れ る。

　 　 B.ソ フ トウ ェ ア

　 ソ フ トウ ェアに つ い て は,一 部 米 国 メ ー カよ り質 の良 い もの が で きて きて い る

が・ 量 的 な面 も含 め て ま だ米 国 メ ー カに 比 べ て遅 れ て い るの が 現 状 で あ る。 研 究

開 発 投 資 の 比 重 は,だ ん だ ん とハ ー ドウェ アか ら ソ フ トウェ アへ と移 って きて い
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るが,今 後 も ζの 傾 向 は続 き,良 質 の 労 働 力 を大 量 に投 入 す る必 要 が あ ろ う。

(a)ハ]ド ウェ ア が よ り高 速 化 され,'よ り複 雑 な処 理 を行 な うに つ れ, .それ をサ

ポー トす るた めの 基 本 ソ フ トウ エア(オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ム)も よ り大 規

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

模 に な'っ て い ぐ 。

(b)　 ゴ ン ピ ュ一 夕の 利 用 が よ り高 度 化 し,多 様 化 す るに つれ,多 種,多 様 の7プ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .　　　　　　1

リケ ー シ ゴン プ ロ グ ラムの 開発 が 必 要 とな る。

(c)　 ソtiト ウエ ナの 開 発 は まだ 手 工 業 的 色 彩 が 強 く,'ソ フ トウエ ア開 発 の効 率 化

を 図 るた め の 手 法,ツ ール の 開発 が 重 要 とな って く る。

C.工 学,理 学 以 外 の 分 野の 研 究

　 コ ン ピ ュー タ の利 用 が経 済,社 会 の 広 範 囲 に拡 が るこ とに よ り,ま た,コ ン ピュ

'
一 夕 と人 間 との 間(Dイ ン タ フ ェー ス の 改 善 と い った ことが 重 要 に な る に つ れ,従

来 の 工 学;理 学 関係 以外 の 分 野 での 研 究 も必 要 とな って こ よ'う。 特 に コ ン ピ ュー

タの 処 理 内容 が デ ー タ処 理 か ら語 処 理,文 章 処 理 言 語 内 容処 理 へ と進 み,人 間

の言語 をその まま理解す る人工知能 の よ うな ものに近づ くにつれ,言 語 学,生 物

学,社 会学 とい った幅広い分野 まで を含めた研究開発の必要 も出 て くるもの と思

われ る。

(3)　日本の独 自性

　 コ ン ピ ュー タは 米 国 で 開 発 され 日本 に導 入 され た こ と もあ っ て,コ ン ピ ュー タ

で は 英 語 と カ タ カ ナが 使 わ れ てい る。 一 方,日 本 で は 昔 か ら日本 語 が 使 わ れ てお

り,中 国 か ら取 り入 れ た 漢 字 と 日本 で 作 られ た カ タ カ ナ とひ らが な を用 い て 日本

語 を 表記 し てい る。 コ ン ピュー タ も数 値 デ ー タの み を扱 うの で あ れ ば 現 状 で も困

らな い が 事 務 処理 の場 合 に は言 葉 の 情 報 を 扱 う必要 が あ り,英 語 や カ・タ カ ナ しか

扱 え な い 現 在 の コ ン ピュー タで は用 途 が 限定 され て しま う。

　 そ こで今 後 の コ ン ピ ュー タの 利 用 形 態 が,事 務 部 門 にお け る生 産性 の 向 上(オ

フ ィス ・オー トメー シ ョン化)へ と進 む こ と を考 え る と,日 本 語 が そ の ま ま コ ン

ピ ュー タで扱 え る 日本 語情 報 処 理 技 術 の 開 発 が 重 要 とな る 。 これ に は か な 漢 字混

じ りの 日本 語 を 入 出 力 で き るデ ィス プ レイ や プ リン タ,あ るい は 日本 語 の 音 声 で
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入 出 力 で き る端末 装 置 の開 発 な どが 考 え られ,こ れ らの 開 発 に よ り誰 で もが 容 易

に コ ン ピ ュー タを操 作 で き る よ うに な ろ う。

　 ま た,現 在 プ ロ グ ラ ム は 英 語 で 作 る の が 当 然 の よ うに な って い るが,こ れ

が日本語で作れ るよ うになれば プログラムめ内容がわか り易 くな1・ 殿 も錫

に プ ロ グ ラ ミングで き るよ うに な る の で

・日本 に お け る ソフ トウ ェア人 口の 増 大

・プ ロ グ ラ ムの 質 の 向 上

1・プ ロ'グラ ム作成 速 度 の 向 .上

∫・ソ フ トウ ェ ア ・コス トの 低 減 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　'　 、

等 が 図 れ る こ とに な る と思 わ れ る。.

　 この よ うに・今後 は日本 の特性に適合 した技術の開発 も重要 にな.ると思 われ る。

(4)技 術の輸 出　 　　　　 　　　　 　　　 　　　　 　 ;

今 までわが 国は先繍 国 か ら先轍 術 樽 入 してそれ を応肌 ・.蠣 製品 よ り

も安 く良 い製品 を作 り出す ことで急成長 し:てきたが,今 後は 自主技術で勝負 し,1

技術 自体 を売 り物 に してい くことを考 え る必 要がある。

　 日本語 情報 処理技術は英語 圏以外の 国に対 して,そ れ ぞれの母国語での情報処

理 を可能 とさせ る技術に応 用 が考 え られ る。 これは今 まで とは逆 にわが国が他国

に対 して技 術輸出 を行 うケ ースとな り得 るが,今 後は こうした形の わが国独 自の

技術の輸 出を もっと考 えてい く必要があ ろ う。

4.2.2　 研究 開発の問題 点 と対応策

　 前項で述べ たよ うに電子 計算機 産業は大量の人的資源 と膨大 な資金 の投入 が必

要な産業で あ り,今 後 ますます開発 費及び開発要員が増大す る もの と思 われ る。

　 わが国の電子計算機 メー カの現状 をみ るとようや く世界の5%程 度の シ ェアを

持 ったばか りで あ り,世 界の約80%を 占め る米国メーカと対抗 して同等の研究開

発投資 を行 ってい くのには無理 が あ る。(表41)　 例 えば,米 国 メー カは売上

高比で5%か ら6%の 研究開発投資 を行 な っているが,わ が 国メーカは その2倍
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表4.1　 世 界 に お け る汎用 コ ン ピ ュー タの メ ー カー別 シ ェア

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (設 置 金 額 ベ ースIDC調 査)

1971年12月 末 1974年12月 末 1976年12月 末

米

国

系

メ

ー

カ

I　　　 B　 　　M

H　 　　I　　　 S

Univac

Burroughs

C　 　　D　 　　C

N　 　　C　 　　R

そ　 　 の　 　 他

61.0

&3

6.9

3.9

3.4

1.9

5.4

579

8.5

6.8

44

32

2.3

1.6

5&4

6.5

6.5

49

2.9

1.9

1.7

(小 　　　計) (908) (847) (828)

欧

州
系
メ

ー

カ

I　　　C　 　　L

Siemens

Philips

C　 　　I　　　 I

そ　 　 の　 　 他

25

08

02

0.1

04

　 　 　 　 28

'(U
nidata)

,　　 　　 1 .9

　 　 　 　 09

　 　 　 　 　 25

　 　 　 　 　 22

　 　 　 　 　 0.2
1'

(CII・HB)05

　 　 　 　 　 05

(小 　　　計) (40) (5.6) (5.9)

日 本 　メ　 ー カ 3.4 42 5.6

そ　　　の　　　他 1.8 5.5　 ' 5.7

合　　　　　　 計
1000%

47070M$

10α0%

59103M$

10α0%

8al89M$

に相 当 す る10%以 上 もの 研 究 開 発 投 資 を行 な って い る。　 それ に もか か わ らず,

絶 対 額 で は 米 国 メ ー カの 約17億 ドル(1ド ル ÷220円 換 算 で約3800億 円)に 対

し,わ が国 メ ーカはその4
.分の1以 下 の 約900億 円 程 度 で あ る。(表4.2,4.　 3)

表4.2　 わ が 国電 子 計算 機 メ ー カ ・コ ン　 表4.3　 米 国電 子計 算機 メ ー カ ・コ ン

　 　 　 　 ピ ュー タ売 上 高(54年 度)　 　 　 　 　 　 　 ピ ュ一 夕売 上 高(54年 度)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (単 位:億 円)　 　 　　 　 　 　 　　 (単 位:百 万 ドル)＼ コン ピ ュー タ部 門 売 上 高

富　士　通 3,268

日　　　 立 2,160

日 本 電 気 2,007

沖　電　気 628

三 菱 電 機 530

東　　　芝 504

合　計 ,　　 　 　　 　 　　 9,097

M

輌

R

C

㎞

S

B

m

C

D

η

I

　

r

　

　

　
r

　

u

　

　

戸

I

B

N

C

S

H

計合
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コン ピ ュー タ部 門 売 上 高

　 　 　 　 　 　 　 18,336

　 　 　 　 　 　 　 　2,406

　 　 　 　 　 　 　 　 2,252

　 　 　 　 　 　 　 　 2,249

　 　 　 　 　 　 　 　 2,247

　 　 　 　 　 　 　 　 1,453

　 　 　 　 　 　 　 28,943
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しか も,米 国 メー カには国 防総省,NASAの よ うな超大規模国家 プロジ ェク ト

が あ り,こ れ らの コン ピュー タ関係の開発予算 は昭和52年 度で約10億 ドル(1

ドル ÷220円 換算で2,200億 円)と 言われ てい る。 これ を加味す ると米国 メーカ

の研究開発投 資額は約6,000億 円 とな りわが国 メー カの投資額は その7分 の1に

す ぎない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 '

　 この よ うに,わ が国 メーカは利益 をあ る程度犠性 に して売上 高比 では米国 メー

カの2倍 に も達す る研究開発投 資 を行 な っていないか ら絶対額 では米国 メーカの

4分 の1か ら7分 の1に しか達 していない。 これがわが国電子計算機 メーカの経

営面での圧迫に な ってお り,こ れ以上の研究開発投 資を行 な ってい くのは資金面

及 び人的資源面で絶対的資 源不足の 感があ る。

・わが国電 子計算機メーカ ・コンピュータ売上高(54年 度)　 　 9,000億 円

・米国電 子計算機 メーカ ・コンピュータ売上高(54年 度)　 　　　 290億 ドル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1ド ル ÷220円 換算 で63,800億 円)・コン ビ。
ユ一夕関係研究開発投 資額

　わが国 メーカ:売 上高比10%以 上

　　　　 9000億 円 ×10%=900億 円

　 米国 メー カ:売 上高比5～6%

　　　　 290億 ドル ×6%=17,4億 ドル(1ド ル ÷220円 換算 で3,800億 円)

②　 研究開発体 制の整備

　 このよ うな研究開発 資金,人 的資 源の不足 に対処す るためには,単 に売 上 を伸

ばすだけではな く研究 開発 体制の整備 が必要 となる。

　 わが国の電子計算機産 業が現在の よ うに発展 してきた背景には政府の適切 な助

成策 が大 きく貢献 してい るが,わ が国の成功の一 図 と して欧州のユ ニデー タの よ

うに完全 に一社 に統 合 した形で研究開発,製 造 を行 なお うとせずに適度の競争 力

を保 らつつ研究開発面 で協 調 を図 ってきたことがあげ られ る。今 後 もこの特長 を

生か しつつ,基 礎研究開発 か ら商品開発 までの垂直,水 平分業に よる研究開発体

制の整備が望 まれ る。

　特 に今後 は実用 化開発重点 志向ではな く,広 く基 礎技術分野 におい てわが国の
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自主開発努力が重 要 とな るの で この分野での官 ・学 ・民の研究開発体制の整備 に

重点 を置 く必要 がある。また・先に述べ たよ うに,今 後は コン ピュータの開発分野

が工学 ・理学以外 の分野 にまで拡 が る可能 性があ るので,こ の 面を考慮 した幅広

い分野での研究開発体 制を考 え る必要 があろ う。

　 さらに,わ が国が自主 的に目標 を設定 して研 究開発 を行 なわ なけれ ばな らない こ

とに よる リスクを分散す るζと,わ が 国産業 が国際競争力 を持 つにつれ て起 きて

きた貿易摩擦 を回避す ること等 を考慮 して,わ が 国のみの 研究開発体制ではな く,

広 く各国 との国際協 調体制 を考 え る必要が あ る。

4.2.3　 ソ フ トウ エ ア開 発 の効 率化

(1)現 状

　 ソ フ トウ ェ アに 期 待 さ れ てい る役 割 と現 状 とは 大 きな 隔 りが あ る.。,

'そ の第1'に
,ソ フ トウ ェアの 需 要 と生 産 力 との 格 差 が 挙 げ られ る。 それ は,ソ

フ トウ ェ アの 生 産 の 効 率 化 が,一 説 に は,年 率 で3%位 しか 向 上 し てい ない とい

う実 態 に対 し,つ ぎに 述 べ る よ うな理 由に よ る,急 激 な ソ フ トウ ェ アの 需 要 の増

大 との格 差 で あ る。

　 ・ハ ー ドウ ェ アの技 術 進 歩 と生 産 性 の 向 上 に よ って,ハ ー ドウ ェ ア価格 が 下 が

　 　 り,非 常 に広 汎 な 普 及 を とげ,そ れ に 伴 う ソ フ トウ ェ アの 必 要 量 が増 大 した 。

　 ・コ ン ピ ュー タ利用 者 の 要 望 が 多 様 化 した た め ア プ リケ ー シ ョン プ ロ グ ラム 等

　 　 が増 大 した 。

　 ・大 規 模 ネ ッ トワー クの 発 達 に よ り,そ れ を支 え る ソ フ トウ ェアが,莫 大 な 開

　 　 発 量 を必 要 とす る よ うに な った。

　 第2に,ソ フ トウ ェ アの特 質 に 起 因 す る。

以下 に述 べ る よ うな 問題 が あ る。

　 ・組 織 的 な ソ フ トウ ェアの 開 発 の歴 史 が,他 産 業 に 比 べ て 短 い た め,技 術 の

　 　 蓄積 が浅 く,合 理 化,標 準 化 が 十 分 で な い 。

　 ・作 業 の 自由度 が大 きいため,個 人差 が著 し く,品 質 管 理,作 業 の進 捗状 況 の 把
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　 　 握 が 困難 で あ る。

　 ・プ ロ グ ラマ ーに よ る手 工 業 的 ・労 力 集約 的 な 面 が 顕 在 し てい る。

　 この よ うな,隔 りを埋 め る こ とが,ソ フ トウ ェア開 発 の 効 率 化 の 目標 で あ る。

この 実 現 には,幾 つ か の 課 題 の 解 決 が求 め られ てい る。(図4.2参 照)

② 　 ソ フ トウエ ア開発 の 効 率 化 の 課題 と対 策

　 ① 開 発 手 順 の標 準 化

　 信 頼 性,保 守 性,管 理 性 の 向 上 を 図 るため1ご,ソ プ トウ ェアの 属 人 的 性 格 を な く

し標 準 化 す る こ とが 必 要 で あ り,そ あ方 法 と して;次 の 点 が 考 え られ る。

　 .(a)開発 工 程 を整理 し定 義 す る こ とで 明 確 にす る

　 　 (b)各工程 ご との 作 業 内容(何 を ア ウ トプ ッ トす るか)を 明 確 にす る

　 　 (c)各 工程eと に作 成 す る ドキ ュ メ ンテ ー シ ョンの 基 準 を明 確 にす る

　② プログラ ミング技 法の改 善 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　』

　 ソフ トウエ アを開発 す る人間相互間の コ ミニ三ケ ーシ ョン不足 あるし1は仕様変

更な どに よって生 じる障 害 を開 発 の 初 期 段 階 で予防,発 見,訂 正す る必要があ

り,そ の方 法 としてつ ぎの項 目があげ られ る。

　 　 (a)プ ロ グ ラムの 欠 陥 予 防 の た め に,構 造 化設 計,構 造 化 プvグ ラ ミン グ等 の

　 　 　 技 法 の 確 立 。　 　 　 　 　 　 .

　 　 (b)欠陥 の 発 見 と解 決 の た め に,主 任 プ ロ グ ラマ ・チ ー ム,構 造 化 ウ ォー ク ・

　 　 　 ス ル ー等 の 技 法 の 確 立 。

　 ③ 開 発 遠 境 の 整 備

　 ドキ ュメ ン ト作 成,テ ス トデ ー タ作成 に 時 間 が多 くか か り,計 算機 利用 の 準 備

作 業が,煩 雑 で あ る等 の 開 発 環 境 を改善 す る方 法 と して,つ ぎの 項 目が 挙 げ られ

る。

　 　 (a)TSS環 境 下 で プ ロ グ ラ ム開発 を行 う。

　 　 (b)開発 援 助 ラ イ ブ ラ リな ど,ソ フ トウ ェア開発 を サ ポ ー トす る ソ フ トウ ェア

　 　 　 ・ツ ール を積 極 的 に 利 用 す る。

　 　 (c)図 形処 理 技 術,音 声 処 理 技 術,日 本 語 情 報処 理 技 術 等 を確 立 す る こ とに よ
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　 　　 り ソ フ トウ ェアの 生 産 性 の 向 上 を図 る。

　 ④ 開 発 状 況 の 管理

　 大 型 プ ロ ジ ェク トに お け る ソ フ トウ ェ ア開 発 の 場 合,工 数 見 積 り,品 質 維 持,

作 業 の 進 捗状 態 を,正 確 に把 握 す る こ とが 困 難 で あ る。 その 原 因 は,ソ フ トウ ェ

ア開 発 の 基盤 が,個 人 の 能 力 に頼 ってい るた め で あ り,,各 人 の 能 力 差 が,そ の ま

ま生 産物 の ソ フ トウ ェ アの 信 頼 性,性 能 とい う形 で 表 れ るた め で あ る。

　 その 対 策 と して,作 業 の 進 捗 状 況 や 生 産 され た,ソ フ トウ ェア の 品 質,プ ロジ

ェク トに必 要 な 資 源 な ど を 客 観 的 に 管 理 で き る,プ ロ ジ ェク ト管 理用 の ソ フ ト

ウ ェア ・ツー ル を利 用 す る こ とな どが,考 え られ る。

　⑤ 人 材 の 養 成

　 ソ フ トウ ェ アの 生 産 性 が,作 成 者 で あ る と ころ の,人 間 そ の もの の 生 産 性 にか

か ってい る現 状 に お い て,人 は 設 備 その もの で あ り,技 術 そ の もの で あ る。 に も

かか わ らず,日 米 の 技 術 の差 は,10年 とい わ れ て お り,そ の格 差 を埋 め る万 法 と

して,以 下の方法が必要 であ る 。

　　(a)技術者の職種体 系,教 育体 系の確立

　　　 業務の高度化,多 様化に対応 して,職 種 を区分 し,そ の業務に関す る知識

　　　 を修得で きる教 育体 系を確 立 し実施 す る

　　(b)関連産業,大 学,研 究所 と技術交流

　　　 社会的要請の先取 り等を行 い,先 進技術の交流 がで きる体制 を確 立 し,ユ

　　　 ーザ,メ ー カ,ソ フ トハ ウス,大 学,研 究機関 との効 率的な交流 を行 う。

　　(c)海外 との技術交流

　　　海外への技 術者派遣,海 外からの技 術者の招へい,国 際会 議の開 催,参 加等

　　　 を促進 し海外諸 国 と先進 的 ソフ トウェア技術の交流 を図 ることに よ り,わ

　　　 が国の レベ ル向上 を図 ることが必要 となる。

　⑥ ソフ トウ ェアの評価

　従来は,ソ フ トウェアがハー ドウェア販売等 に付随 して供 給 されていた点 と,

ユーザにお ける ソフ トウ ェアの 認識 が適正 でなか づた こととがあいま って,わ が
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国 で は ソ フ トウ ェア の 流 通 が 妨 げ られ て い た 。 す な わ ち,市 場 の 開 拓 ,市 場 性 の

高 い 汎 用 ソ フ トウ ェアの 企 画,開 発 が 活 発 に 行 わ れ て い なか った とい え よ う。

　 この 対 策 と して,つ ぎに述 べ る こ とが,必 要 で あ る。

　① ア ンバ ン ドリ ン グ を普 及 させ る こ とに よ って,ハ ー ドウ ェア と ソ フ ト ウ ェア

を切 り離 した 上 で ・ ソ フ トウ ェアの 有 償 化 を 図 り,ソ フ トウ ェ アの 生 産 意 欲 の 向

上 を 目指 す 。

② ソフ トウ ェ アの 評 価 方 法 の 確 立

　　 ソフ トウェアの 適正な価格・ 品質の評価 を行 え るよ うに,標 準 的な原 価見積

　 方 式 及 び完成 した ソフ トウェアの品質評価技 術等 を確立 し,客 観的 な評価が

　　行 え る体 制 を整備 す る必要が あ る。

4.3　 経 営上 の 課 題

4.3.1　 国産 メイ ンフ レー マの企業経営面の課題

(1)課 題 としての企 業収益 性

　　　　 一 なぜ企業収益 性 を問題 とす るか 一

　 前章 で述べ た よ うに,80年 代 にお け る電子計算機 産業の意義 と役割は さ らに

重要性 を帯 び,市 場 の ニーズへの対応 と相侯 って,電 子計算機産 業は大 きく展 開

し,わ が国の中核 的産 業 としての役割 を担 うことが期待 されてい る。

　 電子 計算機 産業は20世 紀 に入 って新 しく勃 興 した産業であって,そ の歴 史ははな

はだ浅い 。 しか も,産 業 と して成熟す る以前に新技 術の開発 と市場の ニーズの変

化に伴 って急速 に変貌 しつつ成長 してい る。わが国の電子計算機 産業は,世 界(と

くに アメ リカ合衆国)よ りもさらに遅 れ ること約10年,第 二次世界 大戦後 にな
っ

ては じめて商用電 子計算機 の企業化が開始 され てい る。

　 この間,世 界 的には黎明期 において先に商用電 子計算機 を開発 したUNIVAC

を後か ら参入 したIBMが 市場競争 において凌駕 し,全 世界の60～70%の 市 場
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高性能 コン ピュー タの出現

によ る問題 の大型化

科学技術の急速 な発展 に伴

う問題領域の拡大

ソフ トウ ユ アの

ご大 型化 ・多様 化
・複 雑 化 ・シス テ ム化

プ ロ ジ ェ ク トの

大 規 模 化

'
ソ フ トウ ェ ア産 業 の

特 質 の顕 在 化

、

イン タ フ ェ ー ス

が指 数 関 数 的 に

増 大す る

個 人の能力 に頼

るところが多 く

個 人差 が大 さ'い

大型 ソフ トウェ

ア開発 に対す る

技 術の蓄積 が浅

い

設 計,プ ロ グ ラ

ミン グ な どの作

業 の 自 由度 が 大

さい

生産 性

信頼性

保守性

管 理 性

この結果以下の 問題 点が表面化 して くる。

a.生 産 性 が低 い

　 　①1人1日 の コ ー デ ィング量 は5～10ス テ ッ プ にす ぎな い 一 ・ ・

　 　② ドキ ュメ ン ト量 が増 大 し,全 工数 の1/2～1/3を 占 め るに 至 る 。

　 　③ ソ フ トウ ェア の 巨 大 化,開 発 需 要 の 増 大へ の対 応 が 困難 で あ る。

b.信 頼性が低 い

　 ① 　ユ ーザの ニーズが的確 に反映 され ない。

　 ② 生 産物 であ るソフ トウェアの品質 管理が困難 であ る。

　 ③ どれだ けテス トして も,バ グが皆無 とい う深傷 がない、

　 　　 ど

c.保 守性,拡 張性 に欠 ける。

　 ① 保 守費 が開発費 を上回 る。

　 ② 変更,修 正が頻繁に行 われ るが機能追加は困難 である。

　 ③ 数 ステ ップの変更で も,プ ・グ ラム全体の理解が必要 な場合 があ る

　 　　　な ど保守 に時間 がかかる。

d.管 理性 に欠け る。

　 ① 個 人差 が大 きい上に,プ ・ジェク ト要員の数 が多いため開 発工数の

　 　　 見積 り,客 観的 な工程 管理 が著 し く困難 であ る。

　 　② 生 産物 が目に見え ないため,品 質 の維持,進 捗状況 の把握 が困難 で

　 　　 ある。

●

図4.2　 ソ フ トウ ェ ア開発 の効 率 化 の 課 題

一182一



を 占有 し'ジ世 界 の 巨人 と して電 子計 算機 産 業 を リー ドし て現 在 に 至 っ てい る 。

　 IBMの 成 功 の 鍵 は,市 場 め ニ ー ズ を的 確 に 把 え た 製 品 開 発 と機 械 をブ ラ ック

・ボ ック ス化 し機 能 を貸 す とい う レ ジタ ル制 に よ るマ ーケ テ ィン グに あ り
,王 座

を 占め て か らは逆 に意 の まま に 市 場 を コン トロー ル して き た の で あ る。

　 わ が 国電 子 計 算 機 産 業 は 誕 生 以 来,常 にこのIBMと い う世 界 の 巨人 に 対 抗 し,

これ に追 いつ くこ とが 目標 とな って きてい る。

　 即 ち,企 業の収益性 を考慮 す る以 前に,ゴBM'に 対抗 しうるハー ドウェアとソ

フ トウェアの技術開発に多大 の資金 を投入 して∴国産 メーカ として存続 す ること

が第一 義に考え られ てきた;ア メリ カにお いて1　'B'　M2の 競争に敗れ,企 業 とし

てめ収益性の 見通 し'がたた ぬ'tS'めに撤退す る企 業がGE,　 R　CAと 相WteKた こと

をみれば,そ の相 違いに気づ くはずで ある二 一　 　 　 　 一　 　̀ 　 い

　 わが国政府 にお いそ も,電 子計算機 産業め重要性 を よ'〈認識し∴・F・ON'TAc

の開発,大 型 プ ロジ ェグ ト制度(通 商産 業省 ゴ業技術 院),電 子計算機 開発 促進

費補助金制 度(新 シ リ'一ズ ゴン ピュー ダ開発,超LSゴ ラ ロジ ニク ト,基 本技 術

開発 －IOSと 新周 辺端末)等 によ`つて,技 術 開発 資金の援助 を行 ない多大の成

果 を納めてい る。

　 一方,販 売費金面 では㍉ 電子計算機販売の特有の仕組みであ るレンタル制度の

定着の ために,日 本電子計 算機㈱ に対す る日本開発 銀行融 資および租税特別措置

法 による買戻損失準備金制度 等の税 制に よ りバ ックア ップして きそい るが,'企 業

経営面か らみ て優良な収益 性のあ る産 業 として育 ってはいない とい うのが現状 で

ある。

　 このわが国電子計 算機 産業,な かんず く国産 メインフ レーマが企業経営面 に問

題 を介在 させてい るの は米 国 メーカに キャ ッチ ア ップす るための技術開発投資 が

やは り大 きな負担 であ って,技 術面では十 分米国 メーカと対抗 す る力 を育成 した

が,企 業経営面での格差は余 りかえ りみ られ ていない ことを物語 ってい る。

　 80年 代の中核的産業 と して成長す ることが期待 され てい る電子計算機産 業 とし

ては,今 後ますます強ま ると予想 され てい るIBMの 販売攻勢 と くにい わゆ るE
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シ リー ズ,即 ちIBM4331プ ロセ ッサお よ びIBM4341プ ロセ ッサにみ られ る

低 価 格 政 策 に示 され て い る体 力 競 争 に 対 抗 し て国 産 メ イ ン フ レー マの 存立 を画 る

こ とが肝 要 で あ る。 その た め に は,企 業経 営 面 で の 大 幅 な改 善 をは か り,IBM

の 低 価格 攻 勢 を はね か え す 企 業 力 を養 うこ とが必 要 で あ る 。

② 　 国産 メ イ ン フ レー マ の 企 業 経 営 面 の 現状

　 ① 売 上 高

　 国産 メ イ ン フ レー マ6社 の1979年 度(昭 和54年 度)の 売 上 高 は 合 計 して,

5兆5875億 円・ うら電 子 計 算 機 部 門 の 売 上 高 は9097億 円(推 定)で あ る。

　 これ に 対 し,米 国 メ ー カの1979年 度 の 売 上 高 は6社 合計 で289億4千3百 万

ドル(6兆3675億 円,$1÷¥220換 算)で,国 産 メ イ ン フ レー マ6社 合計 で 米

国 メ ー カ6社 合計 の14%に しか あ た らな い 。

　 電 子計 算 機 の 販 売 につ い て は,ハ ー ドウ ェア技 術 の み な らず,ソ フ トウ ェア技

術の もつ 意 義 は 大 き く,そ の ソ フ トウ ェ ア技 術 は,ベ ー シ ック ソフ トウェ ア,ア

プ リケ ーシ ョン ・ソフ トウ ェア お よ びユ ー ザ ス プ ログ ラム い ず れ に お い て も量 の 多

さ即 ち経験 の 豊 富 さに 大 き く左 右 され,売 上 高 の 格 差 即 ちユ ーザ 数 の格 差 の もつ

意 味 は は な は だ 大 きい とい わ ざ る を得 ない 。

　 日本IBMが 日本 国 内 の 年度 売 上 高 に お い て トップの 座 を 国産 メイ ン フ レー マ

に 明 渡 した とい って も,IBMは 全 世 界 に カ ス トマベ ー ス を も って お り,日 本I

BMは その 恩 恵 に浴 し う る訳 で あ るか ら,ソ フ トウ ェア開 発 の 面 で,全 世界 的 な

売 上 高格 差 に 目 を向 け るべ きな の で あ る。

　 ② 収 益 性

　 IBMは1979年 の 決 算 にお い て,3.2%の 減 益 とな った が,い ま だ1　3.2%の

高 利 益 率 を上 げ て い る。 利 益 の 額 で も30億1千 万 ドル(6622億 円,$1÷¥220

換 算)で あ る。

　 一 方,国 産 メ ィ ン フ レ ー マ6社 の 状 況 は,各 社 い ず れ も電 子 計 算機 部 門 の 利 益

に つ い て は 公 表 してい な い の で,詳 細 は不 明 で あ る が,全 社 の 利 益 率 と電 子 計 算

機 部 門 の 利益 率 が 同一 で あ る と仮 定 し て推 論 せ ざ る を得 ない が,利 益 率5.3%,
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利益 額 に して6社 合計 で482億 円 で あ る。国 産 メ イ ン フ レ ー マ と比 べ,IBMの

方 が利 益 率 で2.5倍,利 益 額 で は6社 合計 の13.7倍 と大 差 をつ け てい る。

　 ③ 研 究 開 発 投 資

　 IBMの 研 究 開 発 投 資 額 は,1979年 に お い て,13億6千 万 ドル(2992億 円,

$1÷¥220換 算)で 売 上 高 の5.　9%で あ る。IBMの 研 究 開発 投 資 額 は この と

こ ろ毎年 売 上 高 の6%前 後 で推 移 して い る。

　 これ に対 し,国 産 メ イ ン フ レー マ の研 究開 発 投 資 は 電 子 計 算 機 部 門 の 利益 と同

様 公 表 されていないので ・売上 高の10%と 想 定 して推 論 す る と6社 合計 で約900

億 円 でIBM1社 の 約1/3で あ り,売 上 高 トップの 富 士 通 の 電 子 計 算 機 部 門 売

上高 に ほぼ 匹敵 す る額 をIBMは 投 じてい る こ とに な る。

　 以 上 の 通 り,国 産 メ イ ン フ レ ー マの 企 業 経 営 力 は 米 国 メ ー カの 足 もとに も及 ば

ない とい うの が 現 状 で あ る 。

(3)今 後 の展 望

　 企 業経 営 面 で の格 差 に は 目 を つ ぶ り,技 術開 発 に 全 力 を集 中 して きた 国産 メイ

ン フ レー マ は,わ が国 政 府 の 援 助 に も助 け られ,そ れ な りの 成 果 を上 げ て きた。

しか し,80年 代 のIBMの 攻 勢 を しの ぎ,生 き残 ってい くた めに は,企 業 経 営

面 で の 改 善 を画 らね ば な らな い 。

　 この た めに は,長 期 的 に は 海 外 市 場 へ の 参 入 を図 る と し て も急 激 な進 出 は 困 難

で あ り,当 面 は,海 外 市 場 へ の参 入 の 準 備 を進 め る と と もに,国 内 市 場 で の 需 要

の ほ り起 こ し を図 り,企 業 体 力 をつ け る こ とが望 まれ る。

　① 国 内市 場

　 わ が国 の 国 内市 場 は 電 子 計 算 機 の 設 置 台 数 で 世 界 第2位 の6万 台 を 擁 し,普 及

はか な り進 ん で い る。 今 後,更 に 需 要 の 拡 大 を画 るに は メ ー カが 新 しい利 用 形 態

を開 拓 し,新 規 需 要 に 結 び つ け る こ とが 必 要 で あ る。 幸 い に して国 産 メ ィ ン フレ

ー マの 技 術 開 発 力 は十 分 の もの が あ り
,可 能 性 は十 分 あ る と考 え られ る。

　次 に収 益 性 を向上 させ る た め に は,販 売形 態の 再 検 討 が必 要 で あ る。

　電 子 計 算 機 の販 売 は レ ン タ ル制 を特 徴 として きた。IBMが は じめ た この制 度 も
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1.BM自 身 が手 を 加 え て きてい る。 第 一 に ソフ トウ ェア ・ア ンバ ン ド リン グ制の

採 用 で あ り,第 二 に 買取 の 促 進 で あ る。

　 ソ フ トウ ェア ・ア ンバ ン ドリン グはIBMが1969年 に 採用 し,わ が 国 市場 に

お い て も少 しず つ 浸 透 しつ つ あ るが,サ ービ スに 対 す る対 価の 支 払 慣 行 の な か っ

た わ が 国 で は ま だ ま だ 努 力 が 必 要 で あ る。・ユ ーザ に と づ て も ソ ラ トウコ ア に対 価

を 支払 う こ とは購 入 す る ソフ トウ ェア の 向 上 を もた らす 点 を理 解 させ さ らに浸 透

を図 るべ きで あ る・。 メ ー カに と つて も コス ト的 に 低 減 しつ つ あ る ハ ー ドウ ・エァ と

切 り離 して コス トの 増 大 してい る ゾ フ トウ ェ アの 価 格 を設定 で き る こ とが,価 格

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1　　　　　　　,　　　　　　　　　　・

体 系の 維i持 につ な が り,有 益 で あ る。

　 一 方,レ ンタ ル 制 に お い て は,リ プ レご スが 必然 的に 発生 す るピ1'統Mは360

シ リ.一ズか ら370シ リー ズへ の 移 行 時 の レン タル バ ック と プ ロ グ ラ ム ・ゴンバー

ジ ョ ンに 苦 慮 した経 験 か ら,そ の 後303X,　 Eシ リー ズ に お い ては,新 製 品発 表

前 に 旧製 品 の 買 取 価 格 の 引 き下 げ を実 施 し,買 取 の 促 進 を図 っ 「こい るゴ わが 国 め

国 産 メ ィ ン フ レ、一 マ も この 点 の 配 慮 が 必 要 で あ る。　 一'　 〉　 '∴`'一

　 ② 海 外 市 場'　 　 　 　 　 　 　 …　 　 一　 『　 ㍉

　 .長期 的 に は,海 外 市 場 へ の 展 開 が不 可 欠 で あ るが,相 手 国 に よ り市場 の 状 況 は

千 差 万 別 で 慎 重 な対 処 が 必 要 で あ る。

　 しか しな が ら,① 売 上 高 を増 進 させ るこ と,② ソ フ トウ ェ ア開 発 費 の 増 大 に対

応 し,か つ 良 質 の ソ フ トウ ェア を拡 充 す るため カ ス トマ ベ ー ス を増 大 させ る こ と,

の2点 が 不 可 欠 とい う状 況 を考 慮 す れ ば 市場 の 拡 大 は,今 後 の 電 子 計 算 機 産 業 の

重 要 課 題 で あ る。

4.3.2　 協 調 と競 争 の 現 状

　 前 項 に つ づ き,あ り うべ きわ が 国電 子 計 算機 産 業 の 姿 を論 ず るに あ た って,業

界 の 協 調 体 制 と競 争 秩 序 の 現状 を述 べ る。

(1)技 術 開 発

　 技 術 開 発 の 面 で は,世 界 の 巨人IBMに キ ャ ッチ ア ップす るた めの 国産 メ イ ン
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・フレーマの全力 が ここに注がれ たが ,こ こにあって,わ が国政府 の援助の な した

役割 ははなは だ大 きい といえよ う。わが国政府 が電子計算機 産業 を育成す るため

に投 じた資金 は,共 同開発に よ りその活用が はか られ,多 大の成 果 を納 めたので

ある。　　　　　　　　　　　　　　　　 ,　　　　　　　 ・　 ・

　 既 に政府 の施策の詳細は第1章 に述べ られ てい るので ここでは言 及 しないが,

自由化 をひかえrBM370シ リーズ対抗機開発の ための新 シリー ズコン ピュー タ

開発に おいては鉱工業技術研究組合が活 用 され,そ の後の超LSIプ ロ ジ ェク ト

では,技 術研 究組 合の中に共同研究所 が設 け られ,通 商産業省工 業技術院電子総

合研究所 と,さ らには 日本電 信電話 公社 との共同研究が実現 した ことは特筆 に値

する。特に,後 者 の共同研 究は内容 が基 礎的な分野であ っただけに成功 した もの と

も考え られ る。

　 技術 開発に あ っては,他 の企 業に先駆 けて新製品 を開発 し市場に届 け るこ とが

その使用 であ る。 しか しなが ら,IBMを 筆 頭す る米国企業が技術 を リーtドして

きた電子計 算機産業 におい ては技術の 目標 は定 ま ってお り,問 題は開発 の効率化

にあ ったため,共 同研究が可能 とな り,業 界協調 が保たれたのであ る。

　 超LSI開 発におい てIBMと 技術面に おいて肩 を並べた訳であ るか ら今後は

IBMを 凌駕 す る技術の開発が またれ ると ころであ り,そ のためには,各 企 業の

技術の特長 を生 か した分担開発 が望 まれ ると ころである。

② 　生産

　生産 面に おけ る協調 は,現 在,富 士通㈱ 及 び㈱ 日立製作所共同 出資の 日本周辺

機㈱ に その例 がみ られ るだけであ る。

　現在,日 本周辺機 ではMSS(MASS　 STORAGE　 SYSTEM)を

中心 とした生産 を行 ない,富 士通,日 立 両社 にOEM供 給す ると ともに 自身で も

販売 を行な ってい る。

　 生産 におけ る協調は,他 に分担生 産 とい う形 態 も考え られ るが,い ず れに して

も販 売 面 に お け る共 同 歩 調 を伴 わな けれ ば,各 社の販売政 策に よ り生産計画 が

左右 され るた め成 果 を上げ ることはむずか しい と思わ れる。
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(3)販 売

　 販 売 面 に お け る協 調 は,い くつか の 事 例 が 挙 げ られ る。

　 第 一 に富 士通 ㈱ と㈱ 日立 製 作 所 の 共 同 出 資 に よ る販 売 会社 フ ァコ ム ・ハ イ タ ッ

ク㈱(略 称FHL)が あ る。FHLは 富 士 通 ・日立 両 社 の 官 公 需 の 販 売 を担 当 し

てい る。

　 第二 は,日 本電 気㈱ と東京芝浦電気㈱(東 芝)の 共同出資に よる日電東 芝情報

システム㈱(略 称NTIS)で あ る。NTISは 東芝か ら東 芝の大型機販売 を譲

渡 され,ACOSの 販売 を担 当 してい る。

　 これ らの事例 は,特 定の分野での協調 であ って,全 面的な販売 協調 で はない。

販売面では協調 しあ うよ りもむ しろ互に競争す るというのが国産電 子計 算機産業の

実態で あ る。

　 秩序 ある競争 は,産 業の成長に と っては,有 益 であ るが,い たず らな価格競争

は,有 害で あ り慣 しまなければ な らない。わが国の国内市場 は,新 規導入 よ りも

よ り高度の利用 のための リプ レース需要 が主体 とな りつつあ る。

　 リプ レースの時期の到来 してい る とくに大型～超大型 のユーザは限 定 され各社

の販売攻勢は,そ こに集中 しが ちで あ る。やや もす るとユーザ獲 得にのみ と らわ

れ無謀 な価格競争 に走 り勝 ちで ある。 これは,企 業経営 面か らみてはなは だ好 ま

しくない状 況で あ り,厳 に慣 しむべ きであ る。

　 今後,海 外市場 に進 出す るに 当 って も,競 争秩序の維持 は欠かす ことので きな

い要件で あ る。海外市場で 日本の メー カが価格競争 を繰 り広 げれ ば,相 手国の市

場に無用 の混乱 を招 き,進 出 を拒否 され る可能性 も出て くる。海外市 場への進出

につい ては,相 手国の情報化社 会の進展 に協力す るとい う理念 を堅持 して対処す

べ きであ る。
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第5章 　80年 代 に お け る施策

5.1　 今 後の 政策 の 方 向

●

5.1.1　 基本的な考 え方

　 わが 国の電子計算機 産業 は,そ の出現 の時点か ら電子計算 機技 術が国家 にとっ

て必須の ものであ ること.先 進諸国 との技 術的,産 業的格差が著 しか った こ と,

その成長性に知識進約 性,省 資源性に対す る期 待が大であ った ことな どか ら,技

術開発等の面 で手厚 い国 家的助成 を うけて来 た。(表5.1参 照)

　 80年 代 を迎 えて,わ が国電算機 産業 に も,以 下 のよ うに内部的あ るいは外 的な状

況の変化 が生 じている。

　 第1は,わ が国電子 計算機産業の成長で ある。 未だ,世 界 シェアの中 では,6

社合計 で6%弱 で あ る とは い え,生 産 統 計では1兆 円 を越 す(た だ し,日 本I

BM等 外 資系企業 の国内生産 を含 む)大 産業 とな ってい る。また,輸 出 につ いて

も輸入 を上回 る比率 で増加 している。

　第2は,海 外,特 に米国 か らのわが国技術先端産業へ の政府 の直接的助成 に対

す る批判 である。

　第3は,技 術的見通 しの不透明性が増 した ことであ る。従来は,海 外の最 も先

端的 メーカに照準 を合 わせ て,そ れにキ ャ ッチ ア ップす る技 術開発 を行 っていれ

ばよか ったのが,今 後 は各 企業が 自分達 の判 断 と見通 しを持 って技 術開発 にあた

らねば な らない情 勢 にな って いる ことであ る。

　第4は,電 子計 算機の裾野 が広が り,使 用形 態 も多様 化 したため従来以上 にユ

ーザニーズの汲 み上 げが必 要 とな ってい ることであ る
。

　一方 で,国 産電 子計算機産業 に とって変化 しない以下 の要件 もある。

　①　国 として是非 と も保有 してお く必要 の ある,波 及効果 の大 きな技 術 を有す
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表5.1　 諸 施 策

昭 和32年

(1957)

昭 和36年

(1961)

昭 和37年

(1962)

昭 和41年

(1966)

電子工業振興法制定

日本電子計算機㈱に対する開銀融資を開始

通産省,高 性能大型電子計算機(FONTAC)の 研究開発を開始

(～40年 度,総 額4億 円)

通産省,超 高性能電子計算機の研究開発(大 型プロジェク ト)を 開始

(～46年 度,総 額100億 円)

昭和43年 電子計算機買戻損失準備金制度創設
(1968) ●

昭和44年 情報処理技術者試験開始
(1969)
昭和45年 情報処理振興事業協会等に関する法律制定
(1970)

電子計算機特別償却制度創設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

昭和46年 特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法制定
(1971) .

　 　 　 　 　 　 .

通 産 省,パ タ ー ン情報 処 理 開発 開始(～55年 度,250億 円 く 予 定 〉)

資本50%自 由化時期決定

通信回線開放(公 衆電気通信法の一部改正)

電子計算機固定資産税軽減制度創設
`

昭和47年 電 算 機 等 補 助 事 業 を開 始(～51年 度,補 助総 額686億 円)

(1972)
プログラム保証準備金制度創設

昭和48年 6月　 資本100%自 由化時期決定
(1973)

8月　 輸入 自由化時期決定

昭和49年 8月 　 資本50%自 由化実施

(1974)
12月 　情報処理産業資本50%自 由化実施

・

昭和50年 12月 　 資 本 ・輸 入100%自 由 化 実施

(1975)
昭和51年 4月 　情報処理産業資本100%自 由化実施
(1976)

超LSI補 助 事業 を開 始(～54年 度,補 助金 総 額 約290億 円) w

ソフ トウ ェ ア生 産 技 術 開 発 計 画 を 開始(～55年 度)

昭和53年 6月　特定機械情報産業振興臨時措置法制定
●

(1978)
昭和54年 基本ソフ トウェア技術 ・新周辺端末装置技術開発補助事業を開始
(1979)

(54～58年 度,補 助金 総 額235億 円 く 予定 〉)
、

汎 用 ソフ トウ ェ ア開 発 準 備 金 制 度
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　　 る産業 であ ること。

　 ② 知 識集約 的,か つ,省 資源省エ ネルギー型の成長性 に富 む大産業 で あるこ

　　 と。

　 ③ 　技 術 オ リエ ンテ ッドであ り,か つ,技 術的変革 の激 しい産業 であること。

　 ④　 従来 と同様,現 在 も三社が世界市場の過 半を 占 めるガ リバ ー型寡 占産業 で

　　 あ る1こと。　 　 ''　 　 "i

　 以上 の事項 を考 え合 わせ ると,今 後の政策 の方向 は以下 の点 に集約 きれ る。

(1)国 家助 成の限界

　　 電子計算 機産業 はt-60年 代,70年 代 と国の補助等 を受 けつつ,次 第 に成長

　 して きた。1979年 にお いては,電 子計算機 関連 機器の生産額が1兆 円 をこえ

　 今後 も高 い成 長率 を維持 しつつ推移す る と予漬ljされてい る。 このよ うに大 きな産

　 産業 とな りつつ ある電子計算機産業 に対 し,今 後,国 が どの よ うな施策 を講ず

　 るか を考 え る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '　 "　 　 苛い

　　 技 術開発で は,従 来 よ り一企 業 では リス クが大 きす ぎてできな い先導 的な技

　 術 について国 が委 託 または補助 を行 ってきた。sb年 代におい て技術 レベル がよ

　 り高度 で,よ り先 導的な もの のみが国の施策 の対 象 とな る。国産 メーカは未 だ

　 欧 米諸 国の電算機 メ ーカに追 いついてはいな い ものの,次 第に技術水準 が上 が

　 って きた こ と もあ り,多 少の リスクについ ては 負担 できるよ うに な って きた こ

　 とか ら,政 策 ツール として 開発 要 素 を含 む もの にっいての政府調 達等 も考 え

　 てよい。

{2)国 際協調

　　 80年 代,90年 代 にお いて電子計算機産業 は,海 外 市場へ進 出 し,輸 出量 も

　 次第 に増加 して ゆ く.と考 え られ るが,そ の 際,外 国 との無用 な摩擦 を避 け るこ

　 とが重要 である。 また,先 導 的技 術の開発 費 が巨額 になるこ とか ら80年 代か ら

　国 際協調 としての共同研究等 を考 える時代に な っている。既存 のツール におい

　 ては(大 形 プロ ジェク ト,重 要技 術補助金 等),国 際共同研 究がで きるよ うに

　 な っていないた め,制 度 の手直 し も必要 とな ろ う。
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{3)基 礎研究体制 の確立

　　電 子計算機 にお いて,従 来 は先進 諸国 の行 った技術 をキ ャッチア ップす るこ

　 とに よ り繁栄 して きたが,キ ャッチ ・ア ップの成功,自 主努 力等 によ り先進諸

　 国 に技 術的に追いつ きつつあ る こと,さ らに先進 諸国 が,技 術 を海外に 出 さな

　 くな った こと等 か ら自主技術酒甕の必 要性 がいわれてい る。わが国 においては,

　特 に基礎的基盤 的技術 の開発 体制 が弱体 な ことか らこれ ら基礎研 究開発体制の

　 確立強 化 が望 まれ る。

(4)ユ ーザニーズへ の対処

　　 今後,電 子計算機 の利用 がます ます多様化 するに従い,新 規分野 のユーザ の

　 ニーズに 沿 った機器 の開発 が重要 にな ってい る。 一方,既 存の分野 において も

　需 要 の拡 大 に伴 い 中小 企 業 あ るいは個人 とい った従来の人員 も資金 も十分 な

　大組織 のユ ーザ とは異 な るユ ーザが 多 くな っている。 これ らユーザ へ の配慮 や

　 ニーズの汲 み上 げ も重要 であ る。

5..1.2　 電 子計算 機産業施策 の必 要性

　電子 計算 機産業 は,そ の技 術の直接的 あ るいは 波及的効果の 大 きさ,成 長性の

高 さの故 に重要な産業 であ る。 特に過去技 術の ブレー クスルーが世界経済 の成長

力 の大 きな要因であ った ことを考 えれば世界 的に経済 が停滞 してい る今 日こそ,

この よ うな技術オ リエ ンテ ッ ドな産業 の振興 が図 られて しか るべ きで あろ う。

　技 術オ リエ ンテ ッ ドな産業 に あ っては,技 術 開 発 が産 業 発 展 の極 め手 といえ

よ う。 この場合に取 るべ き施策 と しては,第1が 技術開発 リスクの軽減の ために

技術 開発 への補助 を行 うことである。次 に,市 場 を拡大す るこ とによ って企業 の収

益性 を高め,企 業 の技術開発 資金 を潤滑 にす ることであ る。

　以上 の考 え方 をわか り易 く表 わす と次表 の よ うになろ う。
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日

技術開発を通 じての国

産電子計算機メーカの

発展

技 術 開 発 リ スクの

軽 減

市場の拡大を通 じて

補　助　金

委 託

技術開発調査

税その他

1⇒∴
の 技術開発資金の確保1

　

L海 外市場対策

5.1.3政 策 ツ ー ル の 多 様 化

　 電 子 計 算 機 産 業 は,技 術 先 端 産 業 で あ り,技 術 レベ ル の 向上 に よ り競 争 力 を維

持 し うる こ とか ら,60年 代,70年 代 に お い ては,欧 米 先 進 国 の技 術 を キ ャ ッチ

ア ッ プす る と と もに,自 主技 術 の 開 発 を それ ら導入 技 術 を基 に行 い市 場 を確 保 し

て きた 。 しか しな が ら,近 年,先 端 技 術産 業 の1つ で あ る半 導 体 技 術 に お い て は ,

日本 の 品 質 管 理 技 術の 向 上 か ら国 際 競 争力 を持 つ に 至 り,世 界 市 場 の25%を 占

め る よ うに な っ て い る。 電 子 計 算 機 産業 にお い て も昭 和51年 度 か ら54年 度 まで

の 超LSI開 発 プロジェク トに よ り サ ブ ミク ロ ン ・パ ター ンに よ る超LSI製 造

技 術 を会 得 した こ とか ら,ハ ー ドウ ェアに つ い て は米 国 の技 術 レベ ル に 近 ず い た

とい え る。 こ の よ う・{こ60年 代,70年 代 に おけ る振 興施 策 と しては,技 術 開発 の

占め る割 合 が 多 か った とい え る。 電 子 計 算 機 産業 が 技 術 先 端産 業 で あ る こ とか ら

80年 代 に お い て も技術 開 発 が大 きな ウ ェイ'トを 占め るが,産 業 規 模 の拡 大 に伴 っ

て 施 策 の 方 策,目 標 等 にお い て若=Fの 違 い が生 じる。
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(1}大 型 プ ロジ ェク ト(大 型委託制度)

　　 大型工業技術研究開発制度(「 大型 プロジ ェク ト」)は,国 民経済 上極めて

　 重要 な技術 であ って,そ の研究開発 に多額 の資金 と長期の研究 開発期 間 を要 し,

　 かつ,多 額の危険負担 を伴 うため民 間企業 では開 発で きない もの につ いて国が

　 全額 を負担 し研究開発 を行 う制度 で,社 会的要請 に積極 的に対応す るた めの技

　 術開発制度 として,ま た,欧 米諸国 におけ る軍事技術,宇 宙技 術 の開発 に比肩

す べ き壁 端 分野 の技 術醗 制度 として昭和41年 に発 足 した・

　　 電 子計算機関係 としては,昭 和41年 度 ～昭和46年 まで行 った超高性能電子

　 計算機 の開発,昭 和46年 ～昭和55年 までのパ ターン情報処理 システムの開発

　があ る。前 者は,国 家 的 ニーズの高 か った大型高性能の電子計算機 シ ステムそ

　の ものの技術 開発 であ り,結 果 として未熟 である産業の 育成が図 られ た もので,

　後者は,電 子計算 機産業の技 術 レベルの 向上 のために,将 来の電算機技術 の中

　核 とな る各種の基本的な諸技術の開発 を行 った ものであ る。

　　 80年 代 におけ る大 型 プロジェク トは,電 算機産業の規模が拡 大 し自主技 術

　 開発力 がついて来 た こと,他 に補助金等 の制 度が存在す るこ と,米 国 を中心 と

　 す る 「先端産業 に対す る政府助成 」への批 判の高 ま りな どを考慮 に入れ,従 来

　 以上 に,④ 技術的先 端性,回 国家 自体 の技 術 ニーズの観点 を明確 にすべ きであ

　 る。 また,工 業所有権 の帰属,国 際的 な共 同研究開発 な どの観点 を世界の主要

　 国の趨勢 をよく注視 しなが ら導入 してい くことを考 えね ばな らないであろ う。

②　大型補助金制度

　　 大型補助金制度(「 電子計算機等開発 促進費補助 金制度 」)は,昭 和46年

　 7月 に決定 され た電子 計算機 に関す る自由化措置 に対す る対策 の一つ として,

　 3グ ルー プ体制 を前提 に国産技術の 向上 の ために昭和47年 に創設された もので

　 ある。 その後,昭 和48年6月 の電子計算機,集 積回路,情 報処理産業 の完全 自由

　 化 の決定 に対す る対策 として集積 回路 開発促進費補助金,情 報処理 産業振 興対

　 策補助金 が追加 され完 全 自由化 を迎 えた昭和51年 度か らは,さ らに次世代電

　 子 計算機 のハー ドウ ェア面 での技術 的中枢 をなす と考 え られる超LSIの 開 発
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　 に対す る補助金 が追加 された。 また,昭 和54年 度か らは ソフトウェアの技術的

　 中核 であ る基本 ソフ トウ ェア(03)技 術及 び新周辺端末装置 技 術の開発 を促進

　 す るための補助金 を昭和58年 度 までの4年 間交付す ること としてい る。

　　 これ らの うち,昭 和47年 度か ら昭和51年 度まで は 第3.5世 代電 子 計 算 機 に

　 必要 とされ る技 術開発 に対す る補助金 で あ り,こ れ らの成果 は,現 在,3グ ル

　 ープそれぞれ よ りMシ リー ズ,ACOSシ リーズ,　COSMOシ リーズ として発表

　 され てい る。 昭和51年 度 か ら昭和54年 度までの超LSIの 開発補助金並 びに

　 昭和54年 度 か ら開始 され たOS及 び新周辺 端末装置の開発 補助金 は,80年 代

　 に主 力 とな るで あろ う第4世 代 の電 子計算機のた めの基本的 なハー ドウェア,

　 ソフ トウ ェアそれ ぞれの技術 を確立 す るた めの ものである。

　　 80年 代 におい ては,次 の 世代で ある第5世 代 のための技 術開発が必要 とさ

　 れ るが,第5世 代 につい て,ど のよ うな技術が必要 にな るの か未 だに明確にな

　 っていない ことか ら従 来 のよ うな単一 の 目的に対す る研究開発 では なく,官 学

　 民の総力 を精進 して,基 礎技 術か ら基盤技 術;応 用技術 までの幅広 い分野 の研

　究 開発が必要 となる ことが予測 され る。 このよ うな基礎技 術の開発の成果は他

　 産業 に も大 きなイ ンパ ク トを与 え,世 界全体の技術の向上に も資す る ことか ら

　 国際共同開発等 を含めた研究体 制 につ いて も検討す る必要 があ る。

{3)重 要技 術研究開発費補助金

　　 重要技 術研究開発費補助 金は,民 間企業等 が行 う重要技 術の研 究開発 に対 し,

　国 がその費用 の一部 を補助金 として交付 し助成する制度であ り,近 年31億 円程度

　 の予算 が経 上 されてい る。研究 開発課 題 としては 次の もの があ る。

　 ・重要技 術研究開発 課 題

　　 1.国 民 ニ ーズ関連技 術

　　 皿、先 端産業技 術及び産業活動 高度化技術

　　 m.資 源エ ネル ギー技 術

　 ・住宅 システム技術 研究 開発課題

　 ・環境保全 ・安全対策技 術研究開発課題
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　　 1.一 般環境保全 対策技 術研究 開発課題

　　 皿.特 定環境保全 ・安全対策技術研究開発課題

　 ・省 エ ネルギー技 術研究開発課題

　 ・未 踏革新技術研究 開発課題

　　 1.オ プ トエ レク トロニ クス

　　 n.高 次計測技 術

　　 皿.炭 素,総 合利 用技 術

　　 IV.酵 素,微 生物 利用技 術

　　 V.新 材料技 術

　　電算機 関連 の もの として近年 は 大 型 補助 金 との 区分等の理 由か ら金額 的に

　 は少 ないが,未 踏革新技術研究開 発課題の 内で ジ 。セ ブソ ン素子開発 を55年

　度 か ら開始 されてお り,今 後の伸 びが期 待 され る。当該補助 金は,技 術的 ブレ

　 ー クスルー とな るテー マでは あ って リスキーな もの,か つ 金 額 と して も中 規

　 模の開発 テーマについ て補助す るもので ある。 多分野にわ たる技 術向上 が期待

　 される反 面成果 が分散 して しま う等の欠点 もあ る。

　　 80年 代 に おい ては,で きるだけ大 きな開発 テーマに対 し,重 点的 に(5年

　 間で10～20億 円程 度)か つ,複 数 の企業 に よる競 争開発等 によ り成果 を よ り

　 多 くあげ うるよ うな形態 とす るこ とが望 ましい。

(4)革 新基盤技術研究開発委託 制度

　　 今後,わ が国が技 術立国 として存立 してゆ くには,欧 米諸 国に比べ て大 きく

　 遅れ を とってい る基 礎的段 階の技 術開発 を進 めて ゆ く必要が あ る。 現在,こ の

　 よ うな基礎 的段 階の研 究開発は国の試験研究機関,大 学等 で行われ てい るが,

　 マ ンパ ワーの不足,資 金の不足,研 究体 制の不備等 か ら欧米諸国 との差 を縮 め

　 るには至 らない。

　　 しか しなが ら,90年 代にお いて開 花が期待 され る先端 産業 の確立 に必要不可

　 欠 な新材料,バ イオ ・テク ロノジー,新 素子等 のKey・Technologyの 開発は

　 現下 での急務 で ある。 これ らKey・Technologyは,研 究 開発 の波及効果が大
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　 き い が 研 究 開 発 が ま だ 基 礎 的 段 階 にあ り,そ の 技 術 と して の体 系 の 確 立 に5

　 年 か ら10年 と比 較 的 長 期 間 を有 す る もの で あ って,技 術 的 な ブ レーク ・スルー

　 が 可能 な革 新 的 な もので ある ことか ら,従 来 は 国の 試験 研 究 所 や大 学 等 に おい て

　 行 わ れ て い た もの で あ る が,80年 代 に おい て は 一層 の 拡 充 をす る必 要 が ある こ

　 とか ら国 が 主体 とな って 民 間 の マ ンパ ワー を用 い,官 学 民 の総 力 を上 げ て研究

　 開 発 を行 う体 制 が 必 要 と な る。 この た め,こ の よ うな 革 新 基盤 的 技 術 で あ る

　 K　ey　'　Tech皿ologyに つ い ての 研 究 開 発 委託 制 度 を創 立 して,従 来 の 制約 を打

　 破 し,そ の 抜 本的 強 化 を図 るた め民 間 の活 力 ・ポ テ ンシ ャル と大 量 の 資金 と計

　 画 的 ・効 率 的 な開 発 方 式 の 三 者 を結 びつ け た強 力 な研 究 開 発体 制 を確 立 す る。

(5)融 資制度

　　 電子計算 機関係 の融 資 としては,① 日本電子計算機㈱ に対 す る開銀融資,②

　 構造 改善融資,③ 特定機械 情報産業 振興臨時措置法(機 情法)に よる融資制度

　 で あ る。

　 ①　 日本電子計算機㈱ に対す る開銀 融資

　　　 電子計算機 の販 売 は,巨 大外資によ って導入 され た レンタル制度 が主流 を

　　 な しているが,レ ンタル制度は,ユ ーザにとっては電子計算機導 入に伴 う一

　　 時の巨額 の出 費 と技 術革新 がめ ざま しいことか らくる機械 の陳腐化 を防 ぐ点

　　 で,大 きなメ リッ トが ある制度 である。反面,メ ーカに とって は費用はすで

　　 に発生 してい るに もかかわ らず収入 はレ ンタル料 として長期 にわた って入 っ

　　 て くるため,市 場 の成長性 が高い場合 には,メ ーカの販売資金の負 担が きわ

　　 めて大 きい。

　　　 この ような レンタル制度 に伴 う販売 資金の負担 を緩 和 し,国 産 メー カの販

　　売体質 を強化す るため,日 本電子計算機㈱(JECC)が,昭 和36年8月,

　　 国産機 メー カの共 同出 資によ り設立 され,株 主であ る国産 メーカに代わ って

　　 レンタル資金の調達 を行 うこととな った。

　　　 JECCの 国産機購 入資金 は,日 本開発銀 行 を通 じる財政投融 資資金,市 中

　　銀行,信 託銀行,地 方銀行,相 互銀行,保 険会社 及 び外 国銀 行等 の融資 と,
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　株主か らの増 資及 び レ ンタル収入 な どの 自己資金で ある。 昭和49年 には,

　 自由化に対処 し国産 メーカの販売体質 を強化す るため,開 銀融 資の金利の実

　質 的引下 げが行われ(最 優遇 特利)が 行 われ るようにな った。

②　電 子計算機 の構造 改善融 資

　　 日本開発銀 行を通 じる構造改善融 資は,金 融面か ら国 産電 子計 算機産業 の

　 体制整備 を促進 す る目的 を もって昭和47年 度 よ り行 ってい る ものであ るが,

　本制度 は外資 メー カと国産電子計 算機 メーカとの間 の資金 ギ ャップの緩和に

　一定の役割 を果 た して きた もの と考 え られ る。

　　 特に近年,外 資系 メーカが次世 代電 子計算機のは し りとみ られ る申 ・小型

　 機種 を出荷 したこ と,及 び関税率が昭和62年 まで順 次引 下げ られ ること等よ

　 り国産メーカは厳 しい状況に置かれてお り,80年 代に おいて も構造改善 をよ り

　 一層 図 る必要 か ら,体 制強化 を設備投 資の資金確保の面 か ら支援 す る本制 度

　 の重要性は高 い とい え る。

③　特定機械 情報産業振興 臨時措 置法(機 情法)に よる融 資

　　 機情法 は,従 来の 「特定電 子工 業及び特定機械 工業振興 臨時措置法(機 電

　 法)」 の失効 に伴 い,今 後一層流動 化す る経済社会 の下 で,機 械情報産業 を

　 望 ましい方向に誘導 ・育成す るための施策 の柱 として,昭 和53年7月 よ り

　 施行 された法律 で,1980年 代の国民 経済の健全 な発展 に資す ること を目的

　 とす る もので あ る。

　　 同法律 の第5条 の(資 金の確保)に,「 政府は,高 度化計画 に定 める所要

　 の資金 について,そ の確保 に努め るものとす る」旨定 め られ てい る。

　　 この規定 に基 づ く資金 的措 置には種 々な ものがあげ られるが,主 な もの と

　 しては,日 本開発銀 行及 び中小企業金融公庫か らの 「電 子 ・機械 工業 ・高度

　 化」融 資がある。

　　 融資対象設備 は,工 業 化促進機器 お よび合理化促進機器 で,必 要 な設 備資

　 金 につ いて,開 銀 ・中小 公庫か ら,特 利 または通利 で融資 され る。
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(6)税 　　制

　　電 子計算 機関係 の税制 としては,① 電子 計算機買戻損 失準備金,② 重要複合

　機械 装置特 別償却制 度,③ プロ グラム準備 金,④ 鉱工業技 術研究組 合等 に対す

　 る支出金 の特別償却制度,⑤ 試験研究 費の額が増加 した場 合の税額 の特別控除

　があ る。

　 ①　電子計算 機買戻損失 準備金

　　　電子計 算機 の導入形 態 である レンタル制度は,メ ー カに と って莫大 な販売

　　資金 を要 する ことか ら,後 発企業 であ るわが国電子計算機産業 に と っては大

　　・きな負担 とな ってい る。 このた め,わ が国電子 計算機産業 の健全 な育成 を図

　　 る見地か ら,国 産機 の一 元的 レンタル機 関 として,日 本電子 計算 機㈱(JE

　　 CC)が 設 立 され,メ ー カの販売資金 負担 を軽減す ることによ って,国 産 電

　　子 計算機 の振 興に大 きな役 割 を果 た して きた。 このJECC制 度 によ り,メ

　　ーカは実 質は レンタル であ りなが ら,直 売 と同 じ効果 を挙げ ることがで きる

　　が,メ ー カとJECCと の間には,下 取契約が結ばれてお り,ユ ーザか らレ

　　ンタル ・バ ックが生 ず るとメーカは その ときの残存簿価 でJECCか らレンタ

　　ル ・バ ック機 を買戻す ことにな っている。 その場合,残 存 簿価 の中 には メー

　　カに とって資産価値が ない間接経費(販 売費,一 般管理費)や 利益が含まれ

　　てお り,下 取機の残 存 簿価 とその メー カの資産価値 との間 には大 きな差があ

　　 り,メ ーカに下取損失 が発生 す ることにな る。

　　　この ような事実か らJECC及 びその他の レンタル機関に販 売 した場 合,

　　下記 の算定式 で求 め られ た限度額 を準 備金 として積み立 てるこ とを認 めた電

　　子計算機 買戻損 失準 備金制度 を創 設 した。

　　　　　　　　　買戻 特約付　 積立限度 額
=(　　　　　　　　　　　　　　 )×

　　　　　　　　　販　売　 額

　　　　(販 売後5年 間の買戻価 額)×(1一 当該年 度の原 価率)

　　　　　　　 (基 準年度 におけ る買戻特約付販売額)

(注)　 「基準年度 」… …当該事業 年度 の開始の日の7年 前か ら2年 を経過す
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　　　 る日までの間に開始 した各事業年度(即 ち当該年度が54年 度の場 合は

　　　 47年 度 と48年 度)

　　　　 なお,昭 和54年 度 の税制 改正に わいて,適 用期限 が2年 間延 長 され

　　　て いる。

②　重要 複合機械装 置特別償却 制度

　　昭和53年7月 よ り施行 された。 「特定 機械情報産業振 興臨時措 置法 」は,

　 その第14条 に税制上の措 置 として,普 及 を促進すべ き電子機器 または機 械

　 を使 用す る者に対 し税制 上必要 な措 置 を講 ずるよ う努 め る旨,規 定 され てい

　 る。 これ は,今 後 の機 械工業 の発 展の 主た る方 向が,電 子計算機 その他 の電

　 子機器 と他の機械 器具 を組 合わせ る ことに よ り,ハ ー ドお よびソフ ト両 面で

　 著 しい技 術革新 を一体化 した 「機 電情 一体化 」の図 られた複合型機械器具 の供

　給体制 を整備 してい くことに ある反 面,複 合化 された機械 器具 は機能 面では

　 著 し く優れ た もの では あるが,そ の取 得価格が高 い等,普 及に あた って ネ ッ

　 クが存在す るこ とに鑑み特 に普及 を促 進すべ き もの につ いて,そ れ を使 用す

　 る者に対 し,税 制上の優遇措置 を講ず るよ う努め ることとした もの であ る。

　　 本制度は,機 情法 を背景 とした税 制面 での特別措 置 で,電 子情報処理 装置

　 と産業機械 とを組 み合わせ ることに よ って著 しく性能 が向上 し,か つ その製

　造 に多額 の費用 を要す る もの として大蔵大 臣が指定す るもの について,普 通

　 償却 の ほかに初年度取 得価額 の1/4の 特 別償却が認 め られる。

　　 昭和53年 度 には 「高性能電子計 算機制御金 属加工機械」「高 性能電 子計算

　算機制御 自動 設計装 置 」 「高性能電子 計算機制御 ファクシミリ蓄積交 換装 置 」

　 の3つ が指定 され た(期 限は昭 和56年3月 末)が,昭 和54年 度には 「高性

　能電子情 報遠隔処理 装置 」お よび 「高 性能 電子計算機制御 自動鍛造装置 」が

　 新たに追加 された(い ずれ も期限 は昭和57年3月 末)。

　　 この うち,高 性能電子情報遠 隔処理 装 置は,高 性能 の電子計算機 とイ ンチ

　 リジ ェン トター ミナルを通信回線 で接続 し,遠 隔情 報処理 を可能 とす る もの

　 で あ って,次 の条件 を満たす もの であ る。
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　 (i)リ モ ー ト バ ッ チ 処 理 機 能,オ ン ラ イ ン ・ リ ア ル タ イ ム 処 理 機 能 わ よ び タ

　 　 イム シ ェア リ ング処 理 機 能 を有 す る こと。

　 (ii)記 憶容 量 が800万 ビ ッ ト以 上(検 査 用 ビ ッ トを除 く)の 主 記 憶 装 置 を有

　 　 し,仮 想 記憶 機能 を備 え た専 用 の 計 数電 子 計 算 機 を有 す る 乙 と。

③ プ ロ グ ラム準 備金

　 (i)汎 用 プロ グ ラ ム開 発 のた め の準 備 金制 度

　 　 　 電 子 計 算 機 の ハ ー ドウ ェア は 著 しい技 術 革 新 に伴 って 大幅 な コス トダ ウ

　 　 ン及 び プ ライ ス ダ ウ ン が もた らされ て い るが,他 方 ソ フ トウ ェ アに関 して

　 　 は,電 子 計算 機 の 利 用 分野,利 用形 態 が 複 雑 多 岐 に な る に つれ その 開 発 コ

　 　 ス トが膨 大 な もの に な りつつ あ る。 特 に現 在 移 行 しつ つ あ る 新 しい 世 代 の

　 '時 期 には こ の傾 向 が顕 著 とな り,ソ フ トウ ェ アの供 給 者 に と っ て ソ フ ト ウ

　 　 ェア の 有償 化,市 場 商 品 化 が 企 業 の 維 持,発 展 の た め に必 要 不 可欠 な要 請

　 　 とな る こ とは 必 須 で あ る。

　 　 　 ソ フ ト ウ ェ ア技 術 の 優位 性 及 び市 場 に お け る優位 性 を もつ 企 業 は,ソ フ

　 　 トウ ェ アの完 全 商 品 化 に よ って新 しい 時代 の対 応 を図 る こ とが 可 能 で あ る

　 　 が,わ が コ ン ピュー タ メ ー カ,情 報処 理 業 者 は,技 術 的 遅 れ と従 来 の"ソ

　 　 フ トウ ェ アは お ま け"と い う販 売 方 針 の た め に ソ フ トウ ェア の 有償 化,市

　 　 場 商 品 化 を打 ち出 し難 い状 況 に あ る。

　 　 　 この よ うな状 況 を打 開 しわ が 国 情 報産 業 に対 して も ソ フ ト ウ ェア有 償 化,

　 　 市 場 商 品 化 慣 行 の確 立 を図 るた め に は,そ の 前 提 と して よ り良 質 の ソ フ ト

　 　 ウ ェ アの 開発 な か で も生 産 性 の 高 い汎 用 ソ フ トウ ェアの 開発 を促 進 す る こ

　 　 とが 緊急 の 要 請 で あ る。

　　　 本制 度は このよ うな要請 を受けて設(ナられ た制度で あ り・今後の汎 用 プ

　　 ログ ラムの開 発を促進 す る目的 を有す ると同時に,積 立限度額の計算の母

　　 体 を汎用 ソフ トウェアの取引に係 る収入 とす ることに よって,汎 用 プログ

　　 ラム有 償化,商 品化慣 行の確立を図る とい う目的を も有す る ものである。

　　　 その概 要は次の とお りであ る。
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　 ○対象企業　 ソフ トウェア業 を営 む個 人又は法人(兼 業者 も含 む)

　 ○対象 プログラム　 国 内で開発 され,広 く普及 される こ とが望 ま しい汎用

　　　　　 プログラムとして情 報処 理振興事業協会 に登録 され た もの。

　 ○積立限度額　対 象 プ ログラム及 びそれに付帯す る技術 者サ ー ビスの取引

　　　　　 に よって得 られ る収入金額 の50%

　 ○取 崩方法　 4年 据 置,4年 均 等取 崩

⑪ 　プログラム保証 準備金

　　 ソフ トウェア企業の経営 を不安定 に してい るひ とつの大 きな原因 は,そ

　の作成,販 売 す る プログラムにつ いて,納 入後 に作成 側の負担 で手直 しを

　要求 され ることにあ る。

　　 この要求は,ソ フトウ ェアその ものの性質上,ユ ーザ が実際にその プロ

　 グラムを使用 する過程 で不都 合 を生 じ,補 修 を行 うて とが避け られ ないか

　 らで あ る。

　 　 この補 修 に要 す る費 用 は,明 らか に ユ ーザ の仕 様 指 図 もれ,あ るい は 間

　違 い に原 因 が あ る もの を除 き,プ ログ ラムの 開発 を行 った ソ フ トウ ェ ア企

業が一定期間内に限 って負担 す る商慣習 が確立 して いる。 ほとん どの場合,

将来1年 間にわた って,ソ フ トウェア企業等 が無償補修 義務 を負 う旨 ,契

約 に明記 されてお り,一 部企業 にお いてはこの 費用 負担 に対処 す るた め ,

有税 で補修引 当金 を積 み立 てていた。

　　この ような状 況にか んがみ,昭 和47年 度 の税制 改正 において,プ ログ

　ラム保 証準備金 の制度 が創立 され た。

　 本制度 の概 要は次 の とお りであ る。

　○対 象企業 　ソ フ トウェア業 を営む個 人又は法人(但 し,コ ンピュータ・メ

　　　　　　カが兼業 してい る場 合 を除 く)

o積 立限度額　 1年 以上の無償補修契約 を交 わ してい るプ ログラムの売上

　 　 　 　 　 げ の0.5%
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　 ④ 鉱 工業技術研究組合 等に対す る支 出金 の特別 償却制度

　　　 鉱 工業 技術研究組合法第14条 に基づ き,組 合 が行お うとす る試験研究が

　　 国民経済上重要 な ものであ り,か つ,そ の取 得 し,製 作 しよ うとす る機械 及

　　 び装置並 びに工具,器 具及び備品が当該試験 研究 のために必要 な ものであ る

　　 と主務大 臣及び大 蔵大臣が承認 した もの について,そ の承認 に係 る試験研究

　　 用 固定 負産 を取 得 し,又 は製作 す るた めの費用 を組合 に納付 した ときは,そ

　　 の納付 した費用 につい て特別 償却 を行 うことがで きるとい った制 度であ る。

　 ⑤　増加 試験 研究費 の税額控除制度

　　　 民 間企業等 におけ る技 術開 発費 が増 加 した場合 に,増 加試験研 究費の20%

　　 相 当額 を法人税額(又 は所得税 額)か ら控除す ることがで きる制度であ る。

　　 但 し,控 除限度額は法 人税額(又 は所 得税額)の10%ま で を限度 としている。

　　　 当該税制 は,54年 度 におい て2年 間の延長 を行 っている。

(7}調 　　 達

　　 国が必要 とす る資材で あって,若 干の開発要素 があ り,企 業 のみで多少 の リ

　 スクは負担 で きる技 術開発 レベルにあ る ものにつ いて,国 がユーザ とな って開

　発 を含め ての資材 の調達 を行 うもので あって,米 国ではNASA,DOD等 が従

　来 か ら行 っていた方法 であ る。

　　 80年 代 においてわが国 も宇 宙,海 洋,原 子力等 の ビッグ ・サ イエ ンスとい

　われ る領域 につい ての開発 を積 極的 に行 ってゆか な くては な らない。 しか しな

　が ら,こ れ らビッグ ・サイエ ンスは規模 が大 きい,リ スクが大 きい等の理 由で

　民 間企業 のみ では着手で きないことか ら国が主体 となって開発 を進 め ていか な

　ければな らない。 このよ うな領域 は,技 術先端分 野で あることか ら,情 報処理

　量 も膨大 であ り,か つ高速 での処理 が必要 とな って くる。 たとえば,宇 宙の分

　野に おい て,衛 星 か ら地 上にお くられる情報量 は莫 大な量 にの ぼ り,気 象観 測

　衛星か ら送 られてくる写 真では,1枚 の処理 に数 時間を有す るのが現状 であ り,

　 これ を リア ル タイム で処 理 す るには1,000MIPSの 超大型電 子 計算 機 が 必 要 と
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い われ て い る。

　 この よ うな 超大 形 の電 子 計 算 機 につ い て は,開 発要 素 を含 め民 間 よ り調 達す

る こ と に よ り,従 来 の 委 託 に近 い経 済 効 果 を期 待 す る こ とが で き る。

　 この よ うな 分 野 は,ビ ッグ ・サ イ エ ン スの み に限 らず,社 会 シ ステ ム分 野,

医 療 分 野,エ ネル ギー 分野 等 多 くの 分 野 が考 え られ る こ とか ら,80年 代 に お

け る大 きな 政 策 ツ ール とな る。 、

5.2.具 体 的 施 策

5.　2.1　 電 子 計 算 機 の 普 及

　 電 子 計 算 機 産業 の今 後 の成 長 を促 進 し,産 業 規 模 の拡 大 を図 るた め に は,多 く

の 分 野 に お い て電 子計 算 機 の需 要 を喚 超 す る こ とが必 要 と され る。 近 年,電 子 計

算 機技 術 の 急 速 の進 歩 に よ り電 子計 算 機 の小 型 化,価 格 性 能 比 の 向上,性 能 の 高

度 化,高 速 化,使 い 易 さ等 が 図 られ つ つ あ り,こ れ ら特 徴 を利 用 して,幅 広 い層

での 電 子 計 算 機 利 用 に あ った形 態に す る こ とか ら市 場 の 拡 大 を図 る こ とが で きる。

{1)マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの 普 及

　 　 IC製 品 技 術 の高 度 化 に伴 い,マ イ ク ロ コン ピュー タ(マ イコン)の 高 性能

　 化,低 価 格 化が 図 られ て お り,70年 代後 半 に おい て す で に家 電 製 品,自 動 車

　 等 へ の装 着 が行 わ れ 次 第 に市 場 を拡 大 し てい る。 マ イ コ ンは 従 来 は1ワ ー ド4

　 ビ ッ トで あ った が,高 度 化 に よ って,現 在 で は8ビ ッ トが 主 流 とな り,16ビ

　 ッ トの マ イ コ ンも使 わ れ 出 して い る。 この よ うな状 況 か ら,32ビ ッ ト ・マイ コ

　 ンの 出 現 も近 々で あ り,従 来 の ミニ コ ン ピ ュー タ(ミ ニ コ ン)の 分 野 へ の進 出

　 が予 測 され て い る。

　 　 この よ うな マ イ コ ンの 使用 形 態 と し ては,① 事 務用 等 に ス タ ン ド ・ア ロー ン

　 で マ イ ク ロコ ン ピ ュ ー タ を用 い る。 ② 分 散 処 理用 端 末 の イ ン テ リ ジ ェン ト化 に

　 用 いる。③ プラン ト,精 密 加 工装 置,高 性 能 輸送 機 器等 の 制 御 に用 い る。④ 家 電 製

　 品,動 力 機 器 の制 御 に用 い る。 ⑤ 高 度 な 玩 具 と して用 い る等 の使 い 方 が 考 え ら
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　れ る。 この よ うに,80年 代 に お い て は マ イ コンが 種 々の 形 態 を と りな が ら,

　 あ らゆ る分 野 へ 浸 透 して ゆ き,マ イ コ ン市場 を急 増 に 拡 大 させ,電 子 計 算 機 産

　業 の底 辺 を さ さえ る 大 き な 産 業 とな る こ とか ら,種 々の 形 態 に あ った施 策 を講 じ

　 じて ゆ く こ とが必 要 で あ る。

　 　 ①事 務用 等 に ス タ ン ド ・ア ロー ンで使 用 され る場 合,② プ ラ ン ト ・精密 加 工

　 装 置,高 性 能 輸 送 機 器 等 の 制 御 に使 用 す る場 合は,高 度 な制 御 内容 とな るこ と

　 か ら,高 性 能 な16ビ ッ トの マ イコ ンが 使用 され る。 さ らに,ユ ー ザ が 自 ら制

　 御 プロ グ ラ ム を作 成 す る場 合 が多 い こ とか ら,ユ ー ザ に 使 い 易 く,効 率 の良 い

　 マ イ コ ン言 語 が 必 要 とな る。 しか しなが ら,言 語 に つ い ては幅 広 く用 い られ な

　 けれ ば 言 語 と しての 有 効 性 が 減 少 す る こ とか ら,民 間 企 業 で はな く,国 が率 先

　 して開 発 を行 い,そ れ ら を標 準 化 して ゆ くこ とが 望 ま し い。 ③ 家 電 製 品,動 力

　機 器等 に装 置 され る もの に つ い ては,従 来 は 簡単 な 制御 の み で あ った こ とか ら

　 4ビ ッ トマ イ コ ンが 使 用 され て い るが,今 後 は よ り複 雑 な 制 御,付 加 機能 の 付

　加 等 に よ り8ビ ッ トマ イ コ ンが 使 用 され る こ とが予 測 され る。 当 該 分 野 に お い

　 ては 市 場 メ カ ニ ズ ムに よ りマ イ コ ン装 着 の 促 進 が 図 られ る こ とか ら,積 極 的 な

　 振 興 施 策 は 必 要 な い と考 え られ る が,一 部 省 エ ネル ギ ー に 資 す る もの につ いて

　 は,研 究 開 発 段 階 での 補 助,税 制 等 に よ り振 興 を図 る こ とが望 ま しい。

(2)分 散 処 理 の 普 及

　 　 電 子 計 算 機 の 高速 化,小 型 化,低 価 格 化,高 性 能 化 に伴 い,電 子 計 算 機 の分

　 散 処 理 の形 態 が進 ん で き て お り,第4世 代 に お いて はIBM8100等 分 散 処 理 に

　 適 した 小 型 機 に その 傾 向 が表 わ れ てい る よ うに分 散処 理 の 本 格 的 な時 代 とな る

　 こ とが 予想 され る。 さ ら に,ホ ス ト ・コ ン ピ ュー タ ど うしが 回線 を経 由 して ネ

　 ッ トワー ク で接 続 され,利 用 者 が どの電 子 計 算 機 を使 って い るの か を意 識 させ

　 ず に,か つ,待 ち時 間 な く使 用 で き るネ ッ ト ワ ー ク形 成 が 促 進 さ れ る 。 この

　 よ うな ネ ッ トワー ク形 成 が行 わ れ る こ とに よ り電 子 計 算 機 の 効 率 的 な利 用,フ

　 ァイル利 用 の容 易 化,待 ち時 間 の減 少,デ ー タ伝 送 の高 速 化 が 図 られ,電 子計

　 算 機 の普 及 や社 会 の 情 報 化 に 資 す る こ とが 極 め て大 きい こ とか ら・積 極 的 に 振
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　 興す る こ とが 望 ま しい 。

　 　振 興 の方 策 と して は,分 散処 理 が 行 える電 子 計 算機 シ ス テ ムに 対 す る優 遇 税

　 制 ・処 散処 理 用 イ ン テ リジ ェ ン ト端 末装 置 の販 売 に対 す る融 資 制 度,情 報 転送

　 の 際 の プ ロ トコル の 標 準 化 に よ り普 及 の 促 進 を図 る ほか,電 子 計 算 機 のOS(オ

　ペ レー テ ィ ング ・シ ス テ ム)と して の高 度 な ネ ッ トワー ク管 理技 術 の 開発 等 に

　対 す る補助 等 を行 う。

　 　 さ らに は,回 線 利 用 の 自 由化 や料 金体 系 の 与 え る影 響 が 大 きい ことか ら,改

　 善 を求 め て ゆ く。

(3}　 オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ン

　 　 60年 代,70年 代 と製 造部 門 の 効 率 化 が 図 られ て き てい る ものの,事 務 部 門 の

　 の 効 率 化 は以 前 と して 図 られ ては お らず80年 代 の 大 き な課 題 とな って い る。

　 か たや,従 来 の 事 務 機 が マ イ コ ンの 登 場 に よ りイ ン テ リ ジ ェ ン ト化 したこ とや,

　 電 子 計 算 機 が廉 価,か つ 小 型 に な り事務 部 門 に 容 易 に導 入 で きる よ うにな った。

　 80年 代 は,こ の よ うな 電 子 計 算 機 を用 い た オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ 。ン機 器

　 に よ り事 務 の 合理 化 が 図 られ る よ うに な る。 さ らに は,こ の よ うな傾 向 に対 応

　 す る よ う,各 事 務 機 メ ー カ,電 子 計 算機 メ ー カ,そ の 他 新 た に参 入 した メ ー カ

　 が それ ぞれ趣 向 を こ ら した オ フ ィス ・オー トメー シ ョ ン機 器 の 開発 を行 い。 普

　 及 が 図 られ る もの と考 え られ る。 この よ うな,オ フ ィス ・オー トメ ー シ ョ ン機

　器 の普及 には,事 務 の合理化 によ り第三次産業 の効率 化,拡 大化が図 られ産業

　構 造 の情 報 化高 度 化 が 進 む こ と,電 子計 算 機 の 利 用 分 野 が 拡 大 し,市 場 の 拡 大

　 が進 む こ とか ら国 と して も積 極 的 に振 興策 を講 ず る こ とが 望 ま しい。 この 分野

　 は,オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン機 器 が あ る程 度 普 及 して くれ ば 市場 メ カ ニ ズ

　 ムに よ り自然 に市 場 の 拡 大 が 行 わ れ る と考 え られ る こ とか ら,普 及が 進 ま ない

　 段 階 で の施 策が 必 要 とな る。 具 体 的 には 国 が率 先 して オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ

　 ョン機器 の導 入 を図 り,事 務 合理 化 を行 うこ と,工 業 会 等 に お け る モ デル ・オ

　 フ ィスの 設 計 ・デ モ ン ス トレ ー シ ・ンに対 す る資 金 的 補 助,優 良 オ フ ィス'オ

　 トメ ー シ ョン機 器 の 認 定 等 が 考 え られ る。
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5.2.2　 技 術 開 発 の 強化

　電 子 計算 機 産業 は,高 度 な 電 子 機械 技 術 に よ って初 め て成 り立 ち得 る 先端 技 術

産 業 で あ り,技 術開 発 に よ っ て国 際 競 争 力 を維 持 し うる産 業 で あ る こ とか ら80

年 代 に お い て も一層 の技 術開 発 を行 う必 要 が あ る。 しか しなが ら,近 年,電 子 計

算 機 関 係 の技 術 開発 に は 膨 大 な研 究 開 発 資 金 を必 要 と し,国 産 メー カ1社 で は と

て も負担 し きれ な い こ とか ら,従 来 の 研 究 組 合 体 制 の 強 化 と と もに,国 か らの 研

究 資金 へ の 補 助 が 必 要 とな る。 ま た,80年 代 にお い ては,先 進 諸国 か らの技 術

導 入 等 が さ らに 困 難 に な る と考 え られ る ことか ら国 と して 基 盤 技 術の 強 化 を図 る

こ とが 望 まれ る。

(1)第5世 代 へ の 対 応

　 　 80年 代 は,第4世 代 とい わ れ る超LSIや,使 い 易 い オ ペ レ ー テ ィン グ シ ス

　 テ ム を実 装 した 電 子 計 算 機 が主力 となる。外 資 メーカは この よ うな第4世 代 機 の

　 は し り とい わ れ る機 種 を1979年 よ りす で に発 表 してお り,国 産 メ ー カ も80

　 年 代 の 中 ご ろ ま で には,第4世 代 に対 応 す る機 種 を発 表 す る もの と思 われ る。

　 今 ま で の電 子 計 算 機 の発 達 か ら考 え る と,80年 代 後 半 か,90年 代 前 半 に は 第

　 4世 代 機 よ り もは るか に 高 度 な電 子 計 算 機 と して第5世 代機 の登 場 が予 測 され

　 る こ とか ら,80年 代 に お い て は この よ うな第5世 代 機 の た め の技 術 開 発 を 進

　 め る必 要 が あ る。 しか しな が ら,現 在 で は,第5世 代 機 の 概 要 は未 だ定 着 して

　 お らず,見 通 し も不 透 明 で あ り,予 測 もしに くい こ とか ら,予 想 され るあ らゆ

　 る場 合 に対 応 で き るよ うな 幅 広 い対応 が 望 まれ る。 ま た,こ の よ うな 研究 開 発

　 に必 要 と され る資金 は膨 大 な額 とな り,メ ー カ1社 で は負 担 し きれ な い こ とか

　 ら国 と して も研 究 開発 資 金 の 一 部 補 助 を行 うほか,研 究体 制 の 整 備 を図 る こ と

　 が 必 要 と.され る。 さ らに,先 進 諸 国 の 技 術 を導 入 し効 率 よ り研 究 開発 を行 うた

　 め海 外 との共 同開 発 等 に つ い て も検 討 す る こ とが 望 ま しい。

② 　 ソ フ トウ ェ ア開 発の 効 率 化

　 　 電 子 計算 機 の ハ ー ドウ ェアの 価 格 の 低 下 に 比 べ,ソ フ ト ウ ェアの 大 規 模 化 か

　 ら製 造 コ ス トが急 増 して い る第4世 代 機 に お い ては,こ の 傾 向 が さ らに 増 し,
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　 OS(オ ペ レー テ ィ ン グ ・シ ステ ム)に つい て もさ らに膨 大 な もの とな る こ とが

予 測 され てい る。 ま た,ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラ ムに つ い て も電 子 計 算 機

が 小 型 で 廉価 に な るに つ れ 広 い 分野 で 利用 す る こ とが 多 くな り,そ れ ぞれ に 対

応 した プ ログ ラ ムが 必 要 とされ る こ とか ら,プ ログ ラ ム プ ロダ ク トへ の ニ ー ス

　は急 激 に増 加 す る もの と考 え られ る。 この よ うな プ ログ ラム製 造 は 人 手 に よ る

作 業 が大 半 で あ り,多 くの 時 間 と人 件 費 等 の 費用 を要 す る。 さ らに,若 い人 材

　で ない と プ ロ グ ラム開 発 は 不 可能 といわれて お り,近 年 プ ロ グ ラム 開発 の た めの

　人 材 不 足 が 顕在 化 し て きて お り,こ れ らプ ログ ラマ ー は過 酷 な条 件 で の労 努 を

　強 い られて い る。80年 代eezお い て は,こ れ ら傾 向 が 急 激 に 増 大 し 電 子計 算 機

　普 及の 大 きな ネ ック とな る ことが 考 え られ る こ とか ら早 急 な対 処 が 必 要 で あ る。

　具 体 的 に は電 子 計 算機 を用 い た ソ フ トウ ェア開 発 の 自動 化,ユ ー ザ が容 易 に使

　い こな せ る ア プ リケ ー シ ョン用 言 語 の開 発,ユ ー ザが 自.ら容 易 に プ ロ グ ラ ム を

作 れ る よ う なイ ン テ リジ ェ ン ト端 末,ユ ー テ ィリテ ィプ ログ ラ ムの 開 発,大 規

　模 ソ フ トウ ェア・製 造技 術の 開 発 等 が必 要 とな る○ ま た ・プ ロ グ ラム製 造 を行 っ

　 て い る ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ スの拡 充 ・強 化 に つ い て も積 極 的 な施 策 を 講ず る必

　 要 が あ る。

(3}研 究 開 発'への 優 遇 措 置

　　電子計算機は,技 術開発 によ って国際競争 力 を維持 す る技 術先端 産業 であ る

　 ことか ら,売 り上 げに占め る研究 開発 資金 の比率は他産業 に比 して非常に高 い。

　 さ らには,研 究開発 に必要 とされ る資金は,メ ーカの規模 に依 らず ある一定額

　 は必ず必要 とされ ることか ら,メ ー カの規模 が小 さいほ うが売 り上 げに占め る研

　 究開発資金 の比率が高 く,国 産 メーカ との収 益性 の格1差の原 因の一 つ とな って

　 い る。 このため,研 究 開発 資金 に対 す る優遇措置の与 える影響は極 め て高 いと

　 い え る。

　　 税制については,鉱 工業技 術研究組合等 に対す る支払金 の特別償却制度 と増

　 加 試験研究 費の特別控除 があ るが,こ れ ら優遇税 制の継続 とと もに ・一 層の拡

　 充 を図 ることが望まれ る。 さ らには,研 究開発費用に対 し・現 行の最優 遇特利
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での融資等 によ り民間企業 の技 術開発意欲 を高め技術 ポテ ンシ ャル向上 を図 る

ことが必要 であ る。

5.2.　3　 電 子 計 算機 産業 の 基盤 整 備

　 電 子 計算 機 産 業 は,1979年 に,電 子 計 算機 及 び関 連 装置 の生 産 額 で1兆 円 を

超 え た い わば 一 兆 円産 業 と言 え る もめ の,国 産 メー カ の実体 と して は海 外 市場 へ

の 一 部OEM輸 出 は あ る もの の 市 場 が国 内 に限 定 され て い る こ と,収 益性 が悪い こ

と,ユ ー ザ対 策 が 不備 な こ と等,産 業 と して の基 盤 が十 分 に確 立 して い る とは い

い が,tい 。 この た め,80年 代 に お い て は 国 産 メー カの 企業 基 盤 の確 立 をはか るた

めの 施策 を 講 ず る こ と とす る。

(1)海 外 対 策

　　 電子計算機 産業 が今後 と も高 い成長率 を維持 してゆ くには 国内市場の拡大 と

　 と もに海外 市場への展開 が図 られ るもの と思 われ る。 しか しなが ら,現 状では

　 OEM輸 出が主体 であ り,需 要 が安定 せず,ま た,海 外 の ユーザに対す る メン

　 テナ ンスが十分 とはい えない。従 って,80年 代においては,企 業は独 自の販売

　 網に よ り,自 社 ブラン ドの 製品の販 売 を目指す ことにな ろ うか ら,国 として こ

　 のた めの基盤 整備 を考 え る必要 がある。

　　 また,東 南 アジアや中 南米で は,自 国の産業の高度 化を図 る ことか ら電子計

　 算機の利用技 術の導入 を要望 してお り,わ が国に対す る要請 も強い。 わが国 と

　 しては,国 際協力の立 場か ら国が主体 となって訓練生の受 け入,現 地 での訓練

　 センターの設立等に よ り協力 を行 うことが望 ましい。 これ ら中進 国は,電 子計

　 算機市場 としては規模が極 めて小 さいが,今 後,大 きな市 場へ育つ ととか ら企

　 業 ベ ー スでの 協 力 も行 う必 要 が あ る。

(2)　 ユ ーザ対 策

　 　 汎 用 電 子 計 算 機 や オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン機 器等 の普 及 に よ り,こ れ ら

　 の ユ ーザ に対 す るメ ンテ ナ ンス が重 要 とな って い る。 特 に,国 内 市場 の 拡 大 か

　 ら,中 小 企業,個 人 商 店 等 へ の普 及が 図 られ て行 く こ とが 考 え られ るが,こ れ
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らユ ーザ は 機器 を十 分 に使 い こな す能 力 を持 った 人材 が い な い場 合 が多 く,自

らプ ロ グ ラ ム を作 る こ とな どは,と うてい で きな い こ とか ら メー カまたは デ ィラ

ーに よ る メ ンテナ ン ス が極 め て重 要 に な って く る。 しか しな が ら,現 在 で は,

この よ うな ア プ リケ ー シ ・ン ・プログ ラムを作 る人 材 の不 足 お よびSEの 不 星 等

か ら十 分 な メ ンテ ナ ン スが で きてい な い場 合 が 出 て きて お り,不 満 を持 つ ユ ー

ザ が増 え て きて い る。

　 この た め,業 界 と して,ユ ー ザ の不 満 に 対処 す るた めの 苦 情 セ ン ター等 の 設

置,メ ンテ ナ ン スの た め の 人材 養 成 が必 要 で あ り,国 と して も,市 場 の 拡 大 を

図 るた め,こ れ らに 対 す る助 成 を行 っ てゆ く必 要 が あ る。

、

弐

∨
8

、
ー

3

一210一



メ

'

ー

-

tb

i
・

　1
ρ一



「

`

'

、

(

■

」

(

'

.

.

.

、

、

S

」

、

,

.

で
∨

宕
ぐ


